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 事業全体概要 1．

木材利用は、化石燃料の代替によるエネルギー起源二酸化炭素（CO2）の排出削減に加

えて、炭素の貯蔵及びエネルギー集約的素材の代替の面からも、地球温暖化防止に貢献

するとされている（IPCC（2001））。 

しかしながら、その効果の定量的な把握・分析については、一部でなされているもの

の、建築物や家具等個々の製品や部材別のデータの蓄積等、未だ不十分な状況である。 

世界の森林が減少を続ける中、国土の約７割を占め、年々資源量が増加する我が国の

森林から生産される木材について、この環境面での貢献を定量的に明らかにしつつ、そ

の効果を消費者に訴え大幅な利用拡大を進め、木材利用による二酸化炭素削減を促し、

低炭素な資源循環型社会を構築することが喫緊の課題となっており、この実現に寄与す

ることを目的とし、事業を実施した。 

 

 

図 1-1 事業の全体像 

  

② 土木分科会① 建築・木材製品分科会

①建築・木材製品分科会、②土木分科会、③普及促進分科会の３分科会、及び各分科会の座長・
副座長から構成される④合同会議を各２回、計８回の会議を開催。専門的見地からの指導助言

（１）検討委員会の開催

（５）報告書等のとりまとめ

② 土木分科会① 建築・木材製品分科会

（２）木材利用に係る省エネ省CO2に関する調査等

③ 普及促進分科会

（３）木材利用の省エネ省CO2効果等のデータ収集・分析

(４)調査や評価に係る普及啓発

・木材生産のCO2排出量調査
・建築・木材製品のCO2排出量調査
・木材利用が人の体感や室内環境に
及ぼす影響等を考慮した効果的な
木材利用方法の検討 等

・土木分野における木材利用
（丸太打設による軟弱地盤改良、
木製遮音壁等）によるCO2

排出量の調査

・公共工事発注者向けアンケート
の設計・実査・分析

・一般消費者、工事発注者等を
対象とした普及啓発パンフレット

・関連学会等での成果発表

・木材の環境貢献を定量化する国内外の既往研究等の調査
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 検討委員会の開催 2．

林業、木材産業、LCA、建築産業、土木産業等における専門知識を有する学識経験者、

実務者等をもって構成する合同会議、建築・木材製品分科会、土木分科会、普及促進分科

会を設置し、各 2 回、計 8 回のの検討会を開催した。 

 

 

図 2-1 検討委員会の全体像 

 

2.1 合同会議の開催概要 

(1) 委員構成 

氏名（敬称略） 所属・部署・役職 

伊香賀 俊治 慶應義塾大学 理工学部 システムデザイン工学科 教授 

今村 祐嗣 京都大学名誉教授、一般財団法人 建築研究協会 

高口 洋人 早稲田大学 理工学術院 建築学科・建築学専攻 教授 

沼田 淳紀 飛島建設株式会社 技術研究所 主席研究員 

服部 順昭 東京農工大学 名誉教授 

村野 昭人 東洋大学 理工学部 都市環境デザイン学科 准教授 

(2) 開催概要 

日時・場所 議事次第 

第 1 回 

平成 27 年 11 月 5 日（木） 

18:00～20:00 

於：三菱総合研究所 

  会議室 

平成 27 年度木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務について 

①今年度事業の全体像及びゴール 

②建築・木製品分科会の活動方針 

③土木分科会の活動方針 

④普及啓発分科会の活動方針 

第 2 回 （１）建築・木材製品分科会の成果 

 木材産業、建設業、
環境産業の学識経
験者、実務者により
構成

 土木学会 木材利用
工学委員会の委員
等により構成

 LCA、林業、木材、
建築分野の学識
経験者等により構成

合同会議

建築・木材製品
分科会

土木分科会 普及促進分科会

※各分科会の座長・副座長を中心に構成
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日時・場所 議事次第 

平成 28 年 3 月 11 日（金） 

17:00～20:00 

於：三菱総合研究所 

  会議室 

①木材の CO2 排出量に関するデータベースの構築について 

②産業連関表に基づく建物 LCA インベントリデータの精度向

上について 

③木材利用による人の体感等も含めた室内環境への影響分析

について 

④成果の情報発信等について 

（２）土木分科会の成果 

①丸太打設による軟弱地盤改良工事について 

②木製遮音壁について 

③成果の情報発信等について 

（３）普及促進分科会の成果 

①公共工事発注者向けアンケートについて 

②木材利用の環境貢献に関するパンフレットについて 

（４）3 年間の実証業務の総括及び今後の課題と展望について 

（５）その他 

2.2 建築・木材製品分科会の開催概要 

(1) 委員構成 

氏名（敬称略） 所属・部署・役職 

伊香賀 俊治 慶應義塾大学 理工学部 システムデザイン工学科 教授 

岩岡 正博 東京農工大学大学院 農学研究院 自然環境保全学部門 准教授 

古俣 寛隆 
地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 

森林研究本部 林産試験場利用部 マテリアルグループ 研究主任 

高口 洋人 早稲田大学 理工学術院 建築学科・建築学専攻 教授 

外岡 豊 埼玉大学 経済学部 社会環境設計学科 教授 

服部 順昭 東京農工大学 名誉教授 

(2) 開催概要 

日時・場所 議事次第 

第 1 回 

平成 27 年 12 月 8 日（火） 

10:00～12:00 

於：三菱総合研究所 

  会議室 

平成 27 年度木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務について 

①今年度事業の全体像及びゴール 

②建築・木材製品分科会 

③（参考）普及啓発分科会 

 

第 2 回 

平成 28 年 2 月 15 日（月） 

10:00～12:00 

於：三菱総合研究所 

①木材の CO2 排出量に関するデータベースの構築について 

②産業連関表に基づく建物 LCA インベントリデータの精度向

上について 

③木材利用による人の体感等も含めた室内環境への影響分析
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日時・場所 議事次第 

  会議室 について 

④公共工事発注者向けアンケートについて 

⑤木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案） 

について 

⑥その他 

2.3 土木分科会の開催概要 

(1) 委員構成 

氏名（敬称略） 所属・部署・役職 

角湯 克典 （一財）日本みち研究所 研究理事 

加用 千裕 京農工大学大学院 農学研究院 自然環境保全学部門 助教 

外崎 真理雄 （国）森林総合研究所 四国支所長 

沼田 淳紀 飛島建設株式会社 技術研究所 主席研究員 

村野 昭人 東洋大学 理工学部 都市環境デザイン学科 准教授 

(2) 開催概要 

日時・場所 議事次第 

第 1 回 

平成 27 年 12 月 9 日（木） 

18:00～20:00 

於：三菱総合研究所 

  会議室 

平成 27 年度木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務について 

①今年度事業の全体像及びゴール 

②土木分科会 

③（参考）普及啓発分科会 

第 2 回 

平成 28 年 2 月 9 日（火） 

15:00～17:00 

於：三菱総合研究所 

  会議室 

①実証事業の進捗について 

②公共工事発注者向けアンケートについて 

③木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案） 

について 

④その他 

2.4 普及促進分科会の開催概要 

(1) 委員構成 

氏名（敬称略） 所属・部署・役職 

壁谷 武久 （一社）産業環境管理協会 製品環境部門 副部門長 

相馬 智明 
大成建設株式会社 建築技術研究所 建築構工法研究室 副主任研

究員 

能口 秀一 有限会社ウッズ 代表取締役 

服部 順昭 東京農工大学 名誉教授 
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(2) 開催概要 

日時・場所 議事次第 

第 1 回 

平成 28 年 2 月 2 日（火） 

12:00～15:00 

於：三菱総合研究所 

  会議室 

平成 27 年度木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務について 

①公共工事発注者向けアンケートについて 

②木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案） 

について 

③その他 

第 2 回 

平成 28 年 2 月 29 日（月） 

15:00～17:00 

於：三菱総合研究所 

  会議室 

①公共工事発注者向けアンケートについて 

②木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案） 

について 

③その他 
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 木材利用にかかる省エネ省ＣＯ２に関する調査及び分析結果 3．

3.1 建築・木製品分野における木材利用による省エネ省 CO2効果 

3.1.1 木材の製造から廃棄に至るまでの CO2排出量に関する調査 

木材のライフサイクルを通じた評価をするため、主要製品の木材のサプライチェーン（育

林、路網整備、伐採、搬出、製材、廃棄・リサイクル（チップ化））などに関係するインベ

ントリデータを収集し、基礎データを作成した。本データは将来他の製品・工法等の評価

においても活用可能な基礎データとし、CO2 排出量の定量的な検討を推進する基盤に資する

ものである。 

丸太については、モデルの前提となるパラメータの精査のため森林組合等へのヒアリン

グ等により数値の妥当性向上を図った。また、成果を第 11 回日本 LCA 学会研究発表会で発

表した。繊維板については日本繊維板工業会等から製品データおよび CO2 排出量関連デー

タを提供頂き、精査した上でデータベース化を行った。 

 

(1) 現地調査による丸太生産の CO2排出量に関するデータベース構築 

1）概要 

木材サプライチェーンを通じた省エネ省 CO2 調査用基礎データを収集する。木材のライ

フサイクルを通じた評価をするため、育林、路網整備、伐採、搬出、製材、廃棄・リサイ

クル（チップ化）など、木材のサプライチェーンに関係するプロセスのデータをもとに、

主要製品の基礎データを作成した。本データは将来建築用途や土木用途での木材利用時に

おける評価において活用可能な基礎データとし、CO2排出量の定量的な検討を推進する基盤

に資することを目的とした。対象となる地理的範囲は日本国内とし、外国産の木材は対象

外とした。すなわち、国産材の CO2 排出量を調査した。ただし、製材段階、廃棄・リサイ

クル段階については外国産の木材と区別して検討していないため、データの適用が可能で

ある。 

調査にあたり、主要な段階を下表に示すように 1)育林・伐採・搬出、2)製材、3)廃棄・リサイクル

に大別した。 

 

 

表 3-1 素材生産等の主要段階 

 

段階 

 

 

概要 

 

 

主要プロセス（例） 

 

1)育林・伐採・搬出 ・育林：森林を育て、木材生産

等を行う 

育苗、地ごしらえ、植え付け、下刈り、つ

る切り、除伐、枝打ち、間伐。 

伐採：間伐、主伐 
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段階 

 

 

概要 

 

 

主要プロセス（例） 

 

 

・伐採・搬出：立木を伐採し、

搬出する 

 

2)製材 原木を建築素材等に加工す

る。 

 

皮むき、製材、乾燥、プレカット 

3)廃棄・リサイクル 使用済み品を再資源化もしく

は最終処分する。

 

選別、チップ化、燃料化（発電・熱供

給）、原料化（パーティクルボード製造等） 

＊写真は全て平成 24 年度森林・林業白書より抜粋 
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2）育林・伐採・搬出段階 

既往研究の分析 a. 

国産丸太に関する既往研究調査事例を下表にまとめた。 

統計資料を用いたトップダウン型の分析では、森林施業に関わる各種燃料消費の影響

（例：林内移動、作業路開設）が全て考慮される。しかし、単年度の燃料消費量と生産量

で算定しているため、特に育林に相当する工程はそれがバランスしておらず、数値の妥当

性に注意する必要がある。 

 一方、ボトムアップ型の研究事例は、各プロセスのデータを現場から一次データとして

入手しているものの、サンプリング数が少ない。そのため施業方法の違いによるバラツキ

が出やすい。また、研究事例によって評価範囲が異なるため、事例間での平均化ができな

い。例えば大和田ら(2012)の研究では通勤の影響を含めており、その影響が大きいことが報

告されているが、山内ら(2009)はそれを含めていない。 

 各事例とも単位材積あたりおおよそ 10～30kg-CO2e/m
3 程度の温室効果ガス（GHG）排出

量となっているが、その主要な変動要因が不明瞭となっている。これらを特定し、今後簡

易な方法で継続的にデータ更新できる仕組みを構築することが望まれる。 

表 3-2 既往研究・調査における国産丸太の CO2排出量 

区

分 

名称 GHG(CO2e

)排出量 

出典 備考 

ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン 

スギ 11.8 kg/m
3
 産業技術総合研究所/産業環

境管理協会：IDEA v.1.1(2013) 

林業経営統計を利用。

機械製造は含まず。 ヒノキ 13.0 kg/m
3
 

アカマツ・クロ

マツ 

32.5 kg/m
3
 

カラマツ 33.0 kg/m
3
 

丸太 9.9 kg/m
3
 

育林 0.41t/百万

円 

国立環境研究所：3EID(2013) 産業連関表を利用。固

定資本形成は含まず。 

ボ
ト
ム
ア
ッ
プ 

森林施業 28.9 kg/m
3
 建築学会：建築用木材 DB 

ver.17(2013) 

国内大手事業者からの

ヒアリング 

立木 20.8 kg/m
3
 外岡, 高口ら「国産天然素材

木造住宅の LCA」エネルギー

資源学会研究発表会講演論

文集 

宮城県の事例。苗木購入

から主伐までを含む。 

丸太（スギ） 11.1kg/m
3
 一重、長谷川ら「国産丸太の

ライフサイクルアセスメン

ト事例」木材学会誌 59(5), 

269-277 (2013) 

・地拵えから間伐、主伐

までをプロセス別に

積み上げで調査 

・育苗、林内移動、機械

製造、機械製造は含め

ない 

丸太（カラマツ） 6.1～

15.2kg/m
3
 

古俣、由田ら「カラマツ丸太

生産におけるCO2排出のイン

ベントリ分析」日本 LCA 学

・育苗、作業路開設、林

内移動、機械製造含め

ず。 
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区

分 

名称 GHG(CO2e

)排出量 

出典 備考 

会誌 5(1), 131-137(2009) ・間伐材としての丸太も

同じ生産物として評

価 

丸太（北信スギ） 17.5kg/m
3
 山内、浅野ら「長野県北部に

おけるスギと長野県東部に

おけるカラマツのCO2排出原

単位及び木造住宅における

CO2 排出量の算出」日本建築

学会環境系論文集 74(645), 

1261-1267(2009) 

・長野県域での生産・利

用 

・高性能林業機械の燃料

消費量を聞き取り調

査 

丸太（群馬 2 箇

所,山梨, 京都） 

15.8～

25.9kg/m
3
 

大和田、長崎ら「国産丸太の

LCA による環境影響評価」第

７回日本 LCA 学会研究発表

会講演要旨集 90-91(2012) 

・通勤、作業路開設を含 

 む 

 

・海外における丸太に関する既往研究調査事例を下表にまとめた。 

 海外において林業全体や丸太生産時の CO2 排出量評価は多くされてきた。Klein et al. 

(2015) がこれらをレビューした論文を発表しており、評価事例によって異なるシステム境

界や配分基準等について整理している。本論文では、評価範囲とすべきシステム境界とし

て、直接的なプロセス（育苗から伐採・搬出）だけでなく、間接的なプロセス（作業路開

設や機械製造等）の影響も評価範囲に含めるべきであると提案している。また、主伐材と

間伐材との環境負荷の配分については、材積基準で行うことを提案している。そのため、

本林野庁事業における調査においても、これら推奨手法に基づき実施した。 

 

表 3-3 既往研究・調査における海外丸太の CO2排出量等評価事例 

番号 出典 概要 

1 Mirabella N, Castellani V, Sala S (2014) 

Forestry operations in the alpine context. 

Life cycle assessment to support the 

integrated assessment of forest wood short 

supply chain. Int J Life Cycle Assess 

19:1524–1535. 

イタリアの丸太生産の LCA 事例。特定サイト

における作業システムごとの環境負荷を分析。

当該サイトでは重機を多用する作業システム

が最も GHG 排出量が多かった。 

2 Timmermann V, Dibdiakova J (2014) 

Greenhouse gas emissions from forestry in 

East Norway. Int J Life Cycle Assess 

19:1593–1606. 

ノルウェー東部における丸太生産の GHG 排出

量を評価した事例。17.9kg/m
3 としている。輸

送の影響が約半分を占め、次いで主伐、集材の

影響が大きいとしている。 

3 Han H-S, Oneil E, Bergman RD, et al 

(2015) Cradle-to-gate life cycle impacts of 

redwood forest resource harvesting in 

northern California. J Clean Prod 99:217–

229. 

カリフォルニア北部におけるセコイヤ

（redwood）の丸太生産時の LCA 事例。製材用

丸太あたり 14.2～17.8kg/m
3 とした。（ヘリコ

プター搬出を除く）。 

4 Dias, A.C., Arroja, L., 2012. 

Environmental impacts of eucalypt and 

ユーカリ（eucalypt）とフランスカイガンショ
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番号 出典 概要 

maritime pine wood production in 

Portugal. J. Clean. Prod. 37, 368–376. 

ウ（maritime pine）の LCA 事例。集約的・近代

的な施業方法の場合、それぞれ 18.5kg/m
3、

12.2kg/m
3 と報告。 

5 Engel,  a. M., Wegener, J., Lange, M., 

2012. Greenhouse gas emissions of two 

mechanised wood harvesting methods in 

comparison with the use of draft horses for 

logging. Eur. J. For. Res. 131, 1139–1149. 

重機を多用した作業システムとそうでない作

業システムとで比較した事例。重機を多用する

と CO2 排出量が増加すると報告。 

6 Klein D, Wolf C, Schulz C, 

Weber-Blaschke G (2015) 20 years of life 

cycle assessment (LCA) in the forestry 

sector: state of the art and a methodical 

proposal for the LCA of forest production. 

Int J Life Cycle Assess 20:556–575. 

丸太の LCA に関するレビュー論文。平均値と

して 14.3 kg/m
3
 (±10.7 SD)を示しているが、間

接影響（作業路開設など）を含まない文献もあ

るため、解釈には注意が必要。 

 

平成 25 年度調査結果の課題と活用方針 b. 

育林・伐採・搬出段階のモデルを構築し、丸太搬出までの GHG 排出量を試算した。し

かし、利用間伐時および主伐時におけるGHG排出量は既存文献値を用いた。課題として、

まず当該文献値はその研究の対象地域の状況の一部を示すものであり日本全体の代表値

として扱えるものではないことが挙げられている。さらに、各事例固有の条件と見られ

るものとして、機械（チェーンソーやハーベスタに比べプロセッサのエネルギー効率の

低さ（大和田ら, 2012））、バイオマス熱利用における集材方式（全木、全幹、単幹）の違

いといった要素が課題として示されたところである。 

以上のことから、今年度の調査分析においては、代表的施業体系のモデル化について

専門家の知見を反映しつつ、伐採・搬出ケースを設定し、現況を踏まえての機械導入（高

性能林業機械導入等）の割合・種類・集材方式に応じた GHG 排出量設定を実施すること

とした。 

 

平成 26 年度実施内容 c. 

上記のような前年度の状況を踏まえ、今年度調査においては代表的施業体系をモデル

化することとし、代表的樹種（スギ、ヒノキ、カラマツ、トドマツ）を対象に、全国の

地方自治体が作成した森林整備計画書をもとに設定その活動量把握・分析を実施した。

地位や仕立て方法によって体積あたりの GHG 排出量が大きく異なる（古俣ら, 2009）こ

とが知られていることから分析においては個別の背景情報を考慮して情報整理等を行っ

た。 
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平成 27 年度実施内容 d. 

本年度は我が国の代表樹種（スギ、ヒノキ、カラマツ、トドマツ）、地域を日本全国とし、

データ作成を行う。丸太は材積あたりで取引されることが一般であるため、丸太材積 1m
3 あたり

の CO2排出量算定をする。以下にインベントリ分析手順を示した。面積あたりの収穫量や、

施業方法によって環境負荷は大きく異なるため、地域別にデータ収集した。活動量データ

として、日本の 47 ある全都道府県における単位面積あたりの収穫量やそれに要する初期立

木本数、間伐量、路網整備距離などを樹種別にモデル化した。ただし、年間 1 千 m
3 未満生

産量しかない都道府県は除外した。そのため、スギは 46 都道府県、ヒノキは 40 都府県、

カラマツは 18 都道県、トドマツは北海道が評価対象になった。また、各活動に対する CO2

排出量データを収集した。これらを統合することで、各都道府県別の環境負荷データを作

成し、最後に生産量で加重平均した。以下に手順およびデータ源の詳細を記す。 

 

 

④都道府県別生産量

①地域別・樹種別単位面積あたり生産量
（間伐量等）

・システム収穫表「Lycs」を用いた間伐（回数、本数、材
積）、主伐（本数、材積）等のシミュレーション

②単位プロセス別CO2排出
原単位作成

・間伐・主伐・搬出等の主要プロセスの単
位燃料消費量等の整理

③地域別・樹種別
CO2排出量

⑤国内樹種別CO2排出量

代表地域サンプリングによるヒアリング調査
既往研究の算定結果との差分分析

・使用データ・モデルの妥当性確認

H25は3市町村データ H25は代表文献データ

H25は3市町村3樹種のCO2データ

作業システムシェア
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図 3-1 インベントリ分析手順 

 

算定の枠組み e. 

育林・伐採・搬出段階においては、丸太が生産物となる。丸太は材積あたりで取引されること

が一般であるため、丸太材積 1m
3 あたりの GHG 排出量算定をする。丸太材積 1m

3 あたりの

GHG 排出量 Elogは式 1 で示される。 

𝐸𝑙𝑜𝑔 =
∑(𝐸𝑖∙𝑃𝑖)

∑(𝑃𝑖)
     ・・・(1) 

 

ここで、Ei: i地域における丸太材積 1m
3あたりの GHG排出量[kg]、Pi: i地域における丸太生産

量[m
3
]である。また、Eiは式 2 で示される。 

 

𝐸𝑖 = ∑∑(𝑢𝑗𝑘 ∙ 𝑒𝑗𝑘)     ・・・(2) 

 

上式中の記号はそれぞれ、ujk: j プロセスにおける k 技術の活動量[物理単位]、ejk: ｊプロセスに

おける k 技術の活動量あたりの GHG 排出量[kg/物理単位]である。 

 

システム境界 f. 

育林・伐採・搬出段階の主要なプロセスを下図に示した。地ごしらえ、植栽、除伐、主

伐・搬出までを示した。また、通勤にかかる影響が比較的大きな割合を占めるという調査

結果(大和田ら, 2012)もあるが、居住地から業務拠点（土場）までの移動は一般的な LCA に

都道府県別生産量

都道府県別・樹種別単位面積あた
り生産量

LCAデータベース
（ CO2バックグラウンドデータ）

都道府県別・樹種別
環境負荷

国内樹種別CO2排出量

都道府県別機械化率

単位プロセス別燃料等
消費量

国産丸太CO2排出量

樹種別生産量
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おいてシステム境界に含めていない。そのため、通勤の影響は利用者が適宜追加・除外が

できるよう別途数値を示した。 

  

 

図 3-2 主要プロセス及びシステム境界 

 

収穫量の算定 g. 

「都道府県別・樹種別単位面積あたり生産量」を明らかにするため、システム収穫表「Lycs」

を用いて下記の都道府県・地域について単位面積あたりのデータ収集を行った。 

 

＜スギ＞ 

青森、秋田、山形、越後・会津、北関東・阿武隈、茨城、千葉、天城、大井・天竜、紀州、

愛知・岐阜、山陰、土佐、熊本、鹿児島 

＜ヒノキ＞ 

関東、天城、富士・箱根、大井・天竜、木曽、愛知・岐阜南部、紀州、土佐、中国、九州 

＜カラマツ＞ 

北海道、岩手、出羽、信州 

＜トドマツ＞ 

北海道 

 

データ源はそれぞれの地域における市町村が運用している森林整備計画とし、一般的な

初期立木本数[本/ha]、主伐時林齢[年]、間伐回数[回]、間伐時林齢[年]などを調査した。ただ

し、トドマツ（北海道）に関してはより最新データに基づき算定できる「北海道版トドマ

ツ人工林収穫予測ソフト ver1.30」1（北海道立総合研究機構林業試験場）を利用した。 

なお、間伐されたものを搬出（利用）するかどうかの判断により収穫量が変化する。そこ

で、搬出（利用）条件として幹直径を 8 cm 以上、14 cm 以上（デフォルト値）、18 cm 以上

と 3 種類に分けて以下の計算を行った。  

 

                                                        
1 北海道立総合研究機構 林業試験場ホームページよりダウンロード可能

http://www.fri.hro.or.jp/syukakuyosoku/todosyukaku.html （2016 年 3 月 2 日閲覧） 

地ごしらえ、下
刈り、枝打ち・
蔓切り、除伐

伐捨
間伐

利用
間伐

主伐・
搬出

作業路開設
林内移動

（集合場所→作業現場）
通勤

（自宅→集合場所）

システム境界

育苗 丸

太

諸材料
（柵・ロープ等）

機械製造・修理

http://www.fri.hro.or.jp/syukakuyosoku/todosyukaku.html
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施業工程別データ h. 

「単位プロセス別燃料等消費量」として、各工程におけるデータ収集を行った。 

 

(ア) 育苗 

外岡ら(2013)によると CO2 排出量は非常に少ないと報告されている。そのため、米国の

Greenhouse seedling, softwood データ(National Renewable Energy Laboratory 2015)を用いた。た

だし電力等のバックグラウンドデータは日本の IDEA v.1.1 を用いた。 

 

(イ) 地ごしらえ 

人力刈払機、ブルドーザ、グラップルレーキ（ベースマシンはエクスカベータ）、ブラッ

シュカッター（ベースマシンはエクスカベータ）の 4 ケースにおける面積あたり燃料消費

量が報告されている（古俣ら, 2009)。このとき、重機利用時は人力刈払機利用時に比べて

10 倍以上 CO2 排出量が多い。一方、一重ら(2013)ではほぼ人力で行われているとし、カッ

トオフされている。 

そこで、人力刈払機（12.3L-混合油/ha, 3.46×10
1
 kg-CO2e/ha に相当）が一般的に用いられ

ているとし、当該データを利用した。 

 

(ウ) 植栽 

一重ら(2013)ではほぼ人力で行われているとし、評価からカットオフするなど、植栽プロ

セスの GHG 排出量を評価している事例を見つけられなかった。そのため、本プロセスでは

林内移動のみ評価することにした。 

 

(エ) 下刈り 

古俣ら(2009)による北海道のカラマツの事例では 6 回実施するとし、燃料消費量(4.4L-混合

油/ha 回)が報告されている。一重ら(2013)では愛媛県新居浜（ヒノキ、スギ）では 5 回実施

するとして燃料消費量（9.1L-混合油/ ha 回）が報告されている。本調査では本州による生産

が大部分であるため、一重ら(2013)の条件を利用した。 

 

(オ) 枝打ち・蔓切り 

一重ら(2013)は愛媛県新居浜（ヒノキ、スギ）にて燃料消費量（5.6L-混合油/ha）を報告し

ている。全体に対する寄与は小さいと考え、一重ら(2009)の条件を一律に適用する。GHG

排出量は、1.57×10
1
 kg-CO2e/ha となる。 

 

(カ) 除伐 

一重ら(2013)は愛媛県新居浜（ヒノキ、スギ）にてチェーンソーを用いる際の燃料消費量

（4.2L-混合油/ha）を報告している。全体に対する寄与は小さいと考え、一重ら(2009)の条

件を一律に適用する。GHG 排出量は、1.18×10
1
 kg-CO2e/ha となる。 

 

(キ) 間伐（伐捨） 

古俣ら(2009)による北海道のカラマツの事例ではチェーンソーを用いるとして燃料消費量

(7.4ml-混合油/本)が報告されている。一重ら(2013)では愛媛県新居浜（ヒノキ、スギ）の事
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伐倒・造材：チェーンソー 集材：タワーヤーダ等 掽積/積込：グラップル

例として燃料消費量（3.1L-混合油/ha）が報告されている。そこで、伐捨間伐本数に対応可

能な古俣ら(2009)の数値を一律に用いることにした。GHG 排出量は、2.08×10
-2

 kg-CO2e/本

となる。なお、古俣ら(2009)は平均直径 14cm 未満を伐捨間伐とし、それ以上を利用間伐と

している。 

 

(ク) 利用間伐・主伐 

本検討では、国内の作業システムを架線系と車両系に大別した。架線系と車両系の考え

方を下表に示した。架線系はチェーンソーで伐倒から造材までを行い、タワーヤーダ等の

架線系にて集材を行う。一方、車両系において伐倒はチェーンソーで行うものの、造材は

プロセッサが行い、フォワーダにて集材するものとした。両手法とも、掽積/積込はグラッ

プルで行うものとした。 

 

表 3-4 作業システムの分類 

名称 構成 

架線系 

 

 

 

 

車両系 

 

 

 

*写真は全て林野庁 WEB より引用 

 

 各工程における燃料消費量は、本調査によるヒアリング（北海道 2 事業体 5 サイト、宮

崎県 2事業体 2サイトの他、京都府、熊本県の各 1事業体 1サイト）、既往研究(Hitoe et al 2013)

をもとに下表のように設定した。間伐は材積あたりの本数が多いため、材積あたりでは燃

料消費量が多い。本データは架線系と車両系のそれぞれの現場における実際のデータを整理し

たものである。同じ現場で作業システムを変更した場合のデータではないため、異なった作業シス

テム間での CO2排出量の大小を論じることはできない。しかし、海外の研究事例(Berg and 

Karjalainen, 2003; Engel et al., 2012)においても重機を利用した作業システムの材積あたりの CO2

排出量がより多い傾向を示しており、本調査結果と同様であった。 

 

 

表 3-5 主伐・間伐それぞれ 1m
3 あたりの燃料消費量 

  
利用間伐 主伐 

架線系 車両系 架線系 車両系 

伐倒 混合油 (L/m
3
) 5.29E-01 3.19E-01 5.33E-01 1.04E-01 

伐倒：チェーンソー 造材：プロセッサ 集材：フォワーダ 掽積/積込：グラップル
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利用間伐 主伐 

架線系 車両系 架線系 車両系 

造材 
混合油 (L/m

3
) （伐倒に含

まれる） 

4.34E-01 （伐倒に含

まれる） 

- 

軽油 (L/m
3
) 3.07E+00 1.40E+00 

集材 
混合油 (L/m

3
) 4.38E-02 5.84E-02 4.22E-03 - 

軽油 (L/m
3
) 2.80E+00 2.19E+00 9.62E-01 1.59E+00 

掽積/積込 
混合油 (L/m

3
) 7.09E-02 7.09E-02 1.94E-02 1.94E-02 

軽油 (L/m
3
) 2.95E+00 2.95E+00 1.97E+00 1.97E+00 

合計 
混合油 (L/m

3
) 6.44E-01 8.82E-01 5.56E-01 1.23E-01 

軽油 (L/m
3
) 5.74E+00 8.21E+00 2.94E+00 4.96E+00 

 

また、これら作表に用いた現地ヒアリング部分のデータ源および条件を下表に示した。 

 

表 3-6 現地ヒアリングのデータ源および条件 

事業者

（記号） 

都道府県 主伐 /

間伐 

樹種・林齢 作業システム 

A 北海道 主伐 カラマツ・40年生 伐倒（チェーンソー）→集材（グラップル・ブル

ドーザー） 

B 北海道 主伐 カラマツ・56年生 伐倒（チェーンソー）→集材（グラップル・ブル

ドーザー）→造材（ハーベスタ）→椪積（グラッ

プル） 

間伐 カラマツ・55年生 伐倒（チェーンソー）→集材（グラップル・ブル

ドーザー）→造材（ハーベスタ）→椪積（グラッ

プル） 

間伐 トドマツ・47 年生 伐倒（チェンソー・ハーベスタ）→集材（ブルド

ーザー）→造材（ハーベスタ）→椪積（グラップ

ル） 

間伐 雑木・約 80 年生 伐倒（チェーンソー）→集材（グラップル・ブル

ドーザー）→造材（ハーベスタ）→椪積（グラッ

プル） 

C 京都府 間伐 スギ・32-108 年

生 

伐倒（チェーンソー）→集材・造材（ハーベス

タ）→運材（フォワーダ） 

D 熊本県 主伐 スギ・49-62 年生 伐倒（チェーンソー）→集材（スイングヤーダ）

→造材（プロセッサ）→運材（フォワーダ） 

間伐 ヒノキ・35 年生 伐倒（チェーンソー）→集材（スイングヤーダ）

→造材（プロセッサ）→運材（フォワーダ） 

E 宮崎県 主伐 スギ・38 年生 伐倒（チェーンソー）→集材（スイングヤーダ）

→造材（プロセッサ） 

F 宮崎県 間伐 スギ・48 年生 

ヒノキ・48 年生 

伐倒（チェーンソー）→集材（スイングヤーダ、

ウインチ付きグラップル）→造材（プロセッサ）

→運材（フォワーダ） 
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 また、ヒアリングに用いた調査票を下記に示す。 

 

表 3-7 現地調査における調査票（主伐用） 

 
 

 

 

  

名称 ○○森林組合 ←非公開（都道府県名のみ公開）

1.作業
種類 主伐
作業期間 ○年○月○日～○月○日
事業所-現場間距離 片道約○km

作業対象の林分状況
樹種1 ○○（スギ、ヒノキ等）

比率 ○○%
林齢 ○○～○○年生
平均胸高直径 ○○cm
平均樹高 ○○m
成木本数 ○○本/ha

樹種2 ○○（スギ、ヒノキ等）
比率 ○○%
林齢 ○○～○○年生
平均胸高直径 ○○cm
平均樹高 ○○m
成木本数 ○○本/ha

伐採面積 ○○ha
集材方法 （全木、全幹、短幹）
平均斜度 ○度
（択伐の場合）択伐率 ○○％or皆伐

林内路網密度 ○m/ha

2.作業時燃料消費量等

区分 機械種類 機械能力・型番等 燃料種類
燃料使用量もし
くは燃料費

労務[人日]

伐倒 （例）チェーンソー 排気量○cm3 混合油 ○○Ｌ ○○人日

集材 （例）スイングヤーダ
ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ：XXXXX
ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ：XXXXX

軽油 ○○Ｌ ○○人日

造材 （例）プロセッサ
ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ：XXXXX
ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ：XXXXX

軽油 ○○Ｌ ○○人日

運材 （例）フォワーダ 最大積載○○ｔ 軽油 ○○Ｌ ○○人日

3.生産量
樹種1 樹種2
○○m3 ○○m3
(○○本） (○○本）

作業期間中の生産量
（搬出量）
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表 3-8 現地調査における調査票（間伐用） 

 
 

 

(ケ) 作業路開設 

鈴木ら(2010)が距離あたりの燃料消費量を示している。そこで、本検討では作業路を評価

対象にしているため、民有林作業道のデータを利用する。GHG 排出量は 2.91×10
1
 kg-CO2e/m

となる。 

 

 

 

名称 ○○森林組合 ←非公開（都道府県名のみ公開）

1.作業
種類 間伐
作業期間 ○年○月○日～○月○日
事業所-現場間距離 片道約○km

作業対象の林分状況
樹種1 ○○（スギ、ヒノキ等）

比率 ○○%
林齢 ○○～○○年生
平均胸高直径 ○○cm
平均樹高 ○○m

成木本数 ○○本/ha

間伐率 ○○%

樹種2 ○○（スギ、ヒノキ等）
比率 ○○%
林齢 ○○～○○年生
平均胸高直径 ○○cm
平均樹高 ○○m

成木本数 ○○本/ha

間伐率 ○○%

伐採面積 ○○ha
集材方法 （全木、全幹、短幹）
平均斜度 ○度

林内路網密度 ○m/ha

2.作業時燃料消費量等

区分 機械種類 機械能力・型番等 燃料種類
燃料使用量も
しくは燃料費

労務[人日]

伐倒 （例）チェーンソー 排気量○cm3 混合油 ○○Ｌ ○○人日

集材 （例）スイングヤーダ
ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ：XXXXX
ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ：XXXXX

軽油 ○○Ｌ ○○人日

造材 （例）プロセッサ
ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ：XXXXX
ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ：XXXXX

軽油 ○○Ｌ ○○人日

運材 （例）フォワーダ 最大積載○○ｔ 軽油 ○○Ｌ ○○人日

3.生産量
樹種1 樹種2
○○m3 ○○m3
(○○本） (○○本）

○○m3 ○○m3

(○○本） (○○本）

作業期間中の生産量
（搬出量）

作業期間中の伐り捨て
間伐量
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表 3-9 路網開設時における燃料消費量と年間開設量 

 軽油消費量[L/m] 開設量[km/年] 

民有林林道 1 級 70.7  

436 2 級 41.0 

3 級 27.1 

国有林林道 36.7 123 

民有林作業道 10.0 3,764 

*鈴木ら(2010)より抜粋。開設量は 2007年のデータ 

 

(コ) 林内移動 

林内移動は集合場所から作業現場までの移動とした。各都道府県の林業経営体数と保有山

林面積から平均面積を求めた。次に、各林業経営体の保有山林を正方形と仮定し、頂点か

ら中心への距離を片道の距離とした。全国平均は往復 997 m で、最短が千葉の 374 m、最長

が東京の 4208 m であった。林内移動はガソリン乗用車利用、平均速度 20 km/h と仮定し、

燃費式から燃費を 10.9 km/L とした。乗車人数は４人と仮定した。下表に結果を示した。 

 

表 3-10 林内輸送距離等の算定結果 

都道府県 
保有山林面

積[ha] 

経営体

数 

平均面積[ha/

事業体] 

推定往復

距離[m] 

燃料消費量

[L/台] 

4 人乗車時燃料

消費量[L/人] 

全国平均 4,313,504 86,712 50 997 0.091 0.023 

北海道 1,033,295 7,862 131 1,621 0.148 0.037 

青森 47,384 2,052 23 680 0.062 0.016 

岩手 178,872 4,972 36 848 0.078 0.019 

宮城 71,392 1,352 53 1,028 0.094 0.024 

秋田 105,879 2,705 39 885 0.081 0.020 

山形 138,961 1,316 106 1,453 0.133 0.033 

福島 78,718 2,718 29 761 0.070 0.017 

茨城 15,036 1,246 12 491 0.045 0.011 

栃木 67,212 2,201 31 781 0.071 0.018 

群馬 37,379 880 42 922 0.084 0.021 

埼玉 20,601 366 56 1,061 0.097 0.024 

千葉 4,039 578 7 374 0.034 0.009 

東京 259,364 293 885 4,208 0.385 0.096 

神奈川 27,836 325 86 1,309 0.120 0.030 

新潟 90,004 1,932 47 965 0.088 0.022 

富山 26,149 470 56 1,055 0.096 0.024 

石川 34,652 1,303 27 729 0.067 0.017 

福井 44,935 1,246 36 849 0.078 0.019 

山梨 24,778 425 58 1,080 0.099 0.025 

長野 170,129 2,747 62 1,113 0.102 0.025 

岐阜 158,772 4,636 34 828 0.076 0.019 

静岡 104,378 1,966 53 1,030 0.094 0.024 

愛知 48,097 1,266 38 872 0.080 0.020 

三重 47,546 1,241 38 875 0.080 0.020 

滋賀 52,857 826 64 1,131 0.103 0.026 
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京都 63,540 1,574 40 899 0.082 0.021 

大阪 17,788 267 67 1,154 0.106 0.026 

兵庫 103,672 1,650 63 1,121 0.103 0.026 

奈良 76,108 1,400 54 1,043 0.095 0.024 

和歌山 70,193 1,253 56 1,058 0.097 0.024 

鳥取 65,885 1,806 36 854 0.078 0.020 

島根 94,855 2,663 36 844 0.077 0.019 

岡山 77,497 2,981 26 721 0.066 0.016 

広島 112,005 4,460 25 709 0.065 0.016 

山口 63,516 2,000 32 797 0.073 0.018 

徳島 42,580 1,001 43 922 0.084 0.021 

香川 6,783 298 23 675 0.062 0.015 

愛媛 79,817 2,469 32 804 0.074 0.018 

高知 96,805 2,130 45 953 0.087 0.022 

福岡 46,719 1,836 25 713 0.065 0.016 

佐賀 20,621 1,251 16 574 0.053 0.013 

長崎 29,988 560 54 1,035 0.095 0.024 

熊本 92,753 2,763 34 819 0.075 0.019 

大分 85,853 3,225 27 730 0.067 0.017 

宮崎 122,640 3,141 39 884 0.081 0.020 

鹿児島 53,312 1,050 51 1,008 0.092 0.023 

沖縄 2,314 10 231 2,151 0.197 0.049 

 

 また、林内移動量を推計するためには、1 人 1 日あたりの作業量を設定する必要がある。そこで、

都道府県等が作成・公開している標準歩掛等の資料をもとに人工を設定し、下表にまとめた。 

 

表 3-11 人工の設定条件 

プロセス 人工 参考文献 

地ごしらえ 植生等によって開きが想定されるが、27 人日/ha

と仮定した。 

広島県, 2013 

植栽 植付歩掛を参考にし、6.25 人日/160 本とした。 埼玉県農林公社, 

2013 

下刈り 機械人力併用下刈歩掛を参考にし、46 人日/ha

とした。 

埼玉県農林公社, 

2013 

枝打ち・蔓切り つる切り歩掛および枝打歩掛を参考にし、2 人

日/100本、とした。 

埼玉県農林公社, 

2013 

除伐 除伐歩掛を参考にし、20 人日/ha とした。 埼玉県農林公社, 

2013 

伐捨間伐 選木歩掛および伐倒歩掛を参考にし、0.88 人日

/100 本とした。 

埼玉県農林公社, 

2013 

利用間伐 全国平均より、架線系を 0.29人日/m
3、車両系を

0.23 人日/m
3とした。 

平成 21 年林業白

書 

主伐・搬出 全国平均より、架線系を 0.25人日/m
3、車両系を

0.19 人日/m
3とした。 

平成 21 年林業白

書 
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(サ) 通勤 

社会生活基本調査(総務省統計局, 2011)にて職業別に通勤時間が示されているため、農林水

産業従事者の通勤時間と一般道の平均速度(国土交通省, 2011)、燃費式（大城ら, 2001）から

算定した。往復の通勤距離の平均は 12 km、最長は三重県の 30.1 km、最短は京都府の 2.5 km

であった。 

 

表 3-12 通勤時のガソリン消費量の算定 

都道府県 
総平均時間

（通勤）[分] 

昼間 12時間平均旅行

速度・山地部[km/h] 

走行距

離[km] 

ガソリン消費

量[L] 

全国 16 44.2 11.8 0.7 

北海道 24 54.6 21.8 1.2 

青森 18 47.9 14.4 0.8 

岩手 9 45.7 6.9 0.4 

宮城 20 49.6 16.5 0.9 

秋田 18 49.1 14.7 0.8 

山形 14 48.1 11.2 0.6 

福島 10 47.3 7.9 0.5 

茨城 12 44.4 8.9 0.5 

栃木 10 40.3 6.7 0.4 

群馬 24 40.9 16.4 1.0 

埼玉 11 41.5 7.6 0.5 

千葉 15 43.7 10.9 0.7 

東京 16 38.6 10.3 0.7 

神奈川 33 43 23.7 1.4 

新潟 8 40 5.3 0.3 

富山 14 42.7 10.0 0.6 

石川 27 46.5 20.9 1.2 

福井 8 42.8 5.7 0.3 

山梨 18 41.4 12.4 0.8 

長野 10 43 7.2 0.4 

岐阜 16 45.4 12.1 0.7 

静岡 12 39.4 7.9 0.5 

愛知 34 34.2 19.4 1.3 

三重 37 48.8 30.1 1.7 

滋賀 15 42.2 10.6 0.6 

京都 3 50.1 2.5 0.1 

大阪 26 36.9 16.0 1.0 

兵庫 12 47 9.4 0.5 

奈良 24 48.5 19.4 1.1 

和歌山 12 41.9 8.4 0.5 

鳥取 7 47.8 5.6 0.3 

島根 8 50.4 6.7 0.4 
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都道府県 
総平均時間

（通勤）[分] 

昼間 12時間平均旅行

速度・山地部[km/h] 

走行距

離[km] 

ガソリン消費

量[L] 

岡山 7 45.2 5.3 0.3 

広島 23 43.6 16.7 1.0 

山口 13 47.1 10.2 0.6 

徳島 16 41.2 11.0 0.7 

香川 5 37.7 3.1 0.2 

愛媛 7 43 5.0 0.3 

高知 18 41.3 12.4 0.8 

福岡 22 41.5 15.2 0.9 

佐賀 12 43.6 8.7 0.5 

長崎 12 46.9 9.4 0.5 

熊本 15 46.4 11.6 0.7 

大分 7 46 5.4 0.3 

宮崎 14 45.7 10.7 0.6 

鹿児島 15 46.5 11.6 0.7 

沖縄 21 33.7 11.8 0.8 

 

作業システム i. 

本検討では、国内の作業システムを車両系と架線系に大別した。そこで、各都道府県に

おける車両系と架線系の割合を、素材生産量と高性能林業機械による推定生産量から算定

した。 

各都道府県の素材生産量は、平成 26 年木材需給報告書（林野庁, 2015）を利用した。 

高性能林業機械による生産量は、フェラーバンチャ、ハーベスタ、プロセッサの生産性、

稼働率、導入台数から推算した。稼働率、導入台数は林野庁ホームページより引用した。

当該稼働率は(当該高性能林業機械の年間稼働日数／当該事業体が機械を保有した日数から

週休、雨天等休業日数を差引いた日数)×100 で算出している。そのため、建設機械等損料

表に基づき年間労働日数である 219 日を「当該事業体が機械を保有した日数から週休、雨

天等休業日数を差引いた日数」と扱った。また、国内における生産量のうちおおよそ 60 %

が高性能林業機械による生産との推計が林業白書に記載があるため、当該推計の全国平均

値がおおよそその数値になるよう高性能林業機械の生産量[m
3
/日]を調整した。その結果、

高性能林業機械（フェラーバンチャ、ハーベスタ、プロセッサ）の生産量を 37 m
3
/日と設定

した。 

 

表 3-13 高性能林業機械の稼働率と生産量の前提条件 

機械種類 稼働率 生産量[m
3
/日] 

フェラーバンチャ 37% 37 

ハーベスタ 56% 37 

プロセッサ 56% 37 
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表 3-14 車両系作業システムの割合の推定 

都道府県 

車両系作

業システ

ム割合 

都道府県 

車両系作

業システ

ム割合 

北海道  70% 滋賀  41% 

青森  47% 京都  61% 

岩手  35% 大阪  90% 

宮城  68% 兵庫  88% 

秋田  54% 奈良  18% 

山形  41% 和歌山  90% 

福島  66% 鳥取  78% 

茨城  46% 島根  48% 

栃木  54% 岡山  78% 

群馬  90% 広島  70% 

埼玉  67% 山口  39% 

千葉  7% 徳島  90% 

東京  25% 香川  90% 

神奈川  43% 愛媛  79% 

新潟  31% 高知  90% 

富山  90% 福岡  90% 

石川  60% 佐賀  64% 

福井  90% 長崎  80% 

山梨  64% 熊本  50% 

長野  90% 大分  47% 

岐阜  75% 宮崎  59% 

静岡  90% 鹿児島  29% 

愛知  61% 沖縄  0% 

三重  35% 全国  59% 

 

*: 林野庁ホームページ：高性能林業機械の稼働状況（平成２４年度末現在）

http://www.rinya.maff.go.jp/j/kaihatu/kikai/daisuu.html 

 

地域別樹種別 CO2排出量 j. 

システム収穫表「Lycs」にてモデル化した地域と都道府県は完全に合致しないことから、

下表に示す形で樹種別に「あてはめ地域」を設定し、都道府県との整合化を行った。 
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表 3-15 スギの地域と都道府県のあてはめ 

都道府県 

生産量 

[千 m3] 

(平成 26 年木材需

給報告書) 

あてはめ地域 

北海道 72  青森地方スギ収穫表(地位 2) 

青森 597  青森地方スギ収穫表(地位 2) 

岩手 596  青森地方スギ収穫表(地位 2) 

宮城 430  秋田地方スギ収穫表(地位 1) 

秋田 1,079  秋田地方スギ収穫表(地位 1) 

山形 259  山形地方･民スギ収穫表(地位 2) 

福島 450  越後･会津地方スギ収穫表(地位 2) 

茨城 297  茨城地方スギ収穫表(地位 2) 

栃木 320  北関東･阿武隈地方スギ収穫表(地位 2) 

群馬 158  北関東･阿武隈地方スギ収穫表(地位 2) 

埼玉 43  北関東･阿武隈地方スギ収穫表(地位 2) 

千葉 44  千葉地方スギ収穫表(地位 2) 

東京 26  千葉地方スギ収穫表(地位 2) 

神奈川 5  千葉地方スギ収穫表(地位 2) 

新潟 136  越後･会津地方スギ収穫表(地位 2) 

富山 35  天城地方スギ収穫表(地位 2) 

石川 97  越後･会津地方スギ収穫表(地位 2) 

福井 81  越後･会津地方スギ収穫表(地位 2) 

山梨 26  北関東･阿武隈地方スギ収穫表(地位 2) 

長野 71  大井･天竜地方スギ収穫表(地位 2) 

岐阜 174  愛知・岐阜地方スギ収穫表(地位 2) 

静岡 147  大井･天竜地方スギ収穫表(地位 2) 

愛知 70  愛知・岐阜地方スギ収穫表(地位 2) 

三重 141  紀州地方スギ収穫表(地位 2) 

滋賀 28  愛知・岐阜地方スギ収穫表(地位 2) 

京都 99  愛知・岐阜地方スギ収穫表(地位 2) 

大阪 3  愛知・岐阜地方スギ収穫表(地位 2) 

兵庫 182  愛知・岐阜地方スギ収穫表(地位 2) 

奈良 89  紀州地方スギ収穫表(地位 2) 

和歌山 105  紀州地方スギ収穫表(地位 2) 

鳥取 121  山陰地方スギ収穫表(地位 2) 

島根 206  山陰地方スギ収穫表(地位 2) 

岡山 151  山陰地方スギ収穫表(地位 2) 

広島 81  山陰地方スギ収穫表(地位 2) 
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都道府県 

生産量 

[千 m3] 

(平成 26 年木材需

給報告書) 

あてはめ地域 

山口 130  山陰地方スギ収穫表(地位 2) 

徳島 237  土佐地方スギ収穫表(地位 2) 

香川 1  土佐地方スギ収穫表(地位 2) 

愛媛 318  土佐地方スギ収穫表(地位 2) 

高知 353  土佐地方スギ収穫表(地位 2) 

福岡 109  熊本地方スギ収穫表(地位 2) 

佐賀 73  熊本地方スギ収穫表(地位 2) 

長崎 36  熊本地方スギ収穫表(地位 2) 

熊本 694  熊本地方スギ収穫表(地位 2) 

大分 785  熊本地方スギ収穫表(地位 2) 

宮崎 1,533  鹿児島地方・民スギ収穫表(地位 2) 

鹿児島 505  鹿児島地方・民スギ収穫表(地位 2) 

沖縄 -    

 

 

 

表 3-16 ヒノキの地域と都道府県のあてはめ 

 都道府県 

生産量 

[千 m3] 

(平成 26 年木材需

給報告書) 

あてはめ地域 

北海道 -    

青森 -    

岩手 0    

宮城 1  関東地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

秋田 -   

山形 0    

福島 23  関東地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

茨城 77  関東地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

栃木 76  関東地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

群馬 11  関東地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

埼玉 12  関東地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

千葉 5  関東地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

東京 12  関東地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

神奈川 4  関東地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

新潟 0  
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 都道府県 

生産量 

[千 m3] 

(平成 26 年木材需

給報告書) 

あてはめ地域 

富山 0    

石川 1  木曽地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

福井 3  木曽地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

山梨 11  木曽地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

長野 56  富士・箱根地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

岐阜 145  木曽地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

静岡 113  愛知・岐阜南部地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

愛知 61  富士・箱根地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

三重 122  愛知・岐阜南部地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

滋賀 17  紀州地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

京都 41  愛知・岐阜南部地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

大阪 1  愛知・岐阜南部地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

兵庫 43  愛知・岐阜南部地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

奈良 74  愛知・岐阜南部地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

和歌山 59  紀州地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

鳥取 31  紀州地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

島根 36  中国地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

岡山 235  中国地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

広島 89  中国地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

山口 35  中国地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

徳島 24  中国地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

香川 3  土佐地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

愛媛 198  土佐地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

高知 228  土佐地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

福岡 13  土佐地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

佐賀 38  九州地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

長崎 24  九州地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

熊本 195  九州地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

大分 159  九州地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

宮崎 70  九州地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

鹿児島 49  九州地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

沖縄 -  
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表 3-17 カラマツの地域と都道府県のあてはめ 

都道府県 

生産量 

[千 m3] 

(平成 26 年木材需

給報告書) 

あてはめ地域 

北海道 1,639  北海道地方カラマツ収穫表(地位 2) 

青森 36  北海道地方カラマツ収穫表(地位 2) 

岩手 302  岩手地方カラマツ収穫表(地位 2) 

宮城 6  岩手地方カラマツ収穫表(地位 2) 

秋田 21  岩手地方カラマツ収穫表(地位 2) 

山形 7  出羽地方カラマツ収穫表(地位 2) 

福島 20  出羽地方カラマツ収穫表(地位 2) 

茨城 0  
 

栃木 2  信州地方カラマツ収穫表(地位 2) 

群馬 30  信州地方カラマツ収穫表(地位 2) 

埼玉 0   

千葉 -    

東京 10  信州地方カラマツ収穫表(地位 2) 

神奈川 0  
 

新潟 1  信州地方カラマツ収穫表(地位 2) 

富山 0  
 

石川 0    

福井 -    

山梨 23  信州地方カラマツ収穫表(地位 2) 

長野 236  信州地方カラマツ収穫表(地位 2) 

岐阜 28  信州地方カラマツ収穫表(地位 2) 

静岡 0  
 

愛知 7  愛知・岐阜南部地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

三重 -    

滋賀 -    

京都 -    

大阪 -    

兵庫 1  愛知・岐阜南部地方ヒノキ収穫表(地位 2) 

奈良 -    

和歌山 -    

鳥取 -    

島根 -    

岡山 -    

広島 -    
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都道府県 

生産量 

[千 m3] 

(平成 26 年木材需

給報告書) 

あてはめ地域 

山口 -    

徳島 -    

香川 -    

愛媛 -    

高知 -    

福岡 -    

佐賀 -    

長崎 -    

熊本 -    

大分 -    

宮崎 -    

鹿児島 -    

沖縄 -    

 

 なお、トドマツは全て北海道地域で算定した。 

 

次に、各地域における樹種毎の丸太材積 1m
3 あたりの CO2 排出量を算出し、平均値、最

大値、最小値を一覧に示した。 

表 3-18 スギ：丸太の CO2排出量[kg-CO2/m
3
] 

プロセス 最小値 平均値 最大値 

育苗 0.0 0.1 0.2 

地ごしらえ 0.0 0.1 0.1 

下刈り 0.1 0.3 0.5 

枝打ち・蔓切り 0.1 0.2 0.5 

除伐 0.0 0.0 0.0 

伐捨間伐 0.0 0.1 0.2 

利用間伐 0.0 4.3 9.5 

主伐・搬出 6.8 10.5 14.4 

作業路開設 0.0 0.5 1.4 

林内移動 0.0 0.0 0.2 

通勤 0.4 1.4 4.5 

諸材料 0.1 0.2 0.3 

機械製造・修理 4.3 4.8 5.1 

合計 18.8 22.6 25.8 

※対象地：沖縄を除く全国 



 

29 

 

 

表 3-19 ヒノキ：丸太の CO2 排出量[kg-CO2/m
3
] 

プロセス 最小値 平均値 最大値 

育苗 0.2 0.3 0.5 

地ごしらえ 0.1 0.1 0.2 

下刈り 0.4 0.5 0.9 

枝打ち・蔓切り 0.1 0.4 0.9 

除伐 0.0 0.0 0.1 

伐捨間伐 0.1 0.2 0.8 

利用間伐 0.0 2.6 6.0 

主伐・搬出 8.4 11.8 14.4 

作業路開設 0.0 0.7 2.6 

林内移動 0.0 0.1 0.4 

通勤 0.5 2.0 6.0 

諸材料 1.1 1.5 2.6 

機械製造・修理 4.3 4.9 5.1 

合計 21.5 25.0 31.2 

※対象地：北海道、青森、岩手、秋田、山形、新潟、富山、沖縄を除く全国 

 

表 3-20 カラマツ：丸太の CO2排出量[kg-CO2/m
3
] 

プロセス 最小 平均 最大 

育苗 0.2 0.2 0.4 

地ごしらえ 0.1 0.1 0.2 

下刈り 0.5 0.6 0.9 

枝打ち・蔓切り 0.2 0.4 0.6 

除伐 0.0 0.0 0.1 

伐捨間伐 0.0 0.1 1.7 

利用間伐 0.0 3.7 5.6 

主伐・搬出 8.9 11.2 13.2 

作業路開設 0.0 1.0 2.1 

林内移動 0.0 0.1 0.2 

通勤 0.8 2.6 3.9 

諸材料 0.0 0.1 0.1 

機械製造・修理 4.5 4.9 5.1 

合計 20.6 25.1 27.2 

 

※対象地：北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、栃木、群馬、東京、新潟、山

梨、長野、岐阜、愛知 
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表 3-21 トドマツ：丸太の CO2排出量[kg-CO2/m
3
] 

プロセス 北海道での数値 

育苗 0.2 

地ごしらえ 0.1 

下刈り 0.6 

枝打ち・蔓切り 0.4 

除伐 0.0 

伐捨間伐 0.0 

利用間伐 3.5 

主伐・搬出 11.5 

作業路開設 1.1 

林内移動 0.1 

通勤 3.0 

諸材料 0.0 

機械製造・修理 4.9 

合計 25.6 

※対象地が北海道のみのため最大値・最小値欄は削除 

 

以上の結果を下表にまとめた。本算定の結果を既往文献の値と比較すると、主伐および

間伐の影響が最も大きく、その構成比はおおよそ同様であった。 

 

表 3-22 樹種別丸太の CO2排出量[kg-CO2/m
3
] 

樹種 
CO2 排出原単位 

（通勤除く） 

CO2 排出原単位 

（通勤含む） 

スギ 21.2 22.6 

ヒノキ 23.1 25.0 

カラマツ 22.5 25.1 

トドマツ 22.6 25.6 

 

 

また、利用間伐の判断基準として、幹直径を 8cm 以上、14cm 以上、18 ㎝以上としたケー

スの結果を下表にまとめた。利用間伐材の伐採・搬出による CO2 排出量への寄与が大きい

ため、幹直径変化による結果への影響は小さかった。ただし、本調査の対象外であるが、

面積あたりの生産性という視点では結果が異なると考えられる。 
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表 3-23 樹種別・幹直径別丸太の CO2 排出量[kg-CO2/m
3
] 

 樹種 

CO2排出原単位 

（通勤除く） 

CO2排出原単位 

（通勤含む） 

8cm 以上 14cm 以上 18cm 以上 8cm 以上 14cm 以上 18cm 以上 

スギ 21.7 21.2 20.4 22.9 22.6 22.0 

ヒノキ 23.7 23.1 22.5 25.4 25.0 24.7 

カラマツ 23.1 22.5 21.4 25.5 25.1 24.3 

トドマツ 23.1 22.6 21.5 25.9 25.6 25.0 

 

 

以上をまとめると、下表の通りである。 

 

図 3-3 丸太の CO2 排出量まとめ[kg-CO2/m
3
] 

 

 

 

 

  

0 5 10 15 20 25 30

スギ

ヒノキ

カラマツ

トドマツ

加重平均

温室効果ガス排出量[kg-CO2e/m3]

スギヒノキカラマツトドマツ加重平均

育苗 00000

地ごしらえ 00000

下刈り 0.30.50.60.60.4

枝打ち・蔓切り 0.20.40.40.40.3

除伐 0.00.00.00.00.0

間伐（伐捨） 0.10.20.10.00.1

間伐（利用） 4.32.63.83.53.9

主伐 10.511.811.411.510.9

作業路開設 0.50.71.01.10.7

林内移動 0.00.10.10.10.1

通勤 1.42.02.63.01.7

諸材料 0.21.50.10.00.4

機械製造・修理 4.84.95.04.94.9

育苗

地ごしらえ

下刈り

枝打ち・蔓切

り

除伐

間伐（伐捨）

間伐（利用）

主伐

作業路開設

林内移動

通勤

諸材料

機械製造・修

理
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3）製材段階 

製材段階での一般的な CO2 排出量を整理する。国土交通省（一般社団法人日本サステナ

ブル建築協会受託）、慶應義塾大学伊香賀研究室等で作成された建築用木材データベースは、

国内外の製材に関わる CO2 排出量等を算定できるソフトウェアである。パラメータとして

下記の組み合わせが選択可能である。 

 

・素材産地：日本、北米、チリ、ニュージーランド、南洋、北洋、欧州 

・対象製品：製材、合板、集成材 

・断面積：大（ひき角類）、中（ひき割類）、小（板類） 

・樹種：国産（スギ、ヒノキ）、北米産（ベイマツ）、欧州産（スプルース、パイン） 

    その他 

・工場規模：国産材（大規模、小規模）、その他 

・木質バイオマス利用率：100%、50%、0%、デフォルト（各素材産出国の代表値） 

  ＊乾燥時に要する総熱量に対するバイオマス燃料使用率 

・輸入港の所在地：国内 47 都道府県 

・建設現場：国内 47 都道府県 

 

 当該ソフトウェアに搭載されているデータ作成方法等は南部ら(2012)にて報告されてい

る。当該データはサンプル数こそ少ないものの、製材プロセスにおいては国内の主要製材

所のデータが収集されており、一定の代表性があるものと考えられる。また、結果に最も

影響を及ぼすパラメータである「木質バイオマス利用率」を変更可能である点も汎用性が

高い。そのため、大きな技術的変化がない限り本ソフトウェアの枠組みを直接利用するこ

とが妥当と考えられる。 

 

4）廃棄・リサイクル段階 

一般的な廃棄・リサイクル技術における CO2排出量を整理した。 

表 3-24 廃棄・リサイクル技術による CO2 排出量[kg-CO2/m
3
] 

名称 
CO2 排出量 

[kg-CO2/kg] 
出典 備考 

建築混廃選別 5.70×10
-4

 産業技術総合研究所/産業環境管理

協会：IDEA v.1.1 

 

チップ化 4.80×10
-2

 小林謙介、目澤理恵、田中秀樹、

間宮尚、井上隆：実態調査に基づ

く建設廃棄物における異物の性状

と影響に関する研究 ～コンクリ

ート塊・木くずを対象として～、

日 本 建 築 学 会 環 境 系 論 文 集 

No.600 pp.59-66、2006.2 

川上側データ（電力

等）のデータを IDEA 

v.1.1 に置換し、再計

算した。 

RDF 化 1.08×10-1 

焼却 1.37×10-1 

炭化 4.17×10-1 

埋立 2.30×10-2 
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(2) 繊維板の製造の CO2排出量に関するデータベース構築 

1）調査方法 

本調査では、繊維板としてパーティクルボード（PB）、インシュレーションボード（IB）、

中密度繊維板（MDF）、ハードボード（HB）の 4 種について CO2 排出量を整理した。当該 4

種の繊維板は、日本繊維板工業会傘下の企業にて製造されているため、当該工業会の協力

を得てデータ収集・整備を行った。下表に対象繊維板の調査概要を示した。なお、当該 4

種の繊維板については過去に服部研究室（東京農工大）のグループと日本繊維板工業会と

で LCA 調査が行われているため、本結果はそれら過去のデータを再利用し、電力データや

原料構成等を最新版に更新したものである。 

 

表 3-25 評価対象とした繊維板の概要 

製品種 
パーティクルボ

ード 

インシュレーシ

ョンボード 
中密度繊維板 ハードボード 

略称 PB IB MDF HB 

統計名称 削片板 軟質繊維板 中質繊維板 硬質繊維板 

製品概要 

木材原料を小

片にし、プレ

ス成形したも

の。 

木材原料を繊維状にして成形したもの 

密度 

0.35 g/cm3未満 

密度 

0.35 g/cm3以上、

0.8 g/cm3未満 

密度 

0.80 g/cm3以上 

関係規格 JIS A 5908 
JIS A 5905 

JIS A 9521 
JIS A 5905 JIS A 5905 

国内生産量 

[千 m3](2013) 
1,041 399 404 48 

主な用途 
建材（床、壁）、

造作材等 

畳床、断熱仕上

剤等 

建材（耐力壁、

内装）、机、家具

等 

自動車内装、建

材（内装）、家具

等 

機能単位 1.0t 1.0t 1.0m3 1.0t 

システム境界 チップ製造工場への搬入から板製造 

データ源 

4 社 6 工場（国

内シェア 5 割以

上） 

3 工場（国内シ

ェア 8割以上） 

2 社 2 工場（国内

シェア6割以上） 

3 社 3 工場（国

内シェア 5 割以

上） 

調査年 
2004 年 4 月～

2005 年 3 月 

2005 年度、2007

年度 

2009 年 4 月～

2010 年 3 月 

2005 年 4 月～

2006 年 3 月 
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2）生産プロセス 

 各繊維板の生産プロセスを下図に示した。パーティクルボードは削片板とも呼ばれるこ

とがあるように、細かく切削した木材を原料として利用する。当該原料は乾燥工程にて含

水率を下げ、接着剤・撥水剤を添加した後、乾式フォーミングを行う。その後、板状に熱

圧し、含水率を調湿したものである。パーティクルボードは JIS A 5908 によって強度等が規

格化されている。 

 インシュレーションボードは原料である木材を蒸煮し、繊維化する。そして水およびサ

イズ剤が添加され、湿式にてフォーミングされる。その後、熱圧され、調湿したものがイ

ンシュレーションボードとなる。強度等は JIS A 5905 によって規格化されている。なお、密

度は 0.35 g/cm
3 未満と規格化されている。 

 中密度繊維板は、インシュレーションボードと同様に原料を繊維化させるが、それらは

パーティクルボードのように乾燥工程を経て、乾式フォーミングにて板状に加工される。

乾燥工程の後に、接着剤、撥水材を投入する点も同様である。強度等は JIS A 5905 によって

規格化されており、密度は 0.35 g/cm
3 以上、0.80 g/cm

3 未満とされている。 

 ハードボードはインシュレーションボードのように原料は繊維化され、水およびサイズ

剤が添加される。しかし、その種類や加工条件が異なる。製品密度は 0.80 g/cm
3 以上と JIS A 

5905 によって規格化されている。 

 

 

 

図 3-4 繊維板の生産プロセス概略 

 

繊維化
（蒸煮・解繊）

湿式フォーミ
ング

圧縮

ハードボード
（HB)

繊維板工場

調湿

仕上

小片化
（切削・破砕）

乾燥

乾式フォーミ
ング

圧縮

調湿

仕上

水添加

サイズ剤添加接着剤・撥水
剤添加

湿式フォーミ
ング

圧縮

インシュレーション
ボード
（IB)

調湿

仕上

パーティクルボード
（PB)

サイズ剤添加

乾燥

乾式フォーミ
ング

圧縮

調湿

仕上

中密度繊維板
（MDF)

接着剤・撥水
剤添加

水添加

原料（林地残材、小径木、他製品の端材、建築解体材など）

繊維化
（蒸煮・解繊）

繊維化
（蒸煮・解繊）
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3）フォアグラウンドデータ 

表に示したように、日本国内の繊維板の主要企業におけるデータ収集を行った。各繊維

板製造時の単位プロセスデータを下表にまとめた。表中において、中密度繊維板の製品単

位は体積(m
3
)であるが、それ以外は質量(t)である。なお、インシュレーションボードについ

ては顧客から回収した使用済み品や他製品の不適合品などを原料に用いているが、それら

の量がおおよそ 200 kg/m
3 とのことであったため、原料チップにその量を追加してある。 

 

表 3-26 繊維板製造工程の入出力データ 

  
パーティク

ルボード 

インシュレ

ーションボ

ード 

中密度繊維

板 

ハ ー ド ボ

ード 

Input 原料 原料チップ[kg] 1.06E+03 9.42E+02 7.98E+02 1.05E+03 

UF[kg] 4.66E+01   7.83E+01   

MF[kg] 3.19E+01       

MUF[kg]     5.32E+01   

PF[kg] 2.14E+01       

MDI[kg] 1.24E+01   1.84E+01   

パラフィンワックス[kg]     9.58E+00   

接着剤[kg]       1.27E+01 

添加剤[kg]   6.03E+01   1.27E+01 

燃料 買電[kWh] 2.43E+02 5.11E+02 2.82E+02 2.83E+02 

軽油[L] 1.18E+00   6.77E-01 1.27E+00 

重油[L] 2.47E+01 4.84E+01   2.65E+01 

都市ガス[m3] 1.15E+01 2.40E+01 3.42E+01   

木くず[kg] 1.60E+02 4.43E+02 1.11E+02 6.31E+02 

副資材 PE[kg] 2.02E-02       

PP[kg] 2.06E-02       

PET[kg] 2.61E-03       

輸送 4t トラック[tkm] 1.53E-02 2.15E-01 1.69E+00 6.41E+00 

10t トラック[tkm] 1.46E+01 1.12E+02 1.69E+01 5.06E+01 

15t トラック[tkm]   5.18E-01     

バルク船<8 万 DWT[tkm]     3.50E+03 3.80E+01 

Output 製品   1.00t 1.00t 1.00m3 1.00t 

廃棄物 焼却灰[kg] 2.21E+00 2.13E+01* 5.35E+00* 3.04E+01 

* インシュレーションボードと中密度繊維板の廃棄物発生量に関するデータが入手できな

かったため、ハードボードの燃料用木くず使用量からそれら発生量を推定した。 

 

4）原料構成 

 原料チップは、合板・製材工場残材、間伐材・林地残材、建築解体材など、様々な出生

のものを利用している。そこで、各繊維板の原料構成を調査し、下表にまとめた。インシ

ュレーションボードおよびハードボードは生産プロセスが類似しており、同一工場にて生

産されているなど、データの区分けが困難であったため、同じ数値となっている。また、
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パーティクルボードについては近年のデータが入手できなかったため、パーティクルボー

ドおよび繊維板の平均値（繊維板工業会調査）を示した。これら数値は 2014 年のものであ

るが、パーティクルボードの数値のみ 2013 年である。 

 

表 3-27 繊維板の木質原料の構成 

  
パーティク

ルボード 

インシュレ

ーションボ

ード 

中密度繊維

板 

ハードボー

ド 

素材チップ・間伐材・林

地残材残材 
10% 13% 24% 13% 

合板・製材工場等残材 30% 30% 64% 30% 

建築解体材 60% 57% 12% 57% 

合計 100% 100% 100% 100% 

 

 

5）バックグラウンドデータ 

 一般的な素材・エネルギー等の CO2排出量データ（バックグラウンドデータ）として、IDEA 

v.1.1 を用いた。ただし、繊維板には製品重量比で数十％もの接着剤が用いられており、妥

当性の高いデータの利用が望まれる。そこで、接着剤の原料および製造時のエネルギーデ

ータは澤田ら(2006)にて報告されているため、当該データを利用した。これに最新版の IDEA 

v.1.1 のデータを利用し、下表の通り接着剤の CO2排出量データを整備した。下表にバック

グラウンドデータとして用いた CO2排出量一覧を示した。 

 

 

表 3-28 接着剤製造時の CO2 排出量 

名称 CO2排出量 

ユリア樹脂接着剤（UF） 1.14 kg-CO2e/kg
*1 

メラミン・ユリア共縮合樹脂接着剤

（MUF） 

2.53 kg-CO2e/kg
*1 

フェノール樹脂接着剤（PF） 1.10 kg-CO2e/kg
*1 

メラミン樹脂接着剤（MF） 3.24 kg-CO2e/kg
*2 

ジフェニルメタンジイソシアネート

（MDI） 

2.88 kg-CO2e/kg
*3 

*1 澤田ら(2006)のプロセスデータに、川上側バックグラウンドデータに IDEA v.1.1 を利用 

*2 澤田ら(2006)の MUF のプロセスデータのうち、尿素（ユリア）成分をメラミンに置換し

たうえで、川上側バックグラウンドデータに IDEA v.1.1 を利用 

*3 IDEA v.1.1 より引用 
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6）結果 

 各繊維板の温室効果ガス排出量を下表にまとめた。その結果、パーティクルボードは

493kg/t、インシュレーションボードは 672kg/t、中密度繊維板は 586kg/m
3、ハードボードは

367kg/t の CO2 排出量となった。何れの製品においても買電の影響が最も大きく、27%から

44%を占めた。また重油や都市ガスの利用に伴う影響も大きかった。原料の中では、木質材

料よりも接着剤・添加剤の影響が大部分を占めた。輸送の影響や木質材料調達の影響は小

さかった。 

 

表 3-29 機能単位*あたりの温室効果ガス排出量 

  

  

パーティ

クルボー

ド 

インシュ

レーショ

ンボード 

中密度繊

維板 

ハードボ

ード 

原料 素材チップ・間伐材・林

地残材[kg] 
8.20 7.29 6.17 8.12 

合板・製材工場等残材

[kg] 
4.93 4.38 3.71 4.88 

 建築解体材[kg] 9.86 8.76 7.42 9.77 

UF[kg] 53.12   89.26   

MF[kg] 103.36       

MUF[kg]     134.60   

PF[kg] 23.54       

MDI[kg] 35.71   52.99   

パラフィンワックス

[kg] 
    2.84   

接着剤[kg]       62.74 

添加剤[kg]   127.23   26.80 

燃料 買電[kWh] 137.78 289.74 159.89 160.46 

軽油[L] 3.45   1.98 3.71 

重油[L] 76.57 150.04   82.15 

都市ガス[m3] 33.35 69.60 99.18   

木くず[kg]         

副資材 PE[kg] 0.04       

PP[kg] 0.04       

PET[kg] 0.01       

輸送 4t トラック[tkm] 0.01 0.03 0.31 1.00 

10t トラック[tkm] 2.53 14.67 2.21 6.63 

15t トラック[tkm]   0.06     

バ ル ク 船 <8 万

DWT[tkm] 
    25.55 0.28 

廃 棄 物 処

理 
埋立処理 0.01 0.08 0.02 0.12 

合計   492.50 671.89 586.13 366.65 

*中密度繊維板の機能単位は 1m
3 であるが、それ以外は 1t である。 
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(3) 構築したデータベースの LCA ソフトウェアへの実装方法の検討 

1）実施内容 

木材製品のユーザが製品等の CO2 排出量を評価する際、信頼性の高い木材製品の CO2排

出量データが必要となる。そこで、木材製品を供給するサプライチェーン上の各プロセス

のデータとして丸太、乾燥材等の CO2 排出量を整理し、データベースとして公開する。ま

た、ユーザへの認知度および利便性を向上させるため、我が国で広く利用されている LCA

ソフトウェア MiLCA へ当該データを実装した。 

 また、学会等にて当該成果を発表し、基礎データとして信頼性向上に努めた。 

LCA ソフトウェア MiLCA の概要 a. 

LCA ソフトウェア MiLCA は、LCA 実施を支援するソフトウェアであり、国立研究開発法

人産業技術総合研究所と産業環境管理協会が共同開発した LCA データベース（IDEA）や日

本版被害算定型影響評価手法（LIME2）などを搭載することで、国内の実態に即した LCA

が実施可能となっている。マウスによる直感的な操作で、製品システムをモデル化し、ケ

ーススタディを実施可能であるため、企業・学術機関など約 300 以上の団体にて利用され

ている。開発・販売は一般社団法人産業環境管理協会が行っている。ソフトウェアの画面

イメージを図に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 LCA ソフトウェア MiLCA の画面イメージ 

 

  

プロセスデータの入出力情報とツリー表示

製品システムのモデル化

特性化の結果と統合化のグラフ表示
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搭載データベースの概要 b. 

LCA ソフトウェアには LCA データベース IDEA が搭載されている。IDEA は国立研究開

発法人産業技術総合研究所と一般社団法人産業環境管理協会によって開発されたデータベ

ースで、素材類を中心に約 3000 項目のデータが含まれている。しかし、当該データのみで

は不足しているデータもあるため、第三者が追加データを登録することが可能となってい

る。登録するには、データ収集範囲、データ作成者等のデータの背景情報（メタ情報）を

必ず明記しなければならない。また、データ提供者がデータに対する説明責任を持つ一方、

データ利用に伴う責任はデータ利用者が持つようにしている。そのため、データ提供者は

データの妥当性について自らで確認し、データ作成方法等を明記するなど透明性を確保し

た上で登録する必要がある。 

 

2）実施結果 

LCA ソフトウェア MiLCA への実装 a. 

本調査の結果を実装した。 

○データ項目： 

 ・丸太：スギ、ヒノキ、カラマツ、トドマツの 4 項目 

（※都道府県別の数値は公開しない） 

 

○実装結果（スギ丸太の例） 

・プロセス入出力画面 
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・メタデータ（背景情報） 

 

 

 

 

 なお、詳細なデータ作成方法は学術誌に投稿し、掲載決定後に当該情報を追記する。 
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学会発表等 b. 

 丸太製造までの成果を第 11 回日本 LCA 学会研究発表会にて発表した。発表資料を参考資

料として別添した。 
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3.1.2 大規模建築物に利用される木材の CO2排出量に関する調査 

(1) 調査対象 

2020 年東京オリンピック・パラリンピックを見据え、今後は大規模施設等で木材が利

用される機会が増えることが期待される。大規模施設の構造材・内装材として木材が利

用される場合、耐火基準を満たすために不燃処理やメンブレン等の混構造が採用される

他、近年は CLT のような大判パネルの利用も期待される。 

このように大規模施設で利用される木材は多様であるが、MiLCA および日本建築学会

が対応している木材関連の LCA インベントリデータは、「丸太」「製材」「普通合板」「防

腐処理木材」等に限られており、大規模施設での木材利用拡大を見据えてさらなるデー

タの拡充が望まれる。そこで、大規模建築物等での利用が見込まれる木材「CLT」、「耐火

集成材」を対象に LCA インベントリデータを収集・整理し、今後の木材利用事業者が活

用可能な形で公表することを目指す。 

 

(2) 調査概要 

1）CLT（銘建工業） 

ケーススタディ事例①（欧州輸入ラミナを使用した CLT） a. 

既往研究事例として、銘建工業が生産する CLT を対象に、慶應義塾大学伊香賀教授が

平成 25 年度に実施した LCA 調査を取り上げた。 

調査対象とした CLT のライフサイクルフローを下図に示す。 

原料は欧州産のスプルースで、欧州で育林～伐採～乾燥～ラミナ加工をおこなった後、

タンカーによる外洋輸送で広島県に到着、トラックにより岡山県まで輸送し、銘建工業

の工場で集成（CLT）加工、最後に消費地である東京までトラックで輸送している。 

なお、集成（CLT）加工する際に生じる木屑を用いて、①バイオマスボイラーによる発

電（用途は、生産施設での自家消費および余剰電力の売電）、②ペレット製造、③排熱利

用といったエネルギー利用をおこなっている。 

 

 

図 3-6 CLT のライフサイクルフロー 
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伊香賀研究室による試算の前提条件、および結果を下図表に示す。 

 

表 3-30 試算方法および前提条件 

プロセス 計算方法および前提条件 

森林施業 ・ 伊 香 賀 研 究 室 に よ る 欧 州 調 査 結 果 に 基 づ き 、

1.53×10-2t-CO2eq/㎥ 

・ これは国内（2.88×10-2t-CO2eq/㎥）と比較し小さい原単

位であるが、欧州の調査対象地では勾配のない森林で高

性能林業機械を導入した施業を実施しているためと考え

られる。 

製造 

（ラミナ加工・乾燥） 

・ 伊香賀研究室による欧州調査結果に基づき、加工工程で

2.31×10-2t-CO2eq/㎥、乾燥工程で 9.81×10-3t-CO2eq/㎥ 

・ これは国内（加工工程で 5.01×10-2t-CO2eq/㎥、乾燥工程

で 8.04×10-2t-CO2eq/㎥）と比較し小さい原単位である

が、欧州の調査向上は大規模かつ木質バイオマス利用比

率の高い製材工場であるとのこと 

製造 

（CLT 加工） 

・ 銘建工業へのヒアリングにより各種原料・燃料等の

消費量を把握。 

CLT 及び集成材生産量：280,000 ㎥/年 

木屑発生量：55,500t/年 

  うち発電使用：20,000t/年（13GW/年） 

    ペレット生産：19,000 t/年 

    蒸気利用：8,250 t/年 

    外販：8,250 t/年 

接着剤購入量：2,000t/年 

※ヒアリングした段階では CLT 生産量が少なかったため、

CLT 生産単体ではなく、集成材生産と合算した資材投入

量に基づき算出。 

陸上輸送 

（素材産出国内） 

・ 伊 香 賀 研 究 室 に よ る 欧 州 調 査 結 果 に 基 づ き 、

2.14×10-2t-CO2eq/㎥ 

外洋輸送 ・ タンカーにより欧州から広島まで輸送 

・ 輸送距離にタンカーの燃費を乗じて算出 

陸上輸送 

（日本国内） 

・ 広島→岡山、岡山→東京へのトラック輸送 

・ 輸送距離にトラックの燃費を乗じて算出 
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表 3-31 各種木材生産の CO2 排出原単位（t-CO2eq/㎥） 

 

※木質バイオマス燃料利用率の欧州代表値：90%、日本代表値：41% 

 

図 3-7 欧州産材を利用した CLT 製造における CO2排出原単位の試算結果 

 

ケーススタディ事例②（国産スギを使用した CLT） b. 

国産スギを使用した CLT の生産プロセスを以下に示す。集成（CLT）加工プロセスは、

銘建工業における CLT 製造装置の調査を通じて実態把握した。 

 

図 3-8 国産スギを使用した CLT のライフサイクルプロセス 
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表 3-32 試算方法および前提条件 

プロセス 計算方法および前提条件 

原料調達（丸太生産） ・ スギの森林施業・伐採・加工に係る CO2排出原単位（全

国平均、p.21）を用いた。 

ラミナ加工 ・ 銘建工業におけるラミナ加工の調査を基にした古俣委員

による分析結果を用いた。 

 ラミナ乾燥の熱源：①化石燃料、②木屑 

 輸送距離：100km 

 輸送時の積載率：80% 

集成（CLT）加工 ・ 銘建工業における CLT 製造装置（接着剤塗布・積層・コ

ールドプレス）の調査に基づき CO2排出原単位を算出し

た。 

・ CLT 製造 

 生産量：1 シフト 7,600 m3/年 

 CLT 製造歩留り：60～75％ 

 接着剤：水性高分子イソシアネート (API) 

・ 部材製造 

 消費電力量：定格出力×実働負荷率×稼働時間 

 接着剤塗布量：200g/㎡ 

 

 

図 3-9 国産スギ材を利用した CLT 製造における CO2排出原単位の試算結果 
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2）FR ウッド（鹿島建設、東京農工大学、森林総合研究所、ティー・イー・コンサルティ

ング） 

鹿島建設等が開発した FR ウッドは、荷重支持部の周囲に難燃薬剤を注入した難燃処

理層を配置することにより耐火性能を確保した構造用耐火集成材である。 

東京農工大学大林、森田、安藤、服部らは FR ウッドを対象とした LCA を実施し、耐

火集成材を用いた木造建築物と、同一機能を持たせた S 造、RC 造の建築物の環境影響評

価（社会コスト試算）を実施した。結果の概要を次頁に示す。 

※ 構造用耐火集成材の GHG 排出量については企業の内部データとなっており、非公

表である。 

 

 

図 3-10 FR ウッドの概要 
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参考資料．構造用耐火集成材の環境影響評価（要旨）（第 61 回日本木材学会） 
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3.1.3 木造建築物・木材製品の CO2 排出量に関する調査 

一般的な（１）建築物、（２）内装材・建具、（３）家具等を想定し、それらと同等のも

のを木材で提供する場合を想定して省 CO2 効果の評価を実施。各種条件（断熱性能、強度、

耐用年数等）の設定を行う。排出原単位については（１）～（３）を通じて共通の考え方・

データを適用する。 

既存の木材利用技術を基本としつつ、今後木材での代替可能性がありうる建築・木材製

品を整理し、評価の対象を選定する。なお、今後の技術については今年度すべてを評価対

象とするものではなく、次年度以降の調査の可能性（論点整理等）を提示することも目的

とする。 

 

 
図 3-11 建築・木材製品に関する木材利用の LCA 分析フロー 
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(1) 建築物 

1）戸建住宅 

基本方針 a. 

 建築物のライフサイクルにおける各過程の位置づけ ア）

建築物におけるライフサイクルとは、資材製造・建設・運用・改修・廃棄の過程をすべ

て含んだものであり、本調査ではそれぞれの過程における CO2 排出量を算出し、積み上げ

ることでLCCO2を明らかにした。図1にライフサイクルにおける各過程の位置づけを示す。 

 

 

図 3-12 ライフサイクルにおける各過程の位置づけ 

 

 本調査における建築物の寿命について イ）

建築物の LCCO2 を明らかにするためには、建築物の寿命を設定しなければならない。そ

こで、以下の 4 点の寿命設定方法が考えられる。①国土交通省が算出した減失住宅の平均

築後年数 30 年 1)を寿命とする。②建築物の法定耐用年数を寿命とする、③「長期優良住宅

の普及の促進に関する法律」の中で推奨されている 100 年を寿命とする、④小松の論文 2)

で推計された 60 年を寿命とする。 

現在、①は建築物の寿命として一般的に理解されているが、減失住宅の平均築後年数と

は取り壊された住宅の平均築年数であり、新規住宅の寿命とは言い難い。よって、本調査

における建築物の寿命として設定するうえでは不適切だと考えられる。②に関して、建築

物の法定耐用年数とは固定資産税を算定するために作られた政策的なものであり、実証を

反映しているとは言い難く、この方法も本調査においては不適切であると考えられる。③

は、物理的な住宅の性能を 100 年以上維持することを前提としているが、実際にはそれ以

前に除却される住宅が多いと考えられる。④に関して、小松は「建物の寿命推計に関する

研究」において、人間の平均寿命推計を建築物に応用し、建築物の寿命を統計的に推計し

ており、現時点においては最も正確に建築物の寿命を推計していると考えられる。この論

文において、建築物の寿命は約 60 年と推計されているが、LCCO2 の算出においては、15
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年、30 年スパンで改修工事がなされるため、60 年という数字は改修時の CO2 排出量を算出

するうえでも、適切であると考えられる。 

よって、本調査においては小松の論文で推計された値を採用し、建築物の寿命を 60 年と

設定する。 

 CO2 排出原単位の定義について ウ）

本調査で使用している CO2 排出原単位は特記なき限りすべて日本建築学会が編集・発行

している LCA データベース 3)の数値を引用しており、生産段階における国内消費支出、国

内資本形成、海外消費支出、海外資本形成、流通段階における国内消費支出、国内資本形

成、海外消費支出、海外資本形成の 8 つの要素全てを合計したものである。 

 各建築物の仕様について エ）

本調査では、木造（多用）、木造（一般）、RC 造、S 造、4 種類の LCCO2の算出している。

木造（多用）、RC 造、S 造に関しては、Y 邸の図面を参考にし、木造（一般）に関しては、

次世代省エネ基準の仕様規定を参考にすることで仕様を決定した。また、すべての建築物

において断熱性能は平成 25 年度改定省エネ基準における基準値としている。表 2 に木造（多

用）、木造（一般）の仕様と CO2 排出原単位を、表 3 に S 造、RC 造の仕様と CO2排出原単

位を示す。各建築物の仕様の詳細、部材使用量については別途資料に記している。 

また、木造が 2 種類存在するが、木造（多用）の木材使用量は 34.2m
3、木造（一般）の

木材使用量は 21.7m
3 であり、木造（多用）の木材使用量が木造（一般）の 1.58 倍となって

いる。 
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表 3-33 木造（多用）、木造（一般）の仕様と CO2 排出原単位 

 
※1 株式会社木の繊維算出 CO2 排出原単位 
※2 日本建築学会の原単位から算出（細分化）した CO2排出原単位 

 

 

部位 構成材（単位:mm） CO2排出原単位名称 部位 構成材（単位:mm） CO2排出原単位名称

不燃木材 t10 製材 窯業系サイディング t14 その他の窯業・土石製品
横胴縁 24×45 @455 製材 横胴縁 24×45 @455 製材

窯業系サイディング t14 その他の窯業・土石製品 透湿防水シート t0.2 プラスチックフィルム・シート
透湿防水シート t0.2 プラスチックフィルム・シート 縦胴縁 24×45 @455 製材

縦胴縁 24×45 @455 製材 透湿防水シート t0.2 プラスチックフィルム・シート
透湿防水シート t0.2 プラスチックフィルム・シート グラスウール t100 ガラス繊維・同製品

ウッドファイバー t90 ウッドファイバーブローイン※1 PB t12.5 その他の建設用土石製品

PB t12.5 その他の建設用土石製品 ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート
杉板貼り t10 製材
杉板貼り t10 製材 ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート

PB t12.5 その他の建設用土石製品 PB t12.5 その他の建設用土石製品
通気層 t120 通気層 t120

PB t12.5 その他の建設用土石製品 PB t12.5 その他の建設用土石製品

杉板貼り t10 製材 ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート

ガルバリウム鋼板 t0.4 亜鉛めっき鋼材※2 ガルバリウム鋼板 t0.4 亜鉛めっき鋼材※2

ルーフィング t0.67 プラスチックフィルム・シート ルーフィング t0.67 プラスチックフィルム・シート
通気垂木 24×45 @303 製材 通気垂木 24×45 @303 製材

ルーフィング t0.67 プラスチックフィルム・シート ルーフィング t0.67 プラスチックフィルム・シート
杉パネル t12 製材 杉パネル t12 製材

ウッドファイバー t100 ウッドファイバーブローイン※1 グラスウール t100 ガラス繊維・同製品

垂木　45×105 @910 製材 垂木　45×105 @910 製材

杉板貼り t12 製材 合板 t12 普通合板※2

無垢フローシング t15 製材 合板フローシング t15 普通合板※2

ウッドファイバー t60 ウッドファイバーブローイン※1 グラスウール t60 ガラス繊維・同製品

根太 60×60 @303 製材 根太 60×60 @303 製材

無垢下地板 t12 製材 合板下地板 t12 普通合板※2

無垢フローシング t15 製材 合板フローシング t15 普通合板※2

根太 45×36 @303 製材 根太 45×36 @303 製材

落とし込み板 t40 製材 落とし込み合板 t24 普通合板※2

吊木 30×40 @910 製材 吊木 30×40 @910 製材

野縁（野縁受け） 30×40 @455 製材 野縁（野縁受け） 30×40 @455 製材

PB t9 その他の建設用土石製品 PB t9 その他の建設用土石製品

快適クロス（和紙） t0.1 洋紙・和紙 ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート

落とし込み板 t40 製材 落とし込み合板 t24 普通合板※2

吊木 30×40 @910 製材 吊木 30×40 @910 製材

野縁（野縁受け） 30×40 @455 製材 野縁（野縁受け） 30×40 @455 製材
PB t9 その他の建設用土石製品 PB t9 その他の建設用土石製品

快適クロス（和紙） t0.1 洋紙・和紙 ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート

スラブコンクリート 生コンクリート スラブコンクリート 生コンクリート

捨てコンクリート 生コンクリート 捨てコンクリート 生コンクリート

鉄筋 普通鋼小棒 鉄筋 普通鋼小棒

鋼製束 普通鋼小棒 鋼製束 普通鋼小棒
躯体 柱、梁、筋交 製材 躯体 柱、梁、筋交 製材

ユニットバス ユニットバス ユニットバス ユニットバス
キッチンカウンター キッチンカウンター キッチンカウンター キッチンカウンター

洗面化粧台 洗面化粧台 洗面化粧台 洗面化粧台
洋式便器 洋式便器 洋式便器 洋式便器

給水管 プラスチック板・管・棒 給水管 プラスチック板・管・棒

排水管 プラスチック板・管・棒 排水管 プラスチック板・管・棒
給湯管 伸銅管 給湯管 伸銅管

ケーブル 電線・ケーブル ケーブル 電線・ケーブル
窓 ガラス 板ガラス 窓 ガラス 板ガラス

玄関扉 アルミ圧延製品 玄関扉 アルミ圧延製品
勝手口 アルミ圧延製品 勝手口 アルミ圧延製品
室内扉 木製建具 室内扉 木製建具

外壁

内壁

屋根

1階床

木造（多用）

外壁

内壁

屋根

木造（一般）

設備

扉

設備

扉

1階床

2階床

2階天井

基礎

2階天井

基礎

2階床
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表 3-34 S 造、RC 造の仕様と CO2排出原単位 

 
※1 株式会社木の繊維算出 CO2 排出原単位 
※2 日本建築学会の原単位から算出（細分化）した CO2排出原単位 

部位 構成材（単位:mm） CO2排出原単位名称 部位 構成材（単位:mm） CO2排出原単位名称

窯業系サイディング t14 その他の窯業・土石製品 窯業系サイディング t14 その他の窯業・土石製品
横胴縁 24×45 @455 製材 横胴縁 24×45 @455 製材
透湿防水シート t0.2 プラスチックフィルム・シート 透湿防水シート t0.2 プラスチックフィルム・シート

縦胴縁 24×45 @455 製材 縦胴縁 24×45 @455 製材
透湿防水シート t0.2 プラスチックフィルム・シート 透湿防水シート t0.2 プラスチックフィルム・シート
グラスウール t100 ガラス繊維・同製品 グラスウール t120 ガラス繊維・同製品

PB t12.5 その他の建設用土石製品 RC t180 生コンクリート , 普通鋼小棒

ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート ドロマイトプラスター t0.1 その他の建設用土石製品
ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート ドロマイトプラスター t0.1 その他の建設用土石製品

PB t12.5 その他の建設用土石製品 PB t12.5 その他の建設用土石製品
通気層 t60 通気層 t60
PB t12.5 その他の建設用土石製品 PB t12.5 その他の建設用土石製品

ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート ドロマイトプラスター t0.1 その他の建設用土石製品

ガルバリウム鋼板 t0.4 亜鉛めっき鋼材※2 ガルバリウム鋼板 t0.4 亜鉛めっき鋼材※2

ルーフィング t0.67 プラスチックフィルム・シート ルーフィング t0.67 プラスチックフィルム・シート

野地板 t12 製材 野地板 t12 製材
通気垂木 24×45 @303 製材 通気垂木 45×45 @303 製材

ルーフィング t0.67 プラスチックフィルム・シート ルーフィング t0.67 プラスチックフィルム・シート
杉パネル t12 製材 グラスウール t70 ガラス繊維・同製品

グラスウール t100 ガラス繊維・同製品 母屋　70×70 @910 製材

垂木　45×105 @910 製材 RC t150 生コンクリート , 普通鋼小棒

PB t9 その他の建設用土石製品 吊ボルト ∮9 h225 @910 普通鋼小棒

合板フローシング t15 普通合板※2 野縁 38×12×1.2 @910 亜鉛めっき鋼材※2

グラスウール t60 ガラス繊維・同製品 野縁受け 24×19×0.5 @303 亜鉛めっき鋼材※2

根太 45×60 @303 製材 PB t9 その他の建設用土石製品

合板フローシング t15 普通合板※2 ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート

根太 45×60 @303 製材 合板フローシング t15 普通合板※2

メッシュ D10 @200 縦横共 普通鋼小棒 グラスウール t90 ガラス繊維・同製品

RC t60 生コンクリート 根太 45×60 @303 製材

デッキプレート QL-99-75-1.2 亜鉛めっき鋼材※2 合板フローシング t15 普通合板※2

吊ボルト ∮9 h225 @910 普通鋼小棒 根太 45×60 @303 製材

野縁 38×12×1.2 @910 亜鉛めっき鋼材※2 RC t150 生コンクリート , 普通鋼小棒

野縁受け 24×19×0.5 @303 亜鉛めっき鋼材※2 吊ボルト ∮9 h225 @910 普通鋼小棒

PB t9 その他の建設用土石製品 野縁 38×12×1.2 @910 亜鉛めっき鋼材※2

ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート 野縁受け 24×19×0.5 @303 亜鉛めっき鋼材※2

メッシュ D10 @200 縦横共 普通鋼小棒 PB t9 その他の建設用土石製品
RC t60 生コンクリート ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート

デッキプレート QL-99-75-1.2 亜鉛めっき鋼材※2 スラブコンクリート 生コンクリート

吊ボルト ∮9 h225 @910 普通鋼小棒 捨てコンクリート 生コンクリート

野縁 38×12×1.2 @910 亜鉛めっき鋼材※2 鉄筋 普通鋼小棒

野縁受け 24×19×0.5 @303 亜鉛めっき鋼材※2 鋼製束 普通鋼小棒

PB t9 その他の建設用土石製品 躯体 柱、梁 生コンクリート , 普通鋼小棒
ビニルクロス t0.5 プラスチックフィルム・シート ユニットバス ユニットバス
スラブコンクリート 生コンクリート キッチンカウンター キッチンカウンター
捨てコンクリート 生コンクリート 洗面化粧台 洗面化粧台

鉄筋 普通鋼小棒 洋式便器 洋式便器
鋼製束 普通鋼小棒 給水管 プラスチック板・管・棒

躯体 柱、梁 亜鉛めっき鋼材※2 排水管 プラスチック板・管・棒

ユニットバス ユニットバス 給湯管 伸銅管
キッチンカウンター キッチンカウンター ケーブル 電線・ケーブル

洗面化粧台 洗面化粧台 窓 ガラス 板ガラス
洋式便器 洋式便器 玄関扉 アルミ圧延製品
給水管 プラスチック板・管・棒 勝手口 アルミ圧延製品
排水管 プラスチック板・管・棒 室内扉 木製建具
給湯管 伸銅管

ケーブル 電線・ケーブル
窓 ガラス 板ガラス

玄関扉 アルミ圧延製品
勝手口 アルミ圧延製品
室内扉 木製建具

基礎

基礎

2階天井

設備

扉

設備

扉

RC造

外壁

内壁

屋根

S造

内壁

外壁

屋根

1階床

2階床

1階床

2階床
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 モデル住宅概要 オ）

本調査における住宅の間取りは日本建築学会標準住宅モデル 4)を基準とする。図 3-13 に

日本建築学会標準住宅モデル（木造）平面図を、図 3-14 に日本建築学会標準住宅モデル（木

造）断面図・立面図、図 3-15 に日本建築学会標準住宅モデル（RC 造）断面図を示す。 

図 3-13 日本建築学会標準住宅モデル（木造）平面図 

図 3-14 日本建築学会標準住宅モデル（木造）断面図・立面図 

図 3-15 日本建築学会標準住宅モデル（RC 造）断面図 
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図 3-16 日本建築学会標準住宅モデル 壁体構造（木造、RC 造）（上図） 

図 3-17 日本建築学会標準住宅モデル 窓・建具リスト（下図） 
 
＜参考文献＞ 
1) 国土交通省「平均築後年数」, 総務省による住宅・土地統計調査（1998 年、2003 年）より算出 
2) 鎌谷直毅, 小松幸夫「建築寿命に関する研究 ~2011 年における我が国の住宅平均寿命の推計~」, 2011

年度建築生産系建築生産演習報告, 2011 
3) 伊香賀俊治, 外岡豊「LCA データベース」社団法人日本建築学会, 2013 
4) 宇田川光弘「標準問題の提案 (住宅用標準問題)」社団法人日本建築学会, 環境工学委員会, 熱分科会

第 15 回シンポジウム,1985 
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評価方法（資材製造時） b. 

日本建築学会標準住宅モデルのプランを基に、各建築物において使用されている資材量

を算出する。算出した資材量に日本建築学会の CO2 排出量原単位を掛け合わせることで、

資材製造時における CO2排出量を明らかにした。 

評価結果（資材製造時） c. 

 木造（多用） ア）

図 3-18 に木造（多用）における主要部材別 CO2 排出量を示す。その他には珪酸カルシウ

ム板、和紙、プラスチックフィルム、設備・開口部材が含まれている。 

 
図 3-18 木造（多用）における主要部別材 CO

2
排出量（kg-CO

2
/年・戸） 

 

図 3-19 に木造（多用）における部位別 CO2 排出量を示す。 

 

図 3-19 木造（多用）における部位別 CO2 排出量（kg-CO2/年・戸） 
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 木造（一般） イ）

図 3-20 に木造（一般）における主要部材別 CO2 排出量を示す。その他には珪酸カルシウ

ム板、プラスチックフィルム、設備・開口部材が含まれている。 

 
図 3-20 木造（一般）における主要部別材 CO2 排出量（kg-CO2/年・戸） 

 

 

図 3-21 に木造（一般）における部位別 CO2 排出量を示す。 

 
 図 3-21 木造（一般）における部位別 CO2 排出量（kg-CO2/年・戸） 
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 RC 造 ウ）

図 3-22 に RC 造における主要部材別 CO2 排出量を示す。その他には珪酸カルシウム板、

プラスチックフィルム、ドロマイトプラスター、設備・開口部材が含まれている。 

 
図 3-22 RC 造における主要部別材 CO2排出量（kg-CO2/年・戸） 

 

 

図 3-23 に RC 造における部位別 CO2排出量を示す。 

 
図 3-23 RC 造における部位別 CO2排出量（kg-CO2/年・戸） 
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 S 造 エ）

図 3-24 に S 造における主要部材別 CO2 排出量を示す。その他には珪酸カルシウム板、プ

ラスチックフィルム、設備・開口部材が含まれている。 

図 3-24 S 造における主要部別材 CO2 排出量（kg-CO2/年・戸） 

 

 

図 3-25 に S 造における部位別 CO2 排出量を示す。 

図 3-25 S 造における部位別 CO2 排出量（kg-CO2/年・戸） 
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 各構造における主要部材別の比較 オ）

図 3-26 に各構造における主要部材別資材製造時 CO2 排出量を示す。コンクリートに関し

て、壁、床、天井すべてにコンクリートを使用している RC 造が最も高い CO2 排出量を示し

ている。木造（多用）、木造（一般）においてはコンクリートを基礎にのみ使用しており、

同様の基礎構造のため、同じ CO2 排出量を示している。鉄に関して、コンクリート内の鉄

骨が大部分を占めているため、コンクリートを最も使用している RC 造が最も高い CO2排出

量を示している。木材に関して、木造（多用）がもっとも木材を使用しているため、最も

高い CO2 排出量を示している。サイディングに関して、すべての構造において外壁に使用

しており、使用量も同様のため、同じ CO2 排出量を示している。合板に関して、内装材に

無垢材を多用している木造（多用）が最も低い CO2 排出量を示しており、合板フローリン

グや合板床下地などを使用している木造（一般）が最も高い CO2 排出量を示している。鋼

板に関して、梁や柱に鋼材を使用している S 造が最も高い CO2 排出量を示している。断熱

材に関して、RC 造が最も断熱材を使用しているため、最も高い CO2 排出量となった。また、

ウッドファイバーを使用している木造（多用）は最も低い CO2 排出量となった。 

 

 

図 3-26 構造における主要部材別資材製造時 CO2排出量（kg-CO2/年・戸） 
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 各構造における主要部位別の比較 カ）

図 3-27 に各構造における主要部位別資材製造時 CO2 排出量を示す。基礎に関して、木造

（多用）と木造（一般）が同様の基礎構造をしているため、同様の CO2 排出量となった。

また、RC造と S造においても同様の基礎構造をしているため。同様のCO2排出量となった。

外壁に関して、コンクリートを使用している RC 造が最も高い CO2 排出量を示している。内

壁に関しては、仕上げ材に杉板を使用している木造（多用）が高い CO2 排出量となった。

床（天井）に関して、コンクリートに加え、鋼板を大量に使用している S 造が最も高い CO2

排出量を示した。木造（多用）が無垢材の下地材、仕上げ材を使用しているのに対して、

木造（一般）は合板の下地材、仕上げ材を使用しているため、木造（多用）に比べて木造

（一般）の CO2 排出量が多くなっている。屋根に関しても、外壁と同様、コンクリートを

使用している RC 造が最も高い CO2排出量を示した。設備、開口に関しては、すべての構造

において同量使用しているため、すべての構造で同様の CO2排出量となっている。 

 

図 3-27 各構造における主要部位別資材製造時 CO2 排出量（kg-CO2/年・戸） 
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 各構造における比較 キ）

図 3-28 に各構造における資材製造時の CO2 排出量を示す。RC 造が最も高い CO2排出量

を示し、木造（一般）に比べて 118%増加した。これは、コンクリート使用量が最も多い構

造であるためである。RC 造の次に S 造が高い CO2 排出量を示し、木造（一般）に比べて

88%増加した。これは、コンクリート使用量が RC 造よりも少ないものの、梁や柱において

大量の鋼板を使用しているからである。また、木材（多用）は最も低い CO2排出量を示し、

木造（一般）と比べて 3.8%減少した。これは、木材（多用）の断熱材の CO2排出量が少な

かったことに加えて、床（天井）において無垢材の下地材、仕上げ材を使用したためであ

る。 

 

 

図 3-28 各構造における資材製造時時 CO2 排出量（kg-CO2/年） 

 

※棒グラフは kg-CO2/年・戸を、折れ線グラフは kg-CO2/年・m2 示している。 

 

 

 

 

<参考文献> 

1) 宇田川光弘「標準問題の提案 (住宅用標準問題)」社団法人日本建築学会, 環境工学委員会,  

熱分科会第 15 回シンポジウム,1985 
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評価方法（建設時） d. 

建設時の CO2 排出量は日本建築学会の公表値、近田らの論文 1)を参考にした。 

 

評価結果（建設時） e. 

表 3-35 に各構造における建設時 CO2排出量を示す。RC 造の CO2排出量（kg-CO2/年・戸）

が最も高い値を示し、木造（多用・一般）の 2.4 倍、S 造の 1.5 倍となった。 

 

 

表 3-35 各構造における建設時 CO2排出量 

構造 延べ床面積 
CO2排出量原単位 

（kg-CO2/m
2） 

CO2排出量 

（kg-CO2/年・戸） 

木造（多用） 

125.86 

2.5 5.2 

木造（一般） 2.5 5.2 

RC 造 6.0 12.6 

S 造 3.9 8.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考文献＞ 

1) 近田智也、井上隆,「住宅に係る地球温暖化影響の全体像」, 日本建築学会総合論文誌, 2003.9 
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評価方法（運用時） f. 

運用時の CO2 排出量は大きく三つの要素に区別するものとする。その三つの要素とは、

①空調負荷、②照明・家電・その他、③給湯である。空調負荷に関しては、京都府立大学

の尾崎明仁教授が開発した室内温湿度環境と空調負荷のシミュレーションを行う熱負荷計

算ソフト THERB を用いて、照明・家電・その他、給湯に関しては、Excel のマクロ機能を

用いて電気使用量、給湯量を算出する、居住・行動シミュレーションソフト SCHEDULE ver.2

を用いて、年間のエネルギー消費量を算出した。その値に対して、電気に関しては東京電

力の、ガスに関しては東京ガスの CO2 排出量原単位を掛け合わせることで、年間の CO2 排

出量を算出した。運用時のシミュレーション条件を下表に示す。 

本調査ではすべての構造において、断熱性能を同一にしているため、空調負荷は同一の

値となるはずである。算出した結果、すべての構造が木造（一般）と比較して誤差 0.5%以

内であっため、すべての構造において同一の値を使用し、照明・家電、給湯の CO2 排出量

に関してもすべての構造において同一の値を使用する。また、すべての室内扉は締め切っ

たものとする。 

 

表 3-36 シミュレーション条件 

所在地 東京 

空調 

条件 

夏季 

6 月 1 日～8 月 31 日 

L/D 7:00-9:00 15:00-23:00 

和室 7:00-9:00 15:00-23:00 

主寝室 23:00-7:00 

洋室 1,2 23:00-7:00 

家族構成 
夫婦（共働き） 

子供二人 

間取り 日本建築学会 
標準住宅モデル 

仕様 断面詳細図参照 

延べ床面積 126m
2
 

外皮表面積 
332m

2 

（RC 造のみ 298m
2） 

窓熱貫流率 
W/(m

2
/K) 3.49（アルミサッシ）1)

 
冬季 

12 月 1 日～2 月 28 日 

L/D 7:00-9:00 15:00-23:00 

和室 7:00-9:00 15:00-23:00 

主寝室 23:00-7:00 

洋室 1,2 23:00-7:00 

扉熱貫流率 

W/(m
2
/K) 

外扉 2.91（金属製）1)
 

室内扉 2.91（木製）1)
 

外皮平均 
熱貫流率（U 値） 

0.64（アルミサッシ） 

換気回数 0.5 回/h 

気象条件 拡張アメダスデータ（東京） 
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評価結果（運用時） g. 

図 3-29 に運用時 CO2 排出量を示す。シミュレーションの結果、照明・家電・その他の

CO2 排出量が 2178（kg-CO2/年・戸）、給湯の CO2排出量が 751（kg-CO2/年・戸）となった。

また、空調負荷の CO2 排出量は 1850（kg-CO2/年・戸）となり、運用時全体 4780（kg-CO2/

年・戸）の 39%を占める結果となった。 

 

 

 

図 3-29 サッシ種類別運用時の CO2 排出量 

 

 

 

 

＜参考文献＞ 

1) 「特定建築物（住宅）の省エネ措置の届出ガイド」, 建築環境・省エネルギー機構, 2009 

2) 清水則夫, 「ベターリビングと木製サッシ」, （財）ベターリビング, 2000 
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評価方法（改修時） h. 

日本建築学会の公表値を参考に更新周期の設定を行い、改修回数を設定した。一回の資

源投入量から 60 年間の改修により発生する資材投入量を算出し、各資材の CO2 排出量原単

位を掛け合わせることで改修時 CO2排出量を算出した。表 3-37 に各資材の更新周期と更新

回数を示す。 

 

 

表 3-37 各資材の更新周期と更新回数 

区分 資材名称 更新周期（年） 更新回数（回） 

躯体  60 0 

羽柄材  60 0 

断熱材 
ウッドファイバー 60 0 

グラスウール 60 0 

内装材 

杉板貼り 30 1 

快適クロス 15 3 

ドラママイトプラスター 60 0 

ビニルクロス 15 3 

無垢フローリング 30 1 

合板フローリング 30 1 

PB 30 1 

外装材 

不燃木材 60 0 

サイディング 60 0 

ガルバリウム鋼板 30 1 

珪酸カルシウム板 60 0 

透湿防水シート 60 0 

設備 設備全般 15 3 

開口 窓全般 60 0 
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評価結果（改修時） i. 

 木造（多用） ア）

図 3-30 に木造（多用）における区分別 CO2 排出量を示す。 

 
図 3-30 木造（多用）における区分別 CO2 排出量 

 

 木造（一般） イ）

図 3-31 に木造（一般）における区分別 CO2 排出量を示す。 

 

図 3-31 木造（一般）における区分別 CO2排出量 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

内装材 外装材 設備

年
間

の
C

O
2
排

出
量

（
kg

-C
O

2/
年

・
戸

）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

内装材 外装材 設備

年
間

の
C

O
2排

出
量

（
kg

-C
O

2
/年

・
戸

）



 

69 

 

 RC 造 ウ）

図 3-32 に RC 造における区分別 CO2排出量を示す。 

 

図 3-32 RC 造における区分別 CO2排出量 

 

 S 造 エ）

図 3-33 に S 造における区分別 CO2 排出量を示す。 

 

図 3-33 S 造における区分別 CO2 排出量 
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 各構造における区分別の比較 オ）

図 3-34 に各構造における区分別 CO2排出量を示す。内装材に関して、仕上げ材としてド

ロマイドプラスターを使用しているため、RC 造が最も低い CO2 排出量となった。また、木

造（多用）が無垢材の仕上げ材、下地材を使用しているのに対して、木造（一般）は合板

の仕上げ材、下地材を使用している。これにより、木造（一般）が木造（多用）よりも CO2

排出量となった。外装材に関して、改修する部材はガルバリウム鋼板だけであり、ガルバ

リウム鋼板は屋根にしか使われていないため RC 造以外は同じ CO2 排出量となっている。

RC 造のみ小さな CO2排出量となった理由は、RC 造が陸屋根構造をしており、他の切り妻

屋根に比べて屋根面積が小さいからである。設備に関しては、すべての構造において同量

使用しているため、すべての構造で同様の CO2 排出量となった。 

 

図 3-34 各構造における区分別 CO2排出量 
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 各構造における比較 カ）

図 3-35 に各構造における改修時 CO2排出量を示す。S 造が最も高い CO2排出量を示し、

木造（一般）に比べて 0.6%増加した。これは、木造（一般）と比べて内装材における PB

の使用量が多いためである。また木造（多用）の CO2排出量は、木造（一般）に比べて 5.1%

減少した。これは、内装材において無垢材の仕上げ材、下地材を使用しているからである。

RC 造が最も少ない CO2排出量を示しているが、これは外壁の室内側に PB を使用せず、コ

ンクリートの上に直接ドロマイトプラスターを塗布しているからである。 

 

 

図 3-35 各構造における改修時 CO2排出量 

 

※棒グラフは kg-CO2/年・戸を、折れ線グラフは kg-CO2/年・m2 示している。 
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評価方法（廃棄時） j. 

解体時は日本建築学会の公表値、近田らの論文 1)、文献値 2)を参考にし、解体段階、輸送

段階、廃棄段階と三つの段階に分け、足し合わせることで解体時の CO2 排出量を算出した。

なお、解体時システム境界には再生工場、最終処分場までは含めないものとする。 

評価結果（廃棄時） k. 

 解体段階 ア）

表 3-38 に各構造における解体段階 CO2 排出量を示す。RC 造の CO2排出量（kg-CO2/年・

戸）が最も高い値を示し、木造、S 造の 8.1 倍となった。 

 

表 3-38 各構造における解体段階 CO2 排出量 

構造 延べ床面積 
CO2排出量原単位 

（kg-CO2/m
2） 

CO2排出量 

（kg-CO2/年・戸） 

木造（多用） 

125.86 

1.14
1)

 2.39 

木造（一般） 1.14
1)

 2.39 

RC 造 1.14
1)

 2.39 

S 造 9.20
2)

 19.3 

 

 輸送段階 イ）

輸送段階においては、建築物に投入された資材量を、プラントごとに搬出先に分類し、

必要トラック台数を求めた。このトラック台数から燃料消費量を算出し、燃料の CO2 原単

位を掛け合わせることで輸送段階の CO2 排出量を求めた。表 3-39 に輸送条件、表 3-40 に

トラック積載率、表 3-41 に各構造における廃棄物量、必要トラック台数を示す。 

 

表 3-39 輸送条件 

使用トラック 燃費(km/L) 輸送距離(km) 軽油 CO2原単位(kg-CO2/L)  

4t トラック 6 30 2.91
3)
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表 3-40 トラック積載率 
 トラック積載率 1)

 実際の積載可能量(t) 

破砕プラント（木・廃プラ） 0.925 3.7 

選別プラント（混合廃棄物） 0.825 3.3 

破砕プラント（コンクリガラ） 1.000 4.0 

破砕プラント（木材） 0.495 2.0 

再生プラント①（鉄骨） 0.600 2.4 

再生プラント②（その他の金属） 1.000 4.0 

 

 

表 3-41 各構造における廃棄物量、必要トラック台数 

 

廃棄物量（t） トラック台数 

木造 

（多用） 

木造 

（一般） 
RC 造 S 造 

木造 

（多用） 

木造 

（一般） 

RC

造 

S

造 

破砕プラント

（木・廃プラ） 
0.657 0.644 0.775 0.772 1 1 1 1 

選別プラント 

（混合廃棄物） 
7.420 9.242 6.940 10.71 3 3 3 4 

破砕プラント 

（コンクリガラ） 
53.44 53.44 191.0 104.2 14 14 48 27 

破砕プラント 

（木材） 
12.99 9.558 1.778 2.684 7 5 1 2 

再生プラント 

（鉄骨） 
1.339 1.339 10.26 4.115 1 1 5 2 

再生プラント 

（その他の金属） 
0.418 0.417 0.513 9.213 1 1 1 3 
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輸送段階におけるプラント種類別各構造の CO2 排出量を図 3-36 に示す。破砕プラント

（木・廃プラ）に関して、すべての構造においてトラック台数が同様のため、CO2 排出量

も同じ値となった。選別プラントに関して、S 造においては PB の使用量が多いため、トラ

ック台数が他の構造に比べて 1 台多くなり、CO2 排出量が増加している。破砕プラント（コ

ンクリガラ）に関して、コンクリート使用量が最も多い RC 造の CO2 排出量が最も高くな

っている。同様に、破砕プラント（木材）に関して、木材使用量が最も多い木造（多用）

の CO2 排出量が最も高くなっている。再生工場（鉄）に関して、鉄筋使用量が最も多い RC

造の CO2 排出量が最も高く、再生工場（金属）に関しては、鋼板使用量が最も多い S 造の

CO2 排出量が最も高くなっている。 

 

 

図 3-36 輸送段階における各構造の CO2排出量 
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 廃棄段階 ウ）

廃棄段階においては、プラント種別ごとにおける単位重量当たりの CO2 排出量を、廃棄

物量に掛け合わせることで CO2排出量を算出した。表 3-42 に各プラントにおける単位重量

あたりの CO2 排出量、図 3-37 に廃棄段階における各構造の CO2 排出量を示す。 

 

表 3-42 各プラントにおける単位重量当たりの CO2 排出量 

 CO2排出量（kg-CO2/t） 

破砕プラント（木・廃プラ） 10.20 

選別プラント（混合廃棄物） 2.52 

破砕プラント（コンクリガラ） 0.77 

破砕プラント（木材） 20.88 

 

 

 

 

 

 

図 3-37 廃棄段階における各構造の CO2排出量 
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 各構造における比較 エ）

図 3-38 に各構造における廃棄時 CO2排出量を示す。木造（一般）が最も CO2 排出量が低

く、12.8（kg-CO2/年・戸）となった。木造（一般）に比べて、木造（多用）の CO2 排出量

は 14.8%増加しており、破砕プラント（木材）における廃棄段階で高い CO2 排出量を示した

ためである。RC 造は最も高い CO2 排出量であり、木材（一般）の CO2排出量から 191.4%

増加している。また、S 造の CO2排出量は木材（一般）の CO2排出量から 147.7%増加して

いる。 

 

 

図 3-38 各構造における廃棄時 CO2排出量 

 

※棒グラフは kg-CO2/年・戸を、折れ線グラフは kg-CO2/年・m2 示している。 
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3) 南齋規介, 森口祐一, 東野達, 「産業連関表による環境負荷単位データブック」, 独立
行政法人国立環境研究所, 2002 
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木造（多用）、木造（一般）、RC 造、S 造における LCCO2 l. 

以上の検討で得られた各工程（資材製造時、建設時、運用時、改修時、廃棄時）の CO2

排出量を積み上げることにより、LCCO2 の全体構造を求めた結果（運用時はアルミサッシ

の場合）を図 3-39 に示す。RC 造の CO2 排出量が最も高く、木造（一般）と比べて 12.8%

増加した。また、S 造は RC 造の次に CO2 排出量が高く、木造（一般）と比べて 9.8%増加

した。木材（多用）はすべての構造において最も CO2 排出量が小さく、木造（一般）と比

べて 0.5%減少した。 

 

 

図 3-39 木造（多用）、木造（一般）、RC 造、S 造における LCCO2 

 

※棒グラフは kg-CO2/年・戸を、折れ線グラフは kg-CO2/年・m2 示している。 
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2）低層オフィス 

評価対象 a. 

木造、RC 造、鉄骨造（S 造）のオフィスを対象に評価を実施している。なお、木造建築

物が現実的にありうるものとして、3 階建ての官舎を想定して、それを RC 造、鉄骨造（S

造）とした場合の建築物との比較を行った。 

※できるだけ同等の使用としているが構造の違いにより柱の数の差異等は発生する。 

評価方法 b. 

評価方法は以下の通り。 

ライフサイクル 

フロー 

算出方法 

標準モデル 国土交通省官庁営繕「官庁施設における木造耐火建築物の整備指

針」から引用 

原料調達～生産

～建設 

木：上記モデルの図面を基に部材使用料を積算 

非木造：木造と機能条件を統一した S、RC 造オフィスを設計し、部

材使用量を積算 

上記の部材使用量に、日本建築学会(AIJ)が公表している原単位及

び新規作成した原単位を乗じて CO2 排出量を算出 

使用 CASBEE-新築を活用し運用 CO2 排出量を算出 

（外皮性能 PAL(*)値、設備性能 CEC 値は木・S・RC 造で共通） 

維持管理 日本建築学会 LCA データ等を参考に、一定の維持修繕率等を乗じる

ことにより算出 

廃棄等 日本建築学会 LCA データ等を参考に、一定の廃棄率等を乗じること

により算出 

 ライフサイクルフロー ア）

以下に示すライフサイクル段階全てを対象として積み上げで評価を実施する。また、建

築物の耐用年数を 60 年と設定し、60 年間でのライフサイクルの評価を実施する。 

なお、使用時排出量が多くなることが想定されるが、断熱性を構造間で揃えて評価する

ため、それらに際は発生しない。このことから、使用時排出量は簡易的に評価することと

する。 

 

 
図 3-40 低層オフィスのライフサイクルフロー 
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 標準オフィスモデルの設定 イ）

下記に示す通り、国土交通省官庁営繕「官庁施設における木造耐火建築物の整備指針」

（H25.3）におけるタイプ C（メンブレン型、3 階建木造、延面積 1,500m
2、事務所用途、耐

火建築物）を標準オフィスモデルとして採用した。 

 

表 3-43 標準オフィスモデルの条件設定 

 木造 鉄骨造 鉄筋コンクリート造 

間取り 国土交通省官庁営繕「官庁施設における木造耐火建築物の整備指針」

（H25.3）におけるタイプ C（メンブレン型、3 階建木造、延面積 1,500m
2、

事務所用途、耐火建築物）を用いる。 

鉄骨造、RC 造についても同様だが、構造条件や空間利用条件等を考慮し、

柱のスパン等がより現実的なものになるよう修正を施す可能性もある。 

断熱性能 設計情報に基づき PAL*値が同一となるよう必要な部材の種類や量を調

整する。断熱性能（外皮平均熱還流率等）は平成 25 年改定省エネ基準

における 6地域の基準値とする。 

設備仕様 基本的に木造、非木造で同等のものを想定 

部材使用量 上記の官庁施設モデル

に準拠し、積算する（設

計事務所に外注） 

上記間取りを基に、S

造の場合の部材使用量

を積算（設計事務所に

外注） 

上記間取りを基に、RC

造の場合の部材使用量

を積算（設計事務所に

外注） 

※耐火性能は同等のものとする。木造の場合は、耐火建築物のため、石

膏パネルの使用量が多く、その荷重に耐えるため構造材も多く使う。 

※木造は、床振動を抑えるために床を厚くする。 

※外装材は、耐火基準からオフィスと同等のものが使えない。住宅用の耐

火認定を受けた外装材を用いる。 

耐用年数 60 年 

 

  



 

80 

 

 〔参考〕オフィスのプランについて ウ）

 
 

 

図 3-41 「官庁施設における木造耐火建築物の整備指針」におけるモデル（タイプ C）  
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図 3-42 木造プラン（1F） 

 

 

図 3-43 S 造プラン（1F） 

 

 

図 3-44 RC 造プラン（1F）  
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 〔参考〕設備計画の概要 エ）
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 〔参考〕内部仕上げの概要 オ）
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 〔参考〕外部仕上げの概要（上から木造、S 造、RC 造） カ）
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 インベントリデータ キ）

建築物の LCCO2 算定のための排出原単位としては日本建築学会(AIJ)が公表している原

単位が存在する。これは、産業連関表に基づき算出されたもので、建築物の評価に必要な

ものは特に細分化して検討したものとなっている。 

本調査では網羅性を確保する観点から基本的には上記の原単位を利用することとする。 

 

日本建築学会の作成した原単位は建築物用に詳細化されているものの、例えば石膏ボー

ドに直接該当する原単位がない等、評価に当たってはまだ粗いところも多々存在する。こ

のため、建築物の評価において大きな影響を与える重要な原単位に対して、主要な材料を

直接評価できるような原単位を一部用意することとした。 

上記の観点から下記のように新たに 13 種類の原単位を算出した。 

 

表 3-44 建築物の評価のため新たに作成した原単位 

 

 

 

 

イ）で積算した部材量に対し、原単位を次のように適用した。 

 



 

86 

 

表 3-45 木造・S 造・RC 造の部材使用量及び原単位 

 

 

 

 

 

 

 

  

階数 地上3階、PH1階

敷地面積 1000㎡

建築面積 522㎡

延べ面積 1541㎡

木造 RC造 原単位コード 原単位名称 CO2原単位（物量） 機能単位

直接仮設  522.25 522.25 ㎡ なし

  1541.00 1541.00 ㎡ なし

  1541.00 1541.00 ㎡ なし

  1541.00 1541.00 ㎡ なし

  1541.00 1541.00 ㎡ なし

  1541.00 1541.00 ㎡ なし

  1528.53 1528.53 ㎡ なし

  1528.53 1528.53 ㎡ なし

  1521.78 1521.78 ㎡ なし

  522.25 522.25 ㎡ なし

  1707.85 1707.85 ㎡
なし

土工 土工 611.03 1076.30 ㎥ なし

  574.48 1011.92 ㎡ なし

  183.31 95.18 ㎥ なし

  611.03 1076.30 ㎥ なし

  57.45 51.27 ㎥ なし

  9.14 9.14 ㎥ なし

  0.05 0.05 ㎥ なし

  28.72 25.64 ㎥ なし

 山留・桟橋 106.94 194.26 ㎡ なし

基礎躯体 基礎コンクリート 793.91 952.66 t 2522011 生コンクリート 0.2996832 kg

 鉄筋 40.39 46.75 t 2621014 普通鋼小棒 0.710107307 kg

 型枠 10.31  ㎥ 1611021 合板 1.0657842 kg

地上躯体  23.37  ㎥ 1611011 製材 0.40658 kg

  99.16  ㎥ 1611011 製材 0.40658 kg

  4.21  ㎥ 1611011 製材 0.40658 kg

  2.29  ㎥ 1611011 製材 0.40658 kg

  118.77  ㎥ 1611021 合板 1.0657842 kg

    t 2621012 普通鋼鋼板 1.539394993 kg

    t ― ― ―

    t 2522011 生コンクリート 0.2996832 kg

    t 2522011 生コンクリート 0.2996832 kg

   91.24 t 2621014 普通鋼小棒 0.710107307 kg

    t 2621014 普通鋼小棒 0.710107307 kg

    t 2621014 普通鋼小棒 0.710107307 kg

   1545.83 t 2522011 生コンクリート 0.2996832 kg

   85.23 ㎥ 1611021 合板 1.0657842 kg

外部仕上げ 屋根・屋上 1.15 1.15 ㎥ 2211011 プラスチックフィルム・シート 2.3041152 kg

  1.26 1.26 ㎥ 1619091 建設用木製品 0

  100.78 100.78 m 1619091 建設用木製品 0

  2.36  ㎥ 1619091 建設用木製品 0

    ㎥ 2812011 建築用金属製品 4.6204746 kg

   23.36 t 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

 外壁 15.68  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  39.20  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  0.22  ㎥ ― ― ―

  14.23  ㎥ 1619091 建設用木製品 0

   2240.00 kg 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

    ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

 外部開口部 165.00 165.00 ㎡
2722021 アルミ圧延製品 9.3655933 kg

 

項目 細目 部位等 数量 単位 備考

S造

物件概要  

 

 

 

内部足場 1541.00  

養生ネット 1541.00  

遣り方 522.25  

墨出し 1541.00  

鉄骨足場 1528.53 期間1ヶ月

水平養生ネット 1528.53  

一般養生 1541.00  

清掃 1541.00  

枠組本足場 1707.85 ※直接仮設の数量は床面

積で算出している

根切り、総堀機械 1186.69  

建方時　養生ネット 1521.78  

地足場 522.25  

残土処分 1186.69  

砕石地業、新材 58.49  

床付け、総堀 1115.71  

埋戻し、搬入土使用 587.69  

捨てコンクリートFc18、S-15 29.25  

山留面積 214.18 親杭横矢板

断熱材：ポリスチレンフォーム25mm 9.14  

防湿フィルム0.15mm 0.05  

普通合板型枠 11.26 RC造は地上躯体に含む

柱  木材

Fc24 867.20  

SD295A,SD345 44.12  

土台  木材

構造用合板24mm   

梁、桁  木材

ささら桁  木材

デッキ上コンクリート 351.35  

パラペットコンクリート 7.89  

鉄骨 142.79  

デッキプレートEZ50 18.84  

パラペット鉄筋 0.31  

躯体コンクリート：Fc24   

鉄筋 7.85  

柱脚鉄筋 10.68  

硬質木毛セメント板25mm 1.26  

アルミニウム製笠木W=300mm 100.78  

普通合板型枠  基礎躯体含む

塩ビ系シート防水 1.15 厚2mm

モルタル 23.36  

窯業系サイディング14mm   

パラペット下地木材   

パラペット下地鋼材 7.23  

外壁下地木材  間柱　等

吹付けタイル 2240.00 2.0kg/㎡

ALCパネル35mm   

透湿防水シート0.2mm   

ALCパネル100mm 112.00  

アルミサッシ 165.00 鋼製建具、ステンレス製

自動ドア含む
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階数 地上3階、PH1階

敷地面積 1000㎡

建築面積 522㎡

延べ面積 1541㎡

木造 RC造 原単位コード 原単位名称 CO2原単位（物量） 機能単位

内部仕上げ 内部床 1473.00 1473.00 ㎡

2211012 プラスチック板・管・棒 1.815625 kg

  17.68  ㎥ 1611021 合板 1.0657842 kg

  30.93  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  30.93  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  22.91  ㎥ 1619091 建設用木製品 0

 内部壁(外壁部) 817.50 817.50 kg 2072011 塗料 2.1886404 kg

  34.34  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  0.25  ㎥ ― ― ―

  24.53  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  163.50  ㎥ 1519099 その他の繊維工業製品 3.4999404 m2 

   20.44 ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

    t 2812011 建築用金属製品 4.6204746 kg

    ㎥ 1519099 その他の繊維工業製品 3.4999404 m2 

   6.71 ㎥ 2521011 セメント 0.7458164 kg

   29.95 ㎥ 2211013 プラスチック発泡製品 3.2456373 kg

 内部壁(階段、EV周囲) 243.00 243.00 kg 2072011 塗料 2.1886404 kg

  4.62  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  6.08 6.08 ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  5.26  ㎥ 1619091 建設用木製品 0

    t 2812011 建築用金属製品 4.6204746 kg

   2.10 ㎥ 2521011 セメント 0.7458164 kg

 内部壁(遮音間仕切壁) 289.44 289.44 kg 2072011 塗料 2.1886404 kg

  5.50 5.50 ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  12.16 12.16 ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  14.47 14.47 ㎥ 1519099 その他の繊維工業製品 3.4999404 m2 

  5.26  ㎥ 1619091 建設用木製品 0

   3.14 t 2812011 建築用金属製品 4.6204746 kg

 内部壁(間仕切壁) 65.21 65.21 kg 2072011 塗料 2.1886404 kg

  3.26 3.26 ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  5.26  ㎥ 1619091 建設用木製品 0

   1.41 t 2812011 建築用金属製品 4.6204746 kg

 内部天井 17.68 17.68 ㎥ 2599099 その他の窯業・土石製品 0.110544 kg

  30.93  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  22.10  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  30.93  ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

  93.96  ㎥ 1519099 その他の繊維工業製品 3.4999404 m2 

  39.74  ㎥ 1619091 建設用木製品 0

   13.99 ㎥ 2599021 その他の建設用土石製品 0.3636125 kg

   2.09 t 2812011 建築用金属製品 4.6204746 kg

    ㎥ 1519099 その他の繊維工業製品 3.4999404 m2 

   54.37 ㎥ 1619091 建設用木製品 0

 幅木 0.03 0.03 ㎥ 2211012 プラスチック板・管・棒 1.815625 kg

 内部開口部 139.00 139.00 ㎡ 2812011 建築用金属製品 4.6204746 kg

 耐火被覆(鉄骨)   ㎥ 2599099 その他の窯業・土石製品 0.110544 kg

    ㎥ 2029099 その他の無機化学工業製品 0.319274 kg

部位等 数量 ― ― ―

木造 S造 RC造 ― ― ―

屋内階段 カーペット 0.70 0.70 0.70 ㎥  1519021 じゅうたん・床敷物 8.4254157 kg

 モルタル  6.85 6.85 t  2523011 セメント製品 0.463799 kg

 鉄骨  13.89  t  2621012 普通鋼鋼板 1.539394993 kg

 手すり木材 0.06 0.06 0.06 ㎥  1619091 建設用木製品 0

 手すり鋼材  0.49 0.49 t  2812011 建築用金属製品 4.6204746 kg

 

項目 細目 部位等 数量 単位 備考

S造

物件概要  

 

 

 

OAフロアH=100mm 1473.00 タイルカーペット、フ

ローリング、ビニル床

シート含む

構造用合板12mm   

床下地木材  根太、受材　等

塗装EP 817.50 0.5kg/㎡

強化せっこうボード21mm   

強化せっこうボード21mm   

強化せっこうボード15mm   

グラスウール16K100mm   

強化せっこうボード21mm   

アルミはく張ガラス繊維クロス0.15mm   

グラスウール24K65mm 106.28  

GLボンド   

せっこうボード12.5mm 20.44  

内部壁下地鋼材 17.73 LGS

せっこうボード9.5mm 4.62  

せっこうボード12.5mm 6.08  

ウレタン吹付け40mm   

塗装EP 243.00 0.5kg/㎡

GLボンド   

塗装EP 289.44 0.5kg/㎡

内部壁下地木材  間柱　等

内部壁下地鋼材 2.64 LGS

グラスウール10K50mm 14.47  

内部壁下地木材  間柱　等

せっこうボード9.5mm 5.50  

強化せっこうボード21mm 12.16  

せっこうボード12.5mm 3.26  

内部壁下地木材  間柱　等

内部壁下地鋼材 3.14 LGS

塗装EP 65.21 0.5kg/㎡

強化せっこうボード21mm   

強化せっこうボード、ガラス網入り15mm   

内部壁下地鋼材 1.41 LGS

ロックウール吸音板12mm 17.68  

天井下地木材  野縁、野縁受、吊木　等

せっこうボード9.5mm 13.99  

強化せっこうボード21mm   

グラスウール16K180mm   

ウレタン吹付け85mm   

ビニル幅木H=60mm 0.03 厚2mm

天井下地鋼材 2.09 LGS

グラスウール24K150mm 78.30  

ケイ酸カルシウム板20mm 5.43  

項目 単位 備考

スチールドア 139.00  

ロックウール吹付け25mm 15.90  
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 耐用年数等の条件設定 ク）

躯体の耐用年数は 60 年間とし、外部仕上げ、内部仕上げの修繕率等は日本建築学会 LCA

ツールに準拠し、下記の通り設定した。 

 

表 3-46 耐用年数等の設定条件 

 

  

修繕率 更新回数
工事科目・細目 /年 回/評価期間

ｺｰﾄﾞ 仕様 基準 基準 対策
１．直接仮設

1.0-01 直接仮設 0%
２．土工・地業

2.1 土工事 発生土搬出 2.1-01 残土 0%
汚泥処理 2.1-02 汚泥（泥水） 0%

2.2 杭・基礎 既製杭 0%
現場打杭 2.2-01 現場打RC杭(ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ)　Fc24N/mm2 0%
現場打杭 2.2-11 現場打RC杭(B種高炉)　Fc24N/mm2 0%

３．躯   体
3.1 コンクリート 3.1-01 ｺﾝｸﾘｰﾄ(ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ)　Fc24N/mm2 0%

3.1-11 ｺﾝｸﾘｰﾄ(B種高炉)　Fc24N/mm2 0%
3.2 型枠 3.2-01 型枠 0%
3.3 鉄骨 3.3-01 鉄骨 0%

3.3-09 雑鉄骨 0%
3.4 鉄筋 3.4-01 鉄筋 0%
3.9 その他 0%

４．外部仕上げ
4.1 屋根 歩行防水 4.1-01 屋根 歩行防水　 (断熱材を除く） 0% 1 2

露出防水 4.1-21 屋根 露出防水 　 (断熱材を除く） 0% 1 2
4.2 外壁 タイル 4.2-23 外壁仕上　ﾓﾙﾀﾙ+２丁掛ﾀｲﾙ 1% 1 2

複層仕上塗材 4.2-24 外壁仕上　吹付ﾀｲﾙ 2% 2 4
4.3 外部開口部 金属製建具 4.3-01 ｱﾙﾐｻｯｼ+ｶﾞﾗｽ10mm（単層-FIX） 1% 1 2
4.4 断熱 屋根 4.4-02 断熱材　ｽﾀｲﾛﾌｫｰﾑ 25t 0% 1 2

外壁 4.4-02 断熱材　ｽﾀｲﾛﾌｫｰﾑ 25t 0% 1 2
５．内部仕上げ

5.1 内部床 フローリング 5.1-41 床仕上　ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ 2% 2 4
カーペット 5.1-11 床仕上　ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 5% 2 4
ﾋﾞﾆﾙﾀｲﾙ､ｼｰﾄ 5.1-22 床仕上　ｿﾌﾄﾀｲﾙ 2% 2 4
タイル 5.1-02 床仕上　大型ﾀｲﾙ 2% 2 4
塗装 5.1-31 床仕上　塗装(ｴﾎﾟｷｼ系) 2% 2 4
OAフロア 5.1-12 床仕上　OAﾌﾛｱ（ｾﾒﾝﾄ） 2% 2 4
ｺﾝｸﾘｰﾄ打増 5.1-32 床仕上　ｺﾝｸﾘｰﾄ打増(ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ) 0% 1 2

5.1-33 床仕上　ｺﾝｸﾘｰﾄ打増(高炉ｾﾒﾝﾄ) 0% 1 2
5.2 内壁 石膏ボード 5.2-21 壁下地　PB (GL工法) 2% 2 4

タイル 5.2-13 壁仕上　タイル 2% 1 2
塗装 5.2-11 壁仕上　塗装 2% 2 4
間仕切 5.2-31 間仕切下地　LGS+PB（両面） 2% 2 4

5.3 内部開口部 金属製建具 5.3-01 ｽﾁｰﾙ扉 2% 1 2
木製建具 5.3-02 木製扉 2% 1 2
ガラス 5.3-03 ｶﾞﾗｽ10mm 2% 1 2

5.4 天井 岩綿吸音板 5.4-02 天井　吊材+PB+岩綿吸音板 2% 1 2
石膏ボード 5.4-21 天井下地　吊材+PB 2% 1 2
塗装 5.4-11 天井仕上　塗装 2% 2 4
アルミパネル 5.4-31 天井下地　吊材+ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ 2% 1 2

5.5 断熱･吸音 外床 5.5-02 断熱材　ｽﾀｲﾛﾌｫｰﾑ 25t 2% 1 2
機械室吸音 5.5-22 断熱材　GW  50t 2% 1 2

設定条件建物評価用LCAデータベース
複合原単位
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評価結果 c. 

オフィスにおける木造・S 造・RC 造の LCCO2 排出量比較結果を下記に示す。 

木造、S 造、RC 造の順に LCCO2 排出量が低く抑えられており、特に木造においては、

資材製造における CO2 排出量の削減効果が大きく寄与している。また、木材は鉄骨やコン

クリート等と比べて部材の重量が軽いため、建設工事や改修工事において CO2 排出量が若

干低くなっている。 

 また、使用時においては、構造種によらず同一の外皮等の断熱性能、設備の機器効率を

設定しているため、使用時 CO2 排出量は差がつかないが、木材は熱容量が比較的小さいこ

とから、時刻別熱負荷シミュレーション等を実施することにより、空調立ち上げ時のエネ

ルギー消費量削減効果等が得られる可能性がある。 

 

 

図 3-45 オフィスの構造別 LCA 比較結果 
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(2) 内装材・建具 

1）基本方針 

3.1.3(1) 1）で設定した住宅標準モデルの仕様に基づき、断熱性の違いによる使用時 CO2

排出量の差異を評価することを主目的として評価を実施する。ただし、素材を変更したこ

とによる部材製造等の排出量については使用時排出量の削減貢献を減少させていないかを

確認するために簡易的に評価を実施する。 

寸法は木製・非木製で共通となるよう設定するが、断熱性能は部材特性に応じて木製・

非木製でそれぞれ設定する。ただし、部材の断熱性能が同じであれば使用時 CO2 排出量も

同じとする。施工の違いや材料による蓄熱の違いは考慮しない。なお、耐久性等の機能・

性能を厳密に合わせることは難しいため、市場で直接代替できるものとなっているとは限

らない点には留意が必要である。 

また、断熱性能や重量等のデータは原則市販品の情報を収集する。標準モデルと合致す

る既存の市販品がない場合は、最も当てはまりのよい類似の市販品の性能情報を活用する

が、より精緻な評価が必要な場合には、性能試験を実施しその結果を活用する。 

2）評価対象 

木材と代替製品がともに使用しうる断熱性に影響を与える代表的な内装材・建具として、

窓枠、玄関ドア、内壁を対象とした。 

3）評価方法 

住宅標準モデルの仕様に基づき、サイズ等を設定し、断熱性の違いによる使用時排出量

（建物の空調負荷によるもの）の違いをシミュレーションにより求めて比較した。それに

加え、素材を変更したことによる部材製造等の排出量変化を見るため、排出量の多い部材

調達（窓枠、玄関ドア、内壁の施工現場への輸送まで）の排出量を簡易的に比較した（重

量と原単位から推定）。なお、施工時、廃棄時の排出量にも変化は発生するが、全体から見

ると排出量が小規模のため、検討対象外とした。 

 

 

図 3-46 評価方法（窓枠、玄関ドア、内壁） 

 

部材調達の排出量評価に当たっては、原単位を用いる必要があるが、本調査で必要とな

る以下のような部材調達の原単位を追加した。ただし、精度は低いため使用には注意が必

要であり、本調査ではあくまで使用時排出量の変化に対する部材調達の排出量変化の規模

原材料 
調達 

部材製造 流通 使用 廃棄・リ
サイクル 

施工 

空調負荷 

（主たる評価対象） 

部材調達 

（簡易的に評価） 
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を把握するために使用することとする。 

 

表 3-47 内装材・建具の評価のため新たに作成した部材調達時の原単位 

名称 値 単位 

金属製サッシ・ドア 7.33 kg-CO2/kg 

アルミニウム製サッシ 7.77 kg-CO2/kg 

アルミニウム製ドア 10.14 kg-CO2/kg 

 

なお、評価に当たっては、素材の違いを直接反映できるよう、できるだけ単一の素材を

用いた製品を評価対象として比較した。ただし、市販されている様々な製品は、耐久性等

を考慮して断熱性が低い素材を用いていても実際には製品全体として断熱性等の性能を確

保するように設計・製造されている。それらの素材を用いた製品が必ずしもその素材の性

能をそのまま反映した形で用いられているわけではない点には留意が必要である。 

 

4）窓枠 

標準仕様 a. 

日本建築学会の住宅標準モデルにおける窓枠を引用する。同モデルでは、下記の 4 種類

の窓が用いられており、それぞれの寸法等を下記に示す。 

 

 
 

No. 開口部サイズ ガラスサイズ 種類 場所 

① W1700×H2000 W780×H1850×2 引き違い窓 和室・居間 

② W1700×H1200 W780×H1050×2 引き違い窓 主寝室・子供部屋・予備室 

① ② ④ 

③ 
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③ W1700×H450 W730×H300×2 引き違い窓 台所 

④ W500×H1200 W400×H1050 片開き窓 居間・主寝室・子供部屋等 

 

図 3-47 住宅標準モデルにおける窓の種類及びサイズ 

出所）宇田川光弘「標準問題の提案 (住宅用標準問題)」社団法人日本建築学会, 環境工学委員会, 

熱分科会第 15 回シンポジウム,1985 

 

比較対象とする材料の種類は、アルミサッシ及び樹脂サッシで、窓ガラスの条件は共通

（ペアガラス：ガラス 3mm+中空 6mm+ガラス 3mm）とする。 

評価方法 b. 

 窓の断熱性能 ア）

使用時排出量を評価するためには、まず窓枠を含む窓の断熱性能を評価する必要がある。

窓の断熱性能の評価方法として、下記の方法が挙げられる。 

 

（a）既存の市販品のカタログ値から引用 

（b）計算ソフトウェア（貫流熱解析プログラム TB2D/BEM
2、WindEye

3等）により評価 

（c）JIS 規格（JIS A 4706-2000）に基づく断熱性能試験により評価 

 

この うち、（ b ） 計算ソフ トウェア による評価 について は、 WindEye(Ver.3) 

(http://www.alianet.org/windeye/)を用いて任意のサイズの窓の熱貫流率を計算することがで

きる。このため、アルミサッシおよび樹脂サッシについて、WindEye(Ver.3)を用いて該当サ

イズの窓の熱貫流率を計算した。ここで、WindEye は一般社団法人リビングアメニティ協会

(ALIA)が公開する窓の総合熱性能評価プログラムであり、同会に製品ごとに登録を申請し、

窓の熱性能審査委員会が審査の上、プログラムにデータを登録しており、登録された製品

について計算可能となっている。 

一方、木製サッシについては、同プログラムに製品の登録がない。これは、工業製品と

して生産されている木製サッシが（国産品としては）ないことによる。一般社団法人リビ

ングアメニティ協会と協議した結果、ソフトウェアの利用や成果公表にあたっては製品を

同協会に登録する前提で「窓の熱性能審査委員会」を経る必要があり、同ツールを用いた

評価は困難であった。その他、全国木製サッシ工業会にも問い合わせを行い木製サッシの

シミュレーションによる計算の可能性も探ったが、そのようなツールはない。このため、

木製サッシについては、一部製品について試験を行い、その結果から本調査における熱貫

流率を設定することとした。 

 

                                                        
2 TB2D/BEM：境界要素法による２次元定常伝熱計算プログラムで、サッシ断面の CAD データから２次元壁

体を貫流する総熱流量及びその表面での温度と熱流を計算することが可能である。窓の熱性能計算法の

規格に JIS A 2102 があるが、TB2D/BEM が JIS A 2102 に適合していることが一般財団法人建材試験セン

ターの試験によって証明されている一般社団法人リビングアメニティ協会所管。 
3 窓全体（窓枠＋ガラス）の断熱性能を計算可能なソフトウェア。サッシ、板ガラスを任意に組み合わせ

たときの窓の熱還流率を任意の窓サイズで計算可能。所管同上。 

http://www.alianet.org/windeye/
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アルミサッシ及び樹脂サッシ 

アルミサッシおよび樹脂サッシはシミュレーション結果を用いて WindEye(Ver.3)で該当

サイズの窓の熱貫流率を計算した。 

 

【JIS A 2102 に基づくシミュレーションの概要】 

各種の住宅における省エネルギー政策が進められる中で、とくに断熱性に寄与する材料

（断熱材、窓、ドア等）の正確な性能の把握が求められる。しかし、同じ構造を持つ製品

でも寸法の違いによって断熱性能（熱貫流率）が異なることから、すべての製品について

大掛りな試験装置を用いて試験を実施することは現実的に困難である。このため、試験方

法を規定した JIS A 4710 に加えて熱貫流率の計算方法が規格化された。ISO 10077 を基礎と

しつつ日本国内事情に合わせた改修がなされたもので 2 部構成になっている。第 1 部では

一般的事項、第 2 部では金属や木のフレームの数値計算方法の基本的な条件を規定してお

り、それぞれ以下のような内容となっている。 

【第 1 部】 

グレージングとフレームを組み合わせた窓としての熱貫流率の計算を行うための規格で

ある。このため、それぞれの部分の面積の取り方が重要な問題であり、これらについての

規程が本文の大半を占めている。なお、表面熱伝達抵抗やグレージングの熱抵抗の算出法、

あるいは錠やポスト口の扱いといった細かな部分については附属書で規定されている。 

【第 2 部】 

フレーム形材の熱貫流率、グレージング又は不透明パネルとフレーム形材との接合部の

線熱貫流率、錠又はポスト口の点熱貫流率に関する計算方法を規定している。計算は、ISO 

10211 に適合する 2 次元数値計算方法を用いることになっている。この計算には通常、専用

の計算プログラムが必要となり、またフレーム形材等の正確な断面図が必要となる。我が

国ではこの計算を行うソフトウェアとしては、代表的なものとしてリビングアメニティー

協会（ALIA）が提供する”TB2D/BEM”がある。 

 

 

計算に当たっての前提条件は以下のようにおいた。 

 

 計算対象：一般窓 

 建築工法：木造住宅の場合と非木造住宅の場合の二通りを選択 

 計算種類：断熱計算（遮熱計算は含まず） 

 フレームメーカー：YKK AP、LIXIL、三協立山の 3 社製品を選択 

 ガラス：旭硝子の 3+A6+3…透明複層ガラス（ペアガラス（フロート）） 

※ガラス熱貫流率（参考）は 3.3W/m
2
K 

 フレームの色：ブラック 

 フレームの種類：アルミニウムと樹脂の二通りを選択 

 納まり枠の種類： 

 テラス：半外付枠（木造住宅）、RC 枠（非木造住宅） 

 マド：半外付/2×4 枠（木造住宅） 

 アングルの種類：アングル付 
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木製サッシ 

木製サッシはシミュレーション結果から熱貫流率を設定することが難しかったことから、

JIS A 4706 に基づき試験を実施した。試験の対象は①和室・居間：W1700×H2000 引き違い

窓と②主寝室・子供部屋・予備室：W1700×H1200 引き違い窓の 2 種類である。 

 

 

【JIS A 4706 に基づく試験の概要】 

この試験方法は校正熱箱法と呼ばれる手法である。サッシ・ドアセットの断熱性試験方法

が規定されている。窓やドア等の開口部は壁、屋根などに比べ断熱性が低く、試験体表面

の熱伝達抵抗の大小が測定結果に及ぼす影響が大きいため、表面熱伝達抵抗の校正方法な

どが細かく規定されたものとなっている。温度が異なる 2 室の恒温室を用いて試験体の両

側に温度差を設けることから、試験装置は大掛りなものとなる。 

試験手順は、まず、熱伝導率が既知の標準板を仕切りとして設置し、低温室を 0℃、加熱箱・

恒温室を 20℃に設定する。そして、両室の表面熱伝達抵抗値が、定められた値となるよう

にファンを調整した上で、標準板と試験体を取り替える。その後、ファンの設定を変えず

にヒーターの熱量補給調整により、低温室 0℃、加熱箱・恒温室 20℃の安定した状態とな

るようにする。この際、試験体を通過する熱量、すなわち、ヒーターとファンの補給熱量

を求め、熱貫流抵抗（R 値）および熱貫流率（K 値）を算出する。 

 

出典：一般財団法人建材試験センター 

 

 

断熱性能試験にあたっては、試験体の製作は日本木製サッシ工業会から紹介のあったユ

ニウッド株式会社（国産スギ積層材を利用した木製サッシの製作実績多数）が、断熱性能

試験はベターリビングつくば建築試験センターがそれぞれ担当し、2 月 26～28 日にかけて

試験を実施した。 
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図 3-48 製作した木製サッシの外観 

 

     

図 3-49 断熱性能測定試験機（可変高温試験室） 

 

 使用時排出量 イ）

以上で求めた窓の断熱性能を用いて、運用時の空調負荷における CO2 排出量を計算した。 

ここでは、京都府立大学の尾崎明仁教授が開発した室内温湿度環境と空調負荷のシミュ

レーションを行う熱負荷計算ソフト THERB を用いて年間のエネルギー消費量を算出した。

そして、その値に対して東京電力の CO2 排出量原単位を掛け合わせることで、年間の空調

負荷における CO2 排出量を算出した。主なシミュレーション条件を表 3-48 に示す。 

 

表 3-48 内装材・建具に関する空調負荷のシミュレーション条件 

所在地 東京 

空調 

条件 

夏季 
6 月 1 日～8 月 31 日 

L/D 7:00-9:00 15:00-23:00 
和室 7:00-9:00 15:00-23:00 

主寝室 23:00-7:00 

家族構成 夫婦（共働き） 
子供二人 

間取り 日本建築学会 
標準住宅モデル 
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仕様 断面詳細図参照 洋室 1,2 23:00-7:00 

延べ床面積 126m
2
 

冬季 
12 月 1 日～2 月 28 日 

L/D 7:00-9:00 15:00-23:00 
和室 7:00-9:00 15:00-23:00 

主寝室 23:00-7:00 
洋室 1,2 23:00-7:00 

外皮表面積 332m
2 

（RC 造のみ 298m
2） 

換気回数 0.5 回/h 

室内扉熱貫流率 

W/(m
2
/K) 

2.91（木製）1)
 

気象条件 拡張アメダスデータ（東京） 

 

＜参考文献＞ 

1)「特定建築物（住宅）の省エネ措置の届出ガイド」, 建築環境・省エネルギー機構, 2009 

 

 

 部材調達時排出量 ウ）

部材重量については、断熱性を計算した 3 社（YKK AP、LIXIL、三協立山）の代表的製

品の重量（窓の枠部分及び障子部分の合計）の平均値を採用することとした。木製サッシ

については別途重量が把握できる製品の重量を把握して設定した。なお、該当サイズの製

品が無い場合には、類似製品のサイズから比例計算して重量を推計した。 

 

表 3-49 素材別種類別の窓枠の重量 

単位：kg 

素材 ① ② ③ ④ 

アルミ 18 11 8 6 

樹脂 26 17 14 6 

木製 59 44 29 21 

 

また、原単位は以下の数値を用いた。 

 

表 3-50 素材別窓枠の原単位（部材調達まで） 

項目 アルミサッシ 樹脂サッシ 木製サッシ 

原単位（kgCO2/kg） 7.77 
1)

 4.886 
2)

 2.921 
3)

 

1)日本建築学会の原単位から算出（アルミニウム製サッシ） 
2) LCA データベース（日本建築学会、2013 年 6 月 25 日）の原単位（強化プラスチック製品） 
3) LCA データベース（日本建築学会、2013 年 6 月 25 日）の原単位（木製建具） 

 

評価結果 c. 

 窓の断熱性能 ア）

アルミサッシ及び樹脂サッシ 
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アルミサッシ及び樹脂サッシの窓種ごとの熱貫流率の計算結果を示す。 

 

表 3-51 和室・居間：W1700×H2000 引き違い窓（単体）（2 枚引き）（テラス） 

製品 素材 木造住宅 非木造住宅 

YKKAP エイピア J アルミ 4.23 ― 

YKKAP EXIMA31（ガスケット仕様）※ アルミ ― 4.33 

LIXIL サーモスⅡS アルミ 3.86 ― 

LIXIL デュオ PG アルミ 4.12 ― 

LIXIL 防火戸 FG-S アルミ 3.95 ― 

三協立山 マディオ P アルミ 4.16 ― 

YKKAP APW331 樹脂 3.30 ― 

※住宅用の窓サッシとしては通常は用いられない商品であるが、ここでは木造以外の製品が登録されてい

ないため、代用する。 

 

表 3-52 主寝室・子供部屋・予備室：W1700×H1200 引き違い窓（単体）（2 枚引き）（窓） 

製品 素材 木造住宅 非木造住宅 

YKKAP エイピア J アルミ 4.30 ― 

YKKAP EXIMA31（ガスケット仕様）※ アルミ ― 4.33 

LIXIL 防火戸 FG-S アルミ 4.01 ― 

LIXIL デュオ PG アルミ 4.16 ― 

LIXIL サーモスⅡS アルミ 3.95 ― 

三協立山 マディオ P アルミ 4.19 ― 

YKKAP APW330 樹脂 3.14 ― 

※住宅用の窓サッシとしては通常は用いられない商品であるが、ここでは木造以外の製品が登録されてい

ないため、代用する。 

 

表 3-53 台所：W1704×H400 引き違い（マド） 

製品 素材 木造住宅 非木造住宅 

YKKAP エイピア J アルミ 5.47 ― 

YKKAP EXIMA31（ガスケット仕様）※ アルミ ― 5.07 

LIXIL 防火戸 FG-S アルミ 4.90 ― 

LIXIL デュオ PG アルミ 5.04 ― 

LIXIL サーモスⅡS アルミ 4.71 ― 

三協立山 マディオ P アルミ 5.04 ― 

YKKAP APW330 樹脂 2.90 ― 

※住宅用の窓サッシとしては通常は用いられない商品であるが、ここでは木造以外の製品が登録されてい

ないため、代用する。 

 

表 3-54 居間・主寝室・子供部屋：W500×H1200 たてすべり出し（開き）（マド） 

製品 素材 木造住宅 非木造住宅 

YKKAP エイピア J（カムラッチ仕様） アルミ 4.62 ― 

YKKAP EXIMA31（ガスケット仕様）※ アルミ  4.45 
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製品 素材 木造住宅 非木造住宅 

LIXIL デュオ PG（カムラッチ仕様） アルミ 4.53 ― 

LIXIL デュオ PG（オペレーター仕様） アルミ 4.45 ― 

三協立山 マディオ P（カムラッチ仕様） アルミ 4.82 ― 

三協立山 マディオP（オペレーター仕様） アルミ 4.85  

YKKAP APW330（グレモン仕様） 樹脂 2.71 ― 

※住宅用の窓サッシとしては通常は用いられない商品であるが、ここでは木造以外の製品が登録されてい

ないため、代用する。 

 

 

これらの結果をまとめると以下のようになる。商品によりばらつきがあるものの、アル

ミサッシと樹脂サッシでは明確に熱貫流率が異なっている。 

 

 

 

図 3-50 窓の商品ごとの熱貫流率（アルミサッシ及び樹脂サッシ） 
 

これらのデータに基づく素材別種類別の熱貫流率の平均は次のとおり。 

引き違い窓（①～③）に着目すると、アルミサッシの場合には、ガラスより断熱性が低

い（熱貫流率が高い）ため窓の面積が小さいほど窓ガラスに対するサッシの面積の比率が

上がり、断熱性が低く（熱貫流率が高く）なる。一方、樹脂サッシの場合にはガラスより

断熱性が高い（熱貫流率が低い）ため窓の面積が小さいほど窓ガラスに対するサッシの面

積の比率が上がり、断熱性が高く（熱貫流率が低く）なる。 

④は片開き窓（たてすべり出し窓）で窓の形状が異なるため、①～③（引き違い窓）と

は傾向が異なっている。 
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図 3-51 窓の種類ごとの平均熱貫流率（アルミサッシ及び樹脂サッシ） 
 

 

木製サッシ 

引き違い窓（①及び②）に対する試験結果は、以下のとおり。 

 

表 3-55 引き違い窓（①及び②）に対する熱貫流率の試験結果 

 

試験対象 熱貫流率 

①W1700×H2000 引き違い窓 2.84 W/m
2
K 

②W1700×H1200 引き違い窓 2.83 W/m
2
K 

 

以上を踏まえ、木製サッシは以下のように設定することとする（③は数値がより低くな

ることが予想されるが保守的に②と同じとする。また、樹脂より木製サッシの方が数値が

低くなることが予想されるため、④は樹脂サッシと同じとする）。 

①：2.84 W/m
2
K 

②：2.83 W/m
2
K 

③：2.83 W/m
2
K 

④：2.71 W/m
2
K 

 

 

 

以上より、窓枠の素材ごとの熱貫流率は次のように設定する。 

  

4.11  4.16  

5.04  
4.62  

3.30  3.14  2.90  

2.71  

3.3 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

① ② ③ ④ 

①～④の熱貫流率 平均値 

アルミ 

樹脂 

ガラス熱貫流率

（3.3） 
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表 3-56 窓枠の素材ごとの熱貫流率 

 

評価対象 熱貫流率（W/m
2
K） 

アルミサッシ 樹脂サッシ 木製サッシ 

①W1700×H2000 引き違い窓 4.11 3.30 2.84 

②W1700×H1200 引き違い窓 4.16 3.14 2.83 

③W1700×H400 引き違い窓 5.04 2.90 2.83 

④W500×H1200 たてすべり出し

（開き）窓 

4.62 2.71 2.71 

 

 

 使用時排出量 イ）

以上で設定した素材別種類別の窓の熱貫流率に基づき、シミュレーションにより空調負

荷による使用時 CO2 排出量を算出する。なお、後述するドアの素材の種類とあわせて求め

た対象住宅における外皮平均熱貫流率（UA 値）を以下に示す。 

 

表 3-57 外皮平均熱貫流率（UA 値） 

 

 アルミ製サッシ 樹脂製サッシ 木製サッシ 

アルミ製扉 0.75 0.65 0.62 

金属製フラッシュ扉 0.73 0.63 0.60 

木製扉 0.71 0.61 0.58 

 

 

図 3-52 に窓サッシ素材ごとの運用時における空調負荷の CO2 排出量を示す。シミュレー

ションの結果、アルミサッシを使用した場合の CO2 排出量は 1986（kg-CO2 年・戸）と最

も高い値を示した。樹脂サッシを使用した場合の CO2 排出量は 1796（kg-CO2 年・戸）で

あり、アルミサッシを使用した場合の CO2 排出量と比較すると 9.6%減少している。また、

木製サッシを使用した場合の CO2 排出量は 1736（kg-CO2 年・戸）であり、アルミサッシ

を使用した場合の CO2 排出量と比較すると 12.6%減少している。 

なお、別途後述するが玄関ドアの素材によらず同じ結果となった。 
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図 3-52 窓枠の素材毎の運用時における空調負荷の CO
2
排出量（kg-CO

2
/年・戸） 

 

 部材調達時排出量 ウ）

設定した重量及び原単位に基づき排出量を算定した。算定結果は以下のとおり。 

木製サッシの方がアルミサッシより原単位が小さいものの重量が大きいため、排出量が

増加する結果となった。 

 

 
図 3-53 窓枠の素材毎の部材調達時 CO

2
排出量（kg-CO

2
/年・戸） 

 

ただし、この排出量は使用時排出量の差異に比べ十分小さく、木製サッシを使用するこ

とで断熱性が高まり使用時排出量が減少する効果の方が支配的となる。 
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図 3-54 窓枠の素材毎の部材調達時対使用時の CO
2
排出量（kg-CO

2
/年・戸） 

 

5）玄関ドア 

評価方法 a. 

ドアについては、サイズが規格化されてほぼ一定になっているため、具体的な製品のデ

ータを収集し、素材別に当てはめることとした。評価に当たっては素材の違いが明確にな

るよう、できるだけ単一素材の製品を対象に評価することとし、排出量の違いを評価する

ため、使用時排出量の算定に必要な熱貫流率と部材調達時排出量の算定に必要な重量のデ

ータを収集した。なおここでは玄関ドアを対象として評価を行う。 

 

ドアの熱貫流率の把握方法としては窓と同様、試験による方法と計算による方法とがあ

る。熱貫流率の計算方法は窓と同じく JIS 2102 で標準化されている。本規格による計算は

試験による測定と同等程度の精度で計算が可能であることが報告されている。 

ここではいずれの方法でも製品のデータとして設定されているデータを収集して設定し

た。なお、現在商品化され生産されているドアは断熱性を確保するため断熱材を充填して

あるものが多く、素材の違いより断熱材により断熱性が決まるようになっている。ここで

は素材による違いを評価したいため、できるだけ単一素材の製品を対象に評価することと

した。 

以上で求めた材料の種類を変更した際のそれぞれの熱貫流率に基づく建築物全体の外皮

平均熱還流率（UA値）を求め、使用時 CO2 排出量をシミュレーションした。 

 

また、重量に関しては、製品の重量データを収集したが、これらのデータは開示されて

いないことも多かったため、おおよその重量を確認して適用した。複数の製品データが得

られる場合には平均値を採用した。なお、ドアについても製品によってサイズの違いがあ

るため、それによる影響を受けないよう、W900×H2,000 を標準としてサイズに比例して重

量を補正した。 
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なお、部材調達時排出量を求めるのに必要な原単位については日本建築学会が作成して

いる LCA データベース（2013 年 6 月 25 日）に示される産業連関表に基づく原単位のうち

近いものを当てはめた。ただし、この原単位に基づき一部はさらに詳細化して適用した。 

 

以上より、各素材別のドアの熱貫流率及び重量、原単位は以下のように設定した。今回

採用する原単位は、使用時排出量に対する部材調達時排出量の影響度を簡易的に評価する

ためのものであり精度が高くない点には留意が必要である。 

 

表 3-58 玄関ドアの評価に必要な各種設定 

 

項目 アルミ製 金属製フラッシュ 木製 

熱貫流率（W/m
2
K） 6.51 4.65 2.37 

重量（kg） 27 29 57 

原単位（kgCO2/kg） 10.14 
1)

 7.33 
2)

 2.921 
3)

 

1) 日本建築学会の原単位から算出（アルミニウム製ドア） 
2) 日本建築学会の原単位から算出（金属製サッシ・ドア） 
3) LCA データベース（日本建築学会、2013 年 6 月 25 日）の原単位（木製建具） 

 

評価結果 b. 

以上の方法に基づき、CO2 排出量を評価した。 

使用時排出量（空調負荷による排出量）については、玄関ドアの素材による違いは見出

せなかった。これは、玄関ドアは窓や壁と異なり、空調室から離れた位置に存在している

ことが挙げられる。そのため、外皮平均熱貫流率（表 3-57 参照）が変化しているにもかか

わらず、空調負荷が変化せず、CO2排出量にも変化が表れなかったと考えられる。 

なお、参考として素材毎の部材調達時の CO2 排出量を下記に示す。木製ドアの方が重い

ものの原単位が小さいため排出量は小さくなる。 

 

図 3-55 玄関ドアの素材毎の部材調達時 CO
2
排出量（kg-CO

2
/年・戸） 
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6）内壁 

評価方法 a. 

内壁としては、木造（多用）で用いている杉板貼りと木造（一般）で用いている壁紙（ビ

ニルクロス）とを比較する。 

熱貫流率、重量、原単位は以下のとおり。なお、両者とも一部外壁でも使用しており、

その分の重量も含んでいる。 

 

表 3-59 内壁の評価に必要な各種設定 

 

項目 壁紙（ビニルクロス）

（0.5mm） 

杉板貼り 

（10mm） 

熱貫流率（W/m
2
K） 260 12 

重量（kg） 99.77kg 1,558kg 

原単位（kgCO2/kg） 2.304 
1)

 0.407 
2)

 

1) LCA データベース（日本建築学会、2013 年 6 月 25 日）の原単位（プラスチックフィルム・シート） 
2) LCA データベース（日本建築学会、2013 年 6 月 25 日）の原単位（製材） 

 

使用時排出量（空調負荷による排出量）の算定にあたってのシミュレーションの条件は

表 3-48 と同じであるが、窓サッシは樹脂サッシとした。 

 

評価結果 b. 

上記の設定での外皮平均熱貫流率は以下の通りとなる。いずれの素材も断熱性向上を目

的として導入されているものではないため、熱貫流率に与える影響は小さいものの差異が

発生している。 

 

表 3-60 内壁の素材の違いによる外皮平均熱貫流率（UA 値） 

 

項目 ビニルクロス 杉板 

外皮平均熱貫流率（UA値） 0.630 0.625 

注）一部外壁でも使用しており、その分も含む。 

 

これをもとにシミュレーションで使用時排出量（空調負荷による排出量）を求めたもの

を次に示す。0.5％ではあるものの断熱性が高い杉板の方が排出量が小さい結果となった。 
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図 3-56 内装材変更時における空調負荷の CO
2
排出量（kg-CO

2
/年・戸） 

 

 

これに対し、部材の調達時の排出量は、原単位は小さいものの杉板の方が重いことから

杉板の方が大きくなる。 

 

 

図 3-57 内壁の素材毎の部材調達時 CO
2
排出量（kg-CO

2
/年・戸） 

 

 

使用時の排出量（空調負荷）と部材の調達時の排出量では絶対値が大きく異なるものの、

大小関係が逆になり、合算するとほぼ同等となった（図 3-58）。このため、内壁の素材をビ

ニルクロスから杉板に変えたとしても排出量に変化はない。 
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図 3-58 内壁の素材毎の部材調達時対使用時の CO
2
排出量（kg-CO

2
/年・戸） 
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(3) 家具等 

1）学校用机・イス 

評価対象 a. 

評価対象とする家具については、下記の観点から選定を行った。 

 生産量（出荷量・販売量）・生産額（出荷額・販売額）が大きい 

- 省エネ省 GHG 効果が大きい 

  木製製品による代替可能性が大きい 

- そもそも非木製製品を木製製品で代替でき、現状木製製品の方が劣勢 

  標準仕様が存在 

- 寸法等の標準仕様がある家具を対象とする方が算定結果の意義が大きい 

  家庭用・オフィス用から１製品ずつを対象 

- 建築物同様、家庭用家具とオフィス用家具のそれぞれから１製品選定 

  製造工程等における GHG 関連データが入手可能 

- 既存データベース等のみでは GHG 関連データの入手に限度があるため、デ

ータ提供に協力してくれる家具メーカーがいる等、データを入手できるも

のを選定 

 

上記を踏まえ、評価対象とする家具は下記とした。 

なお、非木製・木製で耐久性や強度等は異なるが、本評価においてはそれらの違いの補

正等は行っていないため、性能が完全に同一ではないことに留意されたい。 

 

表 3-61 評価対象（学校用机・イス） 

対象 
非木製製品 

（比較対象） 

木製製品 

（部分的に木製） 

木製製品 

（全て木製） 

学校用

机 

オプション① 

 天板：スチール 

 脚：スチール 

オプション② 

 天板：MDF 

 脚：スチール  

オプション④ 

 天板：集成材 

 脚：集成材 

オプション③ 

 天板：集成材 

 脚：スチール  

学校用

イス 

オプション① 

 座・背：ポリプロピ

レン 

 脚・枠組み：スチー

ル 

オプション② 

 座・背：合板 

 脚・枠組み：スチー

ル 

オプション③ 

 座・背：集成材 

 脚・枠組み：集成材 

 

評価方法 b. 

家具原料の調達から生産、流通、廃棄に至るまでの GHG 排出量を評価の範囲とする。な

お、使用時のエネルギー消費量（CO2 排出量）はゼロであるため、使用時は評価対象外と

する。 
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図 3-59 評価方法（学校用机・イス） 

 

 学校用机 ア）

木製と非木製で比較可能であり、かつ学校用机として一般的な仕様となるよう設定する。

具体的には以下のようにしたい。 

 

＜評価対象＞ 

 サイズ：W650×D450×H700（標準身長：165cm） 

 天板：①スチール、②木製（MDF）、③④木製（集成材） 

 脚部：①②③非木製（スチール）、④木製（集成材） 

 付属品：アジャスター付き（木製・非木製とで共通） 

 

家具メーカーA 社の学校用机は既に CFP を取得しており、GHG 関連データが入手可能で

あり、家具メーカーA 社より関連データ提供を頂いた。これは天板が MDF 製・脚がスチー

ル製であり、部分的に木製のデスク（オプション② 天板：MDF、脚：スチール）のモデル

としてこれを設定する。 

オプション①（天板：スチール、脚：スチール）については、脚は上記オプション②と

同一と想定し、天板のみスチールに替えた場合と設定する。スチール天板の学校机はモデ

ルとなり得る実製品のデータが得られなかったことから、後段で評価対象とするオフィス

デスクのスチール天板のデータを引用することとする。 

また、オプション③（天板：集成材、脚：スチール）については、脚は上記オプション

②と同一と想定し、天板のみ集成材に替えた場合をモデルとして設定する。さらに、全て

木製（集成材）のオプション④については、サイズのみオプション②と同じと仮定して評

価を行う。 

 ①非木製（天板：スチール、脚：スチール）：天板は②と同一サイズのスチール、

脚は②と同一と仮定。 

 ②部分的に木製（天板：MDF、脚：スチール）：家具メーカーA 社の製品をモ

デルとする（次図） 

 ③部分的に木製（天板：集成材、脚：スチール）：天板は②と同一サイズの集成

材、脚は②と同一と仮定。 

 ④木製（天板・脚：集成材）：天板及び脚の全てを木製（集成材）と仮定。 
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図 3-60 部分的に木製学校用机（オプション②）のモデル 

（出典：家具メーカーA 社カタログ） 

 

 

図 3-61 木製学校用机（オプション④）のモデル 

 

  

引出 

 

H 700mm 

50mm と想定 

50mm と想定 

W 650mm 

D 450mm 

W 650mm 

100mm と想定 

天板 

※ 天板及び引出の厚みは 30mm と想定 
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 学校用イス イ）

木製と非木製で比較可能であり、かつ学校用イスとして一般的な仕様となるよう設定す

る。具体的には以下のようにしたい。 

 

＜評価対象＞ 

 サイズ：SW400×SD380×SH420（標準身長：165cm） 

 背・座：①非木製（ポリプロピレン）、②木製（合板）、③木製（集成材） 

 脚・枠組み：①②非木製（スチール）、③木製（集成材） 

 脚端：ポリプロピレン製（木製・非木製とで共通） 

 

上記比較を行うに当たっては、類似した製品のデータを把握し、それを補正することに

より評価を行う。家具メーカーA 社の学校用イスは既に CFP を取得しており、GHG 関連デ

ータが入手可能であり、家具メーカーA 社より関連データ提供を頂いた。これはポリプロピ

レン製であり、非木製イス（オプション①）のモデルとして設定する。ただし、本モデル

は従来製品よりも 20%程度軽量化した環境配慮製品であるため、重量を通常程度と想定し

て補正計算を行う。 

また、部分的に木製イス（オプション②、座・背：合板、脚・枠組み：スチール）につ

いては、脚・枠組みは上記非木製イスと同一と想定し、背・座のみ木製（合板）に替えた

場合をモデルとして設定する。さらに、木製イス（オプション③、全て集成材）について

は、サイズのみオプション①と同じと仮定して評価を行う。 

 

 ①非木製（ポリプロピレン製）：家具メーカーA 社の製品をモデルとする（次図） 

 ②部分的に木製：背・座は非木製と同一サイズの木製（合板）、脚・枠組みは非

木製と同一と仮定。 

 ③木製：座・背及び脚・枠組みの全てを木製（集成材）と仮定。 

 

   

図 3-62 非木製学校用イス（オプション①）のモデル 

（出典：家具メーカーA 社カタログ） 
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図 3-63 木製学校用イス（オプション③）のモデル 

 

データの収集 c. 

上記評価範囲における GHG 排出量データを収集する。データ収集方法としては、下記２

通りを想定するが、特に製造工程については、既存データベースではカバーされておらず、

家具メーカーの協力が不可欠である。 

 

 カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 基本データベース ver. 

1.01 (国内データ) 

 家具メーカーからのデータ提供 

 学校用机 ア）

CFP 登録データをベースとし、按分が必要な箇所の特定や不足データ等は、家具メーカ

ーA 社の協力を得て実施する。 

なお、家具メーカーA 社による CFP 登録情報は、非常に緻密なデータの積算となってお

り、標準的なイスを想定し、かつ、木製と非木製との比較が重要である本調査においては、

必ずしも全てのデータが必要ではない。このことから、当該デスクの CFP 値（GHG 総排出

量）に占める割合が、95％以上を網羅できるよう割合が大きい項目から順に抽出して精査

することとする。この観点で抽出した 27 項目で CFP 値の 95.00％を占めており、主要な排

出（主要原料の調達・製造等に係る排出）は含まれている。 

 

 

SH 420mm 

50mm と想定 

50mm と想定 

SD 380mm 

SW 400mm 

380mm と想定 

※ 座・背の厚みは 30mm と想定 
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オプション①：非木製（天板：スチール、脚：スチール） 

オプション②の天板をスチールに転換した机であり、基本的には家具メーカーA 社より提

供頂いたデータをベースとするが、スチール天板に関してはモデルとなり得る実製品のデ

ータが得られなかったことから、後段で評価対象とするオフィスデスクのスチール天板の

データを以下の通り活用する。 

 

 家具メーカーB 社のスチール天板に係るデータを抽出 

 上記を天板サイズで按分 

 

オプション②：部分的に木製（天板：ＭＤＦ、脚：スチール） 

基本的には家具メーカーA 社より提供頂いたデータをもとに、以下の通り GHG データを

収集・設定する。 

 

 カバー率 95％以上となるよう CFP 登録データから排出量の大きい項目を抽出 

 各項目の原単位を精査（必要に応じて最新データや適切なデータに修正） 

 A 社製品は一般的な製品より軽量化されているため、一般的な重量に補正。 

 

オプション③：部分的に木製（天板：集成材、脚：スチール） 

オプション②の天板のみ集成材に転換した机であるため、こちらも基本的には家具メー

カーA 社より提供頂いたデータをベースとするが、集成材への転換に際して精査や追加のデ

ータ収集を以下の通り実施する。 

 

 オプション②のデータのうち天板に関係する項目について、a) MDF 天板と集成

材天板とで値を変えるべき項目、b) 天板重量に応じて値を変えるべき項目、の

分類を行う。 

 上記 a)の各項目について集成材のデータに置き換える。このとき、集成材の密

度・歩留り・加工時電力消費量については、後段の家具メーカーB 社から提供

頂いたパーティクルボードと同じと想定した。 

- 集成材製造まで：「カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 

基本データベース ver. 1.01 (国内データ)」の集成材のデータ 

- 集成材加工～製品完成まで：上記オフィス用デスクの原単位［ｋＷｈ／㎥］

で代用 

 上記 b)の各項目を集成材の重量に応じて按分するため、集成材及び MDF に関

して重量データ収集・置換。 

 

オプション④：木製（天板：集成材、脚：集成材） 

天板のみならず脚も集成材とした机であり、天板はオプション③と同様にしてデータ収

集する。脚についても、天板と同様の原単位等を用いる。 

 

 学校用イス イ）

CFP 登録データをベースとし、按分が必要な箇所の特定や不足データ等は、家具メーカ
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ーB 社の協力を得て実施する。 

なお、家具メーカーA 社による CFP 登録情報は、非常に緻密なデータの積算となってお

り、標準的なイスを想定し、かつ、木製と非木製との比較が重要である本調査においては、

必ずしも全てのデータが必要ではない。このことから、当該デスクの CFP 値（GHG 総排出

量）に占める割合が、95％以上を網羅できるよう割合が大きい項目から順に抽出して精査

することとする。この観点で抽出した 27 項目で CFP 値の 95.19％を占めており、主要な排

出（主要原料の調達・製造等に係る排出）は含まれている。 

 

オプション①：非木製（座・背：ＰＰ、脚・枠組み：スチール） 

基本的には家具メーカーA 社より提供頂いたデータをもとに、以下の通り GHG データを

収集・設定する。 

 

 カバー率 95％以上となるよう CFP 登録データから排出量の大きい項目を抽出 

 各項目の原単位を精査（必要に応じて最新データや適切なデータに修正） 

 A 社製品は一般的な製品より軽量化されているため、一般的な重量に補正。 

 

オプション②：部分的に木製（座・背：合板、脚・枠組み：スチール） 

オプション①の座・背のみ合板に転換したイスであるため、こちらも基本的には家具メ

ーカーＢ社より提供頂いたデータをベースとするが、合板への転換に際して精査や追加の

データ収集を以下の通り実施する。 

 

 カバー率 95％以上となるよう CFP 登録データから排出量の大きい項目を抽出 

 座・背に関係する項目について、a) ＰＰと合板とで値を変えるべき項目、b)重

量に応じて値を変えるべき項目、の分類を行う。 

 上記 a)の各項目について合板のデータに置き換える。このとき、合板の密度・

歩留り・加工時電力消費量については、後段の家具メーカーB 社から提供頂い

たパーティクルボードと同じと想定した。 

- 合板製造まで：「カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 

基本データベース ver. 1.01 (国内データ)」の普通合板のデータ 

- 合板加工～製品完成まで：上記オフィス用デスクの原単位［ｋＷｈ／㎥］

で代用 

 上記 b)の各項目について按分するための重量データ収集・置換。 

 

オプション③：木製（座・背：集成材、脚・枠組み：集成材） 

座・背のみならず脚・枠組みも集成材としたイスであり、下記のデータより推計する。 

 集成材製造まで：「カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 基

本データベース ver. 1.01 (国内データ)」の集成材のデータ 

 集成材加工～製品完成まで：上記オフィス用デスクの原単位［ｋＷｈ／㎥］で

代用 

 輸送：オプション①と同じ（重量は異なる） 
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LC-GHG 評価結果 d. 

上記 b. で決定した仕様に基づき、上記で収集したデータを合計することにより、対象

家具の原料調達・生産～廃棄までの GHG 排出量（＝LC-GHG 排出量）を算定した。算定結

果の概要は、次表の通り。 

学校用机については、スチール製の場合、原料となる冷延鋼板の製造に多大なエネルギ

ーが使用されており、天板のみを木製に転換した場合でも、10 kgCO2e 程度以上の削減が得

られる。ただし、集成材製は重量が重いため、流通や廃棄段階の輸送に係る排出量が大き

くなる。また、同じ木製同士であっても MDF と集成材とでは、集成材の方が原料製造にか

かる原単位が小さいため、より排出量が小さい。 

学校用イスについては、非木製の場合、背・座が PP（ポリプロピレン）製であり、スチ

ールほど製造工程でエネルギーを消費しないことから、背・座のみを木製に転換しても、

大きな削減効果は得られなかった。一方で、脚・枠組みをスチール製から木製に転換した

場合には、削減効果が顕著に現れる。 

 

表 3-62 LC-GHG 評価結果（学校用机・イス） 

対象 
非木製製品 

（比較対象） 

木製製品 

（部分的に木製） 

木製製品 

（全て木製） 

学校用

机 

オプション① 

 天板：スチール 

 脚：スチール 

（製品重量：約 12.4 kg） 

オプション② 

 天板：MDF 

 脚：スチール  

（製品重量：約 11.0 kg） 

オプション④ 

 天板：集成材 

 脚：集成材 

（製品重量：約 15.0 kg） 

29.72 kgCO2e 

オプション③ 

 天板：集成材 

 脚：スチール  

（製品重量：約 13.8 kg） 

39.01 kgCO2e 29.35 kgCO2e 19.78 kgCO2e 

学校用

イス 

オプション① 

 座・背：ポリプロピ

レン 

 脚・枠組み：スチー

ル 

（製品重量：約 4.1 kg） 

オプション② 

 座・背：合板 

 脚・枠組み：スチー

ル 

（製品重量：約 5.4 kg） 

オプション③ 

 座・背：集成材 

 脚・枠組み：集成材 

（製品重量：約 9.5 kg） 

15.94 kgCO2e 15.31 kgCO2e 9.47 kgCO2e 
 

 



 

115 

 

 

 

 

図 3-64 学校用机 LC-GHG 排出量 
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図 3-65 学校用イス LC-GHG 排出量 

削減ポテンシャル推計 e. 

学校用机及びイスそのものの統計データが存在しないことから、日本における小学校・

中学校・高等学校の在学者数（平成 25 年：13,532,742 人）を、学校用机及びイスの数と想

定して、推計を行う。 
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図 3-66 在学者数（「学校基本調査」文部科学省より MRI 作成（H25 年次データ）） 

 

全ての学校用机又はイスが次表の「現状ケース」から「木製利用ケース」に転換した場

合の、GHG 削減量を推計する。 

 

表 3-63 削減ポテンシャル推計ケース設定（学校用机・イス） 

評価対象 現状ケース 木製利用ケース 

学校用机 天板：MDF、脚：スチール 

（オプション②） 

天板：集成材、脚：集成材 

（オプション④） 

学校用イス 座・背：合板、脚・枠組み：

スチール（オプション②） 

座・背：集成材、脚・枠組み：

集成材（オプション③） 

 

上記の設定のもと、部分的に木製の学校用机・イスを、全て木製のものに転換した場合

の削減ポテンシャルは、学校用机で約 13 万 tCO2e、学校用イスでは約 7.9 万 tCO2e である。 

なお、学校単位で転換した場合の削減量も、参考として試算した。１校当たりの在学者

数が多い高等学校では、机の場合で 6.6 tCO2e、イスの場合で 3.9 tCO2e となった。 

 

表 3-64 削減ポテンシャル（学校用机） 

  

 

表 3-65 削減ポテンシャル（学校用イス） 

 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

小学校 中学校 高等学校



 

118 

 

2）オフィスデスク 

評価対象 a. 

評価対象とする家具については、下記の観点から２製品程度を選定する。 

 生産量（出荷量・販売量）・生産額（出荷額・販売額）が大きい 

- 省エネ省 GHG 効果が大きい 

  木製製品による代替可能性が大きい 

- そもそも非木製製品を木製製品で代替でき、現状木製製品の方が劣勢 

  標準仕様が存在 

- 寸法等の標準仕様がある家具を対象とする方が算定結果の意義が大きい 

  家庭用・オフィス用から１製品ずつを対象 

- 建築物同様、家庭用家具とオフィス用家具のそれぞれから１製品選定 

  製造工程等における GHG 関連データが入手可能 

- 既存データベース等のみでは GHG 関連データの入手に限度があるため、デ

ータ提供に協力してくれる家具メーカーがいる等、データを入手できるも

のを選定 

 

上記を踏まえ、評価対象とする家具は下記とする。 

なお、非木製・木製で耐久性や強度等は異なるが、本評価においてはそれらの違いの補

正等は行っていないため、性能が完全に同一ではないことに留意されたい。 

表 3-66 評価対象（オフィスデスク） 

対象 
非木製製品 

（比較対象） 

木製製品 

（部分的に木製） 

木製製品 

（全て木製） 

オフィス

デスク 

オプション① 

 天板：スチール 

 脚：スチール 

オプション② 

 天板：パーティクル

ボード 

 脚：スチール 

オプション④ 

 天板：集成材 

 脚：集成材 

オプション③ 

 天板：集成材 

 脚：スチール 

評価方法 b. 

家具原料の調達から生産、流通、廃棄に至るまでの GHG 排出量を評価の範囲とする。な

お、使用時のエネルギー消費量（CO2 排出量）はゼロであるため、使用時は評価対象外と

する。 

 

図 3-67 評価方法（オフィスデスク） 
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木製と非木製で比較可能であり、かつオフィスデスクとして一般的な仕様となるよう設

定する。具体的には以下のようにしたい。 

 

＜評価対象＞ 

 サイズ：D700×H700×W1200 

 天板：①非木製（スチール）、②木製（パーティクルボード）、③木製（集成材）、

④木製（集成材） 

 脚部：①②③非木製（スチール）、④木製（集成材） 

 付属品：アジャスター付き（木製・非木製とで共通） 

 

家具メーカーB 社のオフィスデスクは既に CFP を取得しており、GHG 関連データが入手

可能であり、家具メーカーB 社より関連データ提供を頂いた。これはスチール製であり、非

木製デスク（オプション①）のモデルとしてこれを設定する。 

また、木製デスク（オプション②、③）については、脚は上記非木製デスク（オプショ

ン①）と同一と想定し、天板のみ木製に替えた場合をモデルとして設定する。さらに、全

て木製（オプション④）については、サイズのみ非木製デスク（オプション①）と同じと

仮定して評価を行う。 

 ①非木製（スチール）：家具メーカーB 社の製品をモデルとする（次図） 

 ②③木製（パーティクルボード、集成材）：天板は非木製と同一サイズの木製（②

パーティクルボード、③集成材）、脚は非木製と同一と仮定。 

 ④木製（集成材）：天板及び脚の全てを木製（集成材）と仮定。 

 

 

 

図 3-68 非木製デスク（オプション①）のモデル 

（出典：家具メーカーB 社カタログ） 
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図 3-69 木製デスク（オプション④）のモデル 

データの収集 c. 

上記評価範囲における GHG 排出量データを収集する。データ収集方法としては、下記２

通りを想定するが、特に製造工程については、既存データベースではカバーされておらず、

家具メーカーの協力が不可欠である。 

 

 カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 基本データベース ver. 

1.01 (国内データ) 

 家具メーカーからのデータ提供 

 

モデルとして選定する家具メーカーB 社のスチールデスクの CFP 登録データをベースと

し、按分が必要な箇所の特定や不足データ等は、家具メーカーB 社の協力を得て実施する。 

なお、家具メーカーB 社による CFP 登録情報は、非常に緻密なデータの積算となってお

り、標準的なデスクを想定し、かつ、木製と非木製との比較が重要である本調査において

は、必ずしも全てのデータが必要ではない。このことから、当該デスクの CFP 値（GHG 総

排出量）に占める割合が、95％以上を網羅できるよう割合が大きい項目から順に抽出して

精査することとする。この観点で抽出した 27 項目で CFP 値の 95.12％を占めており、主要

な排出（主要原料の調達・製造等に係る排出）は含まれている。 

 

オプション①：非木製（スチール） 

基本的には家具メーカーB 社より提供頂いたデータをもとに、以下の通り GHG データを

収集・設定する。 

 

 カバー率 95％以上となるよう CFP 登録データから排出量の大きい項目を抽出 

 各項目の原単位を精査（必要に応じて最新データや適切なデータに修正） 

 

H 700mm 

50mm と想定 

50mm と想定 

D 700mm 

W 1200mm 

※ 天板及び側面の厚みは 30mm と想定 

500mm と想定 

500mm と想定 
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オプション②：木製（天板：パーティクルボード） 

非木製デスクの天板のみ木製（パーティクルボード製）に転換したデスクであるため、

こちらも基本的には家具メーカーB 社より提供頂いたデータをベースとするが、木製への転

換に際して精査や追加のデータ収集を以下の通り実施する。 

 

 カバー率 95％以上となるよう CFP 登録データから排出量の大きい項目を抽出 

 非木製デスクと木製デスクとで a)同一の値を適用できる項目、b)按分した値を

適用する項目、c)木製デスクでは不要な項目、の分類を行う。 

 上記 a)b)の各項目の原単位を精査（必要に応じて最新データや適切なデータに

修正） 

 上記 b)の各項目を木製分について按分するためのデータ収集及び仮定の設定

（例：重量比で按分）を行い、木製の場合の GHG 排出量を算定 

 非木製デスクでは不要だが木製デスクでは必要な項目について、項目の洗い出

しと GHG 関連データを収集（パーティクルボード自体の製造までは、「カーボ

ンフットプリントコミュニケーションプログラム 基本データベース ver. 1.01 

(国内データ)」のデータを活用する。） 

 

オプション③：木製（天板：集成材） 

オプション②の天板をパーティクルボードから集成材に変更したデスクであるため、基

本的にはオプション②と同じ。 

ただし、パーティクルボードと集成材とでは加工に要するエネルギー量が異なると考え

られるが、データ制約の関係上、パーティクルボードの加工時のエネルギー消費量から処

理体積当たりの原単位[ｋＷｈ／㎥]を作成し、これを集成材にも適用することとした。また、

密度及び歩留りについてもパーティクルボードと同じと想定した。 

 

オプション④：木製（全て集成材） 

天板のみならず脚も集成材としたデスクであり、下記のデータより推計する。 

 

 集成材製造まで：「カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 基

本データベース ver. 1.01 (国内データ)」の集成材のデータ 

 集成材加工～製品完成まで：上記オプション③の原単位［ｋＷｈ／㎥］ 

 輸送：オプション①と同じ 

 

LC-GHG 評価結果 d. 

上記 b. で決定した仕様に基づき、上記で収集したデータを合計することにより、対象

家具の原料調達・生産～廃棄までの GHG 排出量（＝LC-GHG 排出量）を算定した。算定結

果の概要は、次表の通り。 

天板のみを木製に転換した場合（オプション①と②又は③との差分）と、脚のみを木製

に転換した場合（オプション③と④との差分）とでは、天板のみ転換した場合の削減効果

の方が大きい。天板と脚の重量はほぼ同じであるにも関わらずこの差が生じるのは、天板

の塗装剤の製造や塗装自体に係るエネルギー消費量の影響が大きいためである。 
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また、オプション④の全て木製のデスクが、天板のみ木製のデスクより排出量が大きく

なっているが、これは集成材の重量が大きいため原料及び製品輸送に係る排出量（トンキ

ロ法で算出）が大きくなり LC-GHG 排出量に多大な影響を及ぼしている。本評価では、

CFP-PCRのシナリオに基づき原料輸送距離は 500km、製品輸送は 1,000kmと想定しており、

この距離が短縮されれば、より排出量は低減されることとなる。 

なお、集成材とパーティクルボードとの差は大きくないが、これは両者の密度は等しい

と仮定しており原料製造原単位の違いのみが現れているためと考えられる。 

表 3-67 LC-GHG 評価結果（オフィスデスク） 

対象 
非木製製品 

（比較対象） 

木製製品 

（部分的に木製） 

木製製品 

（全て木製） 

オフィ

スデス

ク 

オプション① 

 天板：スチール 

 脚：スチール 

（製品重量：約 23.8 kg） 

オプション② 

 天板：パーティクル

ボード 

 脚：スチール 

（製品重量：約 28.5 kg） 

オプション④ 

 天板：集成材 

 脚：集成材 

（製品重量：約 45.1 kg） 

47.39 kgCO2e 

オプション③ 

 天板：集成材 

 脚：スチール 

（製品重量：約 28.5 kg） 

78.46 kgCO2e 45.92 kgCO2e 47.95 kgCO2e 
 

 

 

図 3-70 オフィスデスク LC-GHG 排出量 
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削減ポテンシャル推計 e. 

オフィスデスクそのものの統計データが存在しないことから、職業別従業者数のうち「専

門的・技術的職業従事者」「管理的職業従事者」「事務従事者」を、オフィスデスクを使用

する職業と仮定し、これら職業の従業者数の合計（平成 22 年：2,431 万人）を、オフィス

デスクの数と想定して、推計を行う。 

 

図 3-71 職業別従業者数（「労働力調査」総務省より MRI 作成（H22 年データ）） 

 

全てのオフィスデスクが次表の「現状ケース」から「木製利用ケース」に転換した場合

の、GHG 削減量を推計する。 

 

表 3-68 削減ポテンシャル推計ケース設定（オフィスデスク） 

評価対象 現状ケース 木製利用ケース 

オフィスデスク 天板：スチール、脚：スチー

ル（オプション①） 

天板：パーティクルボード、脚：

スチール（オプション②） 

天板：集成材、脚：集成材（オ

プション④） 

 

上記の設定のもと、非木製のオフィスデスクを、部分的に木製又は全て木製のものに転

換した場合の削減ポテンシャルは、部分的に木製（オプション②）に転換した場合で約 76

万 tCO2e、全て木製（オプション④）の場合で約 74 万 tCO2e である。 
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表 3-69 削減ポテンシャル（オフィスデスク） 
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3.1.4 断熱性・気密性や人の体感等も含めた効果的な木材利用方法の検討 

 

木造施設と非木造施設における室内環境（及び空調負荷等）や快適性を測定調査、比較

することにより、施設の木質化が室内環境及び人の体感に与える影響を定量的に実証した。 

 

 

図 3-72 木材利用が人の体感及び省エネ・省 CO2に及ぼす影響の体系イメージ 
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(1) 木造校舎における検討 

1）測定対象施設 

木造施設と非木造施設を可能な限り同一条件で測定可能な施設として、岩手県花巻農業

高等学校を測定対象とする。同高校は、昭和 56 年に校舎（鉄筋コンクリート造）が竣工さ

れたが、校舎拡張のため平成 26 年 3 月に、木造校舎が増築された。 

 

 

  

図 3-73 木造校舎内外観 

出典：花巻農業高校概要資料 

◆建築概要（木造校舎）◆ 

・木造 2 階、延床面積 815 ㎡ 

・総工費 216,152 千円（うち木工事費 171,738 千円） 

・木材利用量 231 ㎥（遠野市産カラマツ集成材等） 

・平成 26 年 3 月竣工 
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表 3-70 木造校舎・非木造校舎の比較 

 木造校舎 非木造校舎 

平面図 

 

内装 

 

木造校舎・環境科学科 1 年（平面図①） 

 

非木造校舎・第二特別教室（平面図②） 

窓ガラス 単窓（ペアガラス、中空層 6mm） 二重窓（単板ガラス） 

Q 値4 2 階環境科学科（集中測定対象） 

3.48W/[(㎡・K)] 

3 階第二特別教室（集中測定対象） 

3.64W/[(㎡・K)] 

暖房 ・灯油ストーブ（出力 15.9kW） 

・熱交換換気 

・灯油ストーブ（出力 11kW）2 台 

・熱交換換気 

廊下 

 

木造校舎・2F 廊下（平面図③） 

 

非木造校舎・3F 廊下（平面図④） 

 

                                                        
4 省エネ計画書に記載された各室の仕様情報を基に計算。 

木造増築部分

N

①

②

③→

←④
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木造校舎及び RC 造校舎が異なる点として、木造校舎は躯体が木造、廊下・教室の内装が

木質化されている一方で、RC 造校舎は躯体・教室・廊下全て木造･木質化されていない点

がある。木造・内装木質化の学校と非木造･内装非木質化の学校という対極にあるものを比

較することにより、性能の違いがより顕著に現れることが予想される。 

また、断熱性能を表す指標である Q 値（熱損失係数）は、木造教室で 3.48W/[(㎡・K)]、

RC 造教室で 3.64W/[(㎡・K)]であり、木造教室の方が断熱性能がやや優れている。しかし、

Q 値の違いは 4%程度であり、測定結果への影響は小さいと判断される。 

その他、暖房設備の容量は、木造教室が 15.9kW、RC 造教室が計 22kW であり、木造教室

の方が容量が少ないため、暖房設備を使用した場合における教室室温及び教室足元温度の

立ち上がり性状は、木造教室の方が RC 造教室よりも不利な結果となることが予想され、測

定結果への影響が大きい可能性がある。（※） 

したがって、暖房設備容量の違いが測定結果に与える影響の補正方法として、測定用に

暖房容量を統一したヒーター等を設置することが考えられ、次節の測定計画における「集

中測定」において後述する。 

  



 

129 

 

2）測定計画 

木造施設の室内環境と省エネ省 CO2に関する仮説 a. 

木造施設は、非木造施設と比べた場合に比べて熱容量が小さい等の特性があり、室内環

境やエネルギー消費量等に下記の影響を及ぼすことが想定されるため、花巻農業高校での

室内環境測定を通じて検証していく。 

 暖房立ち上がり時の温度上昇性状 

木造施設は、一般に、RC造の施設と比較して熱容量が小さいため、外部気温変化

や暖冷房への応答が早い 

⇒冬の朝に暖まりやすいため「暖房立ち上げ時間」が短縮され、省エネ省 CO2効果

が見込まれる。 

 （注）ここで、前頁（※）のとおり、今回の実験においては、暖房設備容量の

違いから木造教室の方が RC 造教室よりも不利な結果となる可能性もあるため、

結果の分析・考察においては注意する。 

 室温分布性状 

木造施設は、一般に、RC造の施設と比較して熱容量が小さいため、室温分布の均

一性が高い 

 生徒の主観的評価 

木造施設は、上記の室温特性等により、生徒の主観的快適性や学習効率等への好

影響がある 

 

測定項目 b. 

測定方法として、（1）定点測定（コンパクトな計測器を室内に常時設置）、（2）集中測定

（週末等の学生不在の期間を利用し、暖房容量等を制御して測定）、（3）アンケートによる

主観調査（教職員・学生にアンケート票配布）の 3 タイプを実施する。各測定項目を以下

に示す。 

（1）定点測定 

日常的な教室利用時における室内環境の実態を把握するため、コンパクトな計測

器を教室内に常設し、定点測定をおこなう。ただし、木造教室と RC 造教室では暖房

設備容量が異なるため、木造教室が不利な結果となりやすいこと（前頁（※）参照）、

常に教室が使用されており、生徒の出入りにより室温等に乱れが生じやすいこと、

また、生徒の教室利用スケジュールがそれぞれ異なるため、その乱れの具合も同じ

ではないことから、測定結果の分析・考察には注意する必要がある。 

（2）集中測定 

上記（１）で述べたように定点測定の選定条件が異なることにより結果に際が生

じる可能性があるため、木造教室と RC 造教室で可能な限り統一し、理想的な測定環

境にするため、設備容量を統一した暖房設備（ヒーター）を各教室に設置し、週末

の学生のいない無人の状態で、木造教室と RC 造教室における室内環境を測定した。 
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（3）アンケートによる主観調査 

木造教室、RC 造教室の室内環境の違いが生徒の主観（快適性、学習効率等）に与

える影響を把握するため、生徒へのアンケート調査を実施した。 

 

 定点測定 ア）

■ 測定計画 

 室内の温度・湿度：小型温湿度計測器を常時設置し、5 分間隔で計測 

 輻射温度（体感温度）：小型グローブ温度計を常時設置し 5 分間隔で計測 

 外気温：小型温湿度計測器を屋外（学校玄関付近）に常時設置し 5 分間隔で計測 

 測定期間：平成 26 年 12 月 17 日～平成 27 年 2 月 10 日 

 

     

図 3-74 左：温度計測器  中央：温湿度計  右：グローブ温度計（いずれも T&D 社製） 
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測定対象教室は、以下の観点から 5 つの教室を選定した。 

 木造校舎・非木造校舎ともに、可能な限り同等な床面積の一般教室を各フロアか

ら 1 室ずつ選定（ただし、非木造校舎 1F には一般教室がないため、参考値とし

て理科室を選定） 

 壁からの熱の流出入の影響を可能な限り統一するために、左右隣ともに教室に囲

まれている教室を選定（ただし、非木造校舎 1F の理科室は除く） 

 

 

階 非木造教室 木造教室 階 

3F 第 2 特別教室 － － 

2F 環境科学科 3 年（予備） 環境科学科 1 年 2F 

1F 理科室（予備） 環境科学科2年（予備） 1F 

図 3-75 測定対象部屋 

  

N
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■ 計測器の設置方針 

計測器の設置箇所を以下に示す。 

 

図 3-76 計測器の設置箇所 

 

     

図 3-77 計測器の設置例（第 2特別教室）（左：設置位置Ⓑ、右：設置位置Ⓒ） 

 

なお、計測結果を分析するにあたり、教室内での温度分布が不均一である可能性を考慮

し、複数箇所での計測結果の平均値を用いる必要がある。次頁以降の定点測定の分析結果

における「室温」および「足元温度」は、以下の算定式に基づき平均化処理した。 

 

計測機器B（高さ1.0m）

計測機器C3（高さ2.9m）

計測機器C2（高さ1.2m）

計測機器C1（高さ0.1m）

室温(℃) ＝
3

機器Bの温度 ＋ 機器C2の温度 ＋ 機器D2の温度

足元温度(℃) ＝
2

機器C1の温度 ＋ 機器D1の温度

垂直温度差(℃) ＝
2

（機器C3の温度 ― 機器C1の温度）＋（機器D3の温度 ― 機器D1の温度）
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ここで、「室温」の平均化処理にあたっては、機器によって設置高さがわずかに異なって

いるが（機器 B：1.0m 高さ、機器 C2 及び機器 D2：1.2m 高さ）、高さ 0.2m の違いによる計

測結果への影響は無視できるとものとした。 

 

■ 分析方針 

5 つの測定対象室のうち、最上階である【非木造 3 階（第二特別会議室）】と【木造教室

2 階（環境科学科 1 年）】の測定結果を分析対象とした。その理由として、両教室は最上階

であり、左右隣を一般教室に囲まれているという条件が共通しており、外部（天井、壁、

床面）から受ける熱の影響が最も近似しているためである。 

測定期間は平成 26 年 12 月 17 日～平成 27 年 2 月 10 日である。分析にあたっては、暖房

運用時間帯が出来る限り一致する日を抽出し、具体的には、平成 27 年 1 月 13 日～2 月 10

日5のうち平日（祝祭日を除く）を分析対象とした。 

上記の分析対象について、前述の「木造施設の室内環境と省エネ省 CO2 に関する仮説」

のうち、「暖房立ち上がり時の温度上昇性状」、及び「温度分布性状」に着目した分析を実

施した。 

なお、5 つの測定対象室のうち、比較分析対象となる 2 室を除いた 3 室については、当該

比較分析対象となる 2 室の測定機器の不具合等により測定が十分に行われないといった不

測の事態に備え、予備的に測定したものである。本実験においては、比較分析対象となる 2

室の測定が問題なく実施できていたため、残り 3 室については、ここでは分析対象としな

い。 

また、グローブ温度計については、通例として測定環境の放射と対流による平衡温度を

を得るために日射等の影響のない黒板下部に設置したものである。放射と対流が大きい場

合には温湿度計のデータではなくグローブ温度計のデータを用いる必要があるが、計測の

結果、温湿度計のデータとグローブ温度計のデータが概ね同じ挙動を示すことが確認でき

たことから、温湿時計における計測結果を分析対象とし、グローブ温度計の計測結果は分

析対象外とした。 

 

  

                                                        
5平成 26 年 12 月 17 日～平成 27 年 1 月 12 日は、冬期休暇の前後となる期間であり、データの連続性の観

点から分析対象外とした。 
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■測定結果①：暖房立ち上がり時の温度上昇性状 

 

図 3-78 室温及び足元温度の計測例（左図：1 月 16 日、右図：1 月 23 日） 

  

 

 

 

 

図 3-79 暖房運転開始時の温度上昇変化 

（1 月 13 日～2 月 10 日の平日暖房運転時の平均値） 

 

室温等の測定結果の二例（1 月 16 日、1 月 23 日）を上図に示す。暖房開始前は木造教室

の室温は RC 造教室よりも低いが、暖房開始後から室温の立ち上がりは、木造教室の方が早

い傾向にあり、約 20 分程度が経過すると、木造教室の室温は RC 造教室の室温と同等ある

いはやや高くなる傾向が確認された。暖房開始 20 分以降は、RC 造教室の方がやや室温が

高い傾向にある。ただし、1 月 16 日及び 23 日の測定結果から読み取れるように、暖房開

始 40 分頃から、教室への生徒の出入りが始まることにより教室外の冷気が室内に侵入し、
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室温の推移が不安定になっていることから、暖房開始後 40～100 分の区間は参考値扱いと

して示している。 

単一日の分析では、生徒の立入や気温変動等の影響により有意な傾向を考察することが

難しいため、1 月 13 日～2 月 10 日の暖房稼働日（平日（祝祭日を除く））を対象に日平均

化処理および原点補正（暖房開始時の温度を基準とし、そこからの差分を上昇温度とする）

をおこない、計測期間全体を通じた傾向を分析した結果を図 10 に示す。 

ここで、上昇室温とは暖房開始時の教室温度を基準（0）とし、そこからの差分を上昇温

度として表す指標であり、足元上昇温度も同様である。 

上昇室温に着目すると、暖房開始直後から約 15 分まで木造教室のほうが RC 造教室より

も高い傾向が見られ、暖房立ち上がり時においては木造教室の方が優位である結果となっ

た。一方、暖房開始後約 15～20 分が経過すると、RC 造教室の方が木造教室よりも上昇温

度がやや高い傾向が見られた。このような傾向が見られた理由として、暖房開始直後は木

造教室の熱容量が RC 造教室と比較して小さいため、木造教室の上昇室温がより高くなった

が、一定時間が経過すると両教室ともに暖められ、暖房設備容量が大きい RC 造教室の方が

上昇室温が高くなったものと考えられる。 

また、足元上昇温度については、木造教室のほうが立ち上がり時間が早く、一定時間経

過後はおおむね RC 造教室と同等の温度を維持していることが確認された。 
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■測定結果②：室温分布性状 

学校環境衛生基準においては、冬の教室の室温は 10℃以上であることが望ましく、心理

的に負担をかけない最も学習に望ましい条件は、冬期で 18～20℃程度である旨が規定され

ている。また、当該基準において垂直温度差に関する記述はなく、その他参考となる基準

も存在しないが、一般的に垂直温度差が小さいほうが望ましいと考えられるため、本分析

では、望ましい条件として、垂直温度差が 5℃以下として設定した。つまり、望ましい室温

状態として、「室温 18～20℃、垂直温度差 5℃以下」として仮に設定した。 

 
出典：文部科学省「学校環境衛生基準」 

 

木造教室及び RC 造教室について、学校環境衛生基準を踏まえ設定した望ましい室温状態

がどの程度実現できているかを分析するため、1 月 13 日～2 月 10 日の暖房稼働時間帯にお

ける、室温および垂直温度差の分布を次頁図に示した。なお、室温は高さ 100cmおよび 120cm

位置の温度の平均値、垂直温度差とは、天井下 10 ㎝と床上 10 ㎝の温度差を指す（P.41 の算

出式を参照）。 

図 13 及び表 2-13 に示す通り、木造教室は、室温が 18～20℃、垂直温度差 5℃以内を実現

している時間帯が全暖房時間の 7.9%を占めているのに対し、RC 造教室は 4.9%であり、木

造教室の方が望ましい室温状態が保たれている時間帯がやや長い傾向が示された。この結

果について、統計的な有意差を判定する手法は確立されていないため、有意差の判定が困

難であることに留意する必要がある。 
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なお、ここでは望ましい条件として、垂直温度差が 5℃以下として分析したが、5℃以下

の場合以外（10℃、3℃、2℃、1℃）についても同様に、木造教室の方が望ましい室温状態

が保たれている傾向が示された（表 2-13 参照）。 

 

   

木造               RC 造 

図 3-80 教室内の室温6と垂直温度差7の分布 

（期間：1/13～2/10 の暖房稼働時間帯） 
 

表 3-71 室温・垂直温度差別の累積時間（期間：1/13～2/10 の暖房稼働時間帯） 

室温 垂直温度差 木造教室 RC 造教室 

全暖房時間 210.0 時間 100% 210.0 時間 100% 

18～20℃ 

10℃以内 29.8 時間 14.2% 23.2 時間 11.0% 

5℃以内 16.7 時間 7.9% 10.3 時間 4.9% 

3℃以内 8.7 時間 4.1% 0.3 時間 0.2% 

2℃以内 2.3 時間 1.1% 0.0 時間 0.0% 

1℃以内 0.7 時間 0.3% 0.0 時間 0.0% 

 

  

                                                        
6
 ここでいう「室温」とは、B（高さ 100cm）、C2,D2（いずれも高さ 120cm）の平均値を指

す 

7 ここでいう「垂直温度差」とは、C1,D1（いずれも天井下 10 cm）と C2,D2（いずれも床上

10 cm）の温度差の平均値を指す 
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（参考）全時間帯（暖房非稼働時間も含む）における温度分布性状 

  

木造               RC 造 

図 3-81 教室内の室温と垂直温度差の分布 

（期間：1/13～2/10 の全時間帯（暖房非稼働時間も含む）） 
 

 

【定点測定の総括】 

前述（※）の通り、暖房設備容量の違いにより木造教室の方が RC 造教室よりも不利にな

るという可能性があったが、木造教室は暖房開始直後の温度上昇性状や、室温分布性状に

おいて RC 造教室より有利な特性を有する傾向が確認された。これは、木造教室の熱容量が

RC 造教室と比較して小さいためであると考えられるが、実際、部材単位での比較では木の

方がコンクリートより熱容量が小さいことが知られており、こうした既知の情報とも符合

する結果となっている。 

ここで、上記の定点測定結果は、本実験の対象校舎の木造・RC 造教室で比較条件が必ず

しも統一されておらず、暖房設備容量や、教室利用スケジュールの違いがあるというよう

に、前提条件が異なることによる影響が含まれており、これらの影響が必ずしも取り除け

たわけではないことに留意する必要がある。こうした前提条件の違いによる影響を排除す

るため、可能な限り条件を統一させた集中測定試験について次節（b.集中測定結果）で詳述

する。 
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 集中測定（2015 年 1 月 31 日（土）に実施） イ）

これまでの定点測定結果は、木造・RC 造教室で比較条件が必ずしも統一されておらず、

特に暖房設備容量の違いや、教室利用スケジュールの違いによる影響が含まれている。こ

うした前提条件の違いによる影響を排除するため、可能な限り条件を統一させた集中測定

試験を実施し、木造校舎と非木造校舎の熱的特性の差異を分析した。 

具体的には、暖房設備については、設備容量による違いの影響を排除するために、ヒー

ターを各教室に持ち込み、同一の発熱量となるよう制御して集中測定試験を実施した。ま

た、生徒の立入等による外乱の影響を排除するため、週末の生徒が不在期間を利用し、教

室を締め切った無人の状態で試験を実施した8。 

ただし、この測定においても断熱性能の差異があるが（木造教室 3.48W/[(㎡・K)]、RC 造

教室 3.64W/[(㎡・K)]）、差異は 5%程度に収まっており、測定結果への影響は小さいと考え

られる。 

■ 測定計画 

 測定対象室は最上階の【非木造 3F 第 2 特別教室】と【木造 2F 環境科学科 1 年】 

（定点測定の分析対象教室と同様） 

 室温立ち上がり試験：ヒーターを持ち込み、温度や加熱量を制御した環境で暖房

立ち上がりまでの温度性状・所要時間を測定し、木造・非木造による差を比較 

 表面温度：サーモグラフィにより、任意時点（昼・夕等）に計測 

    : 壁表面・床表面・天井表面温度を 1 分間隔で計測 

 輻射温度（体感温度）：グローブ温度計により 1 分間隔で計測 

 室設定及び暖房方法 

・暖房方法は設備容量の違いの影響を排除するために、教室の暖房設備は使用せ

ず、発熱量を制御するために電気ヒーターを利用した 

・暖房は、木造教室及び RC 造教室ともに 12 時 45 分に開始し、14 時 45 分に停止

した 

・照明は点灯したままとした 

・カーテンは開けた状態とした 

・設置済みの換気扇（熱交換換気）は停止し、室内空気の換気・撹拌等は実施し

なかった 

 当日の天候：終日曇であった 

 

 

  

                                                        
8 厳密には、測定者が試験状況確認のために 30 分おきに教室内に立ち入っているが、扉の開け閉めを最小限に留めるよ

う配慮しており、測定結果の影響は無視できるものとした。 
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■ 計測機器の設置箇所 

計測機器の設置箇所を以下に示す。各教室に計 9 箇所（下図Ⓐ～Ⓘ）の突っ張り棒を設

置し、教室中心部に近く代表的な温湿度を把握する上で重要となるⒷⒹⒺⒻⒽには高さ

0.0m（床表面）、0.1m、1.0m、1.8m、3.0m（天井）地点にそれぞれ温湿度計と、高さ 1.0m

地点にグローブ温度計を設置し計測を行った。なお、教室中心部から遠く室内の熱の対流

や外部からの影響を受けやすいと考えられるⒶⒸⒼⒾについては上下温度差の測定は行わ

ず、室温の平均値導出に用いる目的で高さ 1.0m 地点に温湿度計を設置し測定を行った。 

 

図 3-82 計測器の設置箇所 

 

 

図 3-83 計測器の設置方法 

グローブ温度計（1.0m）

温湿度計（3.0m）

温湿度計（1.8m）

温湿度計（1.0m）

温湿度計（0.1m）温湿度計（0.0m）

突っ張り棒

天井

床

突っ張り棒

天井

床

温湿度計（1.0m）

設置箇所：Ⓐ、Ⓒ、Ⓖ、Ⓘの場合 設置箇所：Ⓑ、Ⓓ、Ⓔ、Ⓕ、Ⓗの場合
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図 3-84 測定風景（木造 2F 環境科学科 1年） 

 

表 3-72 設置機器の一覧リスト 

機器 

番号 

設置 

箇所 

設置 

高さ 

設置機器  機器 

番号 

設置 

位置 

設置 

高さ 

設置機器 

A Ⓐ 1.0m 温湿度計  F1 Ⓕ 0.0m 温湿度計 

B1 Ⓑ 0.0m 温湿度計  F2 Ⓕ 0.1m 温湿度計 

B2 Ⓑ 0.1m 温湿度計  F3 Ⓕ 1.0m 温湿度計 

B3 Ⓑ 1.0m 温湿度計  F4 Ⓕ 1.0m ｸﾞﾛｰﾌﾞ温度計 

B4 Ⓑ 1.0m ｸﾞﾛｰﾌﾞ温度計  F5 Ⓕ 1.8m 温湿度計 

B5 Ⓑ 1.8m 温湿度計  F6 Ⓕ 3.0m 温湿度計 

B6 Ⓑ 3.0m 温湿度計  G Ⓖ 1.0m 温湿度計 

C Ⓒ 1.0m 温湿度計  H1 Ⓗ 0.0m 温湿度計 

D1 Ⓓ 0.0m 温湿度計  H2 Ⓗ 0.1m 温湿度計 

D2 Ⓓ 0.1m 温湿度計  H3 Ⓗ 1.0m 温湿度計 

D3 Ⓓ 1.0m 温湿度計  H4 Ⓗ 1.0m ｸﾞﾛｰﾌﾞ温度計 

D4 Ⓓ 1.0m ｸﾞﾛｰﾌﾞ温度計  H5 Ⓗ 1.8m 温湿度計 

D5 Ⓓ 1.8m 温湿度計  H6 Ⓗ 3.0m 温湿度計 

D6 Ⓓ 3.0m 温湿度計  I Ⓘ 1.0m 温湿度計 

E1 Ⓔ 0.0m 温湿度計      

E2 Ⓔ 0.1m 温湿度計      

E3 Ⓔ 1.0m 温湿度計      

E4 Ⓔ 1.0m ｸﾞﾛｰﾌﾞ温度計      

E5 Ⓔ 1.8m 温湿度計      

E6 Ⓔ 3.0m 温湿度計      
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■ 分析方針 

測定対象室は最上階の【非木造 3F 第 2 特別教室】と【木造 2F 環境科学科 1 年】にお

いて同条件（同時刻、同一の床面積当たりヒーター発熱量（85W/㎡））で試験を実施する。 

分析にあたっては、前述の「木造施設の室内環境と省エネ省 CO2 に関する仮説」のう

ち、「暖房立ち上がり時の温度上昇性状」、及び「温度分布性状」に着目した分析を実施

し、特に「暖房立ち上がり時の温度上昇性状」からは暖房立ち上がり時間短縮による省

エネ省 CO2 効果を推計した。 

なお、計測結果を分析するにあたり、教室内での温度分布が不均一である可能性を考

慮し、複数箇所での計測結果の平均値を用いる必要がある。次頁以降の集中測定の分析

結果における「室温」「グローブ室温」および「床表面温度」は、以下の算定式に基づき

平均化処理した。 

 

 

 

  

室温(℃) ＝ 設置箇所Ⓐ～Ⓘにおける高さ1.0m地点の温度の平均値

床表面温度(℃) ＝ 設置箇所ⒷⒹⒺⒻⒽにおける床表面（高さ0.0m）の温度の平均値

グローブ室温(℃) ＝ 設置箇所ⒷⒹⒺⒻⒽにおける高さ1.0m地点のグローブ温度の平均値
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■測定結果①：暖房時立ち上がり時の温度上昇性状 

暖房開始後の各教室における室温及びグローブ室温の推移を以下に示す（上図：室温、

下図：グローブ室温）。暖房開始前は、木造教室、RC 造教室ともに室温が概ね等しいが、

暖房開始後は、木造教室の方が RC 造教室よりも温度上昇が速い傾向が見られ、暖房開始 1

時間後の室温上昇は木造教室で 5.7℃上昇、RC 造教室で 4.1℃上昇となった。グローブ温度

においても同様に木造教室の方が温度上昇が速い傾向が見られた。 

上記の集中測定試験の結果、木造教室が暖房立ち上げ時の室温上昇において RC 造教室よ

りも有利であることが示された。 

 

図 3-85 暖房試験時の室温立ち上がり状況（室温） 

 

 

図 3-86 暖房試験時の室温立ち上がり状況（グローブ室温）  
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■測定結果②：暖房時立ち上がり時間の短縮に伴う省エネ省 CO2効果 

 

 
木造校舎 RC造校舎 

床面積当りの発熱量 85W/㎡ 84W/㎡ 

床面積 71 ㎡ 54 ㎡ 

暖房出力 6040W 4530W 

1℃上昇所要時間 9 分 11 分 

2℃上昇所要時間 15 分 22 分 

3℃上昇所要時間 24 分 38 分 

   

室温上昇に必要な 

暖房エネルギー消費量 
木造校舎 RC造校舎 

1℃上昇 13Wh/㎡ 15Wh/㎡ 

2℃上昇 21Wh/㎡ 31Wh/㎡ 

3℃上昇 34Wh/㎡ 53Wh/㎡ 

 

図 3-87 暖房時における消費電力量の比較 

 

暖房の立ち上がりに要する時間が、木造教室の方が RC 造教室と比較して短く、立ち上が

り時間短縮分が省エネ・省 CO2効果として見込まれる結果となった。室温 3℃を上昇させる

ための暖房エネルギー消費量を比較すると、木造教室は RC 造教室に対して約 36％の削減

という結果が得られた。 

集中測定試験においては、測定条件を可能な限り統一しており（暖房設備容量、暖房ス

ケジュール等）、上記の暖房エネルギー削減効果は、主に木造教室の熱容量（蓄熱効果）

が少ないことに起因していると考えられる。 
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■測定結果③：温度分布性状（特に、床表面温度、上下温度分布） 

木造教室は、暖房開始に伴い床表面温度が 1 時間で 2.8℃上昇したのに対し、RC 造教室

の床表面温度の上昇はわずかであり、1 時間で 0.7℃の上昇に留まる。この結果から、暖房

立ち上げ時の床表面温度の上昇、すなわち足元の寒さの解消において、木造教室が RC 造教

室よりも有利であることが示された。 

 

図 3-88 暖房時における床表面温度変化 

 

また、暖房開始 1 時間後における上下温度分布をみると、高さ 0.0m（床表面）、0.1m、1.0m、

1.8m、高さ 3.0m（天井）のいずれの測定位置においても木造教室の方が温度が高い。更に

それぞれの温度差は、1.0m 付近で最も小さく、床・天井に向かうにしたがって大きくなる

傾向がみられることから、床・天井の部材の蓄熱性能や断熱性能の違いが床表面や天井付

近の温度に影響を与えていると解釈できる。 

 

図 3-89 暖房時における上下温度分布（暖房開始 1 時間後（13 時 45 分時点）） 
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（参考）サーモビューアによる教室内の表面温度の様子 

 

 木造教室 RC 造教室 

暖房開始前 

（H27 年 

1 月 31 日 

12 時 15 分） 

  

暖房開始 

1 時間後 

（H27 年 

1 月 31 日 

14 時 30 分） 

  

図 3-90 サーモビューアによる教室内の表面温度の様子 

 

木造教室と RC 造教室について、サーモビューアによる表面温度の状況比較を行った。 

この比較では、同一条件での暖房でありながら、開始から 1 時間を経過すると表面温度

の顕著な差がみられるということがわかる。これは、前述してきているとおり、木造教室

の熱容量がＲＣ造教室と比較して小さいことに起因すると考えられるが、室内表面温度に

その差が顕著に現れることを読み取ることが出来る。 

 

■ 測定結果まとめ 

定点測定結果より、木造教室においては特に暖房開始時の立ち上がりにおいて RC 造教室

より有利な特性を有する傾向が確認された。さらに、暖房設備容量等の条件を可能な限り

統一した集中測定を実施したところ、同様の暖房開始時の立ち上がりにおいて木造教室の

方が有利であるという傾向が確認され、立ち上がり時間の短縮に伴う省エネ省 CO2 効果を

約 36%と推定した。また、木造教室は、RC 造教室よりも床表面温度が暖まりやすく、足元

の寒さが改善され易い特性が示された。 

なお、今回の実験では、木造・内装木質化の学校と非木造･内装非木質化の学校という対

極にあるものを比較することにより、性能の違いがより顕著に現れることを期待したもの

である。RC 造の学校であっても内装を木質化すれば、室温立ち上がり性状や、上下温度分

布が改善される可能性があることに留意する必要がある。 
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 アンケートによる主観評価（平成 27 年 2 月 20 日に実施） ウ）

■ アンケート調査概要 

室内環境や内装木質化等に対する学生の満足度や、学習効率への影響等を評価するため、

国土交通省／知的生産性研究委員会が開発した SAP(Subjective Assessment of Productivity)

の質問項目を参考に、学生へのアンケート調査を実施した。SAP は、オフィスワーカーを

対象にした質問票であるため、高校生向けにアレンジし、さらに木造校舎に関する設問等

を追加した調査票を作成した（次頁以降参照）。 

なお、木造校舎と非木造校舎の両方への在室経験を持つ 2 年生は、木造校舎と非木造校

舎のそれぞれについて調査した。 

 

表 3-73 各学年の教室タイプと配布調査票 

学年 教室 調査票 

1 年生 

(全 119 名) 

木造教室のみ 現在の教室の室内環境を調査 

 

2 年生 

(全 109 名) 

昨年度に RC 造教室、 

今年度から木造教室 

木造・RC 造教室の両方を体験しているため、それ

ぞれの教室における室内環境を調査 

3 年生 

(全 122 名) 

RC 造教室のみ 現在の教室の室内環境を調査 

 



 

148 

 

         下記の項目について、あてはまる番号に○をつけてください。          

1. あなたの現在の学科・性別をお答えください （１つずつに○） 

学科 1. 生物科学科 2. 環境科学科 3. 食農科学科 

性別 1. 男 2. 女  
 

2. 現在使っている教室に満足していますか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 
 

3. 教室の「冬の寒さ」についてご回答ください （１つだけに○） 

1. 寒い 2. やや寒い 3. ちょうどよい 4. やや暑い 5. 暑い 
 

4. 教室の「冬の寒さ」に不満がある場合、不満の原因を教えてください （あてはまるもの全てに○） 

1. 教室全体が寒い 2. 足元が冷えこむ 

3. 暖房をつけてから教室が暖まるまで時間がかかる 4. 暖房機器の周辺が暑い 

5. 暖房機器の温度を調整できない 6. 窓から日射しが当たる 

7. すきま風が寒い 8. その他（                            ） 
 
5. 教室の「夏の暑さ」についてご回答ください （１つだけに○） 

1. 暑い 2. やや暑い 3. ちょうどよい 4. やや寒い 5. 寒い 
 
6. 教室の「湿度」についてご回答ください （１つだけに○） 

1. 湿った感じ 2. やや湿った感じ 3. ちょうどよい 4. やや乾いた感じ 5. 乾いた感じ 
 

7. 教室の「空気環境（におい、ほこりっぽさ等）」に満足していますか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 
 

8. 教室の「音環境（声の聞こえやすさ、外からの騒音の少なさ等）」に満足していますか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 
 
9. 教室の「内装デザイン（壁や床の素材、色づかい等）」に満足していますか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 
 

10. 教室では学習に集中しやすいですか （１つだけに○） 

1. しにくい 2. ややしにくい 3. どちらでもない 4. ややしやすい 5. しやすい 
 

11. 教室を、より学習に集中しやすくするためにどのような改善が必要だと思いますか(あてはまるもの全てに○) 

1. 冬の寒さの改善 2. 夏の暑さの改善 

3. 湿度の改善 4. 空気環境（におい、ほこりっぽさ等）の改善 

5. 音環境（声の聞こえやすさ、騒音の少なさ等）の改善 6. 内装ﾃﾞｻﾞｲﾝ（壁や床の素材、色づかい等）の改善 

7. その他（                                                                  ） 
 

12. 教室ではリラックスしやすいですか （１つだけに○） 

1. しにくい 2. ややしにくい 3. どちらでもない 4. ややしやすい 5. しやすい 

１年生・３年生向け 
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 ① 現在使っている教室（木造校舎）についてお伺いします。             

1.1 あなたの現在の学科・性別をお答えください （１つずつに○） 

学科 1. 生物科学科 2. 環境科学科 3. 食農科学科 

性別 1. 男 2. 女  
 

1.2 現在使っている教室に満足していますか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 
 

1.3 現在の教室の「冬の寒さ」についてご回答ください （１つだけに○） 

1. 寒い 2. やや寒い 3. ちょうどよい 4. やや暑い 5. 暑い 
 

1.4 現在の教室の「冬の寒さ」に不満がある場合、不満の原因を教えてください （あてはまるもの全てに○） 

1. 教室全体が寒い 2. 足元が冷えこむ 

3. 暖房をつけてから教室が暖まるまで時間がかかる 4. 暖房機器の周辺が暑い 

5. 暖房機器の温度を調整できない 6. 窓から日射しが当たる 

7. すきま風が寒い 8. その他（                            ） 
 
1.5 現在の教室の「夏の暑さ」についてご回答ください （１つだけに○） 

1. 暑い 2. やや暑い 3. ちょうどよい 4. やや寒い 5. 寒い 
 
1.6 現在の教室の「湿度」についてご回答ください （１つだけに○） 

1. 湿った感じ 2. やや湿った感じ 3. ちょうどよい 4. やや乾いた感じ 5. 乾いた感じ 
 

1.7 現在の教室の「空気環境（におい、ほこりっぽさ等）」に満足していますか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 
 

1.8 現在の教室の「音環境（声の聞こえやすさ、外からの騒音の少なさ等）」に満足していますか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 
 
1.9 現在の教室の「内装デザイン（壁や床の素材、色づかい等）」に満足していますか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 
 

1.10 現在の教室では、学習に集中しやすいですか （１つだけに○） 

1. しにくい 2. ややしにくい 3. どちらでもない 4. ややしやすい 5. しやすい 
 

1.11 現在の教室を、より学習に集中しやすくするためにどのような改善が必要だと思いますか(あてはまるもの全てに○) 

1. 冬の寒さの改善 2. 夏の暑さの改善 

3. 湿度の改善 4. 空気環境（におい、ほこりっぽさ等）の改善 

5. 音環境（声の聞こえやすさ、騒音の少なさ等）の改善 6. 内装ﾃﾞｻﾞｲﾝ（壁や床の素材、色づかい等）の改善 

7. その他（                                                                  ） 
 

1.12 現在の教室では、リラックスしやすいですか （１つだけに○） 

1. しにくい 2. ややしにくい 3. どちらでもない 4. ややしやすい 5. しやすい 

２年生向け（表面） 
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       ② 1 年生時に使っていた教室（コンクリート校舎）についてお伺いします。      

2.1 当時使っていた教室に満足していましたか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 

 

2.2 当時使っていた教室の「冬の寒さ」についてご回答ください （１つだけに○） 

1. 寒い 2. やや寒い 3. ちょうどよい 4. やや暑い 5. 暑い 

 

2.3 当時使っていた教室の「冬の寒さ」に不満があった場合、不満の原因を教えてください （あてはまるもの全てに○） 

1. 教室全体が寒い 2. 足元が冷えこむ 

3. 暖房をつけてから教室が暖まるまで時間がかかる 4. 暖房機器の周辺が暑い 

5. 暖房機器の温度を調整できない 6. 窓から日射しが当たる 

7. すきま風が寒い 8. その他（                            ） 

 

2.4 当時使っていた教室の「夏の暑さ」についてご回答ください （１つだけに○） 

1. 暑い 2. やや暑い 3. ちょうどよい 4. やや涼しい 5. 涼しい 

 

2.5 当時使っていた教室の「湿度」についてご回答ください （１つだけに○） 

1. 湿った感じ 2. やや湿った感じ 3. ちょうどよい 4. やや乾いた感じ 5. 乾いた感じ 

 

2.6 当時使っていた教室の「空気環境（におい、ほこりっぽさ等）」に満足していましたか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 

 

2.7 当時使っていた教室の「音環境（声の聞こえやすさ、外からの騒音の少なさ等）」に満足していましたか（１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 

 

2.8 当時使っていた教室の「内装デザイン（壁や床の素材、色づかい等）」に満足していましたか （１つだけに○） 

1. 不満 2. やや不満 3. どちらでもない 4. やや満足 5. 満足 

 

2.9 当時使っていた教室では、学習に集中しやすかったですか （１つだけに○） 

1. しにくい 2. ややしにくい 3. どちらでもない 4. ややしやすい 5. しやすい 

 

2.10 当時使っていた教室を、より学習に集中しやすくするためにどのような改善が必要だと思いますか(あてはまるもの全てに○) 

1. 冬の寒さの改善 2. 夏の暑さの改善 

3. 湿度の改善 4. 空気環境（におい、ほこりっぽさ等）の改善 

5. 音環境（声の聞こえやすさ、騒音の少なさ等）の改善 6. 内装ﾃﾞｻﾞｲﾝ（壁や床の素材、色づかい等）の改善 

7. その他（                                                                  ） 
 

2.11 当時使っていた教室では、リラックスしやすかったですか （１つだけに○） 

1. しにくい 2. ややしにくい 3. どちらでもない 4. ややしやすい 5. しやすい 

～ アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました ～ 

２年生向け（裏面） 
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■ 調査結果 

木造教室と RC 造教室の主観調査結果を比較分析するにあたっては、同一の回答者が両方

の教室を体験し、比較可能な状態で両教室についての回答を得ることが望ましい。1 年生及

び 3 年生は木造あるいは RC 造のどちらか一方の教室しか体験していないが、2 年生は両教

室を体験しているため、主に 2 年生に着目して比較分析した。 

 

①教室に対する総合的な満足度 

2 年生に着目すると、RC 造教室に「満足」あるいは「やや満足」と回答した割合は約

16%であるのに対し、木造教室は約 50%を占めており、木造教室の満足度が有意に約 3 倍

高い傾向が見られた（有意水準 5%）。 

 

図 3-91 教室に対する総合的な満足度 
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②冬の室温の感じ方 

RC 造教室を「ちょうどよい」と回答した割合は約 20%であるのに対し、木造教室は約

59%を占めており、木造教室の方が約 3 倍有意に高い傾向が見られた（有意水準 5%）。 

 

図 3-92 冬の室温の感じ方 

③冬の室温への不満要因 

昨年度の RC 造教室では「教室全体が寒い」「足元が冷え込む」「暖房をつけてから教室

が暖まるまで時間がかかる」と回答する割合が高い傾向が見られた。ただし、いずれも有

意差は確認されなかった（有意水準 5%）。 

 
図 3-93 冬の室温への不満要因（複数回答） 
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④夏の室温の感じ方 

夏の室温の感じ方については、木造教室、RC 造教室ともに大きな差は見られなかった。 

 

図 3-94 夏の室温の感じ方 

 

⑤湿度の感じ方 

湿度の感じ方は、RC 造教室を「ちょうどよい」と回答した割合は約 61%であるのに対し、

木造教室では約 50%でやや低い傾向にあるが、有意差は確認されなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-95 湿度の感じ方 
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⑥空気環境（におい、ほこりっぽさ等）への満足度 

空気環境への満足度は、RC 造教室に「満足」あるいは「やや満足」と回答した割合は約

10%であるのに対し、木造教室は約 28%を占めている。木造教室の満足度が約 3 倍高い傾向

が見られたが、有意差はなかった（有意水準 5%）。 

 

 

図 3-96 空気環境への満足度 

 

⑦音環境への満足度 

音環境への満足度については、木造教室、RC 造教室ともに大きな差は見られなかった。 

 

 

図 3-97 音環境への満足度 

  

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1年生 2年生

（今年度）

2年生

（昨年度）

3年生

木造教室 RC造教室

満足

やや満足

どちらでもない

やや不満

不満

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1年生 2年生

（今年度）

2年生

（昨年度）

3年生

木造教室 RC造教室

満足

やや満足

どちらでもない

やや不満

不満



 

155 

 

⑧内装デザインへの満足度 

RC 造教室に「満足」あるいは「やや満足」と回答した割合は約 14%であるのに対し、

木造教室は約 53%を占めており、木造教室の満足度が有意に約 4 倍高い傾向が見られた（有

意水準 5%）。 

 

 

図 3-98 内装デザインへの満足度 

 

⑨集中のしやすさについて 

集中のしやすさについて、RC 造教室で「しやすい」あるいは「ややしやすい」と回答

した割合は約 18%であるのに対し、木造教室は約 41%を占めている。木造教室の満足度が

約 2 倍高い傾向が見られたが、有意差はなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-99 学習への集中しやすさ 
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⑩より学習に集中しやすくするために改善してほしい点 

RC 造教室の「冬の寒さの改善」や「内装デザインの改善」への要望割合が現在の木造教

室よりも高い傾向が見られたが、いずれも有意差はなかった。 

 

図 3-100 より学習に集中しやすくするために改善してほしい点（複数回答） 

⑪リラックスのしやすさについて 

リラックスのしやすさについて、RC 造教室で「しやすい」あるいは「ややしやすい」

と回答した割合は約 20%であるのに対し、木造教室は約 40%を占めている。木造教室の満

足度が約 2 倍高い傾向が見られたが、有意差はなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-101 リラックスのしやすさ 
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■ アンケートによる主観評価まとめ 

木造教室、RC 造教室の両方を体験している 2 年生に着目することにより、木造教室と

RC 造教室への主観的評価の違いが明らかになった。 

各設問を下表の 3 つのグループに整理した。 

 

表 3-74 アンケートによる主観評価のまとめ表 

 

木造教室が高評価（※）となった設問 

〔A〕 
木造教室と RC 造教室

の差がなかった設問 

〔B〕 
統計的に有意 

〔A-1〕 

統計的に有意でない 

〔A-2〕 

設問 ①教室に対する総合的な満

足度 

②冬の室温の感じ方 

⑧内装デザインへの満足度 

 

③冬の室温への不満要因 

・教室全体が寒い 

・足元が冷え込む 

・暖房をつけてから教室が 

 暖まるまで時間がかかる 

⑥空気環境（におい、ほこり

っぽさ等）への満足度 

⑨集中のしやすさについて 

⑩より学習に集中しやすくす

るために改善してほしい点 

・冬の寒さの改善 

・内装デザインの改善 

⑪リラックスのしやすさにつ

いて 

④夏の室温の感じ方 

⑤湿度の感じ方 

⑦音環境への満足度 

（※）ここで、「木造教室が高評価」と判断した基準は以下の２つである。 

（１）設問①⑥⑦⑧で「満足」「やや満足している」、設問⑨⑪で「しやすい」「ややしや

すい」、設問②④⑤で「ちょうどよい」、と回答した割合について、木造教室と RC 造

教室でそれぞれ比較したときに、木造教室の方が RC 造教室よりも 2 倍以上高くなっ

ている 

（２）設問③⑩の各選択肢について回答した割合を、木造教室と RC 造教室でそれぞれ比

較したときに、木造教室における回答割合が RC 造教室のそれよりも 1/2 以下となっ

ている 

 

〔A-1〕の 3 つの項目については、統計的に有意であることも踏まえ、RC 造教室との比

較における木造教室の優位性を訴求する際の有効なポイントとなることを示している。 

〔A-2〕の 5 つの項目については、統計的に有意でなかったが、更なる調査の展開によ

り木造教室の優位性が有意に明らかになる可能性があると考える。特に、「③冬の室温への

不満要因」として木造教室は「教室全体が寒い」や「足元が冷え込む」、「暖房をつけてか

ら教室が暖まるまで時間がかかる」等の訴えが比較的低い傾向であることや、「⑩より学習

に集中しやすくするために改善してほしい点」として木造教室は「冬の寒さの改善」への

要望割合が比較的低い傾向にある点については、不満要因や改善要望が木造教室で低い傾
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向は、前述の集中測定結果等とも一致しており、更なる調査の展開により木造教室の優位

性が有意に明らかになる可能性がある。 

〔B〕の 3 項目についても、④と⑤については本調査が冬期であったことから回答に差

違が見られなかった可能性もあるなど、木造教室の優位性の有無を明らかにするために調

査の工夫が必要であると考えられる。 
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(2) 木造庁舎における検討 

1）測定対象施設 

平成 27 年度は、学校校舎以外の施設（庁舎、オフィスビル等）を対象とし、構造あるい

は内装を木質化することにより、平成 26 年度に高校校舎を対象に検証した暖房の省エネ省

CO2 効果、快適性の改善効果等が得られるかを検討した。 

木造施設と非木造施設を可能な限り同一条件で測定可能なオフィスとして、静岡県浜松

市天竜区役所を測定対象とした。同庁舎は、旧庁舎（RC 造）からの建て替え工事により平

成 24 年 1 月に木造庁舎が竣工した。 

一方、比較対象の非木造施設については、隣接する敷地に立地する天竜区役所南館（RC

造、2 階建）を測定対象とする。 

 

 

図 3-102 浜松市天竜区役所（本館） 外観 

 

 

◆建築概要（木造庁舎）◆ 

・木造軸組工法・一部 RC 造、地上 2 階、延床面積約 4,000 ㎡ 

・木材利用量 142 ㎥（スギ、ひのき） 

・平成 24 年 1 月竣工 
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図 3-103 浜松市天竜区役所（本館） 内観 

 

 

 

図 3-104 本館（木造）の平面図（赤枠が測定対象部屋）  
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図 3-105 浜松市天竜区役所（南館） 内外観 

 

   

 

図 3-106 南館（非木造）の平面図（赤枠が測定対象部屋） 
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表 3-75 木造庁舎・非木造庁舎の測定対象部屋の比較 

 本館（木造庁舎） 南館（非木造庁舎） 

内観 

  

位置 本館 2階（非角部屋） 南館 1階（非角部屋） 

主方位 北 北 

構造 木造軸組工法・一部 RC造 RC 造 

内装 壁：腰壁まで杉板貼、 

腰壁上は石膏ボード+壁紙 

床：カーペット 

天井：石膏ボード 

壁：モルタル壁+壁紙 

床：ピータイル 

天井：石膏ボード 

室面積 33.3 ㎡ 19.1 ㎡ 

方角 北（開口部向き） 北（開口部向き） 

開口部 単窓（ペアガラス、中空層 6mm） 単窓（ペアガラス、中空層 6mm） 

暖房 ビルマルチ及びペレットストーブ 

（吹出口：天井埋め込みカセット型） 

パッケージエアコン 
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2）測定計画 

木造施設の室内環境と省エネ省 CO2に関する仮説 a. 

木造施設は、非木造施設と比べた場合に比べて熱容量が小さい等の特性があり、室内環

境やエネルギー消費量等に下記の影響を及ぼすことが想定されるため、天竜区役所での室

内環境測定を通じて検証していく。 

 暖房立ち上がり時の温度上昇性状 

木造施設は、一般に、RC 造の施設と比較して熱容量が小さいため、外部気温変化

や暖冷房への応答が早い 

⇒冬の朝に暖まりやすいため「暖房立ち上げ時間」が短縮され、省エネ省 CO2効果

が見込まれる。 

 ※ただし、両庁舎の違いは、構造・内装の木質化という点以外にも、室床面積、

開口部大きさ、暖房種類等が異なっており、室温測定時には、これら違いを

可能な限り補正するとともに、測定結果の解釈において留意する。 

 

 室温分布性状 

木造施設は、一般に、RC 造の施設と比較して熱容量が小さいため、室温分布の均

一性が高い 

  

 職員の主観的評価 

木造施設は、上記の室温特性等により、職員の主観的快適性や作業効率等への好

影響がある。 
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測定項目 b. 

測定方法として、（ア）定点測定（コンパクトな計測器を室内に常時設置）、（イ）集中測

定（週末等の職員不在の期間を利用し、温度等を制御して測定）、（ウ）アンケートによる

主観調査（職員にアンケート票配布）の 3タイプを実施する。各測定項目を以下に示す。 

 定点測定（測定期間：平成 28 年 1 月 12 日～2 月 29 日） ア）

 室内の温度・湿度：小型温湿度計測器を常時設置し、5 分間隔で計測 

 輻射温度（体感温度）：小型グローブ温度計を常時設置し 5 分間隔で計測 

 外気温：小型温湿度計測器を常時設置し、5 分間隔で計測 

 

【木造庁舎の会議室】と【RC 造庁舎の会議室】の測定結果を主な比較対象とし、データ

取得期間内において暖房運用時間帯が出来る限り一致する日を抽出し比較する。 

 

■ 計測器の設置個所 

計測器の設置箇所を以下に示す。 

 

 

図 3-107 計測器の設置箇所（木造庁舎の会議室） 

  

■天竜区役所本庁舎（木造）2階23会議室
南側

W36南壁表面温度

④ ③
W④24天井表面温度 W③18天井表面温度

W④23天井下温度 W③17天井下温度

W④22中央温度 W③16中央温度

W④21中央G温度 W③15中央G温度

W④20床上温度 ｗ③14床上温度

W④19床表面温度 W③13床表面温度

W30南温度
W31南G温度

東 西
側 側

W32東温度 W27西温度
W33東G温度 W28西G温度 W35西壁表面温度

W29西湿度

W37東壁表面温度

W25北温度
W26北G温度

　

W①6天井表面温度 W②12天井表面温度

W①5天井下温度 W②11天井下温度

W①4中央温度 ｗ②10中央温度

W①3中央G温度 W②9中央G温度

W①2床上温度 W②8床上温度

W①1床表面温度 W②7床表面温度

① ②
W34ガラス表面

北側

出入口
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図 3-108 計測器の設置箇所（RC 造庁舎の会議室） 

 
 

■ 測定結果 

木造庁舎と RC 造庁舎では、暖房方式がそれぞれ中央制御式エアコンとパッケージエアコ

ンであり、暖房出力や吹き出し口の風速、運用条件（温度設定や利用時間帯）等が異なっ

ているため、単純に「暖房立ち上がり時の温度上昇性状」等を比較することはできない。（「暖

房立ち上がり時の温度上昇性状」の分析は、後述する集中測定で分析をおこなう） 

一方、「上下温度分布」については、暖房開始から時間が経過し概ね定常状態となった時

間帯を抽出することにより、木造と RC 造の違いを分析することが可能と考えられる。そこ

で、定点測定を実施した期間の中から、可能な限り両庁舎で同じタイミングで暖房を開始

し、暖房開始から 1 時間後に中央温度（高さ 120cm 時点の平均温度）が木造と RC 造で概

ね一致する時間帯を抽出し、それぞれの庁舎の上下温度分布を比較分析した。 

上記の条件に合致する時間帯として、1 月 13 日午後の時間帯を抽出した。該当時間帯に

おける温度の推移を次頁に示す。木造庁舎の会議室は、暖房制御方式の都合、温度推移が

安定しないため、上下温度分布を分析するに当たっては、暖房開始 1 時間後から 1 時間半

後までの 30 分間の平均値を用いることとした（RC 造庁舎も同様）。 

■天竜区役所南庁舎（RC）１階会議室
西側
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④ 　 　 ③
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C④21中央G温度 C③15中央G温度

C④20床上温度 C③14床上温度

C④19床表面温度 C③13床表面温度

25中央温度
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側 北
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C①3中央G温度 C②9中央G温度

C①2床上温度 C②8床上温度

C①1床表面温度 C②7床表面温度

① 　 ②

28東壁表面温度

東側

出入口
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図 3-109 木造庁舎の会議室の温度推移（平成 28 年 1 月 13 日） 

 

 

図 3-110 RC 造庁舎の会議室の温度推移（平成 28 年 1 月 13 日） 
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暖房開始 1 時間後から 1 時間半後までの 30 分間（前頁の濃い赤ハッチ部）における、木

造庁舎と RC 造庁舎の会議室の上下温度分布を下記に示す。 

木造庁舎の会議室は、RC 造庁舎の会議室と比べて床表面温度が 2℃程度高い傾向が見ら

れた。これは、木造庁舎の床（コンクリートスラブ＋フローリング（パーティクルボード）

＋カーペット）が、RC 造庁舎の床（コンクリートスラブ＋ピータイル）よりも畜熱量が低

く、暖房により暖まりやすいため、足元の寒さを緩和していることが考えられる。 

 

 
 

図 3-111 上下温度分布（平成 28 年 1 月 13 日、暖房開始 1 時間経過後の 30 分間平均値） 
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 集中測定（平成 28 年 1 月 23 日（土）に実施） イ）

会議室の日常利用による外乱・バイアス（暖房の非定期利用、計測器設置箇所の制約、

職員による内部発熱等）を排除し、定点測定よりも測定条件を可能な限り制御した状態

で、特に暖房時の立ち上がり温度、会議室内の温度分布（平面・上下）データを取得し、

木造庁舎と RC造庁舎の熱的特性の差異を分析した。 

 

 室温立ち上がり試験：ヒーターを持ち込み、温度や発熱量を制御した環境で暖房

立ち上がりまでの温度性状・所要時間を測定し、木造・RC造による差を比較 

 暖房方法は発熱量を制御するために電気ヒーターを利用 

 ⇒室面積、断熱性能等の条件の違いを補正するため、各会議室の熱負荷に比例 

した発熱量（木造：3,300W、非木造 1,500W）を設定した。 

 表面温度： 壁表面・床表面・天井表面温度を 1分間隔で計測 

 輻射温度（体感温度）：グローブ温度計により 1分間隔で計測 

・照明は消灯したままとする 

・設置済みの換気扇（熱交換換気）は停止し、室内空気の換気・撹拌等は実施し

ない 

 当日の天候：終日曇であった 

 

測定対象室は木造庁舎と非木造庁舎において同条件（同時刻、同一の床面積当たりヒ

ーター発熱量）で暖房を実施し、会議室内に等間隔に設置した 1 分毎温度データを基に

両会議室の暖房時における立ち上がり状況及び温度性状を比較検証した。 
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（参考）電気ヒーターの発熱量（木造：3,300W、RC 造：1,500w）の算出根拠 

 室内の各部位（天井、外壁、床等）の面積および熱還流率、及び隣室との温度差等を考

慮した上で熱損失量（室内外で 1℃の温度差がある際に流出する熱量。W/K）を算出し、室

内外の温度差を 15℃に保つために必要となる発熱量（定常負荷）を算出した。定常負荷に、

より早く室内を暖めるために一定の定数（今回は√2）を乗じ、電気ヒータの発熱量を設定

した。 

表 3-76 各庁舎の発熱量計算にあたっての各種前提条件 
 

 
 

 

隣室温度 15

隣室との温度差係数 0.44 暖房温度 22

外気温 6

隣室ー外気 9

暖房ｰ外気 16

0.44

部位面積 熱貫流率 温度差係数 熱損失

L [m] W [m] ｈ [m] A[㎡] U[W/㎡K] H (ー) A･K･H　[W/K] Q　[W/㎡K]

屋根 6.3 5.4 34.0㎡ 0.996 1.00 33.88 0.996

天井

外壁 0.0㎡ 0.354 1.00 0.00 0.000

 

間仕切壁（南）塗壁 4.4 1.5 6.6㎡ 1.957 0.44 5.65 0.166

間仕切壁（南）腰壁 4.4 1.2 5.3㎡ 1.613 0.44 3.73 0.109

間仕切壁（東）塗壁 6.3 1.5 9.5㎡ 1.957 0.44 8.09 0.238

間仕切壁（東）腰壁 6.3 1.2 7.6㎡ 1.613 0.44 5.33 0.157

間仕切壁（西）塗壁 6.3 1.5 9.5㎡ 1.957 0.44 8.09 0.238

間仕切壁（西）腰壁 6.3 1.2 7.6㎡ 1.613 0.44 5.33 0.157

出入り口（南） 1.0 2.7 2.7㎡ 4.0 0.44 4.73 0.139

開口部（北） 5.4 2.7 14.6㎡ 4.65 1.00 67.80 1.993

床 6.3 5.4 34.0㎡ 1.279 0.44 12.81 0.377

換気 6.3 5.4 2.7 91.9㎡ 0.35 0回 0.00 0.000

相当延べ床面積 6.3 5.4 34.0㎡

室全体 257.1㎡ 155.4 4.57

温度差 15

定常負荷 2332

定常負荷×√2 3297 3300 W

■木造庁舎

対象室の熱損失係数

部位 断熱仕様
寸法

隣室温度 18

隣室との温度差係数 0.25 暖房温度 22

外気温 6

隣室ー外気 12

暖房ｰ外気 16

0.25

 

部位面積 熱貫流率 温度差係数 熱損失

L [m] W [m] ｈ [m] A[㎡] U[W/㎡K] H (ー) A･K･H　[W/K] Q　[W/㎡K]

 

天井 4.9 3.9 19.1㎡ 0.898 1.00 17.11 0.898

外壁（北） 4.9 2.56 9.5㎡ 1.719 1.00 16.36 0.859

開口部（北） 1.77 1.65 2.9㎡ 4.65 1.00 13.58 0.713

間仕切壁（南） 4.9 2.56 12.4㎡ 1.222 0.25 3.80 0.199

間仕切壁（東） 3.9 2.56 10.0㎡ 1.222 0.25 3.06 0.161

間仕切壁（西） 3.9 2.56 8.0㎡ 1.222 0.25 2.45 0.129

出入り口（西） 1.0 2 2.0㎡ 6.5 0.25 3.25 0.171

床 4.9 3.9 19.1㎡ 0.808 0.50 12.81 0.672

換気 4.9 3.9 2.56 48.8㎡ 0.35 0回 0.00 0.000

相当延べ床面積 4.9 3.9 19.1㎡

室全体 150.9㎡ 72.4 3.80

温度差 15

定常負荷 1087

定常負荷×√2 1536 1500 W

■RC造庁舎

対象室の熱損失係数

部位 断熱仕様
寸法
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■ 計測機器の設置箇所 

計測機器の設置箇所を以下に示す。各会議室に計 9 箇所の突っ張り棒を設置し、それぞ

れに高さ 0.0m（床表面）、0.1m、1.0m、1.8m、3.0m（天井）地点にそれぞれ温湿度計と、高

さ 1.0m 地点にグローブ温度計を設置し計測を行った。 

 

 
図 3-112 計測器の設置箇所（木造庁舎の会議室） 

 
 

 

■天竜区役所本庁舎（木造）2階23会議室

97 東ホール 99 南廊下 96 1階

南側

④ ③

9 8 7
⑪ ⑫ ⑬

⑪79天井表面温度 85天井表面温度 91天井表面温度
⑪78天井下温度 84天井下温度 90天井下温度
⑪77中央温度 83中央温度 89中央温度
⑪76中央G温度 82中央G温度 88中央G温度
⑪75床上温度 81床上温度 87床上温度
⑪74床表面温度 80床表面温度 86床表面温度

西
側

東
側 印刷室

6 5 4 98
⑧ ⑨ ⑩

⑧61天井表面温度 ⑨67天井表面温度 ⑩73天井表面温度
⑧60天井下温度 ⑨66天井下温度 ⑩72天井下温度
⑧59中央温度 ⑨65中央温度 ⑩71中央温度
⑧58中央G温度 ⑨64中央G温度 ⑩70中央G温度
⑧57床上温度 ⑨63床上温度 ⑩69床上温度
⑧56床表面温度 ⑨62床表面温度 ⑩68床表面温度

　

　

3 2 1
⑤ ⑥ ⑦

⑤43天井表面温度 ⑤49天井表面温度 ⑦55天井表面温度
⑤42天井下温度 ⑤48天井下温度 ⑦54天井下温度
⑤41中央温度 ⑥47中央温度 ⑦53中央温度
⑤40中央G温度 ⑥46中央G温度 ⑦52中央G温度
⑤39床上温度 ⑥45床上温度 ⑦51床上温度
⑤38床表面温度 ⑥44床表面温度 ⑦50床表面温度

① ②

北側 　

出入口
発熱

14：00～18：00
3300W
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図 3-113 計測器の設置箇所（RC 造庁舎の会議室） 

 

  

■天竜区役所南庁舎（RC）１階会議室

93 南側事務室 92 西側休憩室

西側

④ ③

5 4
⑧ ⑨

19 C⑧56天井表面温度 25 C⑨62天井表面温度
20 C⑧55天井下温度 26 C⑨61天井下温度
21 C⑧54中央温度 27 C⑨60中央温度
22 C⑧53中央G温度 28 C⑨59中央G温度
23 C⑧52床上温度 29 C⑨58床上温度
24 C⑧51床表面温度 30 C⑨57床表面温度

発熱

3
南 ⑦

側 13 C⑦50天井表面温度 北
14 C⑦49天井下温度 側
15 C⑦48中央温度
16 C⑦47中央G温度
17 C⑦46床上温度
18 C⑦45床表面温度

2 1
⑤ ⑥

7 C⑤38天井表面温度 1 C⑥44天井表面温度
8 C⑤37天井下温度 2 C⑥43天井下温度

9 C⑤36中央温度 3 C⑥42中央温度
10 C⑤35中央G温度 4 C⑥41中央G温度

11 C⑤34床上温度 5 C⑥40床上温度
12 C⑤33床表面温度 6 C⑥39床表面温度

① ②

東側

出入口
発熱

14：00～18：00
1500W
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■ 測定結果 

暖房時立ち上がり時の温度上昇性状 

木造、RC 造庁舎の両会議室ともに 14 時に同時に暖房のスイッチを入れ、3 時間暖房を継

続した後、17 時に同時に暖房のスイッチを切った。暖房開始後の各庁舎の会議室における

温度（各測定点の平均値）の推移を以下に示す。 

暖房開始時の各室の温度は、中央グローブ（G）温度が木造庁舎で 13.0℃、RC 造庁舎で

13.8℃であり、0.8℃程度 RC 造庁舎が高い状態にあった。同じく、全平均値（各高さの温度

の平均値）は、木造庁舎で 13.2℃、RC 造庁舎で 14.0℃であり、0.8℃程度 RC 造庁舎が高い

状態にあった。この開始時点での両庁舎の温度差は、1℃未満であるため、暖房立ち上がり

性状を分析する上で大きな影響がないと仮定することとした。 

暖房開始後の各室の暖房立ち上がり性状として、暖房開始時と暖房終了時の温度の差分

である上昇温度に着目して分析すると、中央グローブ温度の上昇温度は、木造庁舎で 8.0℃、

RC 造庁舎で 6.2℃で、木造庁舎のほうが上昇温度が高い傾向が得られた。 

 

 

図 3-114 暖房試験時の室温立ち上がり状況 

 

表 3-77 暖房開始時及び終了時の各温度 

木造 床表面温度 中央 G 温度 中央温度 天井表面温度 全平均 

暖房開始時（14 時） 14.2  13.0  13.0  12.9  13.2  

暖房終了時（17 時） 16.7  21.0  20.8  19.7  19.8  

上昇温度 2.5  8.0  7.8  6.8  6.6  

      
RC 造 床表面温度 中央 G 温度 中央温度 天井表面温度 全平均 

暖房開始時（14 時） 14.6  13.8  13.7  14.1  14.0  

暖房終了時（17 時） 17.0  20.0  20.0  19.3  19.5  

上昇温度 2.4  6.2  6.3  5.2  5.5  
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一方、床表面温度の上昇温度は、木造庁舎で 2.5℃、RC 造庁舎で 2.4℃であり、ほぼ変わ

らなかった。定点測定では、暖房時における木造庁舎の会議室の床表面温度は RC 造庁舎の

会議室よりも高い傾向が確認されたが、今回の集中測定では同様の傾向が見られなかった。

この原因として、集中測定で用いたヒーターは高さ 60cm 程度の高さの位置に設置し、さら

に撹拌用のサーキュレータを水平方向に向けて設置したため、ヒーターの温風が床面に行

き渡らなかった可能性が考えられる。 

天井表面温度の上昇温度については、木造庁舎が 6.8℃、RC 造庁舎が 5.2℃であり、木造

庁舎のほうがより暖まりやすい傾向が得られた。これは、木造庁舎と RC 造庁舎の天井は石

膏ボードであるが、木造庁舎のほうがより高い断熱性能の石膏ボードを用いていることが

主な要因と考えられる。（天井の断熱性能の違いは、発熱量の算定に加味している） 

暖房開始後の各庁舎における上昇室温の推移を以下に示す。暖房開始後は、木造庁舎の

方が RC 造庁舎よりも温度上昇が速い傾向が見られ、全平均の温度が 5℃上昇（13～14℃→

18～19℃））に要した時間は、木造会議室が 60 分、RC 造会議室が 93 分となり、暖房立ち

上がり時間の短縮率は 35.5%という結果が得られた。 

 

図 3-115 暖房試験時の室温立ち上がり状況（上昇温度） 

 

表 3-78 測定結果の概要 

 
木造会議室 RC 造会議室 

ヒーター出力 3300W 1500W 

床面積 34.0 ㎡ 19.1 ㎡ 

平均室温 5℃上昇時間 60 分 93 分 

木造の暖房立ち上がり時間短縮率 35.5% 

平均室温 5.5℃上昇時間 80 分 171 分 

木造の暖房立ち上がり時間短縮率 53.2% 
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■ 測定結果まとめ 

定点測定結果より、木造庁舎の会議室においては RC 造庁舎よりも暖房時の上下温度分布

差が少なく、特に床表面温度が高いことから、足元の寒さが緩和される傾向にあることが

示された。ただし、上下温度分布差は、木造、RC 造という構造の違い以外にも、空調機の

送風口の位置や性能の違い等が影響を及ぼしている可能性に留意する必要がある。 

また、暖房条件の違い等による影響を排除するため、電気ヒーターを設置し、室の熱負

荷に応じた発熱量を与え、測定条件を可能な限り統一した集中測定を実施したところ、暖

房開始時の立ち上がりにおいて木造庁舎の会議室の方が早いという傾向が確認され、暖房

立ち上がり時間の短縮率は 35.5%という結果が得られた。 

ただし、今回の測定対象となった木造庁舎および RC 造庁舎の会議室は、構造材や内装材

の違い以外にも、室面積や開口部の仕様等が異なっており、より精緻な検証のためには、

条件が室面積や開口部の仕様等より近い施設での測定が望ましい。 
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 アンケートによる室内環境の主観評価（2 月 8～15 日に実施） ウ）

室内環境や内装木質化等に対する職員の満足度や、作業効率への影響等を評価するため、

国土交通省／知的生産性研究委員会が開発した SAP(Subjective Assessment of Productivity)

の質問項目を参考にした調査票を作成し、職員へのアンケート調査を実施した。 

分析にあたっては、有効回答 143 名のうち、木造庁舎と非木造庁舎の両方での執務経験

を有する職員 34 名に着目し、それぞれの庁舎に対する回答結果について比較分析をおこ

なった。 

 

表 3-79 職員の勤務先庁舎と配布した調査票 

経験している庁舎 回答者数 調査票 

木造庁舎、RC 造庁舎の両

方を経験している職員 

34 名 木造・RC 造庁舎の両方を体験しているため、そ

れぞれの庁舎における室内環境について調査 

木造庁舎のみを経験して

いる職員 

50 名 現在の木造庁舎の室内環境について質問 

 

RC 造庁舎のみを経験して

いる職員 

59 名 現在の RC 造庁舎の室内環境について質問 

 

※太字が今回の主な分析対象 
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■ 調査結果 

木造庁舎と RC 造庁舎の主観調査結果を比較分析するにあたっては、同一の回答者が両方

の庁舎を体験し、比較可能な状態で両執務室についての回答を得ることが望ましい。今回

は、両方の庁舎を経験している職員（34 名）に着目し、両庁舎の室内環境の評価結果を比

較分析した。 

 

①執務室に対する総合的な満足度 

両庁舎を経験した職員に着目すると、RC 造庁舎に「満足」あるいは「やや満足」と回

答した割合は約 9%であるのに対し、木造庁舎は約 62%を占めており、木造庁舎の満足率

が約 7 倍高い傾向が見られた。ただし、有意差は確認されなかった（有意水準 5%）。 

また、RC 造庁舎に「不満」あるいは「やや不満」と回答した割合は約 71%を占めてい

るのに対し、木造庁舎は約 26%を占めており、RC 庁舎の不満率が約 3 倍有意に高い傾向

が見られた。（有意水準 5%） 

 

 

図 3-116 執務室に対する総合的な満足度 
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②冬の室温の感じ方 

RC 造庁舎を「ちょうどよい」と回答した割合は約 21%であるのに対し、木造庁舎は約

50%を占めており、木造庁舎の方が約 3 倍高い傾向が見られた。ただし、有意差は確認さ

れなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-117 冬の室温の感じ方 

③冬の室温への不満要因 

RC 造庁舎では「執務室全体が寒い」「足元が冷え込む」と回答する割合がやや高い傾向

が見られた。ただし、いずれも有意差は確認されなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-118 冬の室温への不満要因（複数回答） 
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④夏の室温の感じ方 

夏の室温の感じ方については、「ちょうどよい」と回答した割合が木造庁舎で約 44%、RC

造庁舎で 32%で、やや木造庁舎の方が多い傾向にあるが、有意差は確認されなかった（有

意水準 5%）。 

 
図 3-119 夏の室温の感じ方 

⑤冬の湿度の感じ方 

冬の湿度の感じ方については、「ちょうどよい」と回答した割合が木造庁舎で約 53%、RC

造庁舎で 44%で、やや木造庁舎の方が多い傾向にあるが、有意差は確認されなかった（有

意水準 5%）。 

  

図 3-120 冬の湿度の感じ方 
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⑥夏の湿度の感じ方 

夏の湿度の感じ方については、「ちょうどよい」と回答した割合が木造庁舎で約 44%、RC

造庁舎で 65%で、木造庁舎の方がやや多い傾向にあるが、有意差は確認されなかった（有

意水準 5%）。 

 

図 3-121 夏の湿度の感じ方 

 

⑥空気環境（におい、ほこりっぽさ等）への満足度 

空気環境への満足度は、RC 造庁舎に「満足」あるいは「やや満足」と回答した割合は約

3%であるのに対し、木造庁舎は約 56%を占めている。木造執務室の満足度が大幅に高い傾

向が見られたが、有意差はなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-122 空気環境への満足度 
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⑦音環境への満足度 

音環境への満足度は、RC 造庁舎に「満足」あるいは「やや満足」と回答した割合は約 24%

であるのに対し、木造庁舎は約 50%で、木造庁舎の方が約 2 倍多い傾向にあるが、有意差

は確認されなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-123 音環境への満足度 

 

⑧内装デザインへの満足度 

内装デザインへの満足度は、RC 造庁舎に「満足」あるいは「やや満足」と回答した割合

は約 6%であるのに対し、木造庁舎は約 68%で、木造庁舎の方が大幅に多い傾向にあるが、

有意差は確認されなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-124 内装デザインへの満足度 
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⑨集中のしやすさについて 

集中のしやすさについては、RC 造庁舎に「しやすい」あるいは「ややしやすい」と回答

した割合は約 15%であるのに対し、木造庁舎は約 62%で、木造庁舎の方が大幅に多い傾向

にあるが、有意差は確認されなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-125 学習への集中しやすさ 

⑩より執務に集中しやすくするために改善してほしい点 

RC 造庁舎の「冬の寒さの改善」や「空気環境の改善」「内装デザインの改善」への要望

割合が現在の木造庁舎よりも高い傾向が見られたが、いずれも有意差はなかった。また、「夏

の暑さの改善」「音環境の改善」については木造庁舎の方が RC 造庁舎よりも改善要望がや

や多かった。これは、木造、RC 造という構造の違い以外にも、空調方式や空間構成（吹抜

け等）による影響も含まれていることも考えられ、解釈には注意が必要である。 

 

図 3-126 より執務に集中しやすくするために改善してほしい点（複数回答） 
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⑪リラックスのしやすさについて 

リラックスのしやすさについては、RC 造庁舎に「しやすい」あるいは「ややしやすい」

と回答した割合は約 18%であるのに対し、木造庁舎は約 38%で、木造庁舎の方が約 2 倍多

い傾向にあるが、有意差は確認されなかった（有意水準 5%）。 

 

図 3-127 リラックスのしやすさ 
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■ アンケートによる主観評価まとめ 

木造庁舎、RC 造庁舎の両方を体験している職員に着目することにより、木造庁舎と RC

造庁舎への主観的評価の違いが明らかになった。 

各設問を下表の 3 つのグループに整理した。 

 

表 3-80 アンケートによる主観評価のまとめ表 

 

木造執務室が高評価（※）となった設問 

〔A〕 

木造執務室と RC 造執

務室の差がなかった設

問 

〔B〕 

統計的に有意 

〔A-1〕 

統計的に有意でない 

〔A-2〕 

設問 ①執務室に対する総合的な

満足度（不満、やや不満

の割合） 

 

②冬の室温の感じ方 

③冬の室温への不満要因 

・執務室全体が寒い 

・足元が冷え込む 

⑦空気環境（におい、ほこり

っぽさ等）への満足度 

⑨内装デザインへの満足度 

⑩集中のしやすさについて 

⑪より執務に集中しやすくす

るために改善してほしい点 

・内装デザインの改善 

⑫リラックスのしやすさにつ

いて 

④夏の室温の感じ方 

⑤冬の湿度の感じ方 

⑥夏の湿度の感じ方 

⑧音環境への満足度 

（※）ここで、「木造庁舎が高評価」と判断した基準は以下の２つである。 

（１）設問①⑥⑦⑧で「満足」「やや満足している」、設問⑨⑪で「しやすい」「ややしや

すい」、設問②④⑤で「ちょうどよい」、と回答した割合について、木造庁舎と RC 造

庁舎でそれぞれ比較したときに、木造庁舎の方が RC 造庁舎よりも 2 倍以上高くなっ

ている 

（２）設問③⑩の各選択肢について回答した割合を、木造庁舎と RC 造庁舎でそれぞれ比

較したときに、木造庁舎における回答割合が RC 造庁舎のそれよりも 1/2 以下となっ

ている 

 

〔A-1〕の項目については、統計的に有意であることも踏まえ、RC 造執務室との比較に

おける木造執務室の優位性を訴求する際の有効なポイントとなることを示している。 

〔A-2〕の 7 つの項目については、統計的に有意でなかったが、更なる調査の展開によ

り木造執務室の優位性が有意に明らかになる可能性があると考える。 

〔B〕の 4 項目についても、④と⑤については本調査が冬期であったことから回答に差

違が見られなかった可能性もあるなど、木造庁舎の優位性の有無を明らかにするために調

査の工夫が必要であると考えられる。  
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3.2 土木分野における木材利用による省エネ省 CO2効果 

3.2.1 丸太打設工事の CO2排出量に関する調査 

 

平成 25 年度は、既往研究成果や土木学会委員ヒアリング等を踏まえて丸太打設工事の標

準モデルを設定し、丸太打設工法と、従来工法のサンドコンパクションパイル工法、セメ

ント混合処理工法を比較した。 

平成 26 年度は金沢市における丸太打設工事（平成 26 年 11 月）、平成 27 年度は八戸市に

おける丸太打設工事（平成 27 年 12 月～平成 28 年 2 月）を取り上げ、現地調査に基づき、

丸太使用量、輸送距離、建機のエネルギー消費量等を調査した。 

なお、比較対象工法として、地盤状態により有効な地盤改良工法は異なるが、一般的な

「サンドコンパクションパイル工法」および「セメント混合処理工法」を取り上げた。 

 

 
 

 

図 3-128 飛島建設による丸太打設工事の様子（金沢市、平成 26 年 11 月撮影）  
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図 3-129 飛島建設による丸太打設工事の様子（八戸市、平成 27 年 12 月撮影） 
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(1) ライフサイクルフロー図 

 

 

表 3-81 試算の前提条件 

ライフサイクル 項目 設定条件 

原料調達 利用する原材料の種類 金沢市工事：カラマツ（長野県産） 

八戸市工事：スギ（青森県産） 

（構造体ではないため、強度条件は特

に求められず、樹種や主伐材/間伐

材は特に問わない） 

木材以外に用いる資材 特になし 

生産 加工処理（切削、乾燥、防

腐処理等）及び燃料等のエ

ネルギー消費量等 

切削：皮むき程度 

乾燥：特になし 

防腐処理：特になし 

維持・管理 維持管理による資材・エネ

ルギー投入量、頻度 

特になし 

解体・廃棄 解体・廃棄方法 考慮しない（打設した丸太を構造材で

はなく地盤改良材と位置付ける） 

耐用年数 半永久的に地中に固定されると想定 

 

  

原料調達 生産 流通 建設 廃棄

植栽 育成 伐採 輸送 加工 輸送 建設 廃棄

施設
建設

調査対象外

考慮不要
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(2) 標準工事仕様の設定 

 

表 3-82 試算の前提条件 

項目 単位 

(H27 年度) 

八戸市の 

丸太打設 

工事 

(H26 年度) 

金沢市の 

丸太打設 

工事 

(参考)H25 年度の標準ケーススタディ 

丸太打設 

サンドコ

ンパクシ

ョンパイ

ル工法 

セメント 

混合処理 

工法 

パイル長さ m 最深 5.9 4 8 8 8 

地盤改良面積 ㎡ 1,800 225.4 500 500 500 

ピッチ間隔 m 0.55 0.55 0.50 1.60 1.34 

パイル径 m 0.15 0.14 0.17 0.70 - 

断面積 ㎡ - - - - 1.50 

改良率 - 0.1 0.1 0.15 0.15 0.84 

セメント含有量 t/㎥ - - - - 0.10 

生産施設～建設現場 

間の輸送距離 
km 100 150 50 50 50 

原材料使用

量 

砂 ㎡ - - - 848 - 

セメント t - - - - 368 

丸太 ㎥ 451.7 58.4 586 - - 

燃料消費量 

（軽油） 

建設機材 ℓ 97 - - 417 1,701 

発電機 ℓ 1,259 47 - 3,581 14,732 

コンプレ

ッサー 
ℓ - - - 1,527 - 

ホイール

ローダー 
ℓ - - - 558 - 

バックホ

ウ 
ℓ 274 35.6 5,865 - 3,157 

杭打機 ℓ 12,810 433 - - - 

総計 ℓ 14,440 516 5,865 6,083 19,590 
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(3) インベントリデータの収集 

カーボンフットプリント・コミュニケーションプログラム（CFP）のデータベースから、

該当するインベントリデータを収集した。 

 

表 3-83 試算の前提条件 

 

  

項目 対象プロセス 数値 単位 出典 

資材製造 丸太 
（種）～育成～ 

伐採～輸送 
3.37 kg-CO2eq/㎥ 

CFP データベース 

（からまつ（丸太）） 

輸送 
トラック 

輸送 
輸送 0.185 kg-CO2eq/t・km 

CFP データベース 

（トラック輸送（4 トン

車：積載率 100%）） 

建設 軽油 

原油採取～分留

～石油精製～燃

焼 

2.77 kg-CO2eq/ℓ 

CFP データベース（軽

油）、温対法に基づく排出

係数 
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(4) LCA 比較の実施 

積み上げ法により、（2）で設定した標準工事仕様を基に部材使用量を積算し、（3）で収

集したインベントリデータを乗じることによって LCA 比較を実施した。 

 

表 3-84 各工事の LCCO2 排出量の算出 

 

 

  

■ 八戸市における丸太打設工事（H27年度）

資材製造 丸太 452 ㎥ × 3.37 kg-CO2eq/㎥ → 1,523 kg-CO2eq
継ぎ材（丸鋼） 1,159 kg × 1.79 kg-CO2eq/kg → 2,074 kg-CO3eq

輸送 トラック輸送 14,012 t・km × 0.185 kg-CO2eq/t・km → 2,592 kg-CO2eq
建設 軽油 14,440 ℓ × 2.772 kg-CO2eq/ℓ → 40,028 kg-CO2eq

46,217 kg-CO2eq

■ 金沢市における丸太打設工事（H26年度）

資材製造 丸太 58 ㎥ × 3.37 kg-CO2eq/㎥ → 197 kg-CO2eq
輸送 トラック輸送 4,643 t・km × 0.185 kg-CO2eq/t・km → 859 kg-CO2eq
建設 軽油 516 ℓ × 2.772 kg-CO2eq/ℓ → 1,430 kg-CO2eq

2,486 kg-CO2eq

■ 丸太打設の標準モデル工事（H25年度）

資材製造 丸太 586 ㎥ × 3.37 kg-CO2eq/㎥ → 1,975 kg-CO2eq
輸送 トラック輸送 15,529 t・km × 0.185 kg-CO2eq/t・km → 2,873 kg-CO2eq
建設 軽油 5,865 ℓ × 2.772 kg-CO2eq/ℓ → 16,258 kg-CO2eq
合計 21,105 kg-CO2eq

■サンドコンパクションパイル工法（H25年度）

資材製造 砂 848 ㎥ × 11.798 kg-CO2eq/㎥ → 10,005 kg-CO2eq
輸送 トラック輸送 72,080 t・km × 0.185 kg-CO2eq/t・km → 13,335 kg-CO2eq
建設 軽油 6,083 ℓ × 2.772 kg-CO2eq/ℓ → 16,862 kg-CO2eq
合計 40,202 kg-CO2eq

■セメント混合処理工法（H25年度）

資材製造 セメント 368 t × 882 kg-CO2eq/t → 324,576 kg-CO2eq
輸送 トラック輸送 18,400 t・km × 0.185 kg-CO2eq/t・km → 3,404 kg-CO2eq
建設 軽油 19,590 ℓ × 2.772 kg-CO2eq/ℓ → 54,303 kg-CO2eq
合計 382,283 kg-CO2eq

項目 使用量・消費量 原単位 CO2排出量

項目 使用量・消費量 原単位 CO2排出量

合計

項目 使用量・消費量 原単位 CO2排出量

項目 使用量・消費量 原単位 CO2排出量

項目 使用量・消費量 原単位 CO2排出量

合計
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図 3-130 地盤改良工法別の LCCO2 排出量の比較 

 

八戸市と金沢市における丸太打設工事の CO2 排出量を比較すると、八戸市の改良面積当

たり CO2 排出量は 25.7kg-CO2eq/㎡、金沢市は 11.0 kg-CO2eq/㎡となった。八戸市の方が排

出量が多かった原因として、八戸市では改良深度が最深 5.9m（金沢市は 4.0m）で、1 箇所

につき丸太が 2 本必要になった点や、中継ぎのために丸鋼を用いた点、地中に丸太の打設

を阻害する遮蔽物（過去の港湾埋立時の廃棄物等）があり打設用重機の稼働時間が長くな

った点などが挙げられる。 

また、平成 25 年度に検討した標準工事仕様における丸太打設工事は 42.2kg-CO2eq/㎡と、

八戸市、金沢市よりも排出量が大きいが、これは改良深度が 8m、ピッチ感覚が 0.5m であ

り、より深く、高密度に地盤改良工事を実施したことに起因する。 

いずれの丸太打設工法においても、比較対象工法であるサンドコンパクションパイル工

法、およびセメント混合処理工法のいずれと比較しても、丸太打設工事の方が CO2 排出量

が少ない結果が得られた。 
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3.2.2 木製遮音壁の CO2排出量に関する調査 

(1) 群馬県の木製遮音壁 

木製遮音壁は、ログパイプタイプ、枕木タイプ、テクスチャー加工タイプ等が製品化さ

れており、今回は最も普及が進んでいるログパイプタイプを調査対象とした。比較対象と

しては、同等の性能（遮音性能等）を有するコンクリート遮音壁を対象とした。 

標準工事仕様、各種データ等については、群馬県林業試験場 木材係 町田初男独立研究

員へのヒアリングを通じて収集・整理した。 

 

 
図 3-131 群馬県の木製遮音壁（ログタイプ） 

1）ライフサイクルフロー図 

 
図 3-132 木製遮音壁のライフサイクルフロー 

 

 

 

  

原料調達 生産 流通 建設 使用・維持管理 廃棄・リサイクル

植栽 育成 伐採 輸送 加工 乾燥 輸送 建設 管理 改修 解体 輸送 廃棄

ｴﾈﾙｷﾞｰ
利用施設

建設
施設
建設

原料
調達 調査対象外

×××

調査対象外 調査対象外

×
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表 3-85 試算の前提条件 

ライフサイクル 項目 設定条件 

原料調達 利用する原材料の種類 スギが一般的。長野県ではカラマツ 

木材以外に用いる資材 基礎コンクリ、鉄柱（H 鋼） 

生産 加工処理（切削、乾燥、防

腐処理等）及び燃料等のエ

ネルギー消費量等 

・切削：140mm 径をφ120mm 

・乾燥：天日乾燥（6～12 カ月） 

・防腐処理：ナフテン酸塩を加圧注入

（m3 当り 340～400kg） 

維持・管理 維持管理による資材・エネ

ルギー投入量、頻度 

特になし 

（近隣の植栽の手入れ程度） 

解体・廃棄 解体・廃棄方法 産業廃棄物として処理 

（平成初期の頃のCCA防腐剤使用タイ

プは燃焼不可） 

耐用年数 20 年程度（実績ﾋｱﾘﾝｸﾞに基づく） 

その他 比較対象となる工法等 コンクリート遮音壁（高さ約 1m） 

2）システム境界の設定 

（1）で整理したライフサイクルフロー図を基に、木材利用時と非木材利用時において取

り扱う範囲が同一となるよう、分科会での協議を通じてシステム境界を設定する。 

3）標準工事仕様の設定 

木製遮音壁に関する標準仕様設定について、ヒアリングや文献調査等を通じて設定した。 
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図 3-133 群馬県における木製遮音壁（ログタイプ）の仕様 

 

 

表 3-86 試算の前提条件 

項目 木製 コンクリ製 

耐用年数 20 年 40 年 

支柱間隔 4m 4m 

LCCO2 の機能単位 遮音壁 1m 

壁の材料 丸太（スギ） 0.102 m3/m ― 

鉄筋コンクリート ― 0.120 m3/m 

276 kg/m 

支柱の材料 H 鋼 0.0007 m3/m 0.0007 m3/m 

基礎 鉄筋コンクリート 0.048 m3/m 0.048 m3/m 

施工用機械の燃料（軽油） - - 
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4）インベントリデータの収集 

下記の既往文献・データベースや、ヒアリング、他分科会成果等により温室効果ガスイ

ンベントリデータを収集した。 

 

 MiLCA（産業環境管理協会） 

 カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 基本データベース

ver. 1.01 (国内データ)  

 社会資本の LCA にかかるインベントリーデータ（土木学会） 

5）LCA 比較の実施 

積み上げ法により、3）で設定した標準工事仕様を基に部材使用量を積算し、4）で収集

したインベントリデータを乗じることによって LCA 比較を実施した。 

 

表 3-87 遮音壁の LCCO2 排出量の比較 

 

 

■木製遮音壁

防腐処理木材 0.102 m3 × 106 kg-CO2/m3 → 11 kg-CO2

H鋼 0.001 m3 × 11,954 kg-CO2/m3 → 8 kg-CO2

鉄コン 0.048 m3 × 577 kg-CO2/m3 → 28 kg-CO2

ボルト・ナット 1.504 kg × 1.76 kg-CO2/kg → 3 kg-CO3

防腐処理木材 1.938 t・km × 0.158 kg-CO2/km・t → 0 kg-CO3

H鋼 0.275 t・km × 0.158 kg-CO3/km・t → 0 kg-CO4

鉄コン 5.760 t・km × 0.158 kg-CO4/km・t → 1 kg-CO5

建設 軽油 ℓ × 2.932 kg-CO2/ℓ → 0 kg-CO2

51 kg-CO2

環境省：算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧

■コンクリート遮音壁

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ 0.120 m3 × 577 kg-CO2/m3 → 69 kg-CO1

鉄コン 0.048 m3 × 262 kg-CO2/m3 → 13 kg-CO2

H鋼 0.001 m3 × 11,954 kg-CO2/m3 → 8 kg-CO2

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ 14.400 t・km × 0.158 kg-CO2/km・t → 2 kg-CO3

鉄コン 5.760 t・km × 0.158 kg-CO3/km・t → 1 kg-CO4

H鋼 0.275 t・km × 0.158 kg-CO4/km・t → 0 kg-CO5

燃料 軽油 ℓ × 2.932 kg-CO2/ℓ → 0 kg-CO2

93 kg-CO2

CO2排出量

合計

項目 使用量・消費量 原単位 CO2排出量

項目 使用量・消費量

資材製造

輸送

合計

原材料

原単位

輸送

■木製遮音壁

防腐処理木材 0.102 m3 × 106 kg-CO2/m3 → 11 kg-CO2

H鋼 0.001 m3 × 11,954 kg-CO2/m3 → 8 kg-CO2

鉄コン 0.048 m3 × 577 kg-CO2/m3 → 28 kg-CO2

ボルト・ナット 1.504 kg × 1.76 kg-CO2/kg → 3 kg-CO3

防腐処理木材 1.938 t・km × 0.158 kg-CO2/km・t → 0 kg-CO3

H鋼 0.275 t・km × 0.158 kg-CO3/km・t → 0 kg-CO4

鉄コン 5.760 t・km × 0.158 kg-CO4/km・t → 1 kg-CO5

建設 軽油 ℓ × 2.932 kg-CO2/ℓ → 0 kg-CO2

51 kg-CO2

環境省：算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧

■コンクリート遮音壁

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ 0.120 m3 × 577 kg-CO2/m3 → 69 kg-CO1

鉄コン 0.048 m3 × 262 kg-CO2/m3 → 13 kg-CO2

H鋼 0.001 m3 × 11,954 kg-CO2/m3 → 8 kg-CO2

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ 14.400 t・km × 0.158 kg-CO2/km・t → 2 kg-CO3

鉄コン 5.760 t・km × 0.158 kg-CO3/km・t → 1 kg-CO4

H鋼 0.275 t・km × 0.158 kg-CO4/km・t → 0 kg-CO5

燃料 軽油 ℓ × 2.932 kg-CO2/ℓ → 0 kg-CO2

93 kg-CO2

CO2排出量

合計

項目 使用量・消費量 原単位 CO2排出量

項目 使用量・消費量

資材製造

輸送

合計

原材料

原単位

輸送

■ 木製遮音壁

■ コンクリート遮音壁
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図 3-134 遮音壁の LCCO2 排出量の比較 
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(2) 長野県の木製遮音壁 

平成 26 年度においては、群馬県同様に木製遮音壁の研究開発・導入が進められている「長

野県」における木製遮音壁を対象に LCA 調査を実施した。 

長野県では、県産カラマツを用いた木製遮音壁の開発が進んでおり、近年では、中央自

動車道の伊那 IC（長野県）に新たな木製遮音壁が平成 26 年に設置され、高速道路から発生

する音が側道や周辺地域に届かないよう遮っている。（下写真参照）。 

 

  

図 3-135 長野県における木製遮音壁の施工例（中央自動車道の伊那 IC） 

 

 

 

図 3-136 長野県における木製遮音壁の外観（上：円柱仕様、下：角材仕様） 

出典：土木学会「シンポジウム：これからの遮音壁を考える」2014 年 10 月 

 

  

伊那 IC 

側道 



 

199 

 

1）対象とするプロセスおよび設定条件 

調査対象とするプロセスおよび設定条件を以下に示す。設定条件は、長野県林業総合セ

ンターへのヒアリングを通じて設定した。 

なお、建設段階および廃棄段階は、LCCO2 排出量に占める割合が少なく、また、木製お

よびコンクリート製で大きな差が見られないことが想定されるため、システム境界外とし

た。 

 

 

表 3-88 各プロセスの設定条件 

プロセス 項目 設定条件 

原料調達 利用する原材料の種類 カラマツ 

木材以外に用いる資材 基礎コンクリ、鉄柱（H 鋼） 

生産 加工処理（切削、乾燥、防

腐処理等）及び燃料等のエ

ネルギー消費量等 

部材段階でインサイジング加工をした

後、CuAz（銅・アゾール化合物系で、

低毒性の環境配慮型木材防腐剤）の加圧

注入を実施。注入後の乾燥は、天然乾燥

している 

維持・管理 維持管理による資材・エネ

ルギー投入量、頻度 

特になし 

解体・廃棄 解体・廃棄方法 産業廃棄物として処理 

耐用年数 20 年及び 30 年 

（ヒアリングや実績値に基づく） 

 

 

■ 木製遮音壁の耐用年数について 

木製遮音壁は 1980 年代に開発されて以降、長野県、群馬県等の各地で導入が進められて

いるが、比較的新しい製品のため、耐用年数に関する評価は確立されていない。 

事業者ヒアリングにより、これまでの導入実績から 20 年程度の耐用年数は担保されてい

ることを確認した。 

一方、長野県林業総合センター山内らが、1985 年に長野県で施工され、現在も使用され

ている木製遮音壁を対象に性能試験（遮音性能試験）を実施した結果、隙間に対する若干

原料調達 生産 流通 建設 使用・維持管理 廃棄・リサイクル

植栽 育成 伐採 輸送 加工 乾燥 輸送 建設 管理 改修 解体 輸送 廃棄

ｴﾈﾙｷﾞｰ
利用施設

建設
施設
建設

原料
調達 調査対象外

×××

調査対象外 調査対象外

×
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の補修工事（粘土等で隙間をふさぐ）ことにより木製遮音壁の設置基準を満たしているこ

とが明らかになった。 

以上の事業者ヒアリング及び性能試験結果を踏まえ、木製遮音壁の耐用年数として、20

年及び 30年を設定し、それぞれの場合における LCA 試算を実施することとした。 

さらに、木製遮音板は塩化カルシウム等の融雪剤にも強いため、降雪地帯では、耐用年

数が必ずしもコンクリート製より不利になるとは限らない点にも留意する。 
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（参考）設置後約 30 年経過したカラマツ製遮音壁の音響性能 

出典：長野県林業総合センター山内ら、第 66 回日本木材学会大会、2016 年 3 月 
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2）標準工事仕様の設定 

木製遮音壁に関する標準仕様設定について、ヒアリングや文献調査等を通じて設定した。 

長野県では、遮音型木製遮音壁として円柱材仕様と角材仕様の 2 種類が開発されており、

角材仕様が円柱材仕様よりも機能単位あたり木材使用量が 3 割程度少ない。 

 
図 3-137 長野県における木製遮音壁（遮音タイプ）の仕様 

 

 

表 3-89 標準工事仕様の設定条件 

項目 
木製 

コンクリ製 
円柱材仕様 角材仕様 

耐用年数 20 年及び 30 年 40 年 

（H 鋼、基礎コンクリート部は 40 年で共通） 

支柱間隔 4m 

LCCO2の機能単位 延長 1m 

壁の材料 木材（カラマツ） 0.206 ㎥/m 0.143 ㎥/m － 

PC コンクリート － － 0.120 ㎥/m 

ボルト・ナット 0.002t/m 0.002t/m － 

支柱の材料 H 鋼 0.018t/m 

基礎 コンクリート 0.12 ㎥/m 
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3）インベントリデータの収集 

下記の既往文献・データベース等により GHG インベントリデータを収集した。 

 

表 3-90 収集したインベントリデータ 

項目 対象プロセス 数値 単位 出典 

資材製造 

防腐処理木材 
資源採取～ 

製品製造 
106  kg-CO2eq/㎥ 

CFP データベース 

（防腐処理木材） 

H 鋼 
資源採取～ 

製品製造 
746  kg-CO2eq/t 

CFP データベース 

（型鋼） 

コンクリート

（基礎部） 

資源採取～ 

製品製造 
346  kg-CO2eq/㎥ 

CFP データベース 

（生コンクリート） 

PC コンクリー

ト（遮音板） 

資源採取～ 

製品製造 
577  kg-CO2eq/㎥ 

CFP データベース 

（生コンクリート、鉄

筋）を基に推定 

ボルト・ナット 
資源採取～ 

製品製造 
2,190  kg-CO2eq/t 

CFP データベース 

（ボルト・ナット） 

輸送 トラック輸送 輸送 0.185  kg-CO2eq/t・km 

CFP データベース 

（トラック輸送（4 トン

車：積載率 100%）） 
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4）LCA 比較の実施 

積み上げ法により、（3）で設定した標準工事仕様を基に部材使用量を積算し、（4）で収

集した GHG インベントリデータを乗じることによって LCA 比較を実施した。 

 
図 3-138 各種遮音壁の LCCO2排出量の比較 

 

木製遮音壁は、円柱材・角材ともに CO2 排出量がコンクリート遮音壁よりも低く、耐

用年数が 20 年の場合はそれぞれ 12%、23%、30 年の場合はそれぞれ 27%、34%の削減効

果を見込める結果となった。 

また、コスト面においては、初期費用や更新費用等の増額があるものの、木製遮音壁

自体が景観に優れているため、コンクリート製遮音壁等と異なりその前後に植栽をする

必要がなく、枝打ち・落葉回収・草刈り等の活動に伴う CO2 排出量および維持管理費を

軽減可能であるとの指摘もある9。 

 

  

                                                        
9 出典：公開シンポジウム「これからの遮音壁について考える」2014 年 10 月、 

    長野県林業総合センター柴田直明 

木製遮音壁

（円柱材）

木製遮音壁

（角材）

木製遮音壁

（円柱材）

木製遮音壁

（角材）

コンクリート

遮音壁

耐用年数20年 耐用年数30年 耐用年数40年

輸送 0.06 0.06 0.05 0.05 0.06

資材製造 2.72 2.38 2.27 2.05 3.10

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

C
O

2
排

出
量

（
C

O
2

e
q

/m
/年

）

12%減 23%減 27%減
34%減



 

206 

 

3.2.3 木製ガードレールの CO2排出量に関する調査 

長野県における 2 種類の木製ガードレールのライフサイクル GHG（CO2、CH4、N2O）排

出量を評価し、鋼製ガードレールや鋼製ガードパイプとの比較を行った。 

(1) 対象ガードレール 

評価対象としたガードレール（図 3-139）は，実車衝突試験に合格した路側用土中用 C

種とし、長野県内だけでなく全国展開している信州 1 号型木製ガードレール（木製 1 号

型）、長野県内で施工実績が最も多い信州 3 号型木製ガードレール（木製 3 号型）、一般

的な鋼製ガードレール、近年施工実績が増えている景観へ配慮した鋼製ガードパイプの 4

種類とした。 

 

 

図 3-139  対象ガードレール 

(2) ライフサイクル過程 

ライフサイクル過程（図 3-140）は、原材料調達、生産、施工、維持管理、廃棄を対象

とした。木製ガードレールの生産過程では、長野県の実態に即して、木ビームに防腐処

理を行わず塗装（1 号型：水系合成樹脂塗料，3 号型：油性塗料）のみを行う無処理ケー

スと、防腐剤（ACQ）の加圧注入を行う防腐処理ケースの 2 つを想定した。維持管理過

程では、耐用年数経過後に木ビームの交換（木ビームの原材料調達・生産・施工）を行

うこととした。なお、耐用年数については、長野県林業総合センターおよび建材メーカ

ーN 社へのヒアリング調査により、木製の無処理ケースを 10 年、木製の防腐処理ケース

を 20 年、鋼製を 40 年と設定した。また、廃棄過程については、廃木ビームをチップ化

しチップボイラーへの燃料利用による重油ボイラーの代替を想定し、発熱量ベースでチ

ップの A 重油代替量を算定した。エネルギー利用効率は、チップボイラーを 77.5%、重

油ボイラーを 88.5%（森のエネルギー研究所「木質バイオマスボイラー導入指針」2012）

木製1号型 木製3号型

鋼製ガードレール 鋼製ガードパイプ鋼製ガードパイプ
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とした。なお、チップの燃焼による CO2 の排出は、カーボンニュートラルの概念を適用

し対象外としたが，CH4と N2O は対象に含めた。 

 

図 3-140 ライフサイクル過程 

 

(3) 施工条件および材料・燃料使用量 

 各ガードレールの施工条件と 1m 当たりの材料・燃料使用量を表-1 に示した。木製 1 号型・

3 号型は長野県林業総合センターおよび建材メーカーK 社から、鋼製ガードレール・ガード

パイプは建材メーカーN 社からそれぞれデータを収集した。 

 

表 3-91 施工条件と 1m 当たりの材料・燃料使用量 

 

原材料調達 生産 施工 維持管理

育林（地拵え
～保育間伐）

伐採（択伐）
木ビーム

生産
防腐処理

施工
木ビーム

交換

資源採取 支柱生産

廃棄

廃木ビーム
燃料利用

資源採取 接合具生産

資源採取 燃料生産

資源輸送

資源輸送

資源輸送

塗装

資源採取 資源輸送
鋼ビーム

生産

無処理 防腐処理 無処理 防腐処理

支柱の間隔 m 4.000 4.000 2.000 2.000 4.000 3.000

ビームの材料 - 鋼材 鋼材

ビームの口径 m 0.180 0.180 0.180 0.180 - -

耐用年数 年 10 20 10 20 40 40

構造用炭素鋼鋼管 kg 6.760 6.760 - - 6.719 9.295

コンクリート kg - - 59.271 59.271 - -

普通鋼棒鋼 kg - - 7.695 7.695 - -

樹脂系粉体塗料 kg 0.049 0.049 - - 0.049 0.069

亜鉛めっき kg 0.109 0.109 - - 0.108 0.151

ボルト類（鋼材） kg 1.334 1.334 1.367 1.367 0.322 0.739

インナースリーブ（鋼材） kg 0.414 0.414 - - - 1.028

プラケット（鋼材） kg 0.640 0.640 - - 0.239 0.430

連結プレート（鋼材） kg - - 0.656 0.656 - -

樹脂系粉体塗料 kg 0.008 0.008 - - 0.004 0.128

木ビーム m3 0.025 0.025 0.053 0.053 - -

防腐剤（ACQ） kg - 0.607 - 0.474 - -

水系合成樹脂塗料 kg 0.093 - - - - -

油性塗料 kg - - 0.122 - - -

鋼ビーム kg 13.245 13.245 - - 8.273 8.409

樹脂系粉体塗料 kg 0.221 0.221 - - 0.190 0.115

燃料使用量 L 0.202 0.202 0.960 0.960 0.202 0.271

鋼ビーム

軽油

木製1号型 木製3号型

施工条件

材料使用量

支柱

接合具

木ビーム

鋼製ガー
ドレール

鋼製ガー
ドパイプ

スギ半割材 カラマツ丸棒材

単位
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(4) GHG 排出量の評価方法 

  各ガードレールの材料・燃料使用量（表 3-91）に GHG 排出量原単位を乗じることによってライフサイクル GHG 排出量を評価した。 

表 3-92 GHG 排出量原単位 

 

 

単位 CO2 CH4 N2O GHG 評価範囲 データソース

構造用炭素鋼の生産 kg-CO2-eq/kg 1.8040 0.0324 0.0104 1.8468 資源採取～炭素鋼生産 MiLCA

コンクリートの生産 kg-CO2-eq/kg 0.1180 0.0012 0.0004 0.1196 資源採取～生コンクリート生産 MiLCA

普通鋼棒鋼の生産 kg-CO2-eq/kg 0.8604 0.0089 0.0079 0.8772 資源採取～棒鋼生産 MiLCA

樹脂系粉体塗料の生産 kg-CO2-eq/kg 5.2540 0.1687 0.2992 5.7219 資源採取～塗料生産 MiLCA

亜鉛めっきの加工 kg-CO2-eq/kg 0.2890 0.0037 0.0068 0.2995 資源採取～めっき加工 MiLCA

ボルトの生産 kg-CO2-eq/kg 2.3210 0.0390 0.0205 2.3804 資源採取～ボルト生産 MiLCA

インナースリーブの生産 kg-CO2-eq/kg 2.3200 0.0376 0.0444 2.4020 資源採取～鋼板生産 MiLCA

プラケットの生産 kg-CO2-eq/kg 2.3200 0.0376 0.0444 2.4020 資源採取～鋼板生産 MiLCA

連結プレートの生産 kg-CO2-eq/kg 2.3200 0.0376 0.0444 2.4020 資源採取～鋼板生産 MiLCA

樹脂系粉体塗料の生産 kg-CO2-eq/kg 5.2540 0.1687 0.2992 5.7219 資源採取～塗料生産 MiLCA

丸太の生産 kg-CO2-eq/m3 5.8300 0.2390 0.0498 6.1188 育林～択伐（利用間伐） 一重ら (2013)

木ビームの加工 kg-CO2-eq/m
3 10.8046 0.0802 0.3200 11.2048 丸太からビーム加工の電力消費 K社ヒアリング

木ビームの防腐処理 kg-CO2-eq/m
3 19.7167 0.1464 0.5839 20.4470 ビーム防腐処理の電力消費 L社ヒアリング

防腐剤（ACQ）の調達 kg-CO2-eq/kg - - - 6.3077 防腐剤（ACQ）調達 P社ヒアリング

水系合成樹脂塗料の生産 kg-CO2-eq/kg 3.6400 0.2281 0.1112 3.9793 資源採取～塗料生産 MiLCA

油性塗料の生産 kg-CO2-eq/kg 3.5100 0.2275 0.1043 3.8418 資源採取～塗料生産 MiLCA

鋼ビームの生産 kg-CO2-eq/kg 2.3200 0.0376 0.0444 2.4020 資源採取～鋼板生産 MiLCA

樹脂系粉体塗料の生産 kg-CO2-eq/kg 5.2540 0.1687 0.2992 5.7219 資源採取～塗料生産 MiLCA

軽油の生産・燃焼 kg-CO2-eq/L 2.8207 0.1073 0.0140 2.9420 資源採取～燃料生産～燃焼 MiLCA

チップの加工 kg-CO2-eq/m
3 4.2311 0.1610 0.0209 4.4130 ビームからチップ加工の軽油消費 N社ヒアリング

チップの燃焼 kg-CO2-eq/m3 - 0.0025 0.0002 0.0027 チップの燃焼（CO2は対象外） MiLCA

A重油の生産・燃焼 kg-CO2-eq/L 2.9891 0.1137 0.0148 3.1176 資源採取～燃料生産～燃焼 MiLCA

※1) 各GHGは地球温暖化係数100年値（GWP100)（CO2: 1, CH4: 34, N2O: 298）（IPCC, AR5, 2013）を用いてCO2換算（kg-CO2-eq）した．

※2) MiLCA: 産業環境管理協会, MiLCAデータベース, 2014.

※3) 一重ら (2013): 一重喬一郎, 長谷川隆大, 長谷川香織, 寺澤健治, 山中一憲, 服部順昭, 国産丸太のライフサイクルアセスメント事例, 木材学会誌 59(5), p. 269-277, 2013.

ライフサイクル過程

防腐処理

育林～
木ビーム生産

塗装

資源採取～
鋼ビーム生産

施工

廃木ビーム燃料利用

原材料調達～
生産

資源採取～
支柱生産

資源採取～
接合具生産
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(5) GHG 排出量の評価結果 

評価期間 40 年におけるライフサイクルGHG 排出量の評価結果を表 3-93 と図 3-141 に

示した。 

2 種類の木製を比較すると、3 号型は 1 号型よりも排出量が小さかった。防腐処理の有

無に着目すると、無処理ケースの方が防腐処理ケースよりも排出量は小さくなった。木

製と非木製を比較すると、木製 3 号型は鋼製よりも排出量が小さいが、木製 1 号型は大

きくなった。ただし，廃木ビームの燃料利用を考慮すると、木製 3 号型は無処理・防腐

処理ケースともに GHG 排出削減量が排出量を大きく上回り、鋼製との代替により大幅な

削減効果が見込まれる結果となった。木製 1 号型の無処理ケースは鋼製よりも排出量が

小さくなるが、木製 1 号型の防腐処理ケースは鋼製よりも大きくなり、削減効果は期待

できないことが分かった。 

表 3-93 評価期間40年におけるGHG排出量の評価結果（＋：排出，－：削減）（kg-CO2-eq/m） 

 

 

図 3-141 評価期間 40 年における GHG 排出量の評価結果（kg-CO2-eq/m） 

無処理 防腐処理 無処理 防腐処理 ガードレール ガードパイプ

耐用年数（年） 10 20 10 20 40 40

支柱生産 12.80 12.80 14.00 14.00 12.72 17.61

鋼ビーム生産 33.08 33.08 20.96 20.86

接合具生産 5.75 5.75 4.83 4.83 1.36 6.00

木ビーム生産 0.48 0.48 0.99 0.99

木ビーム防腐処理 4.35 4.07

木ビーム塗装 0.37 0.47

施工 0.59 0.59 2.82 2.82 0.59 0.80

木ビーム交換（10年目） 0.85 1.46

木ビーム交換（20年目） 0.85 4.82 1.46 5.06

木ビーム交換（30年目） 0.85 1.46

廃木ビーム燃料利用 -31.57 -15.78 -84.84 -42.42

合計 24.05 46.08 -57.34 -10.65 35.64 45.26

木製1号型 木製3号型 鋼製
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3.2.4 木製治山ダムの CO2排出量に関する調査 

「木製治山ダム」「コンクリート製治山ダム」を同一の機能単位と仮定して LCA を行っ

た。ただし、検討の過程において、木製・コンクリート製それぞれに特異な機能付与（特

に木製については自然素材・地場産素材の活用などの期待からの導入）が存在することか

ら、完全に一致した機能単位での LCA となっていない点に注意が必要である。 

 

京都府綾部市に建設された木製治山ダム（平成 26 年度工事）を対象とし、LCA を実施し

た（図 3-142）。また、これを 2 つの既存研究と比較した。 

既存研究①（細川大地、高奥信也、橋本征二：木製治山ダムのライフサイクル評価、第 8

回日本 LCA 学会研究発表会講演要旨集、pp.376-377、2013）は、京都府福知山市に建設さ

れた木製治山ダム（平成 24 年度工事）を対象としたもの、既存研究②（Noda, R., Kayo, C., 

Sasaki, T., Takaoku, S.: Evaluation of CO2 emissions reductions by timber check dams and their 

economic effectiveness, Journal of Wood Science, 60, pp.461-472, 2014）は、秋田県に建設された

木製治山ダム（オールウッド、ハイブリッド：図 3-143）およびコンクリート製治山ダムを

対象としたものである。なお、既存研究①に関しては、部材数量等をもとに、MiLCA（産

業環境管理協会）を用いて条件を揃え、本調査研究において再度試算を行った。 

 

  

図 3-142 京都型木製治山ダム 

  

図 3-143 秋田型木製治山ダム(a)オールッドダム、(b)ハイブリットダム（Noda et al., 2014） 
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(1) ライフサイクルフロー図 

 

 

 

 

 

(2) システム境界の設定 

  ライフサイクルフロー図で示した通り、原料調達から流通、生産、建設、維持管理、

廃棄までの 6 段階を調査対象システムとした。生産に必要な施設建設は調査対象外とし

た。また、ダムが寿命を迎えた後は当該地に残置するものとしたため、解体撤去は考慮

していない。試算の前提条件は表 3-94、図 3-144、図 3-145 に示すとおりである。 

 

表 3-94 試算の前提条件 

ライフ 

サイクル 
項目 

京都型木製治山ダム 秋田型木製治山ダム コンクリ

ート製治

山ダム 

(Noda et 

al., 2014) 

綾部市 

(本研究) 

福知山市

(細川ら、

2013) 

オール 

ウッド 

(Noda et 

al., 2014) 

ハイブ 

リッド 

(Noda et al., 

2014) 

原料 

調達 

利用する原材

料の種類 
スギ間伐材 ― 

上記以外に使

用する資材 

丸鋼、ボルト、ラグスクリ

ュー、中詰石 

ラグスク

リュー 

鋼板、中詰

石 

コ ン ク リ

ート、型枠 

生産 加工 
太鼓挽き W=200mm, 

H=170mm, L=4m 

4面落とし

300mm×25

0mm 

角材 ― 

維持 

管理 

耐用年数 50 年 ― 

点検 1 年に一度 5 年に一度 
10 年に一

度 

補修 
10 年に一度、堤体使用材

積の 10％を交換 

20 年に一度、図 3-144、

図 3-145 に示す箇所を

交換 

なし 

廃棄 廃棄方法 解体せず当該地に残地 

植栽 育林 伐採 
資源
輸送 

加工 
部品
輸送 

建設 管理 改修 残置 

原料調達 流通 建設 
維持管理 

廃棄 

施設建設 原料調達 
調査対象外 

採掘、原料調達 

生産 流通 
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図 3-144 オールウッドダムの補修箇所（Noda et al., 2014） 

 

 

図 3-145 ハイブリッドダムの補修箇所（Noda et al., 2014） 

 

 

(3) 標準工事仕様の設定 

  木製治山ダムについては標準仕様モデルを設定することが難しいため、実際の事例を

もとに表 3-95 のとおり整理した。なお、京都型については、京都府が独自に定めた木製

治山ダムの設置基準を満たしている。また、綾部市の京都型木製治山ダムについては、

建設段階のエネルギー消費量を建設現場において調査した。 
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表 3-95 木製治山ダムおよびコンクリート製治山ダムの工事仕様 

項目 
単

位 

京都型木製治山ダム 秋田型木製治山ダム コンクリ

ート製治

山ダム 

(Noda et 

al., 2014) 

綾部市 

(本研究) 

福知山市 

(細川ら、

2013) 

オール 

ウッド 

(Noda et 

al., 2014) 

ハイブ 

リッド 

(Noda et 

al., 2014) 

堤体体積 ｍ3
 85.9 91.3 186.9 156.0 129.4 

土砂抑止量 ｍ3
 184.8 151.4 850.0 850.0 850.0 

原材料

使用量 

使用木材材積 ｍ3
 29.1 28.0 186.9 101.4 6.06 

ボルト、ナット kg 250.6 214.6 1020.0 ― ― 

ワッシャー 円 5545.8 4639.8 ― ― ― 

丸鋼 kg 131.6 151.5 1260.0 ― ― 

鋼板 t ― ― ― 10.05 ― 

コンクリート ｍ3
 ― ― ― ― 145.58 

人口張芝 m
2
 59.6 67.0 75.7 71.1 46.6 

砕石 t 221.3 196.0 ― 98.3 ― 

塩化ビニル管 t ― ― 0.23 0.11 0.16 

燃料消

費量 

軽油 L 836.7 不明※ 1469.4 523.3 377.3 

ガソリン L 0 不明※ 1.8 1.9 1.2 

 

※ 細川ら（2013）では、燃料消費量から CO2 排出量を算出しておらず、各機械の時間当

たり燃料消費量、排出係数、時間当たり工量、作業量から算出している。文献に記載

されている内容からは燃料消費量を算出できなかったため、建設段階での CO2 排出量

は文献内の値をそのまま用いた。 

 

 

(4) インベントリデータの収集 

 綾部市の京都型木製治山ダムについては、その木材加工にかかる電力消費量のデータ

を、京都木材加工センターにて収集した。その他の値に関しては、表 3-96 に示す MiLCA

（産業環境管理協会）の値を使用した。また、秋田型については文献に掲載されていた

値を同表に整理しているが、これも MiLCA を使用している。京都型との値の違いは、秋

田型の調査が行われた時点と本調査研究の実施時点で電源構成が異なること等による影

響が考えられる。 
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表 3-96 資材製造、化石燃料燃焼の CO2排出原単位 

項目 単位 

京都型木製治山ダム 秋田型木製治山ダム コンクリ

ート製治

山ダム 

(Noda et 

al., 2014) 

綾部市 

(本研究) 

福知山市 

(細川ら、

2013) 

オール 

ウッド

(Noda et 

al., 2014) 

ハイブ 

リッド

(Noda et al., 

2014) 

原木の生産 kg-CO2/m
3
 9.86 

54.09 54.09 238.6 
資材加工 kg-CO2/m

3
 57.34 

ボルト、ナット kg-CO2/kg 2.25 2.32 ― ― 

ワッシャー kg-CO2/円 0.0084 ― ― ― 

丸鋼 kg-CO2/kg 0.85 0.86 ― ― 

鋼板 kg-CO2/t ― ― 1824.00 ― 

コンクリート kg-CO2/ m
3
 ― ― ― 289.5 

人口張芝 kg-CO2/m
2
 18.08 18.08 18.08 18.08 

砕石 kg-CO2/t 11.20 ― 7.08 ― 

塩化ビニル管 kg-CO2/t ― 3352.00 3352.00 3352.00 

軽油の製造 kg-CO2/L 0.21 0.21 0.21 0.21 

軽油の燃焼 kg-CO2/MJ 0.074 0.074 0.074 0.074 

ガソリンの製造 kg-CO2/L 0.40 0.40 0.40 0.40 

ガソリンの燃焼 kg-CO2/MJ 0.079 0.079 0.079 0.079 
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(5) LCA 比較の実施 

 積み上げ法により、表 3-95 で整理した工事仕様に記載された部材使用量に対し、表 

3-96 で収集したインベントリデータを乗じることによって LCA を実施し、既存研究と比

較した。結果を表 3-97 に示す。なお、比較を行うためにダムの土砂抑止量あたりの CO2

排出量（kg-CO2/m
3）を示している。 

 いずれのダムも原材料の採取・製造・輸送段階の排出量が最も大きく、全体の 75％～

98％を占めた。京都型木材治山ダム・綾部市においては、部品製造に伴う排出が大きく、

全体の 34％を占めた。また、秋田型木製治山ダム・オールウッドの CO2排出量が最も少

ない結果となった。 

 木製治山ダムとコンクリート製治山ダムを土砂抑止量当たりで比較すると、秋田型木

製治山ダムに関してはコンクリート製治山ダムの 46～57%の CO2 排出量であり、コンク

リート製治山ダムから木製治山ダムに代替することによる CO2 削減効果が見込まれる。

しかし、京都型木製治山ダムに関してはコンクリート製治山ダムの 140～155%の CO2 排

出量であり、CO2排出量が増加する結果となった。これは、京都型と秋田型の規模の違い

が要因と考えられる。土砂抑止量でみると、秋田型は京都型の 4.6～5.6 倍である。一般

的に規模が大きいほど、単位機能あたりの環境負荷は小さくなると考えられるため、京

都型木製治山ダムと秋田型木製治山ダムの結果が逆転したものと考えられる。 

 今後は、京都型木製治山ダムについても同規模のコンクリート製治山ダムとの比較を

行っていく必要がある。このほか、補修の頻度や木材の腐朽状況、輸送距離の違いも結

果に影響を与えていると考えられる。比較にあたっては、こうした点も考慮する必要が

ある。 

 

※冒頭でも述べたとおり、検討の過程において、木製・コンクリート製それぞれに特異

な機能付与（特に木製については自然素材・地場産素材の活用などの期待からの導入）

が存在することから、完全に一致した機能単位での LCA となっていない点に注意が必

要である。 



 

216 

 

表 3-97 木製治山ダムの LCCO2 排出量の比較（土砂抑止量あたり・kg-CO2/m3） 

項目 

京都型木製治山ダム 秋田型木製治山ダム コンクリ

ート製治

山ダム 

(Noda et 

al., 2014) 

綾部市 

(本研究) 

福知山市 

(細川ら、

2013) 

オール 

ウッド 

(Noda et al., 

2014) 

ハイブ 

リッド 

(Noda et al., 

2014) 

資源採取 11.9 13.2 

18.8 28.4 53.1 
資源輸送 13.9 15.2 

部品製造 25.5 28.6 

部品輸送 6.4 6.9 

建設 11.8 12.0 4.7 1.6 1.2 

維持管理 6.7 8.0 1.5 0.8 0 

残置 0 0 0 0 0 

合計 76.1 83.9 25.0 30.8 54.2 
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3.2.5 木製水制工の CO2排出量に関する調査 

「水制工」を木質化した場合を、コンクリート製のものと同一の機能単位と仮定して LCA

を行った。ただし、検討の過程において、「木製水制工」と「コンクリート製」のもので機

能付与（特に木製については自然素材・地場産素材の活用などの期待からの導入）されて

おり、完全に一致した機能単位での LCA となっていない点に注意が必要である。 

(1) 木製水制工の LCCO2の分析結果 

木製護岸工事の LCCO2の分析結果 a. 

①木製護岸工の概要 

  木製護岸工の外観・図面を図 3-146～図 3-148 に示す．使用されている木材や金属の量

を表 3-98～表 3-100 に示す．（出典：土木用木材木製品設計マニュアル，北海道(平成 22

年 11 月改定) 防腐処理木材を使用した場合，耐用年数は 10 年程度と想定されている． 

 

 

図 3-146 木製護岸工（ナチュラルウッド） 

 

図 3-147 木製護岸工（ナチュラルウッド）の平面図 
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図 3-148 木製護岸工（ナチュラルウッド）の縦断面図 

 

表 3-98 木製護岸工における木材材積表 

 

表 3-99 木製護岸工における金属材積表 

 

 

表 3-100 木製護岸工における内容積・重量計算書 

 

名称 規格 種類 単位量(m3) 本数（本） 数量(m3)

柱材（H) 径0.125m 長さ1.000m 北海道カラマツ間伐材 16 0.250

間柱材 径0.125m 長さ0.125m 北海道カラマツ間伐材 12 0.023
敷丸太(W) 径0.125m 長さ2.000m 北海道カラマツ間伐材 7 0.219
梁渡材(W) 径0.125m 長さ2.000m 北海道カラマツ間伐材 5 0.156

使用材積量 0.650

名称 径（m） 長さ（m）
使用本数

（本）
重量（kg） 備考

全ねじ綱 16 1.980 4 12.355 単位重量1.56kg/m
全ねじ綱 16 0.250 4 1.560 単位重量1.56kg/m

ナット M-16 16 0.480
座金 M-18 16 0.160

14.555使用重量計（kg）

材料／規格 計算式 単位 数量

木材材積表より m3 0.65

木材比重＝0.75として、
木材材積と金属材積表による

t 0.488

H内寸法＝H-0、10－丸太径 m 0.838

W内寸法＝W-丸太径×2 m 1.75

L内寸法＝L-丸太径 m 1.875

内容積 H内寸法×W内寸法×L内寸法 m3 2.748

重量 詰石比重＝1.77として、上記内容積より t 4.864

全体重量 ナチュラルウッド＋詰石 t 5.352

ナチュラルウッド
NW-10-20(20）-20

詰石
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LCCO2の試算結果 b. 

  試算に用いる CO2 原単位は以下の通りである．輸送距離は，木材：片道 30km，砕石：

片道 50km，金属：片道 50km と仮定し，往復で算出する． 

 

表 3-101 使用した CO2原単位 

 

出典：国総研資料 第 579 号 下水道における LCA 適用の考え方、2010 

国総研プロジェクト研究報告 第 36 号：社会資本のライフサイクルをとおした環境

評価技術の開発、2012 

 

 

表 3-102 護岸工における LCCO2 の試算結果（資材生産～輸送） 

工程 
LCCO2 

（kg-CO2/m
3） 

木材 68.8 

金属 17.8 

砕石 51.1 

輸送 22.9 

 

※ 冒頭でも述べたとおり、「木製水制工」と「コンクリート製」のもので機能付与（特に

木製については自然素材・地場産素材の活用などの期待からの導入）されており、完全

に一致した機能単位での LCA となっていない点に注意が必要である。 

  

資材 単位（※）
CO2排出量原単位

（kg-CO2/※）

製材 t 1.41E+02

普通鋼形鋼 t 1.17E+03

建設用金属製品 t 2.37E+03

ボルト・ナット t 2.76E+03

砂・砂利 t 1.83E+01

砕石 t 1.05E+01

セメント製品 t 2.38E+02

トラック輸送 t・km 4.43E-02

バックホウ 時間 5.07E+03

油圧クレーン 時間 2.61E+03
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2）新しい技術による木工沈床の LCCO2の試算結果 

技術の概要 a. 

木製沈床とは、木製水制工の一種で、折りたたみ式にすることで現場施工時間の短縮・

現場施工の容易化を図ったものである。 

 

 

 

図 3-149 ナチュラルウッドによる施工方法 

（左上：起立→左下：設置→右上：連結→右下：中詰） 

 

表 3-103 従来技術との比較（400m
2 あたり） 

 

 

出典：国土交通省：新技術情報提供システム（New Technology Information System：NETIS）

技術名称「ナチュラルウッド」、登録 No.CB-980003-V 

 

  

単位 新技術 従来技術 向上の程度（％）

経済性 円 6,513,970 8,025,000 18.83

工程 日 5.6 91.7 93.89
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表 3-104 新技術の費用の内訳 

 

 

表 3-105 従来技術の費用の内訳 
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木工沈床の LCCO2の試算結果 b. 

  原単位等の設定は前節と同じとした。なお、旧技術についてはバックホウや油圧クレ

ーンの使用時間に関するデータが記載されていないが、トータルで数百トンにも及ぶ砕

石を移動させる作業の全てを手作業で行うことは困難であり、バックホウや油圧クレー

ンの使用時間は砕石重量に比例すると仮定し、データが存在する新技術における使用時

間を基に、旧技術における使用時間を推計した。 

試算の結果、400m
2 の沈床で新技術の場合、80.4t-CO2（図 3-150）、従来の技術で 90.9t-CO2

となった。  

 

 

図 3-150 新技術の木工沈床における LCCO2 の試算結果（資材生産～輸送～施工） 

 

 

図 3-151 従来技術の木工沈床における LCCO2の試算結果（資材生産～輸送～施工）  
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(2) 既往研究における水制工に関する LCCO2 

1）LCA の概要 

水制工における既往研究では、LCA に際して以下の条件を採用しており、本件でもこれら

の条件を踏まえた分析を実施した。 

 

□時間境界：構造物の耐用年数に準じて、供用 1 年当りの環境負荷量 

□システム境界：前事業の解体～対象事業の完成までのプロセス 

○施工プロセス 

・建設機械の稼働＝燃料消費による二酸化炭素 

・利用する建設機械の製造による二酸化炭素 

○資材の調達プロセス 

・工場での資材の製造による二酸化炭素 

・工場から工事現場への資材の運搬による二酸化炭素 

□CO2原単位：3EID のデータ 

出典：国総研プロジェクト研究報告 第 36 号(平成 24 年 2 月) pp.4-112～4-120 

第 4 章 社会資本 LCI の適用性検討 4-3 社会資本 LCI 試算 

 4-3-7 設計レベルにおける構造物の比較検討結果 「河川護岸（その 1）」より 

 

2）直轄区間（大河川）のケース 

工事概要 a. 

対象工事の概要は以下のとおり。 

・一級河川の築堤護岸整備事業。当該区間の河床勾配は 1/5,000、設計図の標準横断の法

勾配については、高水敷は 1:4.0（低水敷 1:2.0）。 

・護岸構造は環境配慮として基本的な隠し護岸と覆土形式を高水護岸部で採用し、低水

護岸部は堤防の安全性に配慮して浸食・洗堀に対応しうる大型連結ブロックと根固ブ

ロックの組合せ。大河川クラスの標準的な築堤護岸整備内容。 

 

LCA 手法適用にあたっての特記事項 b. 

下記に示した内容を踏まえて LCA を適用した。 

・高水護岸部の連結ブロック、高水敷及び低水護岸の連結ブロック連結ブロック、根固

ブロックは全て製品指定、複数のコンクリートブロックの製造工場から調達。 

・プレキャスト製品を使用。 

・盛土の土砂は転用土を用いており、下流地点より、掘削・運搬。 

・コンクリート殻は、指定工場へ運搬し、再利用用に素材化。 

・アスファルト殻は、再資源化施設へ運搬し、再利用用に素材化。 
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表 3-106 工事の概要（大河川） 

 

 

 

図 3-152 標準断面図（大河川） 

 

試算結果の概要 c. 

コンクリート造の護岸として耐用年数が一律 30 年と比較的長寿命であるため、供用 1

年間あたりの二酸化炭素排出量は、53.24t-CO2/年となった。 

内訳を見ると、資材製造に関わる二酸化炭素排出量が多く、8 割近くを占め、ついで機

械稼働、資材運搬がそれぞれ 1 割程度、建設機械の機械製造分は 2%と寄与度は小さい。 

また、二酸化炭素排出源の多くは護岸工のコンクリートブロックや根固の製造に関す

るものであり、このような大型のコンクリート製品の設置に使用するラフテレーンクレ

ーンの稼働によっても二酸化炭素排出量が増加することが分かった。 

本試算では、仮設工で工事用道路や仮締切工に敷鉄板や鋼矢板を利用しているが、利

用期間が短く繰り返し利用するため仮設工による二酸化炭素排出量は 6%と低く抑えられ

ている。更に、盛土に利用した土砂を下流河川の掘削土砂を流用したことで、土砂資材

の調達に関わる二酸化炭素排出量が抑制された。 

 

 

  

項目 主な内容
施工延長 L=300m
河床勾配 I=1/5,000

撤去工
コンクリート構造物、舗装
版、路盤、既設護岸

仮設 工事用坂路、仮締切

築堤工
掘削、盛土、敷均し、埋戻
し、植生工

高水護岸 大型連節ブロック
低水護岸 大型連結ブロック
根固め ブロック工（2t型）
道路工 天端道路工、砕石道路工
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表 3-107 LCCO2 の試算結果（大河川） 

 

 

 

 

図 3-153 LCCO2 の試算結果（大河川） 

 

 

  

稼働
製造

（利用分）
製造 運搬

撤去工 構造物取壊し工 2.44 0.45 0.61 3.50 30 0.12 0.22%
工事用道路 1.08 0.20 3.55 6.02 10.85 30 0.36 0.68%
仮締切工 15.71 4.64 60.23 8.13 88.71 30 2.96 5.55%
掘削工 0.28 0.06 0.34 30 0.01 0.02%
表土剥 6.82 0.91 7.73 30 0.26 0.48%
盛土工 11.83 2.02 96.02 109.87 30 3.66 6.88%
敷均し 10.00 1.08 11.08 30 0.37 0.69%
覆土 4.51 0.84 5.35 30 0.18 0.33%
作業土木 2.65 0.49 3.14 30 0.10 0.20%
法面整形工 21.16 3.96 25.12 30 0.84 1.57%
植生工 3.24 3.24 30 0.11 0.20%
基面整正 30
平場 30
築立土羽 11.68 2.19 13.87 30 0.46 0.87%
低水護岸工 26.31 4.38 256.11 8.48 295.28 30 9.84 18.49%
高水敷保護工 25.28 4.21 245.23 8.14 282.86 30 9.43 17.71%
高水護岸工 40.94 6.81 377.20 12.48 437.43 30 14.58 27.39%
吸出防止工 15.33 0.04 15.37 30 0.51 0.96%
基礎工 0.72 0.02 0.74 30 0.02 0.05%
根固工 8.45 1.40 193.65 6.39 209.89 30 7.00 13.14%
調整コンクリート 5.09 0.04 5.13 30 0.17 0.32%
舗装工 1.04 0.33 18.95 8.84 29.16 30 0.97 1.83%
付帯工 8.77 0.26 9.03 30 0.30 0.57%
舗装工 0.83 0.26 10.81 10.95 22.85 30 0.76 1.43%
付帯工 6.47 0.26 6.73 30 0.22 0.42%

191.01 34.23 1205.35 166.68 1597.27 53.24
12.0% 2.1% 75.5% 10.4% t-CO2/年 t-CO2/年

工種 種別
建設機械 資材

工種計［A］
耐用年数

［B］

CO2排出量/年
備考

［A］/［B］

コンクリートブ
ロック造の護岸
及び根固
耐用年数30年

注) 人力施工で
調達資材がない
または資材が算
定不可だった工
種は0t-CO2と
なる。

総計

護岸工

仮設工

築堤工

天端道路工

砕石道路工
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3）県管理区間（中小河川）のケース 1 

工事概要 a. 

対象工事の概要は以下のとおり。 

・豪雨による破堤部分を含む災害復旧助成事業（計画高水流量 1,800 ㎥/s）による築堤護岸

整備。河床勾配は 1/736、設計図の標準横断の法勾配の高水・低水ともに 1:2.0。 

・浸透に対する安全性を確保するため、基盤漏水対策として川表遮水矢板工法、堤体漏水

対策として粘性土による断面拡幅工法を採用。 

・高水敷の利用や環境保全に配慮して、高水護岸部には隠し護岸と覆土形式を採用。 

・低水護岸部は、現況澪筋の再現や水生動物の生息環境保全に配慮し、自然石固着網護岸

と栗石粗朶工の多自然・伝統的工法を採用。 

 

LCA 手法にあたっての特記事項 b. 

下記に示した内容を踏まえて LCA を適用した。 

・通常の築堤工に加えて高水敷部の粘性土置換や基礎工で鋼矢板を堤体下に全損する等、

堤防部の補強対策を実施。 

・低水護岸部に複数の多自然工法を採用。 

・コンクリートブロック等の製品指定はなし。 

 

表 3-108 工事の概要（中小河川 1） 

 
 

項目 主な内容
施工延長 L=305.5m
河床勾配 I=1/736

撤去工
既設コンクリート、既設アスファ
ルト

仮設 工事用道路
築堤工 掘削、盛土、埋戻、残土処分
高水護岸 連節ブロック、基礎工（鋼矢版）
低水護岸 自然石固着金網、玉石粗朶工
根固め 捨石工
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図 3-154 標準断面図（中小河川 1） 

 

試算結果の概要 c. 

高水敷部はコンクリート造の護岸で耐用年数が 30 年であるが、低水敷部は粗朶等を利

用した木造で耐用年数が 10 年であり、供用 1 年あたりの二酸化炭素排出量は 69.69t-CO2/

年となった。 

内訳を見ると、資材製造に関わる二酸化炭素排出量が多く 6 割を占め、ついで資材運

搬が 26%、建設機械の稼働が 10%、建設機械の機械製造分は 2%である。二酸化炭素排出

源の多くは盛土の土砂に用いた購入土の製造と運搬、残土の処分に起因している（本事

例が災害復旧助成事業であり堤防強化のために盛土に大量の土量を必要とした点や粘性

土を用いたことによる）。 

高水敷部の基礎工に鋼矢版を全損で設置しており、鋼矢版の利用により二酸化炭素排

出量が増加しているが、一方の低水護岸については、粗朶や捨石などの多自然工法を利

用しており、建設機械の稼働も少ないことから二酸化炭素排出量が少なく、全体の 7%程

度に留まった。 
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表 3-109 LCCO2 の試算結果（中小河川 1） 

 

 

 

図 3-155 LCCO2 の試算結果（中小河川 1） 

 

4）県管理区間（中小河川）のケース 2 

工事概要 a. 

対象工事の概要は以下のとおり。 

稼働
製造

（利用分）
製造 運搬

既設CO撤去 0.92 0.17 4.32 5.41 30 0.18 0.26%
既設AS撤去 0.02 0.00 0.17 0.19 30 0.01 0.01%
盛土・撤去 5.91 1.07 45.08 49.85 101.91 30 3.40 4.87%
天端砕石 0.46 0.15 2.39 3.64 6.64 30 0.22 0.32%
高水敷盛土 0.01 0.00 469.34 39.37 508.72 30 16.96 24.33%
機械掘削 8.52 1.71 10.23 30 0.34 0.49%
床堀 2.54 0.47 3.01 30 0.10 0.14%
埋戻C 1.25 0.21 1.46 30 0.05 0.07%
覆土 1.03 0.19 1.22 30 0.04 0.06%
粘性土置換 2.95 0.46 3.41 30 0.11 0.16%
堤体盛土 8.12 1.64 9.76 30 0.33 0.47%
掘削（高水敷） 4.59 0.92 5.51 30 0.18 0.26%
基面整正 30
盛土法面整形 1.74 0.33 2.07 30 0.07 0.10%
切土方面整形 3.65 0.68 4.33 30 0.14 0.21%
張芝 30
残土処分 30.05 30.05 30 1.00 1.44%
連節ブロック 26.35 4.38 236.81 6.14 273.68 30 9.12 13.09%
基礎工 6.65 1.97 452.05 2.14 462.81 30 15.43 22.14%
掘削（低水敷） 21.21 4.25 25.46 10 2.55 3.65%
盛土（低水敷） 1.15 0.23 1.38 10 0.14 0.20%
埋戻C 0.05 0.01 0.06 10 0.01 0.01%
盛土法面整形 0.35 0.07 0.42 10 0.04 0.06%
切土方面整形 2.83 0.53 3.36 10 0.34 0.48%
基面整正 10
残土処分 129.97 129.97 10 13.00 18.65%
捨石 0.35 0.05 1.79 0.37 2.56 10 0.26 0.37%
玉石植石工 6.28 1.07 7.35 10 0.74 1.05%
玉石粗朶工 5.43 1.64 7.07 10 0.71 1.01%
自然石護岸（密） 17.00 2.83 20.07 2.27 42.17 10 4.22 6.05%
詰杭工 0.28 0.01 0.29 10 0.03 0.04%

117.65 22.32 1239.52 271.01 1650.50 69.69
7.1% 1.4% 75.1% 16.4% t-CO2/年 t-CO2/年

耐用年数
［B］

高水敷：
コンクリートブロッ
ク造の護岸耐用
年数30年

低水敷：
木造（粗朶）護岸
耐用年数10年

注）人力施工で
調達資材がない
または資材が算
定不可だった工
種は0t-CO2

CO2排出量/年
備考

［A］/［B］

総計

撤去工（高水敷）

仮設工

護岸工（低水）

土工（低水敷）

護岸工(高水敷)

土工（高水敷）

工種 種別
建設機械 資材

工種計［A］
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・対象区間は狭窄部で河床勾配は 1/65、設計図標準断面の法勾配は 1：0.5。 

・自然環境、景観、水辺利用などに配慮した整備を実施。工種は多自然川づくりを基本

として自然空石積みや魚巣ブロック、木工沈床など、多様な多自然・伝統的工法が採

用。 

 

LCA 手法適用にあたっての特記事項 b. 

下記に示した内容を踏まえて LCA を適用した。 

・低水護岸部に複数の多自然工法を採用。 

・コンクリートブロック等の製品指定なし。 

 

表 3-110 工事の概要（中小河川 2） 

 

 

 

図 3-156 標準断面図（中小河川 2） 

 

試算結果の概要 c. 

護岸はアンカー式自然石積みの石造護岸のため、耐用年数が 50 年であるが、低水部分

項目 主な内容
施工延長 L=300m
河床勾配 I=1/65
仮設工 土堰堤仮設道路、仮水路
土工 床堀、盛土、埋戻、残土処分

低水護岸
アンカー式自然石積み、魚巣ブロッ
ク、天端ブロック、間知ブロック

根固め
木工沈床、既存ブロック工（2t型）
転用

舗装工 表面舗装工



 

230 

 

は木工沈床を利用した木造で耐用年数が 10 年である。供用 1 年あたりの二酸化炭素排出

量は 8.67t-CO2/年となった。 

内訳を見ると、資材製造に関わる二酸化炭素排出量が多く 8 割を占め、次いで資材運

搬が 17%、建設機械の稼働が 4%、建設機械の機械製造分は 0.7%となっている。多自然

工法を多用したため建設機械の稼働もほとんどないことから、他の 2 事例と比較して二

酸化炭素排出量は小さい結果となった（主な二酸化炭素排出源は、木工沈床根固のコン

クリート土台部や投入する栗石・砕石、護岸の裏込材の砕石等）。 

全体の二酸化炭素排出量が少ないため、仮設工（工事用道路、仮水路）の割合が 10%

程度と高くなった。 

 

表 3-111 LCCO2の試算結果（中小河川 2） 

 
 

 

図 3-157 LCCO2 の試算結果（中小河川 2） 

  

稼働
製造

（利用分）
製造 運搬 ［A］/［B］

土堰堤仮設道路 1.70 0.31 13.45 17.78 33.24 50 0.66 7.67%
仮水路 0.22 0.04 10.59 0.09 10.94 50 0.22 2.52%
床堀 6.76 1.24 8.00 50 0.16 1.85%
盛土工 0.02 0.02 0.04 50 0.00 0.01%
埋戻 1.87 0.30 2.17 50 0.04 0.50%
残土処分 22.17 22.17 50 0.44 5.12%
基面整正 50
切土法面整形 2.31 0.43 2.74 50 0.05 0.63%
盛土法面整形 0.23 0.04 0.27 50 0.01 0.06%
アンカー式自然石積み 0.10 0.02 9.03 1.91 11.06 50 0.22 2.55%
魚巣ブロック 2.02 0.06 2.08 50 0.04 0.48%
魚巣天端ブロック 0.37 0.01 0.38 50 0.01 0.09%
間知式ブロック 1.46 0.05 1.51 50 0.03 0.35%
吸出防止材設置工 1.91 0.00 1.91 50 0.04 0.44%
裏込材料投入工 38.67 9.40 48.07 50 0.96 11.09%
裏込コンクリート打設工 1.47 0.06 1.53 50 0.03 0.35%
現場打基礎工 6.48 0.28 6.76 50 0.14 1.56%
現場打天端工 25.26 1.10 26.36 50 0.53 6.08%
既設根固ブロック撤去 0.38 0.06 0.44 10 0.04 0.51%
根固ブロック据付工 0.43 0.07 0.50 10 0.05 0.58%
木工沈床根固据付 43.72 4.09 47.81 10 4.78 55.16%
基面整正工 10

小口止工 小口止工 0.85 0.04 0.89 50 0.02 0.21%
舗装工 表面舗装工 9.15 0.34 9.49 50 0.19 2.19%

14.02 2.53 164.43 57.38 238.36 8.67
59.0% 11.0% 69.0% 24.1% t-CO2/年 t-CO2/年

CO2排出量/年
備考

護岸部分：
石造の護岸
耐用年数10年

注）人力施工で
調達資材がない
または資材が算
定不可だった工
種は0t-CO2とな
る。

総計

工種計［A］
建設機械 資材

耐用年数
［B］

工種 種別

仮締切

築堤工

護岸工

根固工
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(3) 木製水制工に関する木材使用量 

ここでは木製水制工のうち標準的な施工方法等が確立している「杭柵工」「聖牛」「蛇籠」

について用いられている木材の使用量を示す。 

1）杭柵工 

 

図 3-158 杭柵工の正面図および断面図 

 

表 3-112 杭柵工における木材利用量（10m あたり）の例 

 

 

 
出典：土木用木材木製品設計マニュアル，北海道(平成 22 年 11 月改定) 

2）聖牛 

 

図 3-159 国土交通省甲府河川国道事務所が笛吹川に設置した聖牛（平成 18 年 4 月） 

出典：http://www.mmdb.net/usr/digiken/seigyu/page/A0001.html 

名称 規格 種類 単位量(m3) 本数（本） 数量(m3)
親杭 径15cm 長さ3.0m 5.00 0.340
腹起 径12cm 長さ4.0m 2.50 0.145

立成木 径9cm 長さ2.0m 50.00 0.800
吸い出し防止材 18.20

裏込材 6.00

名称 規格 種類 単位量(m3) 本数（本） 数量(m3)
親杭 径15cm 長さ3.0m 5.00 0.340
腹起 径12cm 長さ4.0m 2.50 0.145

立成木 径9cm 長さ2.0m 50.00 0.800
吸い出し防止材 18.20

裏込材 6.00
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表 3-113 中聖牛における木材利用量の例 

 

出典：河川伝統技術の導入方策・手引き（案）：国土交通省 四国地方整備局四国技術事務所 

 

3）蛇籠 

 

図 3-160 木材と蛇籠を使った護岸工法 

（出典 富野章、多自然型水辺空間の創造、信山社、2001） 

 

表 3-114 蛇籠における木材利用量の例 

 

出典：河川伝統技術の導入方策・手引き（案）：国土交通省 四国地方整備局四国技術事務

所 

 

 

(4) 木製水制工に関する分析結果の解釈について 

「水制工」を木質化した場合を、コンクリート製のものと同一の機能単位と仮定して LCA

を行った。ただし、検討の過程において、「木製水制工」と「コンクリート製」のもので機

能付与（特に木製については自然素材・地場産素材の活用などの期待からの導入）されて

おり、完全に一致した機能単位での LCA となっていない点に注意が必要である。 

 

長さ 直径 本数 全体積(m3) 備考

7.3 0.12 3 0.248 棟木1、桁木2
4.5 0.12 5 0.254 前合掌木2、梁木1
4.5 0.09 1 0.029 砂払木
3.6 0.09 12 0.275 棚敷木10、前立木2
3.6 0.12 2 0.081 中合掌木2
2.7 0.12 2 0.061 後合掌木2

小計 0.948

長さ 直径 本数 全体積(m3) 備考

4.5 0.45 8 5.723 重籠
3.6 0.45 3 1.717 尻籠

小計 7.439
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3.2.6 ウッドチップ舗装道路の CO2排出量に関する調査 

歩行者用道路を対象に、ウッドチップ舗装道路のライフサイクル CO2 排出量を評価し、

アスファルト舗装道路やコンクリート舗装道路との比較を行った。 

標準工事仕様、各種原料の消費量データ等の条件設定にあたり、実際の工事事例として

岩手県大槌町の仮設住宅団地に隣接する商店街に施工されたウッドチップ舗装道路に着目

し、工事関係者へのヒアリング調査および消費エネルギーの計量等を通じてデータを収集

した。 

なお、大槌町でのウッドチップ舗装道路の工事事例では、原料として東日本大震災時の

塩害木および地域産木材の製材端材を破砕して利用しているが、本試算においては一般化

を図るため、塩害木ではなく一般的な原木を想定して CO2 排出量を試算した。 

 

(1) ライフサイクルフロー図 

ウッドチップ舗装道路のライフサイクルフロー図および試算の前提条件を以下に示す。 

 

 

 

  

原料調達 生産 流通 建設 廃棄

植栽 育成 伐採 輸送 加工 輸送 建設 廃棄

木質震災廃棄物（塩害木）を利用
（計算上は原木として取り扱う）

原料となる塩害木 チップ加工の様子 仮設住宅街での施工

完成

チップ加工 5年程度

製材端材
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表 3-115 試算の前提条件 

ライフサイクル 項目 設定条件 

原料調達 利用する原材料の種類 スギ丸太（φ12cm、長さ 4m）+製材端材 

木材以外に用いる資材 接着剤（ウレタン樹脂系） 

生産 加工処理（切削、乾燥、防

腐処理等）及び燃料等のエ

ネルギー消費量等 

加工：チッパーによるチップ加工 

乾燥：特になし 

防腐処理：特になし 

輸送 輸送 塩害木の輸送（伐採現場～チップ化現

場）、チップの輸送（チップ化現場～施工

現場）ともに 2t トラックを利用 

建設 舗装工事 ミキサー（電気）、転圧機（電気）、重機

（軽油）を使用 

維持・管理 維持管理による資材・エネ

ルギー投入量、頻度 

特になし 

解体・廃棄 解体・廃棄方法 重機等による解体を想定（解体工事・廃

棄の CO2 排出量や、廃材のエネルギー利

用はシステム境界外とした） 

耐用年数 事業者ヒアリングを基に 10 年間と想定10
 

その他 比較対象となる工法等 アスファルト舗装道路（耐用年数 10 年）、 

コンクリート舗装道路（耐用年数 20 年） 

 

  

                                                        
10大槌町の事例では仮設住宅の使用年数（5 年間程度）とともにウッドチップ舗装も取り壊される予定であ

るが、事業者へのヒアリングによると、一般的なウッドチップ舗装道路の耐用年数は 10 年程度 
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(2) 標準工事仕様の設定および原料・燃料等の消費量の算定 

LCA 比較時の前提条件を統一するために標準工事モデル（標準仕様、資材利用量等）

を設定した。歩行者用道路については標準工事モデル等が確立されておらず、事例（大

槌町における工事事例）を基に、施工事業者等へのヒアリングを通じて工事仕様および

原料・燃料等の条件を設定した。 

 

表 3-116 原料・燃料等の消費量 

原料・燃料等の消費量 単位 数量 備考 

舗装面積 ㎡ 110 チップ体積で 6.2 ㎥ 

チップ製造時の 

エネルギー消費量 

軽油消費量 L 11  チッパー 

丸太・製材端材消

費量 
㎥ 6.5  

スギ丸太（400kg/m3 で換算）丸太

2.0m
3、製材端材 4.5m

3
 

原木丸太移動距離 km 0.5 輸送手段：2t トラック 

チップ移動距離 km 11.3  輸送手段：2t トラック 2 台 

チップ舗装の材料

使用量 

木材チップ（丸太、

端材）消費量 
kg 2,480 

丸太・端材を区別せず 

接着剤消費量 kg 702 ウレタン樹脂系接着剤 

チップ舗装施工時

のエネルギー消費

量 

電気消費量 

（ミキサー） 
kWh 20 

ハンディミキサー 2 台 

電気消費量 

（転圧機） 
kWh 62 

 

軽油消費量 

(パワーショベル) 
L 20 

敷設路面掘削及び駐車場砕石敷

均しに使用 
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(3) インベントリデータの収集 

CFP データベースや各種公表情報等を基に温室効果ガスインベントリデータを収集した。 

表 3-117 各種インベントリデータ 

名称 数値 単位 システム境界 出典 

すぎ丸太の生産 11.6 kg-CO2eq/m3 育林→伐採→

輸送 

CFP データベース"林業"_"

すぎ（丸太）" 

軽油の製造 0.152 kg-CO2eq/L 原油採取→分

留→石油精製 

CFP データベース"石油製

品・石炭製品"_"軽油" 

軽油の燃焼 2.585 kg-CO2eq/L 燃焼 環境省・経済産業省, 温室効

果ガス排出量算定・報告マニ

ュアル(Ver 3.2) 

電力（東北電力） 0.546 kg-CO2eq/kWh 各燃料の燃焼 環境省, 平成２３年度の電

気事業者ごとの実排出係

数・調整後排出係数等 

2t トラックの輸送 0.29 kg-CO2eq/t/km 燃料製造→ト

ラック輸送の

サービス 

CFP データベース"道路貨物

運送業"_"トラック輸送（2

トン車：積載率 100%）" 

4t トラックの輸送 0.185 kg-CO2eq/t/km 燃料製造→ト

ラック輸送の

サービス 

CFP データベース"道路貨物

運送業"_"トラック輸送（4

トン車：積載率 100%）" 

接着剤の製造 ※1 4.12 kg-CO2eq/kg 原料採取→素

材製造→製造 

CFP データベース"プラスチ

ック製品"_"ポリウレタン" 

※1：ウレタン樹脂系接着剤を用いているが、該当するインベントリデータが存在しなかっ

たため、各成分のインベントリデータ（CFP 等）およびメーカーヒアリングを通じてイ

ンベントリデータを作成した。 

プロセス 
成分 

※ ()内は一般名称 

各成分の 

CO2排出量 

kg-CO2e/kg 

成分 

比率 

CO2排出量 

kg-CO2e/kg 
出典 

原料採取 

～ 

素材製造 

NCO 末端ウレタンプレポリマー 

(ポリエーテルポリオール) 
4.26 75% 3.20 CFP データベース 

4-4'-ジフェニルメンジイソシアネート 

(メチレンジフェニルジイソシアネート) 
2.95 20% 0.59 MiLCA 

トルエンジイソシアネート 

(トリレンジイソシアネート) 
3.50 2% 0.07 CFP データベース 

トルエン 1.86 1% 0.02 CFP データベース 

小計  - 3.87 － 

製造 工場での CO2排出量 0.25 M 社ヒアリング 

計 4.12 － 
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(4) LCA 比較の実施 

原料・燃料等の消費量に、各種インベントリデータを乗じて CO2排出量を算出した。 

なお、比較対象のアスファルト舗装、コンクリート舗装については、岩谷らの研究成

果（『各種舗装材料を用いた道路舗装の環境負荷』、コンクリート工学年次論文集、Vol.31、

No.2、2009）を引用し、アスファルト舗装道路 2,391kg-CO2/100 ㎡、コンクリート舗装道

路 6,073 kg-CO2/100 ㎡とした（システム境界は材料製造～材料輸送～施工で、ウッドチッ

プ舗装道路と共通）（自動車交通量の最も少ない区分の舗装道路を対象）。 

CO2 排出量はアスファルト舗装＜ウッドチップ舗装道路＜コンクリート舗装の順に大

きくなる結果となった。ウッドチップ舗装道路の CO2 排出量のうち、98%が接着剤製造に

関するものであり、より CO2 排出量の少ない接着剤の利用や、接着剤使用量を削減可能

な工法の開発が期待される。 

 

 

 

図 3-161 各種道路の LCCO2 排出量の比較結果 
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3.2.7 土木分野における木材の普及ポテンシャル推計 

(1) 丸太打設の木材利用量の推計値 

1）丸太打設における木材利用量の推計の考え方 

大型地震が発生すると、埋立地等の軟弱地盤を中心に液状化現象が発生し、多くの建物

が被害を受ける。液状化被害の想定される地域では、丸太打設の需要が存在すると考えら

れる。ここでは、表層地盤増幅率を指標として、液状化被害を受ける地域を想定し、丸太

打設に要する木材需要を推計する。 

2）丸太打設における木材利用量の推計 

丸太打設による木材利用量は、以下の推計式に基づき推定した。 

 

木材利用量（m3/年）＝ 

液状化被害を受ける住宅数（棟） 

×1年間に建て替えが必要な建物割合（/年） 

×1住宅あたり敷地面積（m2/棟） 

×木材利用量原単位（m3/ m2） 

×普及率 

液状化被害を受ける住宅数（棟） a. 

液状化被害を受ける地域に居住する世帯数をもって、住宅数と仮定する。 

防災科学技術研究所では、地盤の固さと人口分布を重ね合わせた分析が行われた。地盤

が軟らかいと、地震による揺れが増幅しやすく、液状化被害が起きやすい。本研究では、

地震による揺れやすさの指標として、表層地盤増幅率が用いられている。 

表層地盤増幅率とは、地下を伝わってくる地震波が深さ 30 m の地盤で何倍に拡大するか

を示した数値である。地震の揺れの大きさは、地震の規模、震源からの距離、地盤の強さ

に左右される。表層地盤増幅率の数値が高いほど、揺れやすい軟弱な地盤といえる。 

本研究によると、表層地盤増幅率が 2.0 以上（特に揺れやすい）の地域に居住している人

口は、約 2,200 万人（全国の人口の約 17%）であった。平成 24 年度国民生活基礎調査によ

ると、平均世帯人員は、2.57 人であるから、世帯数に直すと、約 909 万世帯である。すな

わち、液状化被害を受ける住宅数は、約 909 万棟と算定される。 
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図 3-162  揺れやすい地盤に居住する人口の割合 

出所）「軟弱地盤に 3800 万人居住 巨大地震で甚大被害の恐れ」（朝日新聞 2012 年 10 月 6 日） 

http://www.asahi.com/special/bousai/TKY201210060266.html 

1 年間に建て替えが必要な建物割合（/年） b. 

丸太の打設は建物の建て替え時に行われると考えられる。小松幸夫「建物の平均寿命実

態調査」によると、RC 系住宅の寿命は 68 年と言われているため、これの逆数をとり、液

状化による想定建物被害棟数（全壊）のうち年間 1/68 の割合（1.47%）だけ建て替えを行う

と仮定する。 

1 住宅あたり敷地面積（m
2
/棟） c. 

平成 25 年度住宅・土地統計調査によると、1 住宅当たり敷地面積は 262.09m
2 である。 

木材利用量原単位（m
3
/ m

2） d. 

丸太打設の標準工事仕様では、地盤改良面積 500m
2 に対し、木材利用量が 586m

3 である。

一方、金沢市工事仕様では、地盤改良面積 225.4m
2 に対し、木材利用量が 58.4m

3 である。

そこで、586m
3
/500m

2 及び 58.4m
3
/225.4m

2 木材利用量原単位として用いる。 
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3）データのまとめ 

データ項目 データの詳細 出所 

液状化被害を受ける

住宅数（棟） 

表層地盤増幅率が2.0以上の地域

に居住している世帯数（住宅数）： 

909万世帯（棟） 

 

※表層地盤増幅率が2.0以上の地

域に居住している人口： 

約2,200万人（全国の人口の約17%） 

 

※平均世帯人員： 

2.57人/世帯 

【データ】 

防災科学技術研究所「地震ハザ

ードステーションJ-SHIS」 

 

「軟弱地盤に 3800万人居住 

巨大地震で甚大被害の恐れ」

（朝日新聞 2012年10月6日） 

 

厚生労働省「平成24年度国民生

活基礎調査」 

1年間に建て替えが必

要な建物割合(/年) 

 

 

建て替えが必要な建物割合： 

1/68 (/年)（1.47%） 

 

※RC系住宅の寿命：68年 

【データ】 

小松幸夫「建物の平均寿命実態

調査」 

1住宅あたり敷地面積

（m
2
/棟） 

 

1住宅あたり敷地面積： 

260.09m
2
/棟 

 

 

【データ】 

総務省統計局「平成25年住宅・

土地統計調査」 

住宅の所有の関係(5区分)，建

て方(2区分)，敷地面積(11区分)

別一戸建及び長屋建の住宅数

―全国 

木材利用原単位 

（m
3
/m

2） 

丸太打設における地盤改良面積あ

たりの木材利用量： 

586m
3
/500m

2（標準工事仕様） 

 

58.4m
3
/225.4m

2（金沢市工事仕様） 

【データ設定の根拠】 

加用、橋本、沼田「Reductions in 

greenhouse gas emissions by 

using wood to protect against soil 

liquefaction」 Journal of Wood 

Science, 2011年6月））、有識者ヒ

アリング等 

 

【データ】 

飛島建設株式会社「LP-LiC工法

による二酸化炭素貯蔵量」 

普及率 1%, 5%, 10%で算出 － 
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4）推計結果 

分類 

液状化被害

を受ける 

住宅数 

（世帯） 

1 年間に 

建て替えが 

必要な 

建物割合 

(/年) 

1 住宅 

あたり 

敷地面積 

（m2/棟） 

木材利用 

原単位 

（m3/m2） 

普及率 

木材 

利用量 

（m3/年） 

標準 

工事仕様 

9,090,000 1/68(1.47%) 260.09 586/500 1% 407,000 

5% 2,040,000 

10% 4,070,000 

金沢市 

工事仕様 

58.4/225.4 1% 90,100 

5% 450,000 

10% 901,000 
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(2) 木製遮音壁の工事可能性に関する推定値 

1）高規格幹線道路における遮音壁設置実績値＋推計値について 

各社公表値に基づく積算では、約 3,148km（一部推計含む）が遮音壁導入済み総延長とな

る。 

表 3-118 高規格幹線道路各社のデータ 

 
道路延長 

（開業済み） 

遮音壁設置実績 

（設置延長） 
割合 

割合 

（平均） 

NEXCO 東日本 3,733km 約 1,000km 26.8％ 32.6％ 

NEXCO 中日本 1,949km 907km 46.5％ 

NEXCO 西日本 3,375km 1,047km 31.0％ 

首都高速道路 322km 公表値なし 

公表値なし 

※上記平均値で試

算すると 194km 
阪神高速道路 273km 

総合計 9,652km ※3,148km  

2）国土交通省における高規格幹線道路の整備計画との関係について 

前述の環境省における国内の設置延長（非木材）は約 4,300km（平成 10 年度末）とされ

る。 

国土交通省における高規格幹線道路の全体構想によると、高規格幹線道路（高速自動車

国道及び一般国道自動車専用道路）は約 14,000km（達成年次は未公表）とされ、そのうち

の約 7 割（9,855km）が共用済み。 

一方で、残りの約 4,145km については現在工事中～今後工事が行われる見込みである。

上記の導入割合（32.6％）を用いると約 1,351km が高規格幹線道路における遮音壁導入ポテ

ンシャルと推計される。 

 

以上の内容と、高規格幹線道路の各社における導入実績合計（非木材）が約 200km/年、

木材利用推進状況資料（国土交通省道路局）における平成 22 年度～平成 23 年度における

木製遮音壁設置実績の 1km/年、km あたりの木材利用量を約 102 ㎥とすると、 

 

年間の遮音壁（木製）施工 

１）約１％（現状の２倍）つまり 2km/年の場合、約 204 ㎥/年 

２）約５％、つまり 10km/年の場合、約 1,020 ㎥/年 

３）約 10％、つまり 20km/年の場合、約 2,040 ㎥/年 
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3）木製遮音壁における木材利用量の推計の考え方 

国土交通省及び高規格幹線道路を所管する各社の公表値に基づき、遮音壁設置実績値を

求めて推計する。道路の速度規制、騒音の状況等を考慮し、導入されると考えられる。 

4）木製遮音壁における木材利用量の推計 

木製遮音壁における木材利用量は、以下の推計式で求められると考えられる。 

 

木材利用量（m
3
/年）＝ 

年間遮音壁導入実績（km/年） 

×木材利用量原単位（m
3
/km） 

×普及率 

年間遮音壁導入実績（km/年） a. 

国土交通省ホームページ「道路整備五箇年計画の進捗状況と今後の取り組み方針」によ

ると、平成 12 年度末における遮音壁設置延長は 4,790km である。また、高規格幹線道路を

所管する各社の公表値及びそれに伴う推計によると、遮音壁導入済み総延長は約 3,148km

である。これが 2013 年の数値であると仮定すると、単純計算により年間(4,790－3,148)/13

＝126km ずつ導入が進められていると考えることができる。 

 

表 3-119 高規格幹線道路各社のデータ 

 
道路延長 

（開業済み） 

遮音壁設置実績 

（設置延長） 
割合 

割合 

（平均） 

NEXCO 東日本 3,733km 約 1,000km 26.8％ 32.6％ 

NEXCO 中日本 1,949km 907km 46.5％ 

NEXCO 西日本 3,375km 1,047km 31.0％ 

首都高速道路 322km 公表値なし 

約 194km 

※上記平均値 

32.6%で試算 
阪神高速道路 273km 

総合計 9,652km ※3,148km  

 

木材利用量原単位（m
3
/km） b. 

昨年度は、ヒアリング・文献調査により、木材利用量原単位は 102m
3
/km と設定された。 

今年度は、ヒアリング・文献調査を基に、円柱材仕様の遮音壁の木材利用量原単位は、

206 m
3
/km と設定されている。 
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普及率（年間の遮音壁導入実績における木製遮音壁の導入実績の割合） c. 

国土交通省ホームページ「国土交通省における木材利用推進状況について（平成 24 年度）」 

によると、平成 22 年度～平成 24 年度の間、木製遮音壁は年間 1km ずつ新規の導入がなさ

れている。年間遮音壁導入実績が 126km/年であるので、普及率は 0.8%と推計できる。ここ

では、1%,5%,10%で推計を行う。 

 

5）データのまとめ 

データ項目 データの詳細 出所 

年間遮音壁導入実績

（km/年） 

高規格幹線道路の各社における導

入実績合計（非木材）： 

126km/年 

【データ】 

国土交通省ホームページ「道路

整備五箇年計画の進捗状況と

今後の取り組み方針」 

 

NEXCO各社の公表値 

木材利用量原単位

（m
3
/km） 

102m
3
/km（平成25年度調査の値） 

 

206 m
3
/km（平成26年度調査の値） 

【データ】 

文献調査及び有識者ヒアリン

グ等 

普及率（年間の遮音壁

導入実績における木

製遮音壁の導入実績

の割合） 

1%, 5%, 10%で算出するとともに、

実際の普及率である0.5%でも算出 

【データ】 

国土交通省HP「国土交通省に

おける木材利用推進状況につ

いて（平成24年度）」 

 

6）推計結果 

年間遮音壁 

導入実績（km/年） 

木材利用量原単位（m
3
/km） 

（平成 25 年度調査の値） 

普及率（年間の遮音壁導

入実績における木製遮音

壁の導入実績の割合） 

木材利用量

（m
3
/年） 

126 102 1% 129 

5% 643 

10% 1285 

 

年間遮音壁 

導入実績（km/年） 

木材利用量原単位（m
3
/km） 

（平成 26 年度調査の値） 

普及率（年間の遮音壁導

入実績における木製遮音

壁の導入実績の割合） 

木材利用量

（m
3
/年） 

126 206 1% 260 

5% 1298 

10% 2596 
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〔参考〕環境省の推計に基づく検討 

環境省では、道路交通騒音対策検討会（平成 12 年）において遮音壁設置などの騒音対策

が必要な道路総延長を試算している。 

道路交通騒音の発生状況について、自動車単体対策、速度規制、低騒音舗装、低層遮音

壁を組み合わせた対策の効果を予測。 

昼夜ともに実勢走行速度が規制速度を 10km/h 超過していると仮定した場合、道路交通セ

ンサス（平成６年）における用途区域内の道路総延長 47,000km（両側延長）のうち、昼間

または夜間に環境基準を超過する道路延長は、昼間で 31,200km（66.4％）、夜間で 19,400km

（41.3％）と推計。 

これに対し、自動車単体対策（現在の規制値が達成されたと仮定）、速度規制（昼夜とも

に規制速度遵守）、低騒音舗装（環境基準超過区間のすべてで実施）、低層遮音壁（高さ 1.0m、

幅員 3.0ｍ以上の歩道を有する区間すべてで実施）の組み合わせによる対策を実施すること

として、その効果を推計した結果、環境基準を超過する道路の延長が、昼間で 7,100km

（15.1％）、夜間で 6,100ｋｍ（13.0％）まで減少。 

この結果を踏まえると、低層遮音壁による騒音対策に効果のある道路総延長が約

13,300km（両側延長）と推計できる。 
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(3) 木製ガードレールの工事可能性に関する推定値 

1）推計の概要 

 【鋼鉄製ガードレールの施工量の推計】 

国土交通省における平成 15 年度段階における鋼鉄防護柵設置延長は、約 17 万 2 千 km と

推計。 

 

（内訳） 

直轄国道：約 1.8 万 km、補助事業による国道：約 1.7 万 km、国道・県道約 5.2 万 km、

市町村道：約 8.4 万 km 

平成 22 年度段階での総延長距離は約 18 万 km と推計。そのうち新規及び維持管理に

よる年間施工延長が 3,000～4,000km/年と推計。 

 

 【木製ガードレールの施工量（実績値）】 

木製ガードレール設置延長については、一般社団法人 日本木製防護柵協会

（http://www.wood-gr.jp/ 、和光コンクリート工業(株）が事務局)の施工実績集計データな

どが利用可能。 

 

平成 6 年度～平成 17 年度までの木製ガードレール施工総延長は 130km。 

平成17年度～平成21年度の５ヵ年では、72.7km。木材使用量は約4万7千㎥（約648㎥/km）。 

 

（内訳） 

国道：約 16.1km、都道府県道：約 21.6km、市町村道：約 5.8km、林道等：約 29.2km 

単純計算で約 15km/年。これは、年間施工延長で 3,000km/年とした場合の 0.5％に相

当（約 9,720 ㎥/年：約 1 万㎥）。 

 

以上を踏まえ、 

年間のガードレール施工総延長距離を 3,000km/年と仮定し、 

１）約１％（現状の２倍）つまり 30km/年の場合、約 19,440 ㎥/年 

２）約 3.3％、つまり 100km/年の場合、約 64,800 ㎥/年 

３）約５％、つまり 150km/年の場合、約 97,200 ㎥/年（約 10 万㎥） 

４）約 10％、つまり 300km/年の場合、約 194,400 ㎥/年（約 20 万㎥） 

 

 

  



 

247 

 

2）木製ガードレールにおける木材利用量の推計の考え方 

鋼鉄防護柵設置延長の年間施工延長を基に、木製ガードレールにおける木材利用量を推

計する。 

3）木製ガードレールにおける木材利用量の推計 

木製ガードレールにおける木材利用量は、以下の推計式で求められると考えられる。 

 

木材利用量（m
3
/年）＝ 

年間ガードレール施工延長距離（km/年） 

×木材利用量原単位（m
3
/km） 

×普及率 

年間ガードレール施工延長距離（km/年） a. 

国土交通省「防護柵の設置状況」における平成 15 年度段階における鋼鉄防護柵設置延長

は、約 172,000km と推計されている。また、平成 22 年度段階での総延長距離は約 180,000km

と推計されており、そのうち新規及び維持管理による年間施工延長が 3,000～4,000km/年と

推計されている。ここでは 3,000km/年を年間の施工延長距離として推計を行う。 

 
図 3-163 防護柵設置延長と路外逸脱事故件数が全事故件数に占める割合の推移 

（注）ガードレール設置延長は、鋼製ガードレール協会による「鋼製防護柵」の設置総延長の調査結果。 

（注）木製ガードレール設置延長は、一般社団法人 日本木製防護柵協会（http://www.wood-gr.jp/、和光コ

ンクリート工業(株）が事務局)の施工実績集計データなどから推定した結果。 
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木材利用量原単位（m
3
/km） b. 

一般社団法人日本木製防護柵協会の施工実績集計データによると、平成 17 年度～21 年度

の 5 年間における木製ガードレール施工総延長は 72.7km である。また、この期間に木製ガ

ードレール工事に用いた木材は約 47,000m
3 とされる。これより、木材利用量原単位を約

648m
3
/km（47,000÷72.7）と設定される。昨年度調査では、本値が用いられている。 

長野県林業総合センター及び建材メーカーへのヒアリング結果より、木製 3 号型ガード

レールの木材利用量は 53m
3
/km である。今年度調査では、本値を原単位とされている。 

普及率（ガードレールの年間施工延長における木製ガードレールの割合） c. 

一般社団法人日本木製防護柵協会の施工実績集計データによると、平成 17 年度～21 年度

の 5 年間における木製ガードレール施工総延長は 72.7km であるから、単純計算で年間約

15km の木製ガードレールが施工されていると推計できる。年間ガードレール施工延長距離

は 3,000km/年と設定したので、普及率は 0.5%となる。また、1%,5%,10%でも推計を行う。 

4）データのまとめ 

データ項目 データの詳細 出所 

年間ガードレール施

工延長距離（km/年） 

国土交通省推計値： 

3,000km/年 

【データ】 

国土交通省「防護柵の設置状

況」等 

木材利用量原単位

（m
3
/km） 

648m
3
/km（平成25年度調査の値） 

 

木製3号型ガードレールの木材利

用量： 

53m
3
/km（平成26年度調査の値） 

【データ】 

一般社団法人日本木製防護柵

協会の施工実績集計データ 

 

長野県林業総合センター及び

建材メーカーへのヒアリング 

普及率（ガードレール

の年間施工延長にお

ける木製ガードレー

ルの割合） 

1%, 5%, 10%で算出するとともに、

試算した普及率の0.5%でも算出 

【データ】 

一般社団法人日本木製防護柵

協会の施工実績集計データ 

 

5）推計結果 

年間ガードレール施

工延長距離（km/年） 

木材利用量原単位

（m
3
/km） 

普及率（ガードレールの年間

施工延長における木製ガー

ドレールの割合） 

木材利用量

（m
3
/年） 

3,000 648 0.5% 9,720 

1% 19,940 

5% 97,200 

10% 194,400 
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年間ガードレール施

工延長距離（km/年） 

木材利用量原単位

（m
3
/km） 

普及率（ガードレールの年間

施工延長における木製ガー

ドレールの割合） 

木材利用量

（m
3
/年） 

3,000 53 0.5% 795 

1% 1,590 

5% 7,950 

10% 15,900 

 

 

〔参考１〕道路総延長について（国土交通省 道路統計年報 2012 より） 

道路種別 総延長※1 実延長※2 

高速自動車国道 9,207.7 ㎞ 7,920.2 ㎞ 

一般国道 67,297.5 ㎞ 55,114.4 ㎞ 

都道府県道 142,368.6 ㎞ 129,343.0 ㎞ 

市町村道 1,052,698.5 ㎞ 1,020,286.1 ㎞ 

合計 1,271,572.2 ㎞ 1,212,663.7 ㎞ 

＊http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/index.html 

 

〔対象道路〕「道路法」第三条(道路の種類)に定められた高速自動車国道、一般国道、都道

府県道、市町村道（他の法律で所管する林道、農道などは含まず） 

＊1）総延長：道路法の規定に基づき指定又は認定された路線の全延長 

＊2）実延長：総延長から重複区間（重用延長）、供用開始告示前の道路（未供用延長）等を除いた延長 

重用延長：上級の路線に重複している区間の延長 

未供用延長：路線の認定の告示がなされているが、まだ供用開始の告示がなされていない区間の延長 
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〔参考２〕ガードレール施工費用について 

防護柵設置基準（国土交通省道路局長通達）により「車両用防護柵は原則としてたわみ

性防護柵を選定するものとする」とされる。これに該当する代表的なガードレールを下表

に示す。 

種類 設置費用 備考 

鋼鉄製 ビーム型 ガードレール

 

およそ 10,000 円/m 一般的 

ガードパイプ

 

およそ 20,000 円/m 施工性に難 

ケーブル型（ガードケーブル） 

 

およそ 10,000 円/m 強度（高速衝突

時）に課題 

橋梁用ビーム型 

 

およそ 30,000 円/m  

木製 ビーム型 丸棒 およそ 17,000 円/m  

出典）新潟県土木工事のあらましについて知識編より抜粋 
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〔参考３〕木製ガードレールの現状 

平成 23 年 9 月現在、車両用防護柵（ガードレール）性能確認検査試験実施の木製ガード

レールは 12 種類（下表） 

 

図 3-164 木製防護柵（車両用防護柵性能確認試験実施製品の一覧） 

 

出典）和光コンクリートご提供資料より抜粋 
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〔参考４〕海外での木製ガードレール施工実績について  

（張ほか「木製ガードレールの普及拡大に関する調査」より） 

【状況】 

1980 年代にはその殆どが鋼製製ガードレール。 

フランスの企業（Tertu 社、http://www.tertu.com/ 1992 創業）が 1995 年から木製ガード

レールの開発・提供を始めたことがきっかけで欧州（特にフランス国内）での木製ガード

レールの設置実績が増えている。 

フランスで開発された木製ガードレールは、図のような木材と鋼材の複合構造であり、

横梁の後ろには鋼板、支柱は U 字鋼で補強している。横梁の木材がブロックアウトの確保

と車両の誘導に機能し、鋼材は衝突荷重を受け持っている。 

 

 

2010 年の T 社木製ガードレールの年間設置延長は約 400km（フランス国内が 280km、海

外への輸出が 120km）。設置場所は、景観道路、空港などのアクセス道路および観光地域。

製品は、北米、南米およびオーストラリアなどの国々での実績が増えており、更に東南ア

ジアや中国、韓国においても試験的な設置が始まっている。 
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(4) 木製治山ダムの工事可能性に関する推計値の導出イメージ 

間伐材の利用を推進するため、自然環境にも配慮した木製治山ダムの施工が行われてい

る。京都府ホームページ「木製治山ダム 解説」では、施工適地として、以下の条件を考

慮することが提案されている。 

 大規模な土石流の発生する可能性の低い小渓流 

 人家等から近くない森林地域 

 環境保全、景観保全が重要な渓流 

 冷涼な気候で常に流水のある渓流 

 .周辺が樹木で被われており日射の少ない箇所 

 補修や維持管理が容易な場所 

 

ここでは、木製治山ダムにおける木材利用量の推計を行う。 

1）木製治山ダムにおける木材利用量の推計 

治山ダムにおける木材利用量については、更新需要・新規需要から値を求めることが困

難であるため、治山事業費を用いて推計を行う。 

 

木材利用量（m
3
/年）＝ 

年間山地治山事業費（億円/年） 

×木製治山ダム事業費あたりの木材使用量（m
3
/億円） 

×普及率 

年間山地治山事業費（億円/年） a. 

林野庁「森林・林業統計要覧 2014」によると、平成 24 年度の民有林治山事業の山地治山

事業費は 417 億円、国有林野内直轄治山事業の山地治山事業費は 188 億円である。この合

計を年間の山地治山事業費と考えると、605 億円/年となる。 

木製治山ダム事業費あたりの木材使用量（m
3
/億円） b. 

京都府農林水産部へのヒアリング結果によると、京都府の平成 25 年度における木製治山

ダムの工事費 1 億円あたりの木材使用量は、約 200m
3 であるため、200m

3
/億円を用いる。な

お、治山事業全体での木材使用量は約 350 m
3
/億円とされる。 

普及率（治山事業における木材利用率） c. 

京都府農林水産部へのヒアリング結果によると、京都府の平成 25 年度における治山事業

費の総額は、約 15.7 億円である。京都府の治山工事を全て木材主体と仮定すると、総治山

事業費 15.7 億円に対して木材使用量が約 350 m
3
/億円であるため、5,495 m

3（＝15.7×350）

の使用量が見込まれると考えられる。しかし、京都府農林水産部へのヒアリング結果によ

ると、実際に平成 25 年度に用いられた木材量は 1,657 m
3 であり、木材利用率は 30.1%と算

定される。ここでは、木材利用率として 30%を用いて推計を行う。 



 

254 

 

2）データのまとめ 

データ項目 データの詳細 出所 

年間山地治山事業費

（億円/年） 

山地治山事業の年間事業費： 

605 億円/年 

【データ】 

林野庁「森林・林業統計要覧

2014」 

木製治山ダム事業費

あたりの木材使用量

（m
3
/億円） 

木製治山ダムの工事費あたり木材

使用量： 

200m
3
/億円 

【データ】 

京都府農林水産部ヒアリング

結果 

普及率（治山事業にお

ける木材利用率） 

1%, 5%, 10%で算出するとともに、

京都府の治山事業における木材利

用率30%でも算出 

【データ】 

京都府農林水産部ヒアリング

結果 

 

3）推計結果 

年間治山事業費 

（億円/年） 

木製治山ダム 

事業費あたりの 

木材使用量 

（m
3
/億円） 

普及率 

（治山事業における

木材利用率） 

木材利用量（m
3
/年） 

605 200 1% 1,210 

5% 6,050 

10% 12,100 

30% 36,300 
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(5) 水制工の工事可能性に関する推計値の導出イメージ 

水制工は古くから河川のさまざまな箇所に複数設置され、そのまま放置されていること

が多く、さらにそのうちのどれだけが木材を使用する水制工なのか不明であるため、その

総数や年間需要の把握は困難である。 

仮に一定の仮定を置いて年間の水制工需要面積が設定できた場合、例えば環境工学株式

会社ホームページの数値を利用すると、4 層建型の木工沈床の間伐材使用量が 13.6 m
3
/100 

m
2 であることから、これを乗じることで年間の木材需要を推計できる。 

北海道「土木用木材木製品設計マニュアル」によると、木製水制工が杭柵工の場合、1 0m

あたりの木材使用量の合計は約 25.5m
3 である。 

 

表 3-120 杭柵工における木材利用量（10m あたり）の例 

名称 規格 本数（本） 数量（m3） 

親杭 径 15cm 長さ 3.0m 5.00 0.340 

腹起 径 12cm 長さ 4.0m 2.50 0.145 

立成木 径 9cm 長さ 2.0m 50.00 0.800 

吸い出し防止材   18.20 

裏込材   6.00 

合計   25.5 

出典）北海道「土木用木材木製品設計マニュアル」 (平成 22 年 11 月改定) 

 

(6) ウッドチップ舗装の工事可能性に関する推計値 

ウッドチップ舗装は、主に公園や緑地の遊歩道、一部駐車場を含む建築構造物の外構部

で整備・普及が進んでいる状況である。一般歩道との直接的代替関係を見込むのではなく

こうした実態を踏まえた新規の導入可能量推計や、自然歩道での活用可能性も視野に入れ

た推計が必要となる可能性がある。 

1）ウッドチップ舗装における木材利用量の推計 

ウッドチップ舗装における木材利用量は、以下の推計式で求められると考えられる。 

 

木材利用量（m
3
/年）＝ 

（更新需要（km/年）＋新規需要（km/年））×木材利用量原単位（m
3
/ km） 

 

更新需要（km/年）＝ 

国・都道府県道における歩道実延長（km）×更新割合（/年）×普及率 

 

新規需要（km/年）＝ 

年間歩道実延長の増分（km/年）×普及率 
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国・都道府県道における歩道実延長（km） a. 

国土交通省「道路統計年報 2014」によると、全国の国・都道府県道における歩道設置道

路実延長は 83,616.4km であるため、歩道実延長についても同様の値であると考えられる。 

また、木材利用が期待される自然歩道についても需要を検討する。環境省「NATS 自然

大好きクラブ 長距離自然歩道を歩こう!」によると、全国の自然歩道実延長は 27,411km で

あり、この値を用いた算定も行う。 

更新割合（/年） b. 

田中建材株式会社「木質加熱アスファルト舗装（ハーモニーロードウッド）の紹介」に

よると、木質加熱アスファルト舗装においてもアスファルト舗装と同程度の耐用年数が見

込めるとされる。木質加熱アスファルト舗装とは、解体廃木材や間伐材をチップ化し、加

熱アスファルトと加熱混合させたものである。ここでは、ウッドチップ舗装の耐用年数に

ついても、アスファルト舗装道路の耐用年数と同等とみなし、その逆数を更新割合として

用いる。国税庁「平成 15 年分収支内訳書（不動産所得用）の書き方」によると、アスファ

ルト敷の舗装道路の耐用年数は 10 年であるため、更新割合は 1/10（/年）とする。 

年間歩道実延長の増分（km/年） c. 

国土交通省資料（平成 24 年度近畿建設リサイクル表彰 受賞者田中建材株式会社 発表

資料「木質加熱アスファルト舗装（ハーモニーロードウッド）」）では、年間で新設される

歩道実延長は 700km と仮定を行っており、本値を年間歩道実延長の増分と考える。 

なお、自然歩道では新規需要を含めずに推計を行うこととし、本値を用いない。 

木材利用量原単位（m
3
/ km） d. 

岩手県大槌町での工事事例における施工業者等へのヒアリング結果から原単位を設定す

る。まず、本工事における木材使用量は 2,480kg である。本工事において用いられた木材は

スギやアカマツといった針葉樹の塩害木である。玉野総合コンサルタント株式会社作成「先

導的都市環境形成促進事業 実証実験等業務委託報告書」によると、舗装材質としてのス

ギの密度は 275.7kg/m
3 とされており、この値をウッドチップの密度として用いる。さらに、

本工事の舗装面積が 110m
2 であり、秋田県立大学木材高度加工研究所「東日本大震災被災地

における木質災害廃棄物と地域木材活用プロジェクト」によると、道幅は 1.2m であるため、

舗装延長は 110m
2÷1.2m＝91.7m（0.0917km）であるとわかる。以上より、木材利用量原単

位は、2,480kg÷275.7kg/m
3÷0.0917kn＝98.1m

3
/km と推計される。 
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2）データのまとめ 

データ項目 データの詳細 出所 

国・都道府県道に

おける歩道実延長

（km） 

国・都道府県道における歩道設

置道路実延長： 

83,616.4km 

 

全国の自然歩道実延長： 

27,411km 

【データ】 

国土交通省「道路統計年報」 

 

 

環境省「NATS 自然大好きクラブ 

長距離自然歩道を歩こう!」 

更新割合（/年） アスファルト舗装道路の耐用年

数の逆数： 

1/10（1/年） 

 

※ウッドチップ舗装について、

アスファルト舗装と同等の耐用

年数を見込めると仮定 

【データ設定の根拠】 

田中建材株式会社「木質加熱アスフ

ァルト舗装（ハーモニーロードウッ

ド）の紹介」 

 

【データ】 

国税庁「平成 15 年分収支内訳書（不

動産所得用）の書き方」 

年間歩道実延長の

増分（km/年） 

 

※自然歩道では考

慮しない 

年間で新設される歩道実延長： 

700km/年 

【データ】 

国土交通省資料（平成 24 年度近畿

建設リサイクル表彰 受賞者田中

建材株式会社 発表資料「木質加熱

アスファルト舗装（ハーモニーロー

ドウッド）」） 

木材利用量原単位

（m
3
/ km） 

岩手県大槌町の事例における木

材使用量： 

98.1 m
3
/km 

【データ】 

岩手県大槌町での工事事例におけ

る施工業者等へのヒアリング結果 

 

玉野総合コンサルタント株式会社

作成「先導的都市環境形成促進事業 

実証実験等業務委託報告書」 

 

秋田県立大学木材高度加工研究所

「東日本大震災被災地における木

質災害廃棄物と地域木材活用プロ

ジェクト」 

普及率 更新需要・新規需要ともに同じ

普及率と仮定： 

1%, 5%, 10%で算出 

－ 
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3）推計結果 

 

分類 

国・ 

都道府県道 

における 

歩道実延長 

（km） 

更新割合 

（/年） 

年間歩道 

実延長の増分 

（km/年） 

 

木材利用量 

原単位 

（m
3
/ km） 

普及率 

木材 

利用量 

（m
3
/年） 

一般歩道 83,616.4 1/10 700 98.1 1% 8,889 

5% 44,447 

10% 88,895 

自然歩道 27,411 - 1% 2,689 

5% 13,445 

10% 26,890 

 

(7) 土木分野における木材利用可能性の推計値の導出のまとめ 

1）原単位（平成 25 年度調査） 

分類 原単位 

丸太打設 586m
3
/500m

2
（標準工事仕様） 

木製遮音壁 102m
3
/km 

木製ガードレール 648m
3
/km 

2）原単位（平成 26 年度調査） 

分類 原単位 

丸太打設 58.4m
3
/225.4m

2
（金沢市工事仕様） 

木製遮音壁 206 m
3
/km 

木製ガードレール 53m
3
/km 

水制工 25.5 m
3
/10 m 

ウッドチップ舗装 98.1 m
3
/km 
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3）土木分野における木材利用可能性の推計値のまとめ 

木材利用原単位を、今年度調査の値に更新し、木材利用量を推計した結果を示す。なお、

丸太打設のみ、昨年度に使用した標準工事仕様のデータによる推計値も示す。 

（単位：m
3
/年） 

分類 
普及率 

1% 5% 10% 30% 

丸太打設 標準工事仕様 407,000 2,040,000 4,070,000 － 

金沢市工事仕様 90,100 450,000 901,000 － 

木製遮音壁 260 1298 2596 － 

木製ガードレール 1,590 7,950 15,900 － 

木製治山ダム 1,210  6,050  12,100  36,300  

水制工 － － － － 

ウッドチップ 

舗装 

歩道 8,889 44,447 88,895 － 

自然歩道 2,689 13,445 26,890  － 

合計（丸太打設 標準工事仕様の場合） 421,638 2,113,190 4,170,995 － 

合計（丸太打設 金沢市工事仕様の場合） 104,738 523,190 1,001,995 － 
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（参考）提言「土木分野における木材利用の拡大へ向けて（概要版）」 

（土木における木材の利用拡大に関する横断的研究会） 

 

 

（参考）将来を見据えた木材利用の可能性 

木造の戸建住宅や低層建物、および様々な建物の内装材としては、これまでも木材

が多く利用され、今後も主要な活用対象となる。また、木と他の部材を組み合わせた

混構造等とすることや、耐火性を付加し大臣認定を受けた木質部材や、CLT（クロス・

ラミネイティド・ティンバー：直交集成板）の活用により、建築物木造化の限界を押

し広げ、大型施設や中層ビルなど新たな用途での木材需要を飛躍的に拡大できる可能

性を秘めている。 

  土木分野においても、道路遮音壁やガードレール、木橋、街路灯看板、木杭による

地盤の液状化対策、海洋設備等、都市部での木材利用は多岐にわたる。また、山間部

や河川では治山ダムや法面保護、河川護岸等における木材利用が見込まれる。 

 

表 3-121 木材利用可能なフィールド 

分類 フィールド 

１ 

住
宅
・ 

建
築
構
法 

1.1 

戸建住宅 

集合住宅 

木造軸組工法 

木質梁勝ちラーメン構造 

集成材フレーム＋耐力パネル 

２×４工法 

２×６工法 

1.2 木造仮設建築 
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分類 フィールド 

一般建築 混構造 

大スパン 

ラーメン 

２ 住宅・建築構造部材 

地盤補強工法 

土台 

無垢乾燥剤 

２×４工法用スタッド（間柱）材 

住宅初期強度維持支援システム 

ボード 

構造用合板 

造作材、構造材 

集成材 

異樹種集成材 

耐火集成材 

耐震補強工法 

３ 

住
宅
・
建
築
内
装 

3.1 床 パーティクルボード 

複合フローリング 

複合フローリング（集成材） 

複合フローリング（無垢材） 

無垢縁甲板 

3.2 壁 化粧不燃板 

不燃木材 

無垢羽目板 

3.3 天井 不燃木材 

3.4 その他 リビングドア 

室内階段 

室内格子間仕切り 

調湿内壁 

巾木、廻り縁 

家具（パーティクルボード、MDF（繊維板）） 

厨房（パーティクルボード） 

家具コーディネート商品 

内装（MDF（繊維板）） 

付器 

木炭利用 

ペット用トイレ（砂（猫砂）） 

４ 

住

宅
・
建
築

塗
装 

4.1 屋根 瓦桟 

4.2 壁 木製防火外装材 

木質外装材 
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分類 フィールド 

木片セメント板 

4.3 外部建具 木製ルーシー 

木製サッシ 

５ 住宅・建築設備 受水槽 

段ボール製のダクト 

段ボール素材のダクト 

６ 住宅・建築外構 ウッドデッキ 

ウッドフェンス 

７ 

土
木
構
造
物
・
工
法 

7.1 橋 歩道橋 

7.2 道路・線路 ガードレール 

遮音壁 

防護柵 

木柵 

木材チップ舗装 

7.3 河川・海洋 木製堰堤 

木工沈床 

7.4 基礎 軟弱粘性土地対策 

液状化地盤対策 

7.5 法面 法面緑化 

7.6 その他 木製谷止・法止 

照明灯 

東屋（あづまや） 

看板 

看板・敷板 

コンクリート型枠用合板 

９ 流通・供給 国産材丸太、チップ 

J-VER（オフセット・クレジット） 

出典）JAPIC、土木学会資料等を基に作成 
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3.3 木材・木材利用の省エネ省 CO2 効果等のデータ収集・分析 

本項では、海外における建築・木製品分野、土木分野における CO2 排出量、温室効果ガ

ス排出、エネルギー消費、室内環境等の定量的な把握、他の部材を使用した場合との比較

調査に関する文献を調査した。 

3.3.1 文献収集・整理の方法 

文献収集にあたっては、建築・木製品分科会、土木分科会の委員にご助言・資料提供を

いただいた。 

また、建築・木製品分野、土木分野における CO2 排出量、温室効果ガス排出、エネルギ

ー消費に関する各国の調査・分析を取りまとめたレポート” Energy and CO2 Advantages of 

Wood for Sustainable Buildings”,Andy Buchanan（2007）を参考にした。 

 

 

表 3-122 海外における類似の調査・分析事例 

論文タイトル 掲載誌名 掲載年 筆者 

Wood as a building material in the light of 

environmental assessment of full life cycle of four 

buildings 

Construction and Building 

Materials 
2014 

Grzegorz 

Pajchrowskia ら 

Life Cycle Energy Consumption and Carbon 

Dioxide Emission of Residential Building Designs 

in Beijing 

Journal of Industrial Ecology 2012 
Xianzheng Gong

ら 

Building energy-efficiency standards in a life 

cycle primary energy perspective 
Energy and Buildings 2011 

Ambrose Dodooa

ら 

Energy and CO2 analysis of wood substitution in 

construction 
Climatic Change 2011 

Leif Gustavsson

ら 

Life cycle primary energy use and carbon 

emission of an eight-storey wood-framed 

apartment building 

Energy and Buildings 2010 
Leif Gustavsson

ら 

Carbon implications of end-of-life management of 

building materials 

Resources, Conservation and 

Recycling 
2009 

Ambrose Dodoo

ら 

The study on the carbon dioxide sequestration by 

applying wooden structure on eco-technological 

and leisure facilities 

Renewable Energy 2009 
Chung-Pin Hunga

ら 

The greenhouse gas and energy impacts of using 

wood instead of alternatives in residential 

construction in the United States 

Biomass and Bioenergy 2008 Brad Uptona ら 

Wooden building products in comparative LCA 
The International Journal of 

Life Cycle Assessment 
2007 Frank Werner ら 

Energy and CO2 Advantages of Wood for 

Sustainable Buildings 
? 2007 Andy Buchanan 

Variability in energy and carbon dioxide balances 

of wood and concrete building materials 
Building and Environment 2006 

Leif Gustavsson

ら 
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Carbon Dioxide Balance of Wood Substitution: 

Comparing Concrete- and Wood-Framed 

Buildings 

Mitigation and Adaptation 

Strategies for Global Change 
2006 

Leif Gustavsson

ら 

Assessment of the decrease of CO2 emissions in 

the construction field through the selection of 

materials: Practical case study of three houses of 

low environmental impact 

Building and Environment 2006 
María Jesús 

González ら 

Greenhouse Gas Dynamics of an Increased Use of 

Wood in Buildings in Switzerland 
Climatic Change 2006 Frank Werne ら 

Timber in government buildings - cost and 

environmental impact analysis 
BRANS report 2006 － 

Energy and Greenhouse Gas Impacts of 

Substituting Wood Products 

for Non-Wood Alternatives in Residential 

Construction in the United States 

Nationalcouncil for Air and 

Stream Improvement 
2006 Upton, B.ら 

Wood innovation in the residential construction 

sector; opportunities and constraints 

Resources, Conservation and 

Recycling 
2001 Tessa Goversea ら 

Estimating the embodied energy of timber 

building products. 

Journal of the Institute of 

Wood Science 
2000 Pullen, S. 

Greenhouse gas balances in building construction: 

wood versus concrete from life-cycle and forest 

land-use perspectives 

Energy Policy 2000 Pål Börjesson ら 

Wood-based building materials and atmospheric 

carbon emissions 

Environmental Science & 

Policy 
1999 

Andrew 

H Buchanana ら 

Life Cycle Assessment of Wood Products 
Carbon Dioxide Mitigation in 

Forestry and Wood Industry 
1998 Klaus Richter 

Carbon Dioxide Implications of Building 

Materials 
Journal of Forest Engineering 1992 

R.L. Marceaa, 

K.K. Lau 

Contribution of indoor exposed massive wood to a 

good indoor climate 
Energy and Buildings 36 2004 

Stéphane 

Hameury, Tor 

Lundström 

Moisture buffering capacity of heavy timber 

structures directly 
Energy and Buildings 40 2005 

Ste ´ phane 

Hameury 

Wood as a building material in the light of 

environmental assessment of full life cycle of four 

buildings 

Construction and Building 

Materials 
2014 

Grzegorz 

Pajchrowskia ら 

Life Cycle Energy Consumption and Carbon 

Dioxide Emission of Residential Building Designs 

in Beijing 

Journal of Industrial Ecology 2012 
Xianzheng Gong

ら 

Building energy-efficiency standards in a life 

cycle primary energy perspective 
Energy and Buildings 2011 

Ambrose Dodooa,

ら 

Energy and CO2 analysis of wood substitution in 

construction 
Climatic Change 2011 

Leif 

Gustavsson, Roger 

Sathre 

Life cycle primary energy use and carbon 

emission of an eight-storey wood-framed 

apartment building 

Energy and Buildings 2010 
Leif Gustavsson

ら 
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3.3.2 CO2排出量、温室効果ガス排出、エネルギー消費等に関する調査・分析 

(1) 木材生産の CO2排出量等に関する既往研究 

CO2 排出量、温室効果ガス排出、エネルギー消費等に関する調査・分析に関連する文献の

うち、国産丸太の生産等に関する既往研究調査事例を下表にまとめた。 

統計資料を用いたトップダウン型の分析では、森林施業に関わる各種燃料消費の影響

（例：林内移動、作業路開設）が全て考慮される。しかし、単年度の燃料消費量と生産量

で算定しているため、特に育林に相当する工程はそれがバランスしておらず、数値の妥当

性に注意する必要がある。 

 一方、ボトムアップ型の研究事例は、各プロセスのデータを現場から一次データとして

入手しているものの、サンプリング数が少ない。そのため施業方法の違いによるバラツキ

が出やすい。また、研究事例によって評価範囲が異なるため、事例間での平均化ができな

い。例えば大和田ら(2012)の研究では通勤の影響を含めており、その影響が大きいことが報

告されているが、山内ら(2009)はそれを含めていない。 

 各事例とも単位材積あたりおおよそ 10～30kg-CO2e/m
3 程度の温室効果ガス（GHG）排出

量となっているが、その主要な変動要因が不明瞭となっている。これらを特定し、今後簡

易な方法で継続的にデータ更新できる仕組みを構築することが望まれる。 

表 3-123 既往研究・調査における国産丸太の CO2 排出量 

区

分 

名称 GHG(CO2e

)排出量 

出典 備考 

ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン 

スギ 11.8 kg/m
3
 産業技術総合研究所/産業環

境管理協会：IDEA v.1.1(2013) 

林業経営統計を利用。

機械製造は含まず。 ヒノキ 13.0 kg/m
3
 

アカマツ・クロ

マツ 

32.5 kg/m
3
 

カラマツ 33.0 kg/m
3
 

丸太 9.9 kg/m
3
 

育林 0.41t/百万

円 

国立環境研究所：3EID(2013) 産業連関表を利用。固

定資本形成は含まず。 

ボ
ト
ム
ア
ッ
プ 

森林施業 28.9 kg/m
3
 建築学会：建築用木材 DB 

ver.17(2013) 

国内大手事業者からの

ヒアリング 

立木 20.8 kg/m
3
 外岡, 高口ら「国産天然素材

木造住宅の LCA」エネルギー

資源学会研究発表会講演論

文集 

宮城県の事例。苗木購入

から主伐までを含む。 

丸太（スギ） 11.1kg/m
3
 一重、長谷川ら「国産丸太の

ライフサイクルアセスメン

ト事例」木材学会誌 59(5), 

269-277 (2013) 

・地拵えから間伐、主

伐までをプロセス別に

積み上げで調査 

・育苗、林内移動、機

械製造、機械製造は含め

ない 

丸太（カラマツ） 6.1～ 古俣、由田ら「カラマツ丸太 ・育苗、作業路開設、
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区

分 

名称 GHG(CO2e

)排出量 

出典 備考 

15.2kg/m
3
 生産におけるCO2排出のイン

ベントリ分析」日本 LCA 学

会誌 5(1), 131-137(2009) 

林内移動、機械製造含め

ず。 

・間伐材としての丸太

も同じ生産物として評

価 

丸太（北信スギ） 17.5kg/m
3
 山内、浅野ら「長野県北部に

おけるスギと長野県東部に

おけるカラマツのCO2排出原

単位及び木造住宅における

CO2 排出量の算出」日本建築

学会環境系論文集 74(645), 

1261-1267(2009) 

・長野県域での生産・

利用 

・高性能林業機械の燃

料消費量を聞き取り調

査 

丸太（群馬 2 箇

所,山梨, 京都） 

15.8～

25.9kg/m
3
 

大和田、長崎ら「国産丸太の

LCA による環境影響評価」第

７回日本 LCA 学会研究発表

会講演要旨集 90-91(2012) 

・通勤、作業路開設を

含む 

 

また、海外における丸太に関する既往研究調査事例を下表にまとめた。 

 海外において林業全体や丸太生産時の CO2 排出量評価は多くされてきた。Klein et al. 

(2015) がこれらをレビューした論文を発表しており、評価事例によって異なるシステム境

界や配分基準等について整理している。本論文では、評価範囲とすべきシステム境界とし

て、直接的なプロセス（育苗から伐採・搬出）だけでなく、間接的なプロセス（作業路開

設や機械製造等）の影響も評価範囲に含めるべきであると提案している。また、主伐材と

間伐材との環境負荷の配分については、材積基準で行うことを提案している。そのため、

本林野庁事業における調査においても、これら推奨手法に基づき実施した。 

 

表 3-124 既往研究・調査における海外丸太の CO2 排出量等評価事例 

番号 出典 概要 

1 Mirabella N, Castellani V, Sala S (2014) 

Forestry operations in the alpine context. 

Life cycle assessment to support the 

integrated assessment of forest wood short 

supply chain. Int J Life Cycle Assess 

19:1524–1535. 

イタリアの丸太生産の LCA 事例。特定サイト

における作業システムごとの環境負荷を分析。

当該サイトでは重機を多用する作業システム

が最も GHG 排出量が多かった。 

2 Timmermann V, Dibdiakova J (2014) 

Greenhouse gas emissions from forestry in 

East Norway. Int J Life Cycle Assess 

19:1593–1606. 

ノルウェー東部における丸太生産の GHG 排出

量を評価した事例。17.9kg/m
3 としている。輸

送の影響が約半分を占め、次いで主伐、集材の

影響が大きいとしている。 

3 Han H-S, Oneil E, Bergman RD, et al 

(2015) Cradle-to-gate life cycle impacts of 

redwood forest resource harvesting in 

northern California. J Clean Prod 99:217–

カリフォルニア北部におけるセコイヤ

（redwood）の丸太生産時の LCA 事例。製材用

丸太あたり 14.2～17.8kg/m
3 とした。（ヘリコ

プター搬出を除く）。 
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番号 出典 概要 

229. 

4 Dias, A.C., Arroja, L., 2012. 

Environmental impacts of eucalypt and 

maritime pine wood production in 

Portugal. J. Clean. Prod. 37, 368–376. 

ユーカリ（eucalypt）とフランスカイガンショ

ウ（maritime pine）の LCA 事例。集約的・近代

的な施業方法の場合、それぞれ 18.5kg/m
3、

12.2kg/m
3 と報告。 

5 Engel,  a. M., Wegener, J., Lange, M., 

2012. Greenhouse gas emissions of two 

mechanised wood harvesting methods in 

comparison with the use of draft horses for 

logging. Eur. J. For. Res. 131, 1139–1149. 

重機を多用した作業システムとそうでない作

業システムとで比較した事例。重機を多用する

と CO2 排出量が増加すると報告。 

6 Klein D, Wolf C, Schulz C, 

Weber-Blaschke G (2015) 20 years of life 

cycle assessment (LCA) in the forestry 

sector: state of the art and a methodical 

proposal for the LCA of forest production. 

Int J Life Cycle Assess 20:556–575. 

丸太の LCA に関するレビュー論文。平均値と

して 14.3 kg/m
3
 (±10.7 SD)を示しているが、間

接影響（作業路開設など）を含まない文献もあ

るため、解釈には注意が必要。 

 

(2) 木造建築物等の CO2排出量等に関する既往研究 

同じ規模・目的の建築物の設計上の部材量、原単位からライフサイクルエネルギー、CO2

排出量について試算した以下の文献について、要旨を取りまとめた。 

 

 タイトル：“Timber in government buildings - cost and environmental impact analysis” 

 出典：BRANZ レポート 

 要旨： 

ニュージーランドの建設コンサルタント Building On Knowledge（BRANZ）社が、ニュー

次ランド国内において、「学校の体育館」「外来診療所」の 2 種類の建築物について、鉄骨

造、コンクリート造、木造の３種類の建築方法におけるエネルギー消費量、CO2 排出量、コ

ストの評価を実施した。エネルギー、CO2 排出量の算定は、材の収穫、加工、輸送、建築、

資料、廃棄までの範囲を対象として実施している。 

エネルギー、CO2 排出量原単位については以下の通り。 
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原単位、３種類の建築方法による部材の使用量から試算した結果は、以下の通り。建設

時のエネルギー消費については、木材が最も小さい値となっているが、維持補修、利用期

間を入れると鉄骨、コンクリート造と比較して 2％程度大きい結果となっている。 
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なお、この試算においては、鉄骨造、コンクリート造、木造ともに維持補修までの期間

を同じ 50 年間と設定していること、鉄骨、コンクリート部材のリサイクル、リユースにつ

いては考慮していない点に留意する必要がある。 

3.3.3 室内環境に関する調査・分析 

スウェーデンにおいて、室内環境に関する調査・分析が行われている。鉄筋コンクリー

ト造等の、他の構造と比較する形ではないが、湿度や温度の緩衝作用に関連する以下の文

献について、要旨を取りまとめた。 

 

 タイトル：”Contribution of indoor exposed massive wood to a good  indoor climate” 

 著者：Stéphane Hameurya, Tor Lundström 

 出典：Energy and Buildings 36 (2004) 281–292 

 要旨： 

一般に、人々の感じる快適さや健康、エネルギー利用は、室内の気温や湿度、特に時間

や場所によるそれらの変動と密接に関連している。室内環境は主に暖房や換気、空調、建

築物外構や建築素材、居住者、家具、そして建築構成材の寿命の影響を受ける。 

近年、通常の壁と床材に使用される多孔物質が、温度や湿度といった室内の環境変動に

緩衝作用をもたらす受動的システムとして注目されている。本稿の研究は、無垢材面を使

用した室内環境で温度と湿度の変動にどれだけの緩衝作用がもたらされるのかについて言

及している。 

実験的研究はスウェーデンの多階層住宅で行われた。記録された室内の温度と相対湿度

は、相対湿度が低くなった寒期を除いては、アメリカ暖房冷凍空調学会が良い室内環境と

して推奨する値とよく一致するものとなった。 

室内の温度は冬場に暖かく、夏場に涼しく保たれ、広い面積に無垢材を使用することが

温度変動に緩衝作用をもたらすと証拠づけられた。木材は熱伝導率がとても低く、コンク

リートやレンガなどの他の建築素材に比べて良好な断熱材と言える無垢材の表面は、室内

環境における温度変化を緩やかにする働きを持つ。 

  

図 3-165 左：屋外の相対湿度と気温の変動、右：壁面からの距離別屋内気温 
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図 3-166 屋外の相対湿度変化と室内の温度変化 (左：冬季、右：夏季） 

 

図 3-167 含水率変動 (左：冬季、右：夏季） 

 

室内の相対湿度については、木材の使用が日々の湿度変動を減らすと証拠づけることは

できなかった。夏場の室内相対湿度は快適な範囲とされる 30～60％の値に概ね保たれたが、

冬場の室内相対湿度の平均は常に 30％を下回る値となった。しかし、これは木材内の水分

の拡散メカニズムに基づくものであり、周辺の空気の湿度と木材の含水量を揃えた条件で

は室内の相対湿度は快適とされる範囲内で変化する。 
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図 3-168 相対湿度と気温のプロット（実験を行った４部屋のうち１部屋の結果） 
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 調査や評価に係る普及啓発 4．

4.1 過年度成果を踏まえたアンケート調査や普及啓発資料の作成方針の検討 

過年度事業においては、今後の普及啓発活動に向けて、普及啓発ツールに盛り込む情報

コンテンツ、はたらきかけ先（ターゲット）を検討する目的で、建築、土木両分野につい

て、木材利用を取り巻くステークホルダー別に、木材利用の普及啓発の観点からみた課題

と対応策を取りまとめた。 

 

 

 

出所）「森林・林業 実務必携」（朝倉書店）を元に三菱総研作成 

図 4-1 木材生産～利用までの流れとステークホルダー 

4.1.1 ステークホルダー別の課題と対応策のまとめ 

 「森林林業において従来から指摘されている課題と共通の内容」とともに、「省エネ省 CO2

に特化した課題」の 2 通りに整理した。 

 

①森林林業において従来から指摘されている課題と共通の内容 

森林所有者、製材所等、ユーザー（行政や、設計者等の民間事業者）においては、「人材

育成」と「情報整備・提供」が共通課題となっている。 

個々の課題への対応については、いずれも事業者・地域レベルで取組を始めている事例

はある。取組の展開に向けて、まずはこれらの先進事例を、森林所有者、製材所等、ユー

ザー（行政や、設計者等の民間事業者）で共有することが重要である。具体的には、事例

の収集・分析（共通する課題と対応策の分析、類型化）、地域展開条件の整理、分析・整理

森林所有者
（民有林・国有林） 素材生産者

原木市売市場

製材・合板・集成材工場
地元中小 大規模工場

チップ工場
等

市売市場
センター

木材販売業者

プレカット工場

行政（土木・公共建築）・建築業者
工務店住宅メーカー

消費者

木質バイオマス
熱利用等

輸入材

ユーザー

エンドユーザー
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結果の公開といった方法が考えられる。 

 

エンドユーザーへの普及啓発を考える場合、年代、性別、居住地域、就業状況等の属性

により、住居や家具・身の回り品に「木を選択すること」への認知・関心・行動のハード

ルは異なるということ、また、普段の関心、情報収集経路、価値観等により、適切な普及

啓発アプローチは異なることを考慮するべきである。 

よって、まずはこれらの状況を把握するため、エンドユーザーの木造建築、木製品への

意向に関する調査を実施し、彼らの普段の関心、情報収集経路、価値観と併せて分析する

ことにより、普及啓発にあたっての課題抽出と対応策の検討を行う必要があると考えられ

る。 

 

②省エネ省 CO2に特化した課題 

本調査の切り口である「省エネ省 CO2」を踏まえると、これらの環境的な優位性を重視し

ようとする消費者・施主・建築事業者等をまずは増やしていくことが重要である。その上

で、①のような課題群については、働きかける対象の立場（ユーザー、エンドユーザー）

ごとの普及の課題、および供給側の課題を踏まえた掲載コンテンツの整理を行うことによ

り、本事業における省エネ省 CO2、室内環境に関する試算・測定結果等を活用した今後の普

及啓発ツールがより効果的なものになると考えられる。 

 

4.2 平成 27 年度事業における実施方針 

平成 27 年度事業における普及啓発の実施方針について、以下のように整理した。 

 

過去２年間の事業実績・蓄積及びその検討分析結果を踏まえ、木材利用の環境面での貢

献を定量化するとともにその手法についても科学的見地からの検証を行い、広く訴求でき

る内容とすることを目指す。さらに、３か年事業の集大成として、木材利用の環境面での

優位性を発揮できる具体的な木材利用方法を提示し、効果的な普及啓発資料として取りま

とめる。 

具体的には、以下の通りに実施することとした。 

 

(1) 建築・土木分野の公共工事における木材利用（特に国産材）の実態および今後の意

向をアンケート調査により把握し、普及啓発方策の検討や普及ポテンシャル推計等

の基礎資料とする。アンケート調査票の設計にあたっては、各分科会の議題として

取り上げ精査する。 

(2) 過年度の成果及び国内外の既往文献調査等に基づき、省エネ省 CO2 効果を発揮する

ための要点・ポイントを整理し、一般消費者や民間・公共工事発注者や施行者等を

対象に、木材利用による環境貢献をわかりやすくまとめた普及啓発パンフレットと

して取りまとめる。 
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4.3 公共工事発注者向けアンケート 

4.3.1 調査目的 

以下を把握・検討することを目的として、調査を実施した。 

・木材利用の在り方 

 ・自治体における公共工事の木材利用の実態把握 

 ・自治体における木材利用等に関する規定等の整備状況の把握 

・普及促進の在り方 

・発注にあたっての課題抽出、必要な支援等の検討 

4.3.2 調査方法 

■調査対象：全国市町村・都道府県）の公共事業発注担当部署 

■調査票配布数： 1,788 件 

■調査実施期間：2016 年 1 月 8 日～1 月 26 日（締切） 

                なお、回答は締切日以降も受け付けた。 

 

表 4-1 配布・回収票数 

 配布 回収 回収率（%） 

票数 1788 1001 56 

有効票数 ― 996 56 

 うち 都道府県 47 38 81 

 政令市・中核市・特

別区 

90 65 
72 

 他の市 722 453 63 

 町村 929 440 47 

※全部で 1125 票を受け取ったが、複数自治体からの重複回答（計 124 票）を 1 自治体あ

たり 1 票にまとめると、回収票数は 1001 件となった。白紙等の無効票は計 5 票であった。 
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4.3.3 調査結果 

調査結果は以下の通り。 

(1) 木材の利用実績がある工事について 

問１．2013 年度以降に発注した公共工事のうち、木材の利用実績がある工事について、工

事種別１～11 に挙げた工事種別に、あてはまるものを全て選択して下さい。また、

用途、新設／改修の別、利用方法、木材部材量（単位：㎥またはﾄﾝ）、木材部材の

調達先をお答え下さい。 

木材部材量については、代表的な１工事あたりの量をお答えください。 

 

2013 年度以降に発注した公共工事で木材の利用実績がある工事について、フィールド毎

にみると、公共施設等が最も多く、786 件、次に公園 335 件、コンクリート型枠 294 件、道

路 145 件が続く。土木系の治山・治水、下水道、土地造成・地盤改良等は、10%未満となっ

ている。（996 自治体が複数回答しているため、合計回答数が 996 件を超える。） 

自治体類型別にみると、治山・治水分野については都道府県が全 78 件中 35 件（45%）、

港湾・空港については都道府県が全 26 件中 10 件（38%）と、割合が大きくなっているほか

は、７～９割以上の工事を市区町村で行っている。 

 

                          

表 4-2 フィールド別回答件数（全体、自治体類型別）   件数は回答件数 

 

 

 

フィールド別の用途の内訳は以下の通り。 

 

 

 

  

治山・治水 78 35 (45) 8 (10) 25 (32) 10 (13)
農業・畜産業 64 17 (27) 3 (5) 33 (52) 11 (17)
道路 145 24 (17) 20 (14) 61 (42) 40 (28)
港湾・空港 26 10 (38) 7 (27) 6 (23) 3 (12)
下水道 36 5 (14) 4 (11) 22 (61) 5 (14)
公園 335 29 (9) 47 (14) 191 (57) 68 (20)
公共施設等 786 33 (4) 57 (7) 379 (48) 317 (40)
土地造成・地盤改良 32 9 (28) 4 (13) 15 (47) 4 (13)
ｺﾝｸﾘｰﾄ型枠 294 24 (8) 30 (10) 151 (51) 89 (30)
法面保護 97 27 (28) 11 (11) 40 (41) 19 (20)
その他 34 6 (18) 6 (18) 18 (53) 4 (12)
無回答 124 1 (1) 3 (2) 39 (31) 81 (65)

その他の市 町村

自治体類型別　件数内訳（　）全体件数に占める割合（%）
全体
件数

Ⅰ．ﾌｨｰﾙﾄﾞ
都道府県

政令市・中核
市・特別区
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治山・治水分野で工事実績として回答が有った 116 件のうち、山腹工・斜面工が最も多く

44%、渓流工・護岸工・河川工（36%）、雪崩対策工（2%）が続く。その他の内訳は、階段

工、治山ダム工、板柵工等。 

 

図 4-2 木材の利用実績（治山・治水） 

 

農業、畜産業分野で工事実績として回答が有った 70 件のうち、農業用水路が最も多く 46%

となっている。次いで畜舎（10%）、施設※（9%）、被覆資材（6%）が多くなっている。 

その他の内訳は、農地整備、擁壁、柵等。 

 

 

※施設には、加工施設、堆肥センター、農作業休憩所、物産館、トイレが含まれる。 

図 4-3 木材の利用実績（農業・畜産業） 
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道路分野で工事実績として回答が有った 191 件のうち、看板標識が最も多く 17%、各種

の柵・車止め（15%）、道路橋（14%）が続く。その他の内訳は、バス停、防風柵、土捨場、

ベンチ等。 

 

 

図 4-4 木材の利用実績（道路） 

 

港湾・空港分野で工事実績として回答が有った 28 件のうち、デッキが最も多く 39%、護

岸（21%）、待合所（11%）が続く。その他の内訳は、固定橋等。 

 

図 4-5 木材の利用実績（港湾・空港） 
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下水道分野で工事実績として回答が有った 36 件のうち、マンホール基礎が最も多く 47%、

型枠（11%）、土留材（6%）が続く。その他の内訳は、植栽工、看板、排水路、転落防止柵、

足場、仮設材等。 

 

図 4-6 木材の利用実績（下水道） 

 

公園分野で工事実績として回答が有った 531 件のうち柵・ベンチが最も多く 31%、遊歩

道（16%）、東屋（10%）が続く。その他の内訳は、植栽支柱、案内板、弓道場、野立て所

等。 

 

図 4-7 木材の利用実績（公園） 
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公共施設分野で工事実績として回答が有った1,835件のうち学校・幼稚園が最も多く23%、

公民館・図書館・交流施設等（16%）、児童・老人福祉施設、保育所（15%）が続く。その

他の内訳は、トイレ、駅、道の駅、消防施設（分団詰所等）、文化財等。 

 

 

図 4-8 木材の利用実績（公共施設等） 

 

土地造成・地盤改良分野で工事実績として回答が有った 33 件のうち地盤補強（軟弱地盤

対策）が最も多く 33%、杭基礎（30%）が続く。その他の内訳は渓間工型枠、ふとんかご木

杭、仮設土留等。 

 

図 4-9 木材の利用実績（土地造成・地盤改良） 
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コンクリート型枠については、「何度も再利用している」「型枠の利用用途を把握してい

ない」との回答が多く寄せられており、下記件数・自治体に用途を把握できる範囲でご回

答いただいたものである。 

コンクリート型枠分野で工事実績として回答が有った 442 件のうち建築が最も多く 42%、

道路関連構造物（37%）が続く。その他の内訳は下水道関連構造物、公園遊具、橋梁関連構

造物、治山等。 

 

 

 

図 4-10 木材の利用実績（コンクリート型枠） 

 

法面分野で工事実績として回答が有った 115 件のうち林道が最も多く 64%、一般道路

（18%）が続く。その他の内訳は公園、階段、災害復旧等。 

 

 

図 4-11 木材の利用実績（法面保護） 
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公共施設等における木材の利用方法をみると、学校幼稚園、児童・老人福祉施設、保育

所、運動施設、住宅、庁舎では内装一部木製が最も多い。 

児童・老人福祉施設、保育所、公民館、図書館、交流施設、住宅では、構造木造も多い。 

表 4-3 公共施設等における木材の利用方法（全体） N=1,835 

 構造 内装 什器 熱源 

木造 
ハイブリ

ッド 
全木製 一部木製 全木製 一部木製 

木質バ

イオマス 

件数 790 142 187 1,266 66 457 21 

割合 43% 8% 10% 69% 4% 25% 1% 

 

 

図 4-12 公共施設等における木材の利用方法（用途別その１） 
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図 4-13 公共施設等における木材の利用方法（用途別その２） 

公共施設等における木材の利用方法を、自治体類型別にみても、内装一部木造が多い傾

向にある。町村のみ 59%が構造木造と、他より高い割合となっている。政令市・中核市・

特別区においては、内装一部木製の割合が高く、82%となっている。 

 

図 4-14 【自治体類型別】公共施設等における木材の利用方法 
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代表的な 1 工事あたりの木材の部材量については、治山・治水、農業・畜産業、道路、

下水道、公園、コンクリート型枠、法面保護においては 5m
3 以下の比較的小規模に使用す

る割合が大きく、港湾・空港、公共施設等、土地造成・地盤改良においては、100m
3 を超え

る使用の割合が高くなっている。 

なお、部材量の全データのうち[（平均値）±3×（標準偏差）]以上の値は外れ値とみな

し、集計からは除外した。 

表 4-4 木材の部材量（全体） 

 

(2) 木材の調達先 

木材の調達先としては、土地造成・地盤改良を除いて「地場材」が最も多い。公共施設

等においては、地場材、地場材以外の国産材がともに 50%前後と拮抗しており、外材（27%）、

その他が続いている。 

（複数回答のため、フィールド別の割合の合計値は 100%を超える。） 

表 4-5 木材の調達先 

 

最小値 最大値 平均値 中央値 ～1㎥ ～5㎥ ～10㎥ ～20㎥ ～100㎥
100㎥よ
り大きい

治山・治水 108 0.038 2788 60.05 8.00 11.1 30.6 17.6 17.6 16.7 6.5

農業・畜産業 61 0.06 2400 129.87 4.00 23.0 27.9 8.2 9.8 16.4 14.8

道路 164 0 8000 78.32 2.30 36.6 31.1 10.4 7.3 12.8 1.8

港湾・空港 22 0.03 210 35.88 5.37 13.6 31.8 9.1 13.6 18.2 13.6

下水道 32 0.0076 103.6 9.12 1.55 40.6 28.1 12.5 9.4 6.3 3.1

公園 461 0.00532 2450 16.52 2.50 33.2 33.4 14.1 8.2 8.0 3.0

公共施設等 1,676 0.0114 6111 98.41 30.00 5.5 11.6 9.0 14.9 35.4 23.5

土地造成・地盤改良 27 0.418 1400 86.05 6.40 18.5 18.5 14.8 7.4 29.6 11.1

ｺﾝｸﾘｰﾄ型枠 337 0.0152 5643 113.06 7.00 25.8 20.2 11.6 7.7 15.7 19.0

法面保護 93 0.076 4699 70.36 6.00 28.0 21.5 12.9 15.1 19.4 3.2

その他 29 0.0228 246 25.67 5.00 34.5 20.7 10.3 10.3 17.2 6.9

木材部材量（㎥） 度数分布（％）
回答
件数

回答割合（%）

フィールドごとの回答件数 地場材
地場以外
の国産材

外材 その他 無回答

治山・治水(n=116) 75.9 21.6 4.3 1.7 6.0
農業・畜産業(n=70) 61.4 30.0 4.3 5.7 7.1
道路(n=186) 57.0 26.3 8.1 4.8 10.8
港湾・空港(n=28) 50.0 17.9 14.3 21.4 7.1
下水道(n=36) 27.8 30.6 16.7 16.7 13.9
公園(n=505) 43.8 39.0 13.1 9.3 6.7
公共施設等(n=1835) 54.7 49.6 26.9 8.6 5.8
土地造成・地盤改良(n=33) 36.4 45.5 6.1 0.0 18.2
ｺﾝｸﾘｰﾄ型枠(n=442) 13.8 23.1 36.2 21.3 15.2
法面保護(n=115) 60.9 21.7 0.0 6.1 14.8
その他(n=34) 61.8 32.4 11.8 14.7 2.9
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自治体類型別にみると、都道府県では、「地場」とする範囲が広いためか地場材を回答す

る割合が高い。政令市・中核市・特別区では地場材と地場以外の国産材を利用する割合が

同程度となっている。 

 

 

図 4-15 【自治体類型別】 木材の調達先 

 

都道府県の木材生産額をもとに、公共施設等を建設した実績があると回答した自治体

（1,560 件）をグループ分けし、木材の調達先を集計したところ、木材生産額が多い都道府

県にある自治体ほど、「地場材」を調達したとする割合が大きくなっている。 

表 4-6 都道府県の木材生産額をもとにした回答自治体のグループ分け 

グループ 
都道府県の林業産出額 

（木材生産） 

グループ ABC の都道府県に属する 

回答自治体件数 

A 100 億円より大きい 389 

B 25 億以上 100 億円未満 614 

C 25 億円未満 832 

【グループ分類の考え方】都道府県の木材生産額が「A:100 億円より大きい」、「B:25 億以上

100 億円未満」、「C:25 億円未満」の３つに分類し、それぞれに属する自治体を A、B、C グ

ループとした。 

 

図 4-16 【都道府県の木材生産額によるグループ別】 木材の調達先 
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(3) 木材を採用した理由 

木材を採用した理由は、「工事の特性上、木材が適していた」が 545 件と最も多く、次い

で、「地域資源の利用による地域環境保全、経済活性化のため」が 294 件、「市町村の指針

（木促法に依拠）で定められている」が 222 件であった。 

72 件、市町村の指針（市町村独自）で定められているとの回答があった。 

 

問２．木材を採用した理由としてあてはまるものを全て選択して下さい。 

 

図 4-17 木材を採用した理由 

 

(4) 木材を採用しなかった理由／木材を採用したが実務上困難だと感じた項目 

公共施設等を除き、ほとんどのフィールドで品質・性能の課題のうち「腐朽や蟻害等に

よる耐久性」や「構造強度」を理由に木材を採用しなかった、または木材を採用したが、

実務上困難だと感じたとしている。 

公共施設等については、コスト面の課題のうち「資材・施工コストの増加」「維持管理コ

ストの増加」、品質・性能の課題のうち「防火」「構造強度」の課題が多く挙げられている。 

 

問３．木材を採用しなかった理由にあてはまる項目、あるいは木材を採用したが実務上困

難だと感じた項目の番号全てを○で選択して下さい。 
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治山・治水分野においては、「腐朽や蟻害等による耐久性」を挙げた自治体が最も多く、

「構造強度」、「維持管理コストの増加」、「資材・施工コストの増加」が続く。 

表 4-7 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（治山・治水） 

 
 

農業・畜産業分野においては、「腐朽や蟻害等による耐久性」を挙げた自治体が最も多く、

「木材利用が適さないと判断」、「構造強度」、「維持管理コストの増加」、「資材・施工コス

トの増加」が続く。サンプル数が異なるため一概には比較できないが、問 1 で工事実績を

回答した自治体の方が、回答しなかった自治体と比較して、「構造強度」「資材・施工コス

トの増加」と回答した割合が高い傾向にある。 

表 4-8 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（農業・畜産業） 

 

  

全体
(自治体数=141)

Q1 回答有
(自治体数=35)

Q1 回答無
(自治体数=106)

防火 8 9 8
構造強度 55 51 57
腐朽や蟻害等による耐久性 79 77 79
その他 1 0 2
必要な木材の調達が困難 11 3 13
期間内の資材調達が困難 15 14 15
設計・施工等の人材不足 11 3 13
その他 1 0 1
資材・施工コストの増加 38 40 38
維持管理コストの増加 45 43 45
その他 3 0 4
発注経験等がなく対応困難 18 6 23
木材利用が適さないと判断 35 29 38
自然破壊に繋がると判断 0 0 0
その他 1 3 0

回答割合（％）
課題課題の種別

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

コスト面の課題

意識面の課題

全体
(自治体数=134)

Q1 回答有
(自治体数=24)

Q1 回答無
(自治体数=110)

防火 7 13 6
構造強度 37 46 35
腐朽や蟻害等による耐久性 75 75 75
その他 1 0 2
必要な木材の調達が困難 13 13 13
期間内の資材調達が困難 12 4 14
設計・施工等の人材不足 11 4 13
その他 0 0 0
資材・施工コストの増加 34 42 32
維持管理コストの増加 37 33 37
その他 1 0 2
発注経験等がなく対応困難 24 4 28
木材利用が適さないと判断 46 38 48
自然破壊に繋がると判断 1 0 1
その他 1 0 1

課題の種別 課題
回答割合（％）

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

コスト面の課題

意識面の課題
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道路分野においては、「腐朽や蟻害等による耐久性」を挙げた自治体が最も多く、「構造

強度」、「維持管理コストの増加」、「木材利用が適さないと判断」、「資材・施工コストの増

加」が続く。サンプル数が異なるため一概には比較できないが、問 1 で工事実績を回答し

た自治体の方が、回答しなかった自治体と比較して、「構造強度」と回答した割合が低い傾

向にある。 

表 4-9 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（道路） 

 
 

港湾・空港分野においては、回答自治体自体が少なかったが、「腐朽や蟻害等による耐久

性」を挙げた自治体が最も多く、「木材利用が適さないと判断」、「構造強度」、「維持管理コ

ストの増加」、「資材・施工コストの増加」が続く。 

表 4-10 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（港湾・空港） 

 
  

全体
(自治体数=367)

Q1 回答有
(自治体数=78)

Q1 回答無
(自治体数=289)

防火 11 14 11
構造強度 61 56 62
腐朽や蟻害等による耐久性 74 83 72
その他 1 1 1
必要な木材の調達が困難 9 10 9
期間内の資材調達が困難 11 15 10
設計・施工等の人材不足 10 13 9
その他 1 0 1
資材・施工コストの増加 33 38 32
維持管理コストの増加 50 56 48
その他 1 0 1
発注経験等がなく対応困難 20 19 20
木材利用が適さないと判断 50 40 53
自然破壊に繋がると判断 1 0 1
その他 1 1 1

課題の種別 課題
回答割合（％）

資材調達面等の課題

コスト面の課題

意識面の課題

品質・性能の課題

全体
(自治体数=56)

Q1 回答有
(自治体数=8)

Q1 回答無
(自治体数=48)

防火 11 13 10
構造強度 46 50 46
腐朽や蟻害等による耐久性 63 88 58
その他 4 0 4
必要な木材の調達が困難 7 13 6
期間内の資材調達が困難 4 25 0
設計・施工等の人材不足 11 25 8
その他 4 0 4
資材・施工コストの増加 27 50 23
維持管理コストの増加 39 75 33
その他 5 0 6
発注経験等がなく対応困難 16 13 17
木材利用が適さないと判断 55 63 54
自然破壊に繋がると判断 2 0 2
その他 2 0 2

課題
回答割合（％）

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

コスト面の課題

意識面の課題

課題の種別
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下水道分野においては、「木材利用が適さないと判断」を挙げた自治体が最も多く、「腐

朽や蟻害等による耐久性」、「構造強度」、「資材・施工コストの増加」、「維持管理コストの

増加」が続く。 

表 4-11 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（下水道） 

 
 

公園分野においては、「腐朽や蟻害等による耐久性」を挙げた自治体が最も多く、「維持

管理コストの増加」、「木材利用が適さないと判断」、「資材・施工コストの増加」、「構造強

度」が続く。問 1 で工事実績を回答した自治体の方が、回答しなかった自治体と比較して、

「防火」、「腐朽や蟻害等による耐久性」、「「資材・施工コストの増加」、「維持管理コストの

増加」と回答した割合が高い傾向にある。 

表 4-12 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（公園） 

 
  

全体
(自治体数=182)

Q1 回答有
(自治体数=9)

Q1 回答無
(自治体数=173)

防火 5 0 6
構造強度 32 44 31
腐朽や蟻害等による耐久性 43 67 42
その他 3 0 3
必要な木材の調達が困難 8 0 9
期間内の資材調達が困難 4 11 3
設計・施工等の人材不足 6 11 6
その他 2 0 2
資材・施工コストの増加 19 11 19
維持管理コストの増加 16 11 16
その他 2 0 2
発注経験等がなく対応困難 19 0 20
木材利用が適さないと判断 67 56 68
自然破壊に繋がると判断 1 11 1
その他 2 0 2

課題の種別 課題
回答割合（％）

コスト面の課題

意識面の課題

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

全体
(自治体数=300)

Q1 回答有
(自治体数=170)

Q1 回答無
(自治体数=130)

防火 17 20 13
構造強度 23 22 25
腐朽や蟻害等による耐久性 82 86 76
その他 1 1 2
必要な木材の調達が困難 6 7 5
期間内の資材調達が困難 7 6 9
設計・施工等の人材不足 7 6 8
その他 1 1 1
資材・施工コストの増加 24 28 19
維持管理コストの増加 59 62 55
その他 1 2 1
発注経験等がなく対応困難 9 7 12
木材利用が適さないと判断 27 25 29
自然破壊に繋がると判断 2 2 2
その他 1 1 1

課題の種別 課題
回答割合（％）

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

コスト面の課題

意識面の課題
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公共施設分野においては、「資材・施工コストの増加」を挙げた自治体が最も多く、「防

火」、「構造強度」、「維持管理コストの増加」、「腐朽や蟻害等による耐久性」が続く。 

表 4-13 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（公共施設等） 

 
 

土地造成・地盤改良分野においては、「木材利用が適さないと判断」を挙げた自治体が最

も多く、「腐朽や蟻害等による耐久性」、「構造強度」、「資材・施工コストの増加」が続く。

問 1 で工事実績があると回答した自治体 6 件であっても、木材が適さないと判断したとの

回答が 67%（4 件）あった。 

表 4-14 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（土地造成・地盤改良） 

 
 

  

全体
(自治体数=513)

Q1 回答有
(自治体数=467)

Q1 回答無
(自治体数=46)

防火 60 61 50
構造強度 48 49 46
腐朽や蟻害等による耐久性 45 45 54
その他 4 4 2
必要な木材の調達が困難 25 26 17
期間内の資材調達が困難 25 27 11
設計・施工等の人材不足 15 15 13
その他 1 1 0
資材・施工コストの増加 65 67 48
維持管理コストの増加 47 48 37
その他 1 0 2
発注経験等がなく対応困難 14 13 24
木材利用が適さないと判断 28 28 30
自然破壊に繋がると判断 1 1 0
その他 0 0 0

課題の種別 課題
回答割合（％）

意識面の課題

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

コスト面の課題

全体
(自治体数=97)

Q1 回答有
(自治体数=6)

Q1 回答無
(自治体数=91)

防火 5 17 4
構造強度 41 33 42
腐朽や蟻害等による耐久性 45 33 46
その他 0 0 0
必要な木材の調達が困難 16 33 15
期間内の資材調達が困難 5 0 5
設計・施工等の人材不足 9 0 10
その他 0 0 0
資材・施工コストの増加 37 50 36
維持管理コストの増加 25 17 25
その他 1 0 1
発注経験等がなく対応困難 23 33 22
木材利用が適さないと判断 57 67 56
自然破壊に繋がると判断 0 0 0
その他 0 0 0

課題
回答割合（％）

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

コスト面の課題

意識面の課題

課題の種別
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コンクリート型枠分野においては、「資材・施工コストの増加」を挙げた自治体が最も多

く、「木材利用が適さないと判断」、「構造強度」、「腐朽や蟻害等による耐久性」が続く。問

1 で工事実績を回答した自治体の方が、回答しなかった自治体と比較して、「腐朽や蟻害等

による耐久性」「木材利用が適さないと判断」と回答した割合が低い傾向にある。コストに

関しては、回答有／無にかかわらず高い割合となっている。 

 

表 4-15 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（コンクリート型枠） 

 
 

法面保護分野においては、「腐朽や蟻害等による耐久性」を挙げた自治体が最も多く、「構

造強度」、「維持管理コストの増加」、「木材利用が適さないと判断」、「資材・施工コストの

増加」が続く。問 1 で工事実績を回答した自治体の方が、回答しなかった自治体と比較し

て、「構造強度」と回答した割合が低い傾向にある。 

表 4-16 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（法面保護） 

 
 

 

全体
(自治体数=85)

Q1 回答有
(自治体数=41)

Q1 回答無
(自治体数=44)

防火 4 7 0
構造強度 34 37 32
腐朽や蟻害等による耐久性 24 15 32
その他 4 7 0
必要な木材の調達が困難 13 15 11
期間内の資材調達が困難 11 10 11
設計・施工等の人材不足 12 10 14
その他 1 0 2
資材・施工コストの増加 46 44 48
維持管理コストの増加 15 10 20
その他 4 2 5
発注経験等がなく対応困難 13 5 20
木材利用が適さないと判断 36 27 45
自然破壊に繋がると判断 1 2 0
その他 4 5 2

課題の種別 課題
回答割合（％）

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

コスト面の課題

意識面の課題

全体
(自治体数=152)

Q1 回答有
(自治体数=40)

Q1 回答無
(自治体数=112)

防火 5 3 6
構造強度 57 43 62
腐朽や蟻害等による耐久性 72 75 71
その他 1 3 1
必要な木材の調達が困難 12 8 13
期間内の資材調達が困難 6 3 7
設計・施工等の人材不足 11 10 12
その他 0 0 0
資材・施工コストの増加 26 30 25
維持管理コストの増加 36 40 34
その他 1 0 2
発注経験等がなく対応困難 13 3 16
木材利用が適さないと判断 36 38 35
自然破壊に繋がると判断 0 0 0
その他 0 0 0

課題の種別 課題
回答割合（％）

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

コスト面の課題

意識面の課題
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表 4-17 木材を採用しなかった／実務上困難だと感じた理由（その他） 

 
 

課題として最も大きな要因については、「品質・性能面の課題」「コスト面の課題」が大

きい。工事実績の有無別にみてもその傾向に変わりはない。件数が大きく異なるため単純

に比較はできないが、工事実績がある自治体では「資材調達面等の課題」の回答率が若干

高く、工事実績がない自治体では「意識面の

課題」の回答率が高い点が異なっている。 

 

図 4-18 課題のうち、最も大きい要因 

 

図 4-19 【工事実績の有無別】課題のうち、最も大きい要因 

全体
(自治体数=49)

Q1 回答有
(自治体数=8)

Q1 回答無
(自治体数=41)

防火 14 13 15
構造強度 37 38 37
腐朽や蟻害等による耐久性 37 25 39
その他 6 0 7
必要な木材の調達が困難 18 13 20
期間内の資材調達が困難 12 0 15
設計・施工等の人材不足 10 13 10
その他 4 0 5
資材・施工コストの増加 29 50 24
維持管理コストの増加 24 0 29
その他 6 0 7
発注経験等がなく対応困難 37 13 41
木材利用が適さないと判断 39 25 41
自然破壊に繋がると判断 4 0 5
その他 6 0 7

課題の種別 課題
回答割合（％）

コスト面の課題

意識面の課題

品質・性能の課題

資材調達面等の課題

品質・性能面

の課題

56%

資材調達面

等の課題
7%

コスト面の課

題
23%

意識面の課

題

4%

その他
2%

無回答
8%

Q1で実績の回答が

有った自治体（644件）

品質・性能面

の課題

47%

資材調達面等

の課題

4%

コスト面の課

題

22%

意識面の課題
16%

その他
2% 無回答

9%

Q1で実績の回答が

無かった自治体（55件）

問４． 

問３で１～４を選択された方にお伺い

します。 

課題のうち、最も大きい要因はどれで

すか。1～5 のうち、あてはまるものをひ

とつ選択して下さい。 

品質・性

能面の課

題
55%

資材調達

面等の課

題
7%

コスト面

の課題
23%

意識面の

課題
5%

その他
2%

無回答
8%

自治体数=699
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図 4-20 【自治体類型別】課題のうち、最も大きい要因 

 

(5) 木材に関する規程等の公的仕組みを定める見込み 

公共工事における木材の利用に関して、新たな条例・その他の規程等の公的仕組みの導

入や、市町村独自の方針等を定める見込みについて、回答があった 996 自治体のうち、81

自治体（3 都道府県、78 市区町村）が「ある」と回答した。内容としては、昔ながらの家

屋を保存すること、地域の林業を振興すること、地場材の活用、都道府県の方針に沿う等

の目的が挙げられている。 

 

問５．公共工事における木材の利用に関して、新たな条例・その他規程等の公的仕組みの

導入や、市町村独自の方針等を定める見込みはありますか。1～3 のうち、あてはま

るものをひとつ選択して下さい。 

「1.ある」の場合、差し支えなければその名称と概要をお答え下さい。 

 

 

図 4-21 公的仕組みを定める見込み 
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都道府県(n=35)

政令市・中核市・特別区(n=61)

その他の市(n=347)

町村(n=256)

（％）

品質・性能面の課題 資材調達面等の課題 コスト面の課題 意識面の課題 その他 無回答

ある
8%

ない
69%

わからな

い
18%

無回答
5%

自治体数=996
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表 4-18 公的仕組みを定める見込み（都道府県／市区町村別 件数） 

公的仕組みを定める見込み 都道府県 市区町村 計 

見込みあり 3 78 81 

見込みなし 27 658 685 

わからない 7 171 178 

無回答 1 51 52 

 

市区町村については、すでに木材利用方針を策定済の自治体と、そうでない自治体につ

いて今後公的仕組みを定める見込みについて区分して集計した。 

新たな条例・規程・方針を定める見込みが「ある」と回答した市区町村 78 件のうち、既

に方針を策定済で、今後も見込みがあると回答した市区町村は 66 件であった。見込みが「な

い」と回答した市区町村 658 件のうち、既に方針を策定済みの自治体は、552 件であった。 

 

表 4-19 方針等の策定状況別の「今後公的仕組みを定める見込み」 

今後公的仕組み

を定める見込み 
自治体数 

方針等の策定状況別の件数 

方針等策定済み 

（ ）は割合（%） 

方針等未策定 

（ ）は割合（%） 

見込みあり 78 66 (85) 12 (15) 

見込みなし 658 552 (84) 106 (16) 

わからない 171 145 (85) 26 (15) 

無回答 51 47 (92) 4 (8) 
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(6) 木材利用拡大に向けた支援等への要望 

木材利用拡大に向けた支援等への要望として、「資金面の補助」が最も多く 562 件で、次

いで、「土木分野を含む木材利用工事標準仕様書の作成・配布」（355 件）、「木材利用工事の

設計者の普及啓発・育成」（270 件）、「公共工事発注者向けの手続き支援」（248 件）、「木材

調達における支援」（240 件）が続く。 

問６．木材利用拡大に向けた支援等へのご要望として、あてはまるものを全て選び、内容

をお答え下さい。 

 

 

図 4-22 木材利用拡大に向けた支援等への要望 
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113
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資金面の補助

公共工事発注者向けの木材利用工

事等の発注手続き支援の充実

木材利用工事の設計者の普及啓発・

育成

木材利用工事の施工者の普及啓発・

育成

木材調達における支援

木材の生産・加工の高度化への支援

一般消費者向けの木材利用のメリッ

ト・意義に関する普及啓発

土木分野を含む木材利用工事標準仕

様書の作成・配布

その他

無回答

（件）

N=865
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図 4-23 【自治体類型別】木材利用拡大に向けた支援等への要望 
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政令市・中核市・特別区(n=65)

その他の市(n=453)

町村(n=440)
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(7) その他・自由記述  

耐久性とそれに伴うメンテナンスコストの課題 a. 

見た目が良くなる、ぬくもりを感じるといっったメリットを認める意見もある一方、木材利用におけ

る耐久性の課題とそれに伴うメンテナンスコストの課題が、意見として多く挙げられた。 

特に、公園等においては木材が直接地面に触れたり、野ざらしになったりする施設が多いことから、

腐朽が大きな問題となり、それに伴うメンテナンスコスト増大の懸念から、利用を見合わせるといった

意見が挙げられた。 

利用促進にあたっては、維持管理がしやすく、耐久性があり、かつ安価な商品が開発されることによ

る維持管理コストの削減、補助金等の制度の拡充等といった要望が挙げられた。 

 都道府県から挙げられた意見 ア）

 一般的に耐久性や価格が他材料（コンクリート、鋼材等）より総合的に不利であり、経済性重視の一
般公共事業では使用が困難な場合が多い。 

 建築工事の場合、仕様書等で乾燥度合も規定されていたが、土木構造物として利用する場合にコンク
リートや鋼構造物のような品質管理基準が確立されていないことから、土木工事の構造体への使用は
困難な状況である。 

 腐食に強くなり耐久性が向上し、使用範囲が広がればよいと思う。 
 木材は、他の部材と比較すると耐久性に劣るため採用に至らないことがある。耐久性能の高い木材（集
成材等）もあるが、コストパフォーマンスが劣ること及び大量に利用する際の資材調達に時間を要す
る場合があること等の懸念があるため、資金面の補助制度や安定的な供給の担保への支援が必要と思
料。 

 学校施設を木造で建築した場合、特にも学校施設においては小中学校等と比較し大規模な施設となる
ことから、ＲＣ造と比較し耐久性・耐用年数や改築までのトータルコストに疑問が残る部分もある。 

 自然公園施設は、木材が直接地面に触れる使い方が多いため、木材の腐朽が施設の維持管理上、大き
な問題。 

 メンテナンスコストを下げるため、腐朽しにくい構造や安全性が高く、安価で防腐効果が高い木材防
腐剤の研究、開発が進むことを望む。 

 公園等の屋外施設での木材の利用については、「腐食」や劣化による「ささくれ」など、維持管理を
考慮すると当初の設置費は多少高くなっても木材は敬遠しがちである。このデメリットを打ち消すよ
うな商品が開発され、かつコスト的にも鉄やコンクリート製品より安価なものが出回れれば、現状よ
り使用する頻度が上がると考える。 

 永久構造物ではないため、補修・改修に必要な経費の確保、支援が欲しい。 
 「県産材利用推進に関する基本方針」を策定し、公共建築物や公共土木工事における木材利用推進（特
に県産木材使用）を図っており、工事の特記仕様書には県産木材利用に努めるよう明示するなど、各
種取組を進めている。 

 木材活用にあたっては、例えば、多自然川づくりにおける県産木材の使用や、仮設材への木材活用（土
木工事）、内装の木質化（公共建築物）など工夫しているところだが、品質・性能面、コスト面及び
維持管理面（腐朽、更新サイクル等）がネックとなっている状況であり、今後、低コストで品質の良
い木製土木製品が普及すれば、更なる利用拡大につながると考えている。 
 コンクリートや鋼材に比べ老朽化が早くメンテナンス費用が増となるため、国の補助メニューの拡充
をお願いしたい。 

 市区町村から挙げられた意見 イ）

 木材の利用にあたっては、構造強度、腐朽や蟻害等による耐久性、非木材と比較すると維持・管理面
でのコスト増化などの課題が多い。 

 木材の利用は、地球温暖化の抑制や循環型社会へ寄与する一方で、耐久性等の維持管理面で課題であ
る。 

 耐久性が低いので維持管理費が上がるので使いづらい。型枠のような仮設材でしか道路分野では使え
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ない。 
 屋外公園、緑地等への木材使用は、耐久性、メンテナンス費用等のため、使用しにくい。 
 施設所有者の木材利用へのメリット・意義の普及、コストの負担、木材の耐久性などが木材利用推進
のネックになっている。 

 木製の遊具は適正な維持管理に費用がかかるうえ、耐久年数も短くコスト面の課題が多い。新設する
場合は困難な状況。 

 木材はどうしても腐朽、蟻害等に対する耐久性が懸念されるところであり、現在の状況では利用範囲
が限定されている。 

 公共施設は、長期に渡り品質が確保され、維持管理が容易である事が、求められている。木材におい
てもコンクリート等二次製品と同等以上の品質が確保され、施工性が向上し、安価な木材が普及すれ
ば木材利用は拡大すると考える。 

 屋外利用については、メンテナンスが煩雑であり、メンテナンスをしないと長持ちしないため、利用
できない。見た目は良いが、維持管理が最大の課題。 

 木造建築物に際しては、腐朽等による耐久性に疑義がある。木造建築物を採用するかの判断は、基本
構想により、ライフサイクルコストを考慮した中で、判断するものであると考えるが、現状ライフサ
イクルコストを算定することが非常に難しく、又、基本構想時に比較検討を行うとなるとコストも余
分に掛るため、現在は、木材利用に消極的となっている。 

 維持管理費用の増加を抑えるための、強度化、耐久性の増加等の技術開発を進めて欲しい。 

 木材では、永久構造物になり得ないと考えている。ランニングコストやメンテナンス費用など、コン
クリート等と比較した結果で採用することとなるが、技術的にも知識的にも難しいと考えられる。 

 維持管理上の補助制度があれば良いと感じた。 

 公共建築物は規模の大きいものが多く、木材利用のための調達を単年度で実施することが困難。（特
に補助事業）。市内の学校に木材を利用しているが、老朽化が早く維持するのに費用負担が大きい。
木質化事業で工事を行った施設への資金面の補助をお願いしたい。 

 建築物への木材利用については、近年木のぬくもりなど、教育現場や福祉現場での重要性は増してき
ており、意匠的にも重宝されているが、地方財政の縮減もあり、コストのかかることが、木材利用促
進の壁になっているものと思われる。 

 一方、土木工事においては、型枠等の仮設材での使用は見られるが、基礎杭や橋など、過去において
木材が利用されていたものも、コンクリートや鋼材が主材料となり、利用の促進は見込めない状況。 

 公園遊具や欄干等での利用についても、維持管理や安全性を考慮すると、景勝地等の特別な場所以外
では、利用は見込めない。利用の促進については、維持管理がしやすい、耐久性のある製品やコスト
の削減、補助金等の制度の拡充等が不可欠。 

 管理コストの増加や耐久性に問題がある。 

 「鉄筋コンクリート造に比べ耐久性が劣る」「外部使用は雨による腐食等でメンテナンスコスト、手
間がかかる」という意識が発注者（施主）に根強く、木材利用促進にブレーキをかけていると思われ
る。こうしたことから、建物用途ごとの機能ニーズをしっかり把握し、木材利用が「効果ある・生か
せる」用途区分を考える必要性がある。 

 製品の均一化を調整するのが難しい。 
 維持管理（メンテナンス）のノウハウ及び財政・見識の補助を検討してもらいたい。 
 木造とコンクリート（他の二次製品）使用時のコスト比較で木造の方が高くなることが想定される。 
 特に山側の施設については、木材利用が好ましいと考えられるが、木材使用については特に建設した
あとの維持管理が必要であり、費用がつかないのが現状。 

 現行の補助金・交付金額の設定が、市場の実態とかい離している。国内の林業による供給体制コスト
が、富裕団体向けを除いた需要のコストに見合っていない。（中小の零細自治体の予算財政には不向
きである。）長寿命の観点からすると、ランニングコストのパフォーマンスが良くない。 

 木製遊具は木のぬくもりが感じられ良いと思う。しかし、虫害、火災、経年による毛羽立ち等、維持
管理に係る懸念、また耐用年が短いことによる改築の高頻度化や費用等が懸念される。 

 材質として改善され、改築時の費用の支援等の仕組みができれば良いと思う。 
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品質・性能面の課題 b. 

木を使った施設等の品質・性能面については、「観光地等の景観を重視する場所には適している」、「生

態系保全、環境対策の観点からメリットを感じる利用したい」という意見が上がった（一部の都市部で

は、逆に「周囲の景観に合わない」といった意見も挙げられた。） 

課題としては、やはり強度や耐久性、耐震性、耐火性の課題が挙げられた。台風の多い地域では特に、

耐用年数、耐久性の面で不安との声があった。 

 都道府県から挙げられた意見 ア）

 鉄骨・軽量鉄骨と比較した際の木材の耐火性・耐震性が課題。 

 一般的に、木材の性能（強度、耐久性等）が、公共工事には適していないと思われるが、観光地等、
美観、景観を重視する場所には積極的に用いても良いと思う。 

 木製防護柵の使用例が多いが、耐久性に問題があり、今後利用拡大に向け３０年以上の品質を確保（保
証）された仕様とされたい。 

 市区町村から挙げられた意見 イ）

 木材利用は、道路構造物として、耐久性（維持管理・腐朽）や設計基準不足などの問題点がある。生
態系保全、CO2・経費削減に効果があるので普及したい。土木施設における維持管理の重要性と長寿命
化を視野に入れた検討が必要であると考える。 

 公園の遊具やベンチ、四阿などに木材利用は良いとは考えるが、設置後の経年劣化が他の部材より早
いため、最近では、設計時に木材利用は、ほとんどない。防腐処理などしている材料でも、長寿命化
の検討する上でも厳しいと考える。 

 強度、耐久性等、維持管理をしていく上で不安が多く、指針等で定められる事がなければ積極的に利
用することは少ないのが現状。 

 事業課や工事発注課の回答のほとんどは品質・性能面で木材を採用していないとなっている。新たな
木材製品や木材工法が開発されてきていると聞いているので、品質・性能面で劣るという木材の悪い
イメージを払拭するために、新たな木材や工法があるということを周知していただきたい。 

 本市の都市公園整備事業の木材利用については、木材遊具は鉄製遊具に比べ、耐久性や使用期間、維
持管理上の問題から原則使用しないものとなっている。しかしながら、今後、木材利用の促進の加速
や、木材の加工技術が向上し木材製品の耐久性や品質・性能の向上が図られれば、本市の公園整備事
業においても使用について再度検討となる可能性もあるため、動向について見守っていきたい。 

 親水施設に使用する場合、老朽化しやすい。（デッキ、遊具） 
 道路及び公園整備における木材製品の使用は、耐久性の面から難しいと考える。 
 都市部の道路整備において木材製品は利用しづらく、また景観的に適さないと考える。 
 生活道路整備については、50 年サイクルで整備を行うことを考えており、木材であると途中のメンテ
ナンスや長期間の使用が難しいと考える。 

 下水道工事においては、工事標識盾板以外に木材利用する機会がない。土留工にあたっては、切梁材、
腹起材に木材利用した経緯はないが、一個人としては、可能性は考えられる。 

 道路付属物の木材利用に関して、やはり耐久性の向上が必要と思われる。 
 以前は公共工事の工事看板は間伐材を利用していたが、最近は「～努める」となっているため、使用
したり、使用していなかったり、まちまち。工事関係では耐久性等の理由で木材が使用されていない
現状である。今後、木材の長所短所を見極め、使用していきたいと考えている。 

 公共建築物は不特定多数の人が利用する為、法的に耐久性、防火性能が要求される。 
 木材使用の利点としては幾数あるが、建築の観点からは、耐用年数、建築基準法でいう防火関係、保
守等の課題があり、改善等が進めば需用が見込まれていくと思う。 

 木造の良さを知っていただくためにＰＲ等を取り組んでほしい。本市では木材利用については、積極
的に取り組んでいる所。 

 下水道事業等においては建物等はプラントとしての位置付けに近く、木造に適さない。 
 地理的に台風災害が多く、耐久性の面から木造建築は適さない。 

 木材は耐用年数が低く採用することにためらってしまう。 
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資材調達の課題 c. 

公共施設等の建設にあたり、必要な部材量、品質を確保することが困難であるという意見があった。

特に地域材・地場産材を活用する場合に、材料の納期がネックとなるという意見が挙げられた。具体的

に、JAS 材の利用が原則となっているものの、現状は JAS 認定工場自体が少なく、認定にかかる補助等、

供給体制を確保する施策に対する要望があった。 

 都道府県から挙げられた意見 ア）

 資材調達の課題も含め、設計者・施工者・発注者への普及啓発が必要。 
 メーカー等から発注機関への営業が必要、施工歩掛、単価、仕様書等の発注支援。 

 市区町村から挙げられた意見 イ）

 地域材利用が進んでいるが、納期が数ヵ月掛かる事も多く、生産が間に合っていないように感じる。
繁忙期の小規模工事では、納期が間に合わず、地域材が利用できない場合もある。 

 地場材安定供給の支援、木材利用促進の補助が必要である。 

 翌年度工事予定量、発注から現場納期までのスケジュールの明確化が課題。 
 補助金・交付金が利用しにくい。申請に要する期間が長く、年度内に完結できない。また、関連工事
との工程調整が難しい。 

 使用木材量に対して、事後精算する制度の方が良いと思う。 
 また、利用にあたり製品が容易に手に入る事が重要である。 
 複数年にまたがる事業や一部補修、改良工事等で同一の品質、色、柄の確保ができるか不明。 

 公共工事のうち、建築物の整備にあたっては、木材の品質として、JAS 材の使用が基本となっている。
しかしながら、JAS 工場が少なく部材の購入において、困難を生じるケースがあり、木材利用の足か
せとなっていると感じられる。JAS 工場認定取得のための支援、認定工場への補助することや、認定
が困難な中小零細事業所については、公共建築物の壁材などに、JAS 材以外の木材使用も進めるなど
の支援が必要ではないか。 

 低層建築物（高さ 13m 以下かつ軒高 9ｍ以下、延べ床面績 3,000 ㎡以下）では、木造在来工法での施
工は可能であり、コスト低減につながる。しかし、木材調達や、施工業者の確保といった点に課題が
あり、調達支援や、技術者育成が必要。 

 建築工事の木材利用拡大については、大工等の技術者の減少が著しく、工場制作の木工品を組立てい
るプレカット工法が主となる現状では、特注品や現場加工の多くなる公共工事ではコストと工期の面
で厳しく、人材育成を含め多くの課題がある。 

 資金面・木材調達面の支援が必要。 

 設計者、工務店、製材所間での需給・木材単価に対するズレが生じている。 
 人工物と違い天然素材であるが故に、伐採→造材→乾燥→製材→プレカットと、納品までの期間や手
間が増すことから、工期や単価について現場の実情に沿った制度、支組みが望まれる。 

 特に地場産材を活用する場合、要求を満足する「質・量」を施工段階で調整・調達するのは困難であ
る。木材流通体制を整え、施工時に容易に活用できるよう工夫する必要がある。 

 必要な木材の数量確保が課題。 
 

イニシャルコストの課題と資金補助の要望 d. 

構造材に集成材を利用する場合、材の単価が高いこと、特別な仕様となること、防火等の特殊加工に

よる費用がかさむこと、発注段階で発注先事業者が限られてしまうことによる、工事費の高止まり傾向

があるとの意見が上がった。 

これらの課題に対して、安価な集成材の開発や、補助制度の充実、費用対効果の明確化といった要望

があった。 
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 都道府県から挙げられた意見 ア）

 木材を使用した家などはとても落ち着けて良い雰囲気ではあるが、コストが掛かるイメージが強いの
と耐火面で不安がある。 

 木材利用の補助制度の充実。 
 資材の高騰により、国産材は使用しにくい。 
 公共工事において新たな木造工法で施工した場合、施工事業者等に対して、資金面で補助を行うと共
に国交省、林野庁で、積極的に工法をＰＲすることが必要と思われる。 

 建築物については、計画から施工まで数年を要する。単発的な支援ではなく、安心して取り組めるよ
うな複数年の支援のプログラムが必要。 

 工事については、国土交通省が主体となって、木材利用の方針を出していただきたい。コストアップ
になっても、公益的機能の向上などで取り戻せると思われるが、具体的にＢ／Ｃ計算の指針を作り、
木材（地域材）を使った場合のコストアップがベネフィットで取り戻せるという考え方を示してほし
い。 

 公用施設に木材を利用する場合の交付金等の新設検討をお願いする。 

 市区町村から挙げられた意見 イ）

 検討にあたっては、建設コストと維持管理コストが優先される。 

 森林整備加速化・林業再生事業の補助額が下がり、木材活用に伴う補助がなく、資金面に厳しい施設
等があるので、先進技術だけではなく、普及・拡大の面からも補助額を上げてほしい。 

 木材利用による環境にやさしい住宅づくりの推進と公共施設などの木造整備を進め、地域林業の活性
化や需要拡大を図っていく必要があり、地域産材の利用拡大を推進する為にも、資金面での国の補助
事業は、必須であり、予算の削減を行うことが無く継続していただけるよう強く望むものである。 

 維持・管理が困難であり、実務上の利用が難しい。積算時に木材利用で金額が上がり、過大設計と見
なされる恐れがあり、積極的に利用できない。 

 一般的な土木工事（道路工事、下事道工事）では、木材利用に適した工事は、ないと思う。また、公
共工事だからと言って、無理に使用させるのは問題があると思う。 

 鋼管柱（１８ｍ）と同等の強度及び施工コスト等であれば、木材利用を検討したい。 
 法令等でしばるより、資金面の助成を充実してもらいたい。 

 厳しい財政状況が続き、更に、監査や会計検査等により、強いコスト意識をもって公共工事を行って
おり、平準的な工法や、ライフサイクルコストに優れメンテナンスが容易な材料が選択される。こう
した点へのメリットが多くアピールされることが、木材利用につながるものと考える。 

 補助制度の充実を要望する。 

 木材利用推進事業としての国や県による全額補助化。 
 県主導による木材単位の固定、明確化、統一化。 

 県では建築物の県産木材活用について支援しているが、高額のため、ごく限られた建築物の一部分に
採用しているのが現状。国や県の財政的な支援がないと市町村では積極的に木材活用が難しい。 

 大断面構造集成材の工法・調達・プレカットなど、設計段階でメーカーが特定されるため、工事費が
高止まりする傾向が強いことから一般競争入札には適さない場面がある。凡用性の高い工法がないと
コストは抑えることは難しいと思われる。 

 木質舗装の園路、県産材を使用した東屋を設置したが、コストが非常に高く、補助事業でなければ施
工できないものと思う。 

 特殊建築物等の防火要求で準耐火建築物とする場合、集成材ラーメン構造が多く採用されている。そ
の場合木材コストが増加し、結果として、建設費の高騰につながり、鉄骨造への変更へとつながるケ
ースが多いと思う。 

 投資対効果がはっきりしない。 

 公共施設の維持管理費の削減が進む中で、国、地方自治体などによる資金面での補助等、積極的な取
り組み、支援がなければ木材利用へは進みにくいと思う。 

 地域内産材（都道府県内）消費への補助制度への拡充を要望する。 

 木造化・木質化を実施するに当り、特別な仕様等が課せられイニシャルコストが高くなる傾向がある。 



 

301 

  

 内装材として使用する場合、不燃処理のコスト高及び当該部分の維持管理コストが支障となる。 

 公共工事について特別な単価を入れて見積る業者が多い。適正な単価で行うことでいずれは関係者全
体の健全性が確保されることを啓発していきたい。 

 大規模施設で構造材の全てに木材を使用した場合、構造計算上集成材を使用することとなるが、集成
材は購入単価が高いため、建設コストの面から混構造もしくはＲＣが広く採用されている。木材の利
用促進のためにも、安価な集成材が販売可能な技術開発を希望する。 

 予算が厳しくなる状況で、コストが大きくなることは、難しいと考える。 
 

標準仕様書等の要望 e. 

設計やコスト積算に関するノウハウを共有するために、木造建築物に関する施工指針や、積算基準、

標準仕様書・標準歩掛、標準的な経済性の判定システムの整備に関する要望が挙げられた。 

 都道府県から挙げられた意見 ア）

 木材利用拡大の取組みや支援のみだけでなく、屋外に設置する木製構造物の耐用年数やメンテナンス
サイクル等の維持管理に係る統一的な基準の制定が必要と考える。 

 メーカーやゼネコン各自は開発に熱心だが、標準化しなければ公共工事での利用は進まない。 

 農業農村整備事業に適用できる設計及び施工指針的なものが確立され、それに基づき使用用途、経済
性の判定（耐用年数）、構造計算などができるようになれば、使用頻度はもっと増加すると考える。 

 市区町村から挙げられた意見 イ）

 土木分野では、構造強度や維持管理の面で、木材が使用されにくい部分があると思われるため、標準
仕様書等があれば、今後木材利用が増加すると思われる。 

 公共土木工事での木材利用はほとんど無い。国で木材利用工事標準仕様書等を作成していかないとな
かなか木材利用は進まないのではないか。 

 公共土木工事は、県が示す構造基準に従い設計・施工実施している。構造基準に木材利用が含まれれ
ば検討していく。 

 補助金対応のためにも、標準歩掛を作成してほしい。（森材土木木製構造物施工マニュアルに追加）。 

 歩掛作成が必要。 

 木造建築物の積算基準（数量・単価）の整備（設計数量及び別途発注の際の施工数量）。 
 木材受入検査の詳細な基準（検査方法、判定方法等）の明確化。 

 他構造（ＲＣ、Ｓ、ＳＲＣ等）とのコスト比較、耐用年数比較が簡易にできるシステムの構築。 
※用途、建設地等の様々な条件に対応できる事（建築課）。 

 木材利用工事標準仕様書の作成・配布いただき、木材を使用する基準や使用部位等を明確にして、さ
らに、地場産を使用する場合等の木材調達における支援等があれば、木材利用の促進が図れると思う
（住宅課）。 

 下水道工事においては、木材を使用する機会がほとんどないと思われる。また、木材利用において歩
掛等がないため、設計のノウハウがない。 
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規制緩和の要望 f. 

規制緩和に関しては、主に防火関係の規制（建築基準法）の緩和があれば、利用しやすいという意見

が挙げられた。 

 

※すべて市区町村から挙げられた意見。 

 地域から地場材利用の要望はあるが、イニシャルコストの面から木材多用は見送っている。内装材と
して部分使用する程度にとどまっている。地場材を多用するにはコストを抑えた構造材の開発、建築
基準法（耐火、準耐火）の緩和が必要。 

 手続きや申請の簡単化。 

 内装における木材使用に対する防火関係規定の規制緩和。 
 木造の建築物を建築基準法どおりに建てると基本的には木部をほとんど隠さなければならず、木のよ
さを表現しづらい。不燃処理等を施したものであれば、表に出すことはできるようだが、その処理が
できる工場は国内でも限られている。そのため、地元産の木を使った公共建築物を作ろうとしても、
多大なコストや輸送に係る燃料を消費しなければならない。木のよさを表現しやすくできるように建
築基準法の規則が緩和されることを望む。 

 ＣＬＴの耐火確定の取得など、防火、構造に関する木材の法整備が進むと公共工事への木材利用がや
りやすくなると思う。（建築課からの意見。） 

 

技術開発の要望 g. 

新技術の研究開発により、木材が他の資材と機能的に代替可能なレベルに達することや、現状の最新

技術を国として支援する取組に対する要望が挙げられた。 

 都道府県から挙げられた課題 ア）

 コンクリート資材、鋼製資材に代わるものを木材で利用できるような新たな技術革新があれば、木材
利用の裾野が広がると思う。 

 市区町村から挙げられた意見 イ）

 長期的には新素材の研究開発に投資した方が良い。 
 テレビでも紹介された CNF などは温暖化対策として有効だと思われ、国レベルでの支援が必要ではな
いか。 

 林業（伐採・製材）から加工、施工までの流通の拠点づくりが必要。 
 内装材として使用する場合の木材強度等の新技術の開発（主に床材）を望む。 

 

人材育成の課題 h. 

発注者側の知識・理解を深めることや、設計者等の技能者の育成が課題とする意見があった。 

 都道府県から挙げられた意見 ア）

 発注者側の、木材の利用方法や木の特性に対する知識や理解が低いことが課題。建築においては、木
造の設計ができる者が、少ないことも課題。 

 木材の利用の優良事例を歩掛け付きで紹介し、木材に対する理解を高める必要がある。 
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 市区町村から挙げられた意見 イ）

 H27.6 改正の建築基準法の施行に伴い、大型施設の木造化が期待できる中、木造化の知識を有した建
築士の育成が必要だと思われる。 

 公共工事で木材を利用するためには、人材の育成が必要である。技能者の不足が課題。 

 

普及・広報の課題 i. 

施工業者や消費者に対し、費用対効果、公益的機能といったメリットを明確にして情報提供すること

や、山林部になじみの薄い地域に対する普及啓発に力を入れるべきとの意見があった。 

 

※すべて市区町村から挙げられた意見。 

 FSG や SGEC 等の認証制度における COC 認証について。施工業者や消費者にとってメリットが実感し
にくく、コストの面で考えるとむしろデメリットの方が多いように思う。認証林を普及啓発するため
には法の整備や利用者等への PR 活動を積極的に行いながら、もっと身近なものとし、認証林を使用
することの意味を明確にする必要があると思う。 

 一般工法に比べた際の木材利用工事の費用対効果の明示、普及啓発。 

 木材利用についての知識等がないため、普及啓発が必要と感じる。 

 木材を利用した製品、資材のＰＲ不足により、利用が促進されていないのが現状。単に、地域材を使
用するための要望活動のみではなく、木材利用のメリットをＰＲして欲しい。（木材業者、木材組合
連合会に対して強く要望する）。 

 森林の有する公益的機能や木材を使用することの意義を消費者に理解してもらわない限り木材利用
の促進や森林整備にはつながらないと思う。 

 平野部に位置する既成市街地では、山林部（材業を行っている地域）に関する理解が乏しい。主旨を
踏まえて、国又は都道府県単位の取組みが必要。 
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現在取組中のことについて j. 

その他、各自治体より、現在の木材利用の取組状況や、木材利用推進の意義に関するお考え、今後支

援策がある場合の利用希望等の意見が寄せられた。 

 都道府県から挙げられた意見 ア）

 景観に配慮する施設の転落防止柵等に利用している。今後そのような施設での利用が期待される。 

 一般的に、木材の性能（強度、耐久性等）が、公共工事には適していないと思うが、観光地等、美観、
景観を重視する場所には積極的に用いても良いと思う。 

 市区町村から挙げられた意見 イ）

 木材利用は、道路構造物として、耐久性（維持管理・腐朽）や設計基準不足などの問題点がある。生
態系保全、CO2・経費削減に効果があるので普及したい。土木施設における維持管理の重要性と長寿
命化を視野に入れた検討が必要であると考える。 

 公共工事において県産の木材をより多く使用できるようになれば、県内の林業発展に寄与できると考
える。 

 現状では木材利用拡大の見込はないが、将来、利用拡大について検討できるようになったときに、上
記問６に回答したような補助及び支援等を利用したいと考えている。 

 現在、本村は全村避難区域であるため、公共工事の木材利用の見通しはたっていないのが実情である。
しかし、森林組合から事業の提案を受けているので、村としても支援策を検討していきたい。 

 木造校舎を実際に使用してみて、木のあたたかみや、独特の明るさがあり、子供達にとっては、非常
にいい環境空間が完成したと実感している。実際のところ不登校児童もなく、すばらしい学校ができ
たと思っている。 

 木材利用を促進することはカーボンニュートラルの考え方からも、寧ろ環境にやさしい建設形体だと
思うので積極的に推進すべきである。 

 木造建築は日本の文化であり、公共建築物に限って木材利用の拡大に向けて検討を行うのがよいかと
思う。 

 平成２４年に「市有施設の木造化・木質化等に関する指針」を作成し、徐々に段階を踏みながら公共
工事の木材利用を検討している最中。今後とも全国の市町村で、参考になる事例等あれば情報提供願
いたい。 

 全域で材積が増えていることで、獣害対策、生活の安全の為には、山林整備は必要であり、治山から
考えても健全な山を守ることは、必要である。また搬出される木材の利用も促進されることは重要。 
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4.3.4 まとめ 

工事の利用実績については、公共施設等が最も多く、次に公園や道路について実績が多いことが分か

った。土木系の治山・治水、下水道、土地造成・地盤改良等は、公共施設や公園、道路と比較すると件

数は少ないが、数 10 件～100 件未満、工事実績があるとの回答が寄せられた。 

木材を採用した理由としては、工事の特性上、木材が適していたことや、地域資源の利用による地域

環境保全、経済活性化のため、市町村の指針（木促法に依拠）で定められていことが多く挙げられてい

る。 

 

木材利用にあたっての課題として、品質面、特に「腐朽や耐久性」の課題を最も大きな要因とらえる

自治体が多く、腐朽や耐久性の課題に伴うメンテナンスコストに関する問題意識があることが分かった。 

また、ノウハウが不足していることから、実際に検討を始める段階でも、木材を利用した場合のライ

フサイクルコスト等の算出自体が困難との意見があることも分かった。支援策として、土木分野を含む

標準仕様書・歩掛等の作成・配布や、施工指針や標準的な経済性の判定システムの整備に対するニーズ

があり、行政の取組への期待が大きいことがうかがえる。 

公共施設等においては、品質・性能の課題のうち「防火」「構造強度」の課題が多くあげられており、

関連して、防火等の特殊加工による費用がかさむこと、加工が可能な発注段階で発注先事業者が限られ

てしまうことによる、工事費の増加といったイニシャルコスト面への影響に関する意見があり、施策へ

の要望としては安価で高性能な新製品の開発や、主に防火関係の規制（建築基準法）の緩和といった意

見が挙げられた。 

 

資材調達については、何等か木材を利用した工事の実績があると回答した自治体の中では地場産材や、

地場産以外の国産材を利用したとの回答が多く、木材生産量の多い都道府県に属する市区町村ほど、地

場産材を利用している率が高いことが分かった。 

地場産材を利用することで、地域産業活性化や輸送コストの削減等につながる一方で、材料の納期が

ネックとなるという意見が挙げられており、施策に対しては、供給体制確保に対する要望があった。 

 

現状の課題が多く挙げられたが、景観配慮が必要な施設やエリア、学校等を中心に積極的に木材利用

をはかっている、といった意見や、地域産業の活性化の観点から利用促進が必要、との前向きな意見も

挙げられた。 

実際に、木材利用方針の策定市町村数は、1,472 件11であり、うち 810 の市町村から今回のアンケート

に回答が有った。そのうち 66 市町村が「今後、新たな条例・その他規程等の公的仕組みの導入や、市町

村独自の方針等を定める見込みがある」と回答しており、今後の積極的な取り組みが期待できる。 

 

 

  

                                                        
11平成 26 年度 公共建築物における木材の利用の促進に向けた措置の実施状況の取りまとめ（平成 28 年 2 月 18 日 農林

水産大臣、国土交通大臣） 
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4.4 一般消費者・事業者向けの普及啓発資料の作成 

本事業において実施した調査の調査結果等を踏まえ、一般消費者・工事発注者向けの普及啓発資料を

作成した。 

4.4.1 構成の検討 

【一般消費者向け】タイトル：“木づかい”でエコ＆快適なくらし 

表紙 タイトル 「“木づかい”でエコ＆快適なくらし」 

内容 メッセージ文「くらしの中に木を使うことで、環境、ひと、

森にやさしい効果がたくさんあります。」 

中面 タイトル 「環境、ひと、森にやさしい“木づかい”」 

内容  住宅、オフィス、家具・道具、校舎、その他の木材利用例 

 森林生産のサイクル図 

 「環境にやさしい」「ひとにやさしい」「森にやさしい」それ

ぞれに関する解説 

裏表紙 タイトル “木づかい”と快適なくらし 

内容  木造校舎に関する生徒のアンケート調査結果 

 木の快適性に関する実験結果 

 

 

【工事発注者向け】タイトル：木材利用による環境対策のすすめ 

表紙 タイトル 「木材利用による環境対策のすすめ」 

内容 メッセージ文（CO2 排出削減、炭素固定、森林保全・循環サ

イクルについて） 

中面 タイトル 「建築・土木分野における木材利用の効果」 

内容  校舎、オフィス（庁舎）、リフォーム・リノベーション、遮

音壁、丸太打設による軟弱地盤改良、ガードレールにおける

木材利用例、LCA に関する試算結果 

 木材利用フィールドの鳥瞰図 

裏表紙 タイトル 「公共工事における木材の利用動向」 

内容  公共工事発注者向けアンケート結果 

 設計支援の実例紹介ホームページの案内 

 木材の環境貢献分析ツール（MiLCA）の説明 

 

なお、資料の仕様は以下の通りである。 

 サイズと色：A4 見開き、フルカラー 

 種類：一般消費者・工事発注者向けの２種 

 部数：各 1,000 部 
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4.4.2 デザインの検討 

(1) 一般消費者向け 
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(2) 工事発注者向け 
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 参考資料 5．

5.1 建築・木材製品分科会 

(1) 建築・木材製品分科会（第 1 回） 

【開催概要】 

 

日時：2015 年 12 月 8 日（火）10:00～12:00 

場所：三菱総合研究所 CR-B 会議室 

出席者（敬称略）： 

 

岩岡 正博  東京農工大学農学部地域生態システム学科准教授 

古俣 寛隆  北海道立総合研究機構森林研究本部林産試験場利用部 

       マテリアルグループ研究主任 

高口 洋人  早稲田大学理工学術院建築学科・建築学専攻教授 

服部 順昭  東京農工大学名誉教授 

       公益社団法人日本木材加工技術協会会長 

外岡 豊   埼玉大学経済学部社会環境設計学科教授 

（オブザーバー）前田 拓生  早稲田大学 招聘研究員 

 

吉本 昌朗 林野庁 木材利用課 企画調整班 課長補佐 

大濵 長法 林野庁 木材利用課 消費対策班 

西村 紘明 林野庁 林野庁 木材産業課 住宅資材班 住宅資材技術係長 

 

事務局  株式会社三菱総合研究所 

 

配布資料： 

議事次第・配布資料一覧 

出席者名簿 

座席表 

 

資料１   平成 27 年度木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務 

建築・木材製品分科会 実施方針案 

資料２   工事発注者への木材利用意向等調査（全分科会共通） 調査項目一覧（案） 

参考資料 1 これまでの木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務について 

参考資料２ 第一回合同会議 議事概要案 

参考資料３ 第一回合同会議 論点について 
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【議事概要】 

1）平成 27 年度木材利用推進・省エネ省 CO2 実証事業について 

資料 1 に基づいて、平成 27 年度木材利用推進・省エネ省 CO2 実証事業の概要及び実施体

制について事務局から説明した。その後、委員による議論が行われた。内容は以下の通り。 

木材の LCA データベースの精度検証について a. 

 今年度のテーマは、木材の上流側のデータベースに関する精度検証、室内環境の測

定をおこない、そして最終年度として成果をとりまとめ、学会発表やデータベース

への実装を目指していきたい。 

 精度検証にあたって、ISO14044 に基づく検証を目指してはどうか。 

（回答）いずれも LCA の基本的なポイントであり、明言するまでもないが、当

然おさえていく必要がある。 

 木材の LCA のインベントリデータを作るにあたって、林業分を下流のどこで負担す

るかが論点になる。木材を生産する中で、間伐材や建築用材や紙やパルプ、燃料等

に分かれていき、それらをどう按分していくか。 

（回答）マテリアル利用を基本とし、切り捨て間伐材については土場までの計

算に入ってこないが、それ以外は燃料用も含めて評価対象になるのでよいので

はないか。ただし、燃料用のみのデータは取ることが難しい。森林総研のソフ

トは、マテリアル利用を前提として作成されている。これには、当然のことな

がら、バークや端材等が発生し、燃料用途にも向けられる。 

 材積ベースで、建築用木材とそれ以外を国内の産業連関表の値で按分するのはどう

か。 

（回答）製材工場については材積ベースで按分するのはまずいという結果が出

ており、経済価値でやったほうがベターである。 

（回答）経済価値でやった場合には、用材のウェイトが重くなる傾向がある。 

（回答）材積按分するか、経済価値按分をするかについてはベストの解はない

が、後者の方がベターであろう。 

（回答）丸太は細い方が生産効率が悪くなって、環境負荷は大きくなるという

のが山側の実態であり、経済価値按分結果とは異なる傾向が出る。 

 山側から建築まで繋げた場合、歩留りを決めて、経済価値按分方法に基づき按分し

ていくという方針で良いか。 

 燃料チップの単価については、チップ工業会から平均単価のデータが集められるの
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では。 

 按分率等のパラメータを入れてデータベースを構築していくことが、MiLCA では可

能である。 

 現地調査について、どこまで当たりがついているか。 

（回答）調整を急いでいる段階である。 

（回答）これまでの経験では、森林組合等の協力を得るのは難しい。 

（回答）SGEC 認証先を選定したのは、「持続性」の中でデータを取得しており、

データが比較的集まりやすいという狙い。 

 樹種や施業等の違いを見分けられるデータを取っているか。 

（回答）日吉は燃料消費量の管理はやっているはず。FSC の審査委員をやって

いるが、認証期間が長いほうがデータが安定している傾向もある。富士市と日

吉は比較的管理がしっかりしている。 

 某林業の SGEC の取得事例をみたが、機械の償却を中心に評価されおり、こちらの

希望するデータの品質がかなり粗かった印象がある。 

 森林計画は伐期が短く、実際の成長段階に伐期が来るような数字になっているので、

実態調査の結果に応じて修正して頂きたい。 

 早急にヒアリングの調整を進める。 

 利用間伐についてもデータが必要になる。 

 機械の使い方、作業方法によっても変わってくる。作業機械は移動するほど燃費が

悪くなる。 

 北海道、長野のカラマツについては既往文献で調査されている。 

 富士市と日吉町は機械をたくさん用いているから、CO2 排出量は大きくなる。 

 北海道について調査していなかったか。 

（回答）森林総研と同様の方法で数字を作っている。個別事例調査もしている

が、伐期、施業法等によってバラついている。 

 京都府林業大学校で教鞭を務めている方に依頼すると、協力先が見つかるかもしれ

ない。 

室内環境の測定について b. 

 木質化のどのような効果に着目して測るかが大事である。構造よりも内装が木造で
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あれば室内環境が大きい。仕上げにワックスを塗った場合、吸放湿の効果が見られ

ない。 

 また、新しいオフィスは断熱性がしっかりしており、冬の空調エネルギーが少なく

なる。冬に実測すると、過乾燥になっており、湿度が 20%程度の場合もある。ビル

管法をクリアしようと思うと加湿しないといけない。 

 どのような施設で測定するか、目途は立っているか。 

（回答）林野庁の補助事業を活用した案件や、委員からのご紹介等で探してい

る。昨年度のように測定に適した施設がなかなか見つからないため、対象施設

の条件を緩和し、一部はシミュレーション等を援用することも含めて、早急に

施設の目途を立てたい。 

（回答）まだアイデア段階であるが、イトーキが SYNQA という木質内装の製品

をショールームで展示しており、塗装をしていない無垢の家具や什器を展示し

ている。４F が木質のオフィスで、５F が普通のオフィスであり、そこでの計測

も視野に入れている。 

 輻射については考慮しないのか。 

（回答）原理から言えば、輻射は壁の表面温度がどの程度かに依存する。断熱

がしっかりしていれば、表面温度は空気温度と一致する。測り方によっては、

木材の効果よりも、パーティション等の効果の方が大きく、パーティションを

置いた方が良いという結論になるかもしれない。窓の冷放射の影響も大きい。 

成果の対外発表について c. 

 論文を投稿する際には、三菱総合研究所名義か。 

 また、パンフレットの読者層について検討を進めて頂きたい。ディベロッパーの中

で意思決定を持っているのは銀行出身の方であったり、内装木質化は、テナント受

けするかどうかで決まってくる。また、公共向けの対象を一般の首長とした場合、

一般向けと同等のわかりやすさが求められる。 

（回答）発表は、学会大会のスケジュールで決まるが、論文投稿は審査も含め

ると半年程度かかるため、それも考慮して可能な範囲で対応したい 

 木の良さに関するデータを集めており、発表・査読されているかどうかを重視して

いる。 

 公共工事の発注の際の意思決定者については、アンケート調査等でも把握したい。

対象を誰にするかは、分科会でも議論したい。 

 仕様の中で学術誌への掲載が含まれており、是非実現してほしい。 
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 本事業の成果を論文にするにあたって、謝辞の入れ方についてはご指導頂きたい。 

 論文の連名者については、委員全員を含めるのではなく、作業に主にかかわった方

とする。林野庁の方は入れなくてよいとのことである。 

2）その他 

 今後日程調整表をお送りする。 

 論文等での発表の機会があると大変ありがたく検討いただきたい。 

3）閉会 

 

以上 

 

  



 

316 

  

(2) 建築・木材製品分科会（第 2 回） 

【開催概要】 

 

日時：2015 年 12 月 15 日（月）10:00～12:00 

場所：三菱総合研究所 CR-E 会議室 

出席者（敬称略）： 

 

岩岡 正博   東京農工大学農学部地域生態システム学科准教授 

古俣 寛隆   北海道立総合研究機構森林研究本部林産試験場利用部 

        マテリアルグループ研究主任 

伊香賀 俊治  慶應義塾大学 理工学部 システムデザイン工学科 教授 

高口 洋人   早稲田大学理工学術院建築学科・建築学専攻教授 

服部 順昭   東京農工大学名誉教授 

        公益社団法人日本木材加工技術協会会長 

外岡 豊    埼玉大学経済学部社会環境設計学科教授 

（オブザーバー）前田 拓生  早稲田大学 招聘研究員 

 

吉本 昌朗 林野庁 木材利用課 企画調整班 課長補佐 

大濵 長法 林野庁 木材利用課 消費対策班 

西村 紘明 林野庁 林野庁 木材産業課 住宅資材班 住宅資材技術係長 

 

事務局  株式会社三菱総合研究所 

 

配布資料： 

議事次第・配布資料一覧 

出席者名簿 

座席表 

 

資料１  木材の CO2 排出量に関するデータベースの構築 

資料２  環境産業連関表の作成 －2011 年産業連関表基本表を用いた試算 

資料３-１ 木造庁舎における室内環境の測定概要 

資料３-２ 庁舎における室内環境に関するアンケート調査票 

資料４-１ 公共工事発注者向けアンケート 調査票 

資料４-２ 公共工事発注者向けアンケート 中間報告 

資料５-１ 木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案）～一般消費者編～ 

資料５-２ 木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案）～工事発注者編～ 
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【議事概要】 

1）資料１：木材の CO2 排出量に関するデータベースの構築について 

 樹種、地域等の詳しい情報を出して頂きたい。 

（回答）情報提供元からの希望により、個別の組織名は匿名とした状態で、詳

細が分かるようにすることが望ましいと考えられる。 

 組織名は匿名としたまま、県名と樹種がわかるようにして頂きたい。 

 得られたデータについて、特に違和感はない。 

 これまで見たデータと近いと感じている。 

 今後、これまでのデータとの比較で妥当性を考察頂きたい。 

 地拵えが入っているかどうか。間伐でも、利用間伐も含めているかどうか。 

 昨年度に一通りのライフサイクルのデータを収集しており、それをベースにしなが

ら、今年度に新たに得られたデータがあればそれを更新していきたい。 

 栗駒では、除伐というデータも含まれていた。自分が持っている栗駒に関するデー

タでは、地拵え、下刈り、植林、つるきり、枝打ち、間伐等の区分で整理されてい

る。 

 これまでの研究成果では、利用間伐までのところまでは無視してもよいという結果

であった。主な部分は、間伐、主伐、作業路開設等である。また、地拵えと作業路

は、林野庁の区分では一緒になっている。 

 補助金にも様々なメニューがあり、金額に応じて出来る作業道も異なってくる。 

 作業道に関しては、宮崎県が全国の統計データをまとめていたので、それも活用し

たい。 

2）資料２：環境産業連関表の作成について 

 「素材」とは木材のことか。 

（回答）そうである。 

 物量単位の原単位であるが、どのように比較するか。 

（回答）２年前に、木造オフィスと RC 造オフィスの比較を実施した。その際に

用いたインベントリデータで、今年度に更新できるものがあれば対応したい。 

 IDEA ではどのようなデータになっているか。 
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（回答）IDEA では、産業連関表と積み上げの両方のデータが格納されている。 

 過年度に各種木製品の LCA を分析した際に、環境負荷が突出して多かったのはフロ

ーリングであった。 

 経年でみると、素材の原単位が落ちてきているが、省エネが進みすぎであるように

感じる。 

 精査してみないといけない。理由がわかれば補正がかけられる。 

 材価が暴落し、金額では減っているため、CO2 排出量も減ってきているという。流

通量が同じでも、価格に応じて原単位が変動するのは産業連関表の欠点であるため、

この推移をどう読むかは気を付けていく。 

 今回の成果については、全面的に新しい数字に変えるかどうかは別として、使える

ものがあれば使っていく、という方針でいきたい。 

3）資料３：木造庁舎における室内環境の測定について 

 初期値の違いで、今回は空気温度が概ね同等という条件でスタートしているが、初

期値の表面温度の違いについても計算する必要がある。定常計算の熱還流ではなく、

畜冷による動的な影響を考慮するため。また、１F と２F というのも大きな違いであ

る。 

 窓面積やサッシの違いはどうか。 

（回答）窓面積やサッシの条件については表に記載の通り、両室で条件が大き

く異なる。この条件の違いを、熱負荷計算に反映し、ヒーターの出力に反映し

て補正をかけている。 

 温度上昇にクローズアップするよりも、RC 造の床が冷え切っており上下温度差がよ

り大きくなっていないか、それに伴い職員アンケートで知的生産性が落ちていない

か、等に着目して分析できるとよいのではないか。 

 両会議室に 3,300kW の発熱量を与えて測定していないか。 

（回答）そのような測定は実施していない。 

 定点測定をしているのであれば、暖房のスイッチを入れて、空気温度が上がっても

床面が冷え切っていることを傾向として示せないか。 

（回答）今後、分析をおこないたい。 

 週末に冷え切り、週明けに暖房立ち上げた状態の室温変化を分析してみてはどうか。 

（回答）今後、分析をおこないたい。 



 

319 

  

 分析や考察については、建築の専門家に意見を仰ぎ、進めて頂きたい。 

4）資料４：公共工事発注者向けアンケートについて 

 返ってきていない自治体で特徴はあるか。 

（回答）大きな自治体ほど返ってくるまで時間がかかる。返ってきていない自

治体の特徴を分析頂きたい。 

 アンケート結果は発表するか。 

（回答）まずは林野庁に納める。 

（回答）報告書には掲載するため、それをもって公表する、ということになる。

論文に使えるかどうかは随時検討したい。 

 市町村と都道府県を分けたデータはあるか。 

（回答）分けることは可能である。 

 報告書に載せる際には、各自治体に迷惑がかからないように気を付けたい。 

 

5）資料５：木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案）について 

 「こんなところにも木が使われている」とあるが「使っていきましょう」というと

ころも盛り込めないか。 

 炭素貯蔵による環境貢献についても、言及できないか。参考資料として、相互に紹

介できるとよい。 

 国産と書いていいかどうか。 

（回答）国内の森林整備が進む、という文脈であれば「国産」でもよいのでは

ないか。 

 もっとふんだんに木を使っている事例があってもよい。 

 あまりやりすぎてもよくないため、消費者に訴求できるかどうかという視点から良

い写真を選んで頂きたい。 

 アンケートで「こういうのがよくわからない」というものにこたえられる関係機関

や資料を引用してはどうか。 

（回答）役に立つ資料があれば掲載したい。 

 LCA 結果を載せるかどうか。 
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（回答）LCA の結果として問題ないというものを中心に選定したい。 

 ガードレールは種類によっては逆転している。 

（回答）出し方次第であるため、掲載内容、文章表現等について配慮していき

たい。 

 CLT を用いた建築物や、草薙の体育館等の事例を掲載できないか。 

 可能であれば、新国立競技場も載せたい。 

 内装材も載せられたらよい。 

 内装も、リノベーションという括りであればマーケットが広がる。 

（回答）関係委員と調整し、普及促進分科会で進めて頂きたい。 

以上 
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5.2 土木分科会 

(1) 土木分科会（第 1 回） 

【開催概要】 

日時：2014 年 12 月 9 日（水）18:00～20:00 

場所：三菱総合研究所 CR-B 会議室 

出席者（敬称略）： 

 

角湯 克典 （一財）日本みち研究所 研究理事 

外崎 真理雄 （独）森林総合研究所 四国支所長 

沼田 淳紀 飛島建設株式会社 技術研究所 主席研究員 

村野 昭人 東洋大学 理工学部 都市環境デザイン学科 准教授 

※欠席：加用 千裕 東京農工大学 農学研究院 助教 

 

吉本 昌朗 林野庁 木材利用課 企画調整班 課長補佐 

大濵 長法 林野庁 木材利用課 消費対策班 

 

事務局  株式会社三菱総合研究所 

 

配布資料： 

議事次第・配布資料一覧 

出席者名簿 

座席表 

 

資料１   平成 27 年度木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務 

土木分科会 実施方針案 

資料２   工事発注者への木材利用意向等調査（全分科会共通）調査項目一覧（案） 

 

参考資料１ これまでの木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務について 

参考資料２ 第一回合同会議 議事概要案 

参考資料３ 第一回合同会議 論点について 
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【議事概要】 

1）平成 27 年度木材利用推進・省エネ省 CO2 実証事業について 

資料 1 に基づいて、平成 27 年度木材利用推進・省エネ省 CO2 実証事業の概要及び実施体

制について事務局から説明した。その後、委員による議論が行われた。内容は以下の通り。 

 

 P6 にまちの絵が記載されているが、現状の工事でも全体像がつかめない。従来のコ

ンクリートのまちが木のまちに変わったとき、機能がどう変わるのか把握できると

よい。全体像がわかると省エネ効果も定量的に把握できるのではないか。特に影響

力の強い対象もわかるとよい。 

（回答）昨年度、普及ポテンシャルを測定した。昨年度報告書の P132 を確認し

ていただきたい。普及率を乗じて、将来の使用量を推計している。 

 例えば 1%代替されると、木材の材積で年間 10 万立米使用されるということか。炭

素貯蔵を考えると、一つの成果といえる。 

 木製遮音壁があれば、道路があるとその分使用されるだろうが、治山ダムは何基も

設置できないだろう。木材のまちに代替されると、省 CO2 でどの程度の効果がある

かわかるとよいのではないか。 

 LCA に貯留量は含まれない。LCA の基準にも幅がある中、ISO に沿ってできる限り

正確なものとしたい。もっとも木のまち等のストーリーについては、柔軟にとらえ

たい。 

 土木工事の意思決定は、行政判断、発注者の意向によると考えており、調査したい

と考えた。 

 普及啓発の対象者によって、どのように発信するかが異なる。一般国民への PR であ

れば、木のまちというコンセプトも理解されやすいだろうが、対象者が工事発注者

であれば、見せ方も変わるだろう。 

 まずは、ISO 等に沿って、正確に示すことから取り組みたいと考えている。 

 P6 の事例のボックス自体は、ベースになると考えられ、それでよい。 

 林野庁の丸太打設工事の結果は、どの程度データベース化されているのか。主要な

工事は整理しておいた方がよいのではないか。 

（回答）丸太の打設間隔が使用量に大きな影響を与える。深さはそこまでクリ

ティカルに影響しない。今までの工事も把握しているが、大規模工事は少なか

った。今後、大規模工事を把握していく。 

 改良深さ、液状化しやすさは、丸太の使用量に影響してくるだろう。そちらも把握
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しておくとよいのではないか。 

（回答）今まで 7，8 件丸太打設工事を実施した。砂・セメント等を用いた他工

法との比較を実施したものは少ない。 

 例えば浦安で液状化した所が隣接していた。そのデータは取得できないか。 

（回答）データを取得するのは難しいのではないか。 

 P7 について、熱伝導率が影響しているのではないか。コンクリートは熱伝導率が高

く、コンクリート側に熱が移行する。木材は熱伝導率が低く、熱が移行しにくい。

空気と木の温度は近くなる。 

 湿度等、体感に影響を与えるパラメータも把握してはどうか。 

 LCCO2 排出量の試算にあたっては求められる機能（性能）を明確にしておかないと

妥当性を確保することが難しい。例えば八戸の工事では、性能に関して現状と目標

値（求められる性能）を明記しておく必要がある。 

 地盤改良工事の比較対象工事は、薬液注入工法なのか。昨年度報告書のP71に、LCCO2

の比較があるが、薬液の影響力が高い。他の工法で比較したほうがよいのではない

か。 

 サンドコンパクション工法との比較の方がよいのではないか。 

（回答）より精緻に比較対象工法の部材料の試算を行っていきたい。 

 木製遮音壁のLCCO2排出量の試算については耐用年数を変数とした感度分析を行え

ば、木製遮音壁を長期間使用すれば、CO2 排出量／年が小さくなり、コンクリート

遮音壁との差が生じやすいことがわかるだろう。感度分析により木製遮音壁をどの

程度の期間使用すれば CO2 排出量／年がコンクリート遮音壁をどの時点で逆転する

のか明らかにするとよい。 

 廃棄まで含めて検討すると木材の方が効果は大きくなるかもしれない。 

（回答）資材を主要な試算対象としたが、幅広く対象としてまいりたい。 

 木材の炭素貯蔵について、別途ワーキング等で取り組んでいるのか。 

（回答）木材産業課業務（HWP）で貯蔵について試算をしていた。土木分野に

ついても対象としていたかは確認が必要である。 

 ボイラー、発電等、どのようなエネルギー利用をするかによって、効果も変わって

くる。 

（回答）環境省で混焼、エネルギー回収等について、データを収集されている。

調達価格の算定委員会（木質バイオマス）にも結果は活用されており、適宜確
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認したい。すでに使われているデータを使うことで説得力の高いものとしたい。 

 八戸で地中障害物が多かったのは当該地域特有の問題か。 

 障害物があると、丸太を打設する必要がなくなる。 

 穿孔と打設のどちらにエネルギーを使うか。 

（回答）穿孔の方がエネルギーを使用する。 

2）工事発注者への木材利用意向等調査について 

資料 2 に基づいて、工事発注者への木材利用意向等調査について事務局が説明した。内

容は以下の通り。 

 

 木材利用意向調査の対象は何か。回答は十分に得られるのか。建設工事受注動態統

計調査の 11 項目を聞くのか。下水道にも木材を使用するのか。 

（回答）全都道府県に加え、市区町村（過去の発注実績、自治体規模も踏まえ

て設定）も調査対象として想定している。 

 下水道にも使用する。 

（回答）自治体の全体的な動向を把握する調査としたいため、調査対象を先程

のように設定している。11 項目で注力すべき点については、意見を伺い、反映

したい。 

 意向調査で、地中量への認識があるか聞いてほしい。例えば、庁舎についても、地

中部も対象だが、その認識があるか等聞いてほしい。認識がないとアピールの必要

性も出てくる。 

  (2)、(3)について、自由記述とするか選択式とするか。 

（回答）選択式としたい。 

 選択肢については、熟考いただきたい。 

 個別部局か総務部局かどちらに配布するか。 

（回答）過去に公共工事に関する調査を弊社で行った実績も鑑みて考えたい。 

 自治体の地域性で、地場産を使いたい場合、影響も出てくるだろう。 

 回答する担当者のイメージはあるか。 

（回答）建設工事受注動態統計調査への回答者に回答してもらう想定である。

一方で、回答できない場合もあるだろう。 
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 木材の利用がない項目でなぜ使わないか回答してもらわなくていいのか。木材を採

用しなかった工事についても回答いただけるのか。 

（回答）回答いただけるように設計している。 

 担当者の意向にかなり左右されないか。 

（回答）木材の利用について、工事発注者の意向にかなり左右されるので、そ

れでも良いとも考えられる。担当者が使いたいと考えていても採用できないボ

トルネックを見つけることができれば、有用だろう。 

 土木技術者の視点から見ると、木材の長期耐久性・信頼性が鉄・コンクリートと比

べてどうか気になるため、観点として加えて頂きたい。 

 土木学会会員、自治体担当者にも必要に応じて調査項目を確認してもらうとよい。 

 農林水産の項目が範囲が広すぎないか。 

（回答）抜け漏れのないように、整理分類の仕方を検討したい。 

3）その他 

 今後日程調整表をお送りする。 

 論文等での発表の機会があると大変ありがたく検討いただきたい。 

4）閉会 

 

以上 
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(2) 土木分科会（第 2 回） 

【開催概要】 

 

日時：2016 年 2 月 9 日（火）15:00～17:00 

場所：三菱総合研究所 CR-C 会議室 

出席者（敬称略）： 

 

角湯 克典 （一財）日本みち研究所 研究理事 

外崎 真理雄 （国研）森林総合研究所 四国支所長 

沼田 淳紀 飛島建設株式会社 技術研究所 主席研究員 

村野 昭人 東洋大学 理工学部 都市環境デザイン学科 准教授 

※欠席：加用 千裕 東京農工大学 農学研究院 助教 

 

吉本 昌朗 林野庁 木材利用課 企画調整班 課長補佐 

大濵 長法 林野庁 木材利用課 消費対策班 

 

事務局  株式会社三菱総合研究所 

 

配布資料： 

議事次第・配布資料一覧 

出席者名簿 

座席表 

 

資料１  実証事業の進捗状況について 

（丸太打設による軟弱地盤改良、木製遮音壁） 

資料２-１ 公共工事発注者向けアンケート 調査票 

資料２-２ 公共工事発注者向けアンケート 中間報告 

資料３-１ 木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案）～一般消費者編～ 

資料３-２ 木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案）～工事発注者編～ 

 

参考資料１ 第一回土木分科会 議事概要案 

参考資料２ 第一回普及促進分科会 議事概要案 

参考資料３ これまでの調査成果一覧 
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【議事概要】 

1）実証事業の進捗状況について 

 打設本数が当初計画よりも少なくなっているが、打設本数が少なくても効果が得ら

れるという判断か。 

（回答）そうである。 

 発注形態は、地元企業が受注した工事を、飛島建設に下請けに出したという形をと

っているのか。 

（回答）そうである。今回の事業経験を地元企業に引き継ぎ、工事が出来る会

社を増やしていきたい。 

 工事をするのに資格は必要か。 

（回答）認定を受ける必要がある。 

 長野県の気候条件として、木製遮音壁を長持ちさせている可能性がある。報告書に

記載する際には、上記の気候条件やそれに伴う留意点を記載した方が無難である。 

 今回はカラマツを用いているが、樹種によっても耐久年数は違ってくる。 

2）公共工事発注者向けアンケートについて 

 回収率50%超で順調に進んでいると思う。当初の調査票よりもかなり変わっている。 

（回答）委員各位に事前に確認頂き、頂いたご意見を基に調査票を修正した。 

 問３は回答が難しい印象を受けるが、まじめに回答頂けているか。 

（回答）比較的前向きに回答頂いている。 

 督促はしているか。 

（回答）督促状を送付している。問い合わせ電話が大量に寄せられたが、いず

れも積極的に回答しようという印象である。 

 『関係部署に回答してもらうために電子ファイルが欲しい』といったアンケート回

答者からの要望や、アンケート回収率向上のために行った工夫等をとりまとめてお

くと、今後、同様な調査を行う際の貴重な情報となるだろう。 

木材利用の実績がある工事について a. 

 コンクリート型枠の使用実績がある自治体が少ないように思う。スチール型枠など

があるものの、木製の型枠を使わない場合があるのか。 
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（回答）発注者としてどのような型枠を使っているかどうかわからないため○

を付けなかったケースや、「木製型枠を意識して使っているわけではない（使っ

て当然）」という見解から○を付けなかったケースが考えられる。 

 木材の使用量については、設計のほうから聞くか、施工会社から聞くかでは、歩留

まりの扱い等により数字が異なるだろう。 

 調査対象を過去３年にした理由は。 

（回答）自治体の担当者が異動する期間を考慮し、過去３年であれば経験に基

づき回答できるのではないか、という判断から過去３か年を対象とした。 

 木橋が結構あるのは驚いた。今後の集計が進むともっと伸びるかもしれない。 

 構造が木造の橋ではなく、他工法の橋で木材を一部使っているのだろう。 

 耐久性が最もネックになっている。木材はどの程度の耐久性があるのか、宣伝して

いく必要がある。 

 コストよりも品質・性能面を課題に挙げる回答の方が多いのは意外。 

 コストは、特注で高いコストで建てていると思われる。コンクリート、鉄骨並みに、

市場価格で木材資材がどんどん作られるようになればコストダウンも進むだろう。 

 下水道で「防火」が課題に挙げられるのは不自然だ。 

 「自然破壊に繋がると判断」が一件もないのはたいしたものだ。 

 品質・性能面の課題を克服しようとするとコストが課題になってくる。木材の良さ

は、交換がきくという点ではないか。品質・性能を追求せずに、交換を前提にする

ことによって初期コストも抑えられ、継続的に木材を使っていける。 

 木材使用量が集計途中であるが、資材の調達が困難という回答が意外と少ない。木

材を大量に使っている事例で、資材調達が困難という回答が増えてくるかもしれな

い。 

 発注者が行き当たる課題としては、「意識⇒品質⇒コスト⇒資材調達」という順番に

整理できる。 

 例えば、「防火」が 2 件挙げられているが、残りの 55 件は、「防火を課題と認識して

いない」という解釈でよいか。 

（回答）計 57 件は複数回答の述べ数であるため、必ずしもそう解釈はできない

だろう。 

 「その他」はどのような用途か。 

（回答）農地用の杭等の回答があった。 
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 「木材調達における支援」とは何か。 

（回答）大規模な工事になると、調達できるかどうかが不安になる。 

 供給可能量に関する情報を整備するなどの支援が必要ではないか。 

 安定供給が最も不安であろう。 

 標準仕様書の作成への期待が２番目に高く、学会としても頑張らないといけない。 

 問４と問６をクロス集計してみてはどうか 

（回答）対応したい。 

 自由記述は６件だけか。 

（回答）それ以外にもある。 

 今後集計予定となっている回答が遅かった自治体については、どのような回答傾向

か。 

（回答）複数組織をまたいでいるため回答が遅いところが多い。大まかな傾向

は速報値と変わらないと思う。 

3）木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案）について 

 先日の普及促進分科会でのご意見は反映しているか。 

（回答）反映している。 

 一般消費者向けに、オリパラの話題は載せないのか。 

（回答）ライセンスの問題等も含めて検討していきたい。 

 「こんなところにも木が使われています」は、木造戸建、木造校舎は、当然すぎる

のではないか。 

 ガードレール、遮音壁が良いのではないか。 

 一般消費者向けに、写真をたくさん掲載しているが、余白の部分に写真の内容を説

明する言葉を入れたほうがよい。 

 一般消費者向けに、地盤改良工事を入れてはどうか。「集合住宅」を入れてもいいの

ではないか。「遮音壁」も入れたい。事例として、コンビニの周囲を遮音壁で囲って

いる事例がある。 

 「木には CO2 を吸収し蓄える役割」があるというよりも「CO2 を吸収し成長してい

る」といった表現のほうがしっくりくる。 
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 一般消費者のイラストは、本事業用に加工してはどうか。 

（回答）右側の木材利用分野を加工する予定である。 

（回答）「丸太打設による軟弱地盤改良」は、「丸太打設による軟弱地盤改良（液

状化対策を含む）」とする。 

 「ウッドチップ舗装道路」はなぜ掲載しないのか。 

（回答）LCA 分析で、環境面での優位性が明確には示せなかった。 

 表紙のイラストはどうするか。 

（回答）一般消費者向けは、利用シーンを想像できるようなものとしたい。 

 何を表そうかというコンセプトを決めた方が良い。利用したくなるようなイメージ

図ができるとよい。 

 どのように配っていくか。 

（回答）林野庁の HP で公開したり、関係機関が閲覧できるように配布方法を考

えていきたい。場合によっては、1000 部を超えるかもしれない。 

（回答）良い効果が得られるよう配布数を考えていきたい。 

4）その他 

 パンフレットは普及推進分科会でとりまとめていきたい。 

 次回は３月１１日に合同会議を開催予定である。 

5）閉会 

 

以上 
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5.3 普及促進分科会 

(1) 普及促進分科会（第 1 回） 

【開催概要】 

 

日時：2016 年 2 月 2 日（火）13:00～15:00 

場所：三菱総合研究所 CR-F 会議室 

出席者（敬称略）： 

 

壁谷 武久 一般社団法人産業環境管理協会 製品環境部門 副部門長 

相馬 智明  大成建設株式会社 建築技術研究所 建築構工法研究室 

副主任研究員 

能口 秀一 有限会社ウッズ 代表取締役 

服部 順昭 東京農工大学 名誉教授 

 

吉本 昌朗 林野庁 木材利用課 企画調整班 課長補佐 

大濵 長法 林野庁 木材利用課 消費対策班 

 

田中 温子 環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 

 

事務局  株式会社三菱総合研究所 

 

配布資料： 

議事次第・配布資料一覧 

出席者名簿 

座席表 

 

資料１   平成 27 年度木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務 実施方針案 

資料２-１ 公共工事発注者向けアンケート 調査票 

資料２-２ 公共工事発注者向けアンケート 中間報告 

資料３-１ 木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案） 

～一般消費者編～ 

資料３-２ 木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案） 

～工事発注者編～ 

資料４   論点について 

 

参考資料 1 これまでの木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務について 
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【議事概要】 

1）平成 27 年度木材利用推進・省エネ省 CO2 実証事業について 

資料 1 に基づいて、平成 27 年度木材利用推進・省エネ省 CO2 実証事業の概要及び実施体

制について事務局から説明した。その後、委員による議論が行われた。議論の内容は以下

の通り。 

 

 木材製品の LCA を実施する際に、山から土場まで丸太を下す際に、地域によって方

法が異なる。昨年度は地域を考慮した木材の LCA のデータベースを作った。それを

基に、日本の平均値を算出し、更に現地ヒアリングをして精度を検証中。 

 また、木造校舎で室内環境を測定し、また、アンケートを実施して室内環境への満

足度等を明らかにした。これらは今回事業の大きな成果であると認識している。 

 住宅メーカーからの依頼で、住宅のリフォームの LCA を実施している。木を使う量

に応じて CO2 排出量が変わり、木材使用量が多すぎても、少なすぎてもいけない、

という結果が出ている。 

2）工事発注者への木材利用意向等調査について 

資料 2 に基づいて、工事発注者への木材利用意向等調査について事務局が説明した。議

論の内容は以下の通り。 

 

 回収数が 812 件と多いが、相当督促したのか。また、報告書に掲載することは了承

してもらっているか。木促法が施行された後、かなり価値のあるデータ。林野庁に

は、今後の施策に是非活用いただきたい。 

（回答）多数の問い合わせが来るなど、熱心にご協力頂いており、ほとんど督

促の必要がなかった。報告書の掲載については、依頼状の中で了承を得ている

ものと認識。 

 P.4 に「住宅」とあるが、自治体が建てた住宅か。 

（回答）その通りである。公営住宅等。調査項目のうち「フィールド」の分類

は、公共工事の統計のフレームに則っている。（事務局） 

 （コストが）高い、腐る、弱い、燃えるといった回答が多いという点は、感覚とも

合致している。このあたりの技術的課題に対して的確に支援しないと自給率 50 

 補足であるが、1 つの自治体でも、複数の工事発注部署からそれぞれ回答頂いている。

セクターごとに区切っていくか、 
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 自治体ごとに集計したもの、部署ごとに集計したものをそれぞれ作ったほうが良い

のではないか。 

 部署によって回答の傾向は異なるか。自治体が発注する際に、庁内調整が最も大変。 

（回答）問 1 については複数部署、問 2 以降は統一して回答されているか、代

表する部署が回答しているケースが多い。 

 そういう事情であれば、部署ごとに分かれている回答はできるだけ統合して、自治

体ごとの集計にしたほうがよい。 

 かなり本音に近い回答が得られているのではないか。 

 学校や幼稚園では、構造よりも内装などでの木材利用が多い。これは交付金などの

影響なのかもしれない。 

 建物用途によって木材を使う部位が異なってくる、というのは大きな示唆。しっか

りと分析していきたいポイント。 

 学校施設での対応は、木造あるいは木質化であり、木造は無理でも木質化はしよう、

という潮流があるだろう。 

 木材の使用量データが得られるということは、貴重なこと。 

 悉皆調査ではないため全量ではないが、代表的な工事での使用量として算出したい。 

 P.14 で、品質・性能面の課題がこれだけ大きく出ており、一方、資材調達が少ない、

という結果は、どのように解釈すればよいか。 

（回答）調達面の課題は、地域材を使いたいという自治体の要望はあるが、供

給が追い付いていない。木促法では、国産材でなくても、という方針である。

小さな市町村では、木材の加工の設備、特に乾燥が十分に整っていない。 

（回答）この設問では、地域材、国産材に限定したものでないため、調達がさ

ほど課題にならなかったか。 

（回答）どの自治体も、初めての発注では、木材を地域で調達するのが難しい

というところまで意識が及んでいないということが多く、経験を重ねると理解

が深くなることが多い。どのような部署が回答したのかによっても課題認識が

異なるだろう。木材関係の場合、林務部署や施設営繕部署が考えられる。林務

部署は、木材をいかに使うかという考えで、営繕部署ではいかにコストを抑え

るかという考え。 

 再エネ関係の自治体アンケートで、40%程度集まり、今年は集まりやすい。地方創生

で、回答したいという思惑があるのだろう。今後、都道府県や人口規模の大きな自

治体から返ってくると、傾向はだいぶ変わってくるだろう。 
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 自治体におけるコスト面の課題認識の例として、CLT の検討会で、京都府の建物を

地域材 CLT で作る際に、指針の数字「7 万円/㎥」のみを取り上げ、「できない」とい

うことでギブアップしている。実際、指針の前書きでは、7 万円の条件が書かれてお

り、精読するよう伝えている。 

 これまでに実施した他のアンケートから、木材利用が進んだところでは調達ルート

が開拓でき、自治体としての木材の使い方のルールができつつある、という知見が

得られている。 

3）木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案）について 

資料 3 に基づいて、木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案）について

事務局が説明した。議論の内容は以下の通り。 

 

 A3 で折り返しというスタイルか。また、本事業の成果物であることを示す意味で、

「省エネ省 CO2」という名前を入れておかないといけないか。 

（回答）事業名は、解説や、レファレンスで入れる程度でよろしいのではない

か。 

 一般向けに庁舎というのは、適切なのだろうか。もう少し身近な施設が望ましい。

また、表紙の画像の解像度は上げるべき。 

 ガードレールのように、種類によっては CO2 が増えることを書いたほうがよいか。 

（回答）CO2 排出量が場合によっては増えるということは、数字で示すのか、

あるいは留意点として注記するのか、書き方について検討していきたい 

 データベースに載らない用途のレファレンスはどうするか。 

（回答）学会発表論文や、報告書名はどうか。 

 一般消費者向けのパンフレットで、一般消費者には LCA は理解できないのではない

か言葉が固い。 

 同様に、建築・土木分野における～という文言も、難しい。「こんなところにも木を

つかっていいんだ」という視点からまとめるとよい。 

（回答）一般向けに表現を改め、そのような気付きを得られるように工夫した

い。 

 LCA ではなじみがないので、例えば「エコ度」のような呼び方にして、注釈をつけ

るような形がよいのではないか。 

 建築・家具のお客さんとの話し合いの中で、木材を利用することが、森林の適切な
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管理に結びつくという話をしている。よく知っている方は、そういうことも理解し

ている。一方で、生産現場がどうなっているかを見たことがあるひとは少ない。例

えば皆伐というものをなかなか見たことがない。では植林の写真を見せればいいの

かというと、そうではない。木材を利用するということは、その上流で伐採や植林

などの様々な整備の方法が必要となってくるということを、示すとよいのではない

か。 

 循環利用の絵を示すとよいのでは。 

 一般消費者向けには、真ん中のイラストを循環利用のイラストにするとよい。 

 みなとモデルでは、再造林を重視して確認するよう求めているが、実態は確認作業

が追い付いておらず、指導しているところである。また、FSC では再造林までは確

認できていない。木を使ったら再造林し山も生き返るということが伝わるようにパ

ンフレットを設計すべき。木を使えば使うほど山が元気になるというメッセージを

出したい。 

 実際、九州のように林業が盛んな地域では、再造林しないと事業地が追い付かない。 

4）その他（事務連絡） 

 メールあるいは訪問してやりとり。 

 次回は 2 月 29 日 15:00-17:00。また、全体会合を 3 月 11 日 17:00-20:00。 

 全体会合では、今後の課題も整理できるとよい。また、報告書案も提示する。 

 アンケートでは、地域性の分析もバックデータとしてあるとありがたい。 

5）閉会 

 

以上 
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(2) 普及促進分科会（第 2 回） 

【開催概要】 

 

日時：2016 年 2 月 29 日（月）15:00～17:00 

場所：三菱総合研究所 CR-C 会議室 

出席者（敬称略）： 

 

壁谷 武久 一般社団法人産業環境管理協会 製品環境部門 副部門長 

相馬 智明   大成建設株式会社 建築技術研究所 建築構工法研究室 

副主任研究員 

能口 秀一 有限会社ウッズ 代表取締役 

服部 順昭 東京農工大学 名誉教授 

 

吉本 昌朗 林野庁 木材利用課 企画調整班 課長補佐 

大濵 長法 林野庁 木材利用課 消費対策班 

 

田中 温子 環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 

 

事務局  株式会社三菱総合研究所 

 

配布資料： 

議事次第・配布資料一覧 

出席者名簿 

座席表 

 

資料１   公共工事発注者向けアンケート 結果報告 

資料２－１ 木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案） 

～一般消費者編～ 

資料２－２ 木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザイン（案） 

～工事発注者編～ 

 

参考資料１ 第 1 回普及促進分科会議事録案 
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【議事概要】 

1）資料１ 公共工事発注者向けアンケートについて 

 件数や N 数を「自治体数」に変更したほうがよい。 

 木材使用量の欄で、最大値と最小値というのは、自治体の中で最大ということか。

全国の事例の中で最大ということか。１事例について１５万㎥という数字は大きす

ぎないか。 

（回答）記載ミス等の可能性があり、精査したうえで、外れ値を除外する操作

をおこなうべきかどうか検討したい。 

 度数分布は見やすい形で集計できないか。各表のセルの中の％は不要である。 

 表４「１００億円以上の木材生産額の都道府県に含まれる自治体数」といった注釈

を加える。 

 図１－１７「ない」という回答の意味は２種類ある。「制定済」かどうかで分けられ

ないか。 

 さらに、「ある」という自治体についても、「制定済」かどうかで分けられないか。 

 制定済の自治体一覧は林野庁で把握しているため、それと紐づけて集計頂きたい。 

 回答はまだ受け付けているか。 

（回答）受け付けており、集計に加える予定。 

 図１－６等で、「その他」で出現頻度の多いものがあると、集計しておけるとよい。 

 P.8 あたりがクロス集計的なところであるが、今後、クロス集計はどのように進めて

いくか。 

（回答）「自治体の規模」「工事の実績の有無」等で試し切りをして、傾向の違

いが見られたら分析に加えたい。 

 林業県は地場産材へのこだわりが強い。また、「地場材」か「地場産材か」 

（回答）地場産材だと、同じ市町村内をイメージするが、「地域材」だともう少

し広域的なイメージがある。 

 P.14 で、「木材を発注したけれどもここで苦労した」という視点で、「実績の有無」で

クロス分析できると面白い結果が出るのではないか。「大変だから辞めよう」という

人が大勢いることが明らかになるかもしれない。 

 コンクリート型枠については違和感。建設業という。 
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 コンクリート型枠の使用量は貴重なデータであり、HWP で使えるかもしれない。コ

ンクリート型枠は半減期が短い。ITTO のフローリングの HWP を調査しているが、

コンクリート型枠にどんどん使ってくれという要望があるが、半減期が短いため、

HWP の観点からは、住宅材として使った方が良いということになる。コンクリート

型枠利用を否定するわけではなく、将来的には半減期の長い木材利用用途に切り替

えていくのが HWP 対応としては良いのでは、と考えている。 

 地場産材でコンクリート型枠を使っているところがあるが、６回程度リユースして

いる。ただし、それでも１年間程度である。 

 木材を使うときは補助金だが、維持管理の財政や人材はどうか。構造計算や、単価

の設定等をできる人がおらず、外に発注せざるを得ないという声をよく聞く。衰退

した地域では、土木工事業者が町から消えていると聞く。地域で土木等の問題が起

こっても、他の自治体の事業者に発注して、お金が地域外に流れてしまう。 

 地場の材を使って、地場の工務店でも出来るような設計をしていく必要がある。 

 森林・林業白書で、木造を扱える工務店等が少なくなってきている際にも、地場の

工務店をうまくしかけて、簡易に扱える設計で大規模な公共工事を実施できている

事例があるとよい。 

 ５年後に同様の調査を実施し、定点観測をしてみても面白い。 

 自由意見は、ジャンル別に整理してほしい。農業用水路が非常に多い。佐賀県では

農業用クリークが発達しているが、そういう事例かもしれない。アンケート票で確

認頂きたい。 

2）資料２ 木材利用の環境貢献に関するパンフレットデザインについて 

 イラストは誰が作っているか。 

（回答）専門のイラストレーターに依頼。 

 一般消費者向けのイラストが、あまり魅力的ではない。一般消費者向けのパンフレ

ットの解説文は、「杉やヒバといった種類の材から発せられる物質の匂い香り」と修

正。工事発注者向けのパンフレットの LCA のグラフの出典を追記。資材製造の部分

を取り出したグラフも併記する。 

（回答）文章等は修正を進めたい。イラストについては、時間を要することか

ら、納期までの時間の許す限り修正を試みたい。 

 木製治山ダムだと大規模なイメージになるが、小さな土留めであれば、問題ないと

思う。 

 ガードレールでは、タイプの説明と写真の内容を紐づけられるとよい。 
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 実績の多い「公園での利用」を入れてはどうか。家具・道具の欄で、左右の写真を

入れ替える。道具の写真を撮る際に、下地の色合いも木であるため、目立つように

するとよい。 

 写真の木材は、国産材かどうかを調べて頂きたい。 

 田舎に、こんなマス目上の町はない。森の中ではこんな家を建てないといった違和

感はある。 

 丸太打設のエリアが大きすぎる。また、山のかたちで、杉っぽさを出したほうがい

い。遠くの山が草原になっているが、山にしたほうがいい。タイトルの帯部分で広

葉樹から針葉樹のほうが適切である。 

 高校生向けアンケートの解説欄で、「・・・が高いことがわかりました」。マイルド

な表現に変えた方が良い。 

（回答）一般論に広げるのではなく、事例分析の結果である旨に配慮しながら

表現を改めたい。 

 発注者向けの裏表紙で、アンケート結果から課題を紹介するのであれば、解決策も

提示するのが必要ではないか。 

 課題を掲載するよりも、利用実績を示す方針で統一したほうがよい。また、どこに

聞けばよいかの情報を載せられるとよい。 

 設計段階からの支援方策のほうを載せる。 

 設計者として、基本設計の段階から相談できる人がなかなかいない。 

 設計支援の話は、現状のところを紹介するとよいのでは。 

 木橋は過年度に検討したか。 

（回答）分科会では扱っていない。 

 そうであれば、木橋はイラストに載せないほうがいい。 

 

以上 
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5.4 合同会議 

【開催概要】 

日時：2016 年 3 月 11 日（金）17:00～20:00 

場所：三菱総合研究所 大会議室 D 

出席者（敬称略）： 

 

伊香賀 俊治 慶應義塾大学 理工学部 システムデザイン工学科 教授 

今村 祐嗣 京都大学名誉教授、一般財団法人 建築研究協会 

岩岡 正博 東京農工大学大学院 農学研究院 自然環境保全学部門 准教授 

角湯 克典 （一財）日本みち研究所 研究理事 

古俣 寛隆 （独）北海道立総合研究機構 森林研究本部 林産試験場利用部 

マテリアルグループ 研究主任 

相馬 智明 大成建設株式会社 建築技術研究所 建築構工法研究室 

副主任研究員 

高口 洋人 早稲田大学 理工学術院 建築学科・建築学専攻 教授 

外岡 豊 埼玉大学 経済学部 社会環境設計学科 教授 

外崎 真理雄 （国研）森林総合研究所 四国支所長 

沼田 淳紀 飛島建設株式会社 技術研究所 主席研究員 

能口 秀一 有限会社ウッズ 代表取締役 

服部 順昭 東京農工大学 名誉教授 

村野 昭人 東洋大学 理工学部 都市環境デザイン学科 准教授 

※欠席：加用 千裕 東京農工大学 農学研究院 助教 

：壁谷 武久 （一社）産業環境管理協会 製品環境部門 副部門長 

（オブザーバー）前田 拓生  早稲田大学 招聘研究員 

 

吉本 昌朗 林野庁 木材利用課 企画調整班 課長補佐 

大濵 長法 林野庁 木材利用課 消費対策班 

 

田中 温子 環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 

 

事務局  株式会社三菱総合研究所 
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配布資料： 

議事次第・配布資料一覧 

出席者名簿 

座席表 

 

資料１    平成 27 年度木材利用推進・省エネ省ＣＯ２実証業務 報告書案 

資料２－１  木材利用の環境貢献に関するパンフレット ～一般消費者編～ 

資料２－２  木材利用の環境貢献に関するパンフレット ～工事発注者編～ 

資料３    3 年間の実証業務の総括 

 

参考資料１-１ 第 11 回日本 LCA 学会 投稿論文要旨 

（タイトル：国産丸太生産までの地域性を反映したインベントリ分析） 

参考資料１-２ 第 11 回日本 LCA 学会 発表資料 
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【議事概要】 

1）木材利用の環境貢献に関するパンフレットについて 

 ガードレールの説明は、「添付した」ではなく「貼りつけた」である。 

（回答）修正したい。 

 工事発注者向けのリノベーションの欄の写真は、新築の写真となっているため、リ

フォーム・リノベーションの写真に差し替えてはどうか。 

 可能であれば、元の写真を差し替えられるとよい。 

 パンフレットはどこに配っていくか。 

（回答）アンケートに協力頂いた自治体に、各 10 部で計 10 部をそれぞれ配布

予定。 

（回答）元々の仕様は 1,000 部だったが、予算の中で可能な限り配りたいという

対応をしている。 

（回答）委員の皆様にも紙媒体で最少部数をお配りしたい。 

 事業者用の裏表紙で、割合の内訳の標記が誤解をうみやすい。具体的な利用用途

は、％標記ではなく回答件数等に差し替えてみてはどうか。 

 全て件数標記にしたほうがわかりやすいのではないか。 

 右となりのグラフも％ではなく件数にしてもよいのではないか。 

 木材利用方法のグラフで、構造、内装、什器、バイオマスの大項目で括る。 

 遮音壁は、森側に設置しない。 

 イラストを変更することは難しいが、ポイントの位置を街側に変更することは可能

である。 

（回答）本日頂いた修正箇所をこれから至急反映し、確定としたい。委員には

追って紙及び電子データにて送付する。 

2）木材利用による人の体感等も含めた室内環境への影響分析について 

 非木造の方が有利であった項目はあるか。 

（回答）執務に集中しやすくなるための改善点として、「夏の暑さ」は木造庁舎

のほうが改善要望が多く寄せられている。これは、木造、非木造の違いか、あ

るいは空調の冷気が執務室に行き渡っているかどうか等の違いも考えられる。 
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 公平性を期すために、非木造のほうが有利であった項目も分析に加えて頂きたい。 

 P.168 で、RC 造庁舎で暖房を消した後の温度減衰が少ないのは、熱容量による違い

か。 

（回答）減衰しているというよりも、若干下がった後に温度を維持しているこ

とから、おそらく、暖房設定温度を下げたものではないかと考えている。 

 最終報告書ではカラー印刷となるのか。 

（回答）カラー印刷である。 

3）木材の CO2 排出量に関するデータベースの構築について 

 丸太のインベントリデータはどのような条件で算出したか。日本で収穫されている

木材は、間伐材が多い。主伐して利用間伐するまでどのように按分や施業効率等を

想定しているか。 

（回答）時間軸がトリッキーになっている。今伐採しているものは、過去の技

術で植林等されているが、仮想的に現在の技術で植林等されているものと想定

している。 

 仮想的な森であるということか。 

（回答）そうすると範囲が決まらないため、標準的な施業体系で生産されるも

のとして計算している。 

 間伐するよりも主伐するほうがエネルギーを用いている気がする。 

（回答）過去に調べたデータでは、間伐の方が大きい結果であった。 

（回答）間伐と主伐では、効率が違い間伐の方が㎥あたりの負荷が大きくなる。

効率の悪い丸太が世の中に出回っているという指摘はそのとおりである。 

 時間軸がずれている旨は、技術的には対応が難しいが、その旨は留意しておいたほ

うがよい。 

 主伐の時期にもまだ間伐している。標準伐期齢でいうと、利用間伐できる量がきわ

めて少なくなる。材積による効率はさほど変わらないと考えられる。 

 報告書 P.18 に、ヒアリング結果の概要を記している。 

 例えば、雑木の間伐が８０年になっているなど、間伐や主伐の時期が常識とは異な

る部分もある。ご指摘は、当っているところも、そうでないところもある。 

 地域によって施業形態が違っていることを反映できているか。 
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（回答）LyCS においては地域（都道府県より大きい括り）の違いが考慮されて

いる。LyCS の試算結果と、森林組合ヒアリング結果との突合せをしないといけ

ないが、まだ 4 事例しかできていない。 

 MiLCA に入れる際には、備考欄に書いておかないといけない。 

 丸太の LCA は初めてか。 

 ケーススタディはあるが、全国を網羅的に体系的にやったのは初めてである。 

 CO2 排出量のうち、機械の製造分が多いのは意外である。 

（回答）機械の耐用年数は、法定耐用年数ではなく、林野庁事業での調査結果

を基に耐用年数を設定している。 

 某林業会社は、法定耐用年数に従い重機を更新しており、７～８年程度で早い。機

械の製造分が CO2 排出量の約半分を占めているという試算結果を見たことがある。 

 主伐が多いのが結論であるが、下げるためにはどうすればよいか。 

（回答）搬送で効率化をしていくなどが考えられる。 

 杉よりもヒノキのボラティリティが大きいのはなぜか。 

（回答）ヒノキは成長が遅いためではないか。 

 本成果は、先日に日本 LCA 学会で発表し、今後も論文集（インパクトファクター3.7）

に投稿予定。 

4）木製遮音壁の LCA について 

 P.198 で、雑木林に対して遮音壁を設置しているように見えるが、右側のレイアウト

を見るとそうでないことがわかるため、写真に注釈を加える。 

 伊那の IC で遮音性能を測定した経験がある。 

 P.209 で、CO2 排出量がマイナスになっているのは何か。 

（回答）木ビームを燃料としてエネルギー利用した場合における試算結果であ

る。 

5）公共工事発注者向けアンケートについて 

 前回の普及推進分科会で多数の指摘が出たが、例えば、P289 で策定済かどうかの確

認を踏まえて分析できている。個人や自治体が特定される可能性のある網掛け部分

は公表するかどうかは検討頂きたい。 
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 自由記述は網掛けの部分だけ消すということか。 

（回答）その通り。 

 P.281 で、地場材はどこまでを指すか。 

（回答）地場材の定義はしておらず、回答者の判断となっている。 

 貴重な意見が吸い上げられており、本音に近い回答が得られているのではないか。 

 コストが高いという意見はその通りで、高くても使うという理由を説明しないとい

けない。品質についても課題。コストと品質を解決するための、仕様書ができたか

ら出来るかという話ではないと感じている。 

6）総括 

 個別のアンケートでも指摘されたが、様々な課題や本音の意見が寄せられている。

木材の環境面での良さはわかっているけれども、実際に使う際にはその部分が意識

されにくい。環境は一番意識されにくい項目であり、納得できるように説明できる

ようにすることが永久の課題ではないか。 

 情緒的に訴えかけていくだけでなく、定量的に示していくことが重要。 

 ここ 10 年以上でデータやツールが整備され、定量的な分析の基盤が整ってきている。 

 標準耐用年数が短いことが最大のネックであり、これを変えていかないといけない。

埼玉大学で木材を利用する際には、耐用年数の短さを大学担当者から指摘された。 

 腐る、燃えるなどの原因があるから、耐用年数が短く評価される。弱くてすぐ壊れ

るから耐用年数が短いのか、耐用年数が短いからすぐ壊されるのか、鶏が先か卵が

先かという議論かもしれないが、技術的にも解決していく余地はある。 

 200 年住宅という施策があったように、長寿命化を実現していかないといけない。 

 耐久性に絡んでは、木材の白木信仰や、工芸材というように、何も処理しないこと

が美学になっているところ。技術的に解決する手立てはあるが、意識の面が根強い。 

 法定耐用年数の問題は減価償却の問題である。近年はそれが少しずつ見直されつつ

ある。コンクリートでも永久に使えるわけではなく、コンクリートもメンテナンス

しなくてはいけない。逆に木材がメンテナンスの必要時期がわかるのはプラスかも

しれない。行政担当者に木材の設計や調達、維持管理等に関する適切な情報を提供

していくことが重要なのではないか。 

 住宅も 20 年放置すれば悪くなる。メンテナンスの仕方が確立されていないのが問題。 

 建築の担当者と木材の担当者では認識や知識が異なる。公共木造で基本設計をどう

しようかという話になった際に、双方の認識の違いや、知識不足から多くの問題が
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生じている。十分な木材の発注方法が担当者レベルでノウハウが蓄積されておらず、

課題が多い。それを誰に聞けばいいのか、という仕組みがうまく機能していない。

健康志向から無垢材を好む方が多いが、十分な情報を持たずに、何も処理していな

いことが良いという誤った知識を持っている人が多い。公共建築と一般流通材の違

いは、乾燥の時間が大きく異なっており、これが原因となって失敗している事例が

多い。公共建築の木材調達や設計のスケジュール管理が難しい。これからそういっ

た情報をどうやって共有していけるかが重要となる。 

 コストで判断しないといけないという回答が多い。コストを上回る性能をいかに実

現するか。長期優良住宅の話もそうだが、木造住宅の技術レベルは非常に高くなっ

ており、火事さえなければ相当長持ちする。法定耐用年数を含め、社会システムを

変えていく必要がある。 

 木材は使用環境における振れ幅が多い。それを解決するために適切な使用方法、条

件などを情報発信していかないといけない。 

 我々のような土木会社として木材を利用する立場から考えると、解決できることが

多いと考えている。例えば、資材コストの低下については、自分の県にお金が落ち

るという地域経済への貢献も含めてアピールしていきたい。 

 最後の総括で、よくまとめてくれたと感じている。（１）実証事業の調査で終わらせ

ずに、（２）分析ツールの整備や、（３）室内環境も含めて利用方法を検討し、（４）

情報発信で広がりを持たせることができた。林野庁でも様々な施策を打ってきたが、

コンクリートに奪われた需要を取り戻していくために、時代にあった技術や利用方

法を進めていかないといけない。アンケートでは生の声を得ることができ、必要な

施策を検討するための基礎ができたということが今回の事業の成果であると思って

いる。その大前提として省エネ省 CO2 効果は発揮させていかないといけない。次は、

環境省とも要相談であるが、次につなげていきたい。 

 木材利用を仕掛ける事業に展開できるとよい。 

 報告書は PDF でもらえるか。 

（回答）取扱いに注意であるが、それも可能である。 

（回答）後日に、本日の資料、およびパンフレット等を郵送する。 
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5.5 公共工事発注者向けアンケート票等 

公共工事における木材利用意向等調査 調査票 

問１．2013 年度以降に発注した公共工事のうち、木材の利用実績がある工事について、工事種別１～11 に挙げ
た工事種別に、あてはまるものを全て選択して下さい。また、用途、新設／改修の別、利用方法、木材部
材量（単位：㎥またはﾄﾝ）、木材部材の調達先をお答え下さい。 
木材部材量については、代表的な１工事あたりの量をお答えください。 

Ⅰ． 

ﾌｨｰﾙﾄﾞ 
Ⅱ．用途 

Ⅲ．新設

／改修 
Ⅳ．利用方法 

Ⅴ．木材部材量  

単位どちらかに☑ 
Ⅵ．木材部材の調達先 

1  治山 

・治水 

□1 山腹工 

・斜面工 

□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□2 渓流工 

・護岸工・河川工 

□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

 □m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□3 雪崩対策工 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□4 その他 

【             】 

□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

2 農業 

・畜産業 

□1 農業用水路 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□2 被覆資材 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□3 畜舎 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□4 その他 

【             】 

□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

3 道路 

□1 遮音壁 

 

□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□2 ガードレール 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□3 看板標識 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□4 橋梁（道路橋） 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□5 橋梁（歩道橋） 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□6 その他 

【             】 

□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

4  

港湾 

・空港 

□1 海岸砂防 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□2 護岸（海岸） 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□3 デッキ 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□4 その他

【             】 

□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

5下水道 
用途

【          】         

□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

6 公園 

□1 遊具 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□2 柵・ﾍﾞﾝﾁ 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□3 遊歩道 
□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

□4 その他

【             】 

□1 新設 

□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 

□3 その他 

□m3 

□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 

□3 外材  □4 その他 

表は次ページに続きます。 
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（問１続き） 

Ⅰ． 

ﾌｨｰﾙﾄﾞ 
Ⅱ．用途 

Ⅲ．新設

／改修 
Ⅳ．利用方法 

Ⅴ．木材部材量  

単位どちらかに☑ 
Ⅵ．木材部材の調達先 

7 

公共施設

等 

□1  

学校・幼稚園 

□1 新設 

□2 改修 

構造□1 木造   □2 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
内装□3全木製 □4一部木製 
什器□5全木製 □6一部木製 

    □m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

熱源□7 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ □ﾄﾝ/年 

□2 児童・老人福

祉施設、保育所 

□1 新設 

□2 改修 

構造□1 木造   □2 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
内装□3全木製 □4一部木製 
什器□5全木製 □6一部木製 

    □m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

熱源□7 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ □ﾄﾝ/年 

□3 

病院・診療所 

□1 新設 

□2 改修 

構造□1 木造   □2 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
内装□3全木製 □4一部木製 
什器□5全木製 □6一部木製 

    □m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

熱源□7 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ □ﾄﾝ/年 

□4 運動施設（体

育館等） 

□1 新設 

□2 改修 

構造□1 木造   □2 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
内装□3全木製 □4一部木製 
什器□5全木製 □6一部木製 

    □m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

熱源□7 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ □ﾄﾝ/年 

□5 公民館、図書

館、交流施設等 

□1 新設 

□2 改修 

構造□1 木造   □2 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
内装□3全木製 □4一部木製 
什器□5全木製 □6一部木製 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

熱源□7 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ □ﾄﾝ/年 

□6 住宅 
□1 新設 

□2 改修 

構造□1 木造   □2 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
内装□3全木製 □4一部木製 
什器□5全木製 □6一部木製 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

熱源□7 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ □ﾄﾝ/年 

□7 宿舎 
□1 新設 

□2 改修 

構造□1 木造   □2 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
内装□3全木製 □4一部木製 
什器□5全木製 □6一部木製 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

熱源□7 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ □ﾄﾝ/年 

□8 庁舎 
□1 新設 

□2 改修 

構造□1 木造   □2 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
内装□3全木製 □4一部木製 
什器□5全木製 □6一部木製 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

熱源□7 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ □ﾄﾝ/年 

□9 その他

【             】 

□1 新設 

□2 改修 

構造□1 木造   □2 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
内装□3全木製 □4一部木製 
什器□5全木製 □6一部木製 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

熱源□7 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ □ﾄﾝ/年 

8 

土地造成・

地盤改良 

□1 杭基礎 
□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

□2 地盤補強 

（軟弱地盤対策） 

□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製（丸太打設） 
□2 一部木製 □3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

□3 地盤補強 

（液状化対策） 

□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製（丸太打設） 
□2 一部木製 □3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

□4 その他

【             】 

□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

9 ｺﾝｸﾘｰﾄ

型枠 

□1 建築 
□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

□2 河川港湾 

関連構造物 

□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

□3 道路関連 

構造物 

□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

□4 その他

【             】 

□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

10 

法面保護 

□1 一般道路 
□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

□2 林道 
□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

□3 造成地 
□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

□4 その他

【             】 

□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 

11 

その他 
  

□1 新設 
□2 改修 

□1 全木製 □2 一部木製 
□3 その他 

□m3 
□ﾄﾝ 

□1 地場材 □2 地場以外の国産材 
□3 外材  □4 その他 
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問２．木材を採用した理由としてあてはまるものを全て選択して下さい。 

□1．市町村の条例・規程で定められている  

…根拠条例等の名称【                                                         】 

□2．市町村の指針（木促法に依拠）で定められている 

…根拠条例等の名称【                                                         】 

□3．市町村の指針（市町村独自）で定められている 

…根拠条例等の名称【                                                          】 

□4．地域からの要望があった 

□5．地域資源の利用による地域環境保全、経済活性化のため 

□6．工事の特性上、木材が適していた 

□7．わからない 

□8．その他 

…具体的に                                           

                                               

問３．木材を採用しなかった理由にあてはまる項目、あるいは木材を採用したが実務上困難だと感じた項目の番

号全てを○で選択して下さい。 

 1 

治山 

・治水 

2 

農業 

・畜産

業 

3 

道路 

4  

港湾 

・空港 

5  

下水

道 

6 

公園 

7 

公共

施設

等 

8 

土地

造成・

地盤

改良 

9 

ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ型

枠 

10 

法面

保護 

11 

その他 

1．品質・性能面の課題 

①防火 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

②構造強度 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

③腐朽や蟻害等による耐久性 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

④その他【        】 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

2．資材調達面等の課題 

①必要な木材の調達が困難 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

②期間内の資材調達が困難 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

③設計・施工等の人材不足 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

④その他【        】 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

3．コスト面の課題 

①資材・施工コストの増加 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

②維持管理コストの増加 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

③その他【        】 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

4．意識面の課題 

 ①発注経験等がなく対応困難 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

 ②木材利用が適さないと判断 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

 ③自然破壊に繋がると判断 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

④その他【        】 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

5．木材利用を検討しなかった 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

6．工事の発注機会がなかった 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

問４．問３で１～４を選択された方にお伺いします。 

課題のうち、最も大きい要因はどれですか。1～5のうち、あてはまるものをひとつ選択して下さい。 

□1．品質・性能面の課題  □2．資材調達面等の課題 

□3．コスト面の課題    □4．意識面の課題 

□5．その他 
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問５．公共工事における木材の利用に関して、新たな条例・その他規程等の公的仕組みの導入や、市町村独自の

方針等を定める見込みはありますか。1～3のうち、あてはまるものをひとつ選択して下さい。 

「1.ある」の場合、差し支えなければその名称と概要をお答え下さい。 
□1．ある  

→名称 【                                     】 
→概要                                         

                                           

                                           

 
□2．ない 

□3．わからない 

問６．木材利用拡大に向けた支援等へのご要望として、あてはまるものを全て選び、内容をお答え下さい。 

□1．資金面の補助    

□2．公共工事発注者向けの木材利用工事等の発注手続き支援の充実 

□3. 木材利用工事の設計者の普及啓発・育成 

□4. 木材利用工事の施工者の普及啓発・育成 

□5. 木材調達における支援 

□6．木材の生産・加工の高度化への支援 

□7．一般消費者向けの木材利用のメリット・意義に関する普及啓発 

□8．土木分野を含む木材利用工事標準仕様書の作成・配布 

□9．その他【                                       】 

問７．公共工事への木材利用に関して、ご意見、ご要望等がございましたらご記入下さい。(自由記述) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 

 

最後に、記入していただいた方が所属されている部署名とご連絡先の御回答をお願いいたします。 

ご所属部署名  

ご連絡先電話番号  
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 352 

 

平成 27 年度 木材利用推進・省エネ省 CO2 実証業務報告書 

平成 28 年 3 月 

 

林野庁 木材利用課 

委託事業実施者：㈱三菱総合研究所 


